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調 査 の 概 要

ω 調 査 の 目 的

　　北海道の産業構造は,第 一次,第 三 次産業の ウエイ トが高 く,第 二 次産業特 に製造業 の後進性が

　 目立 ち,そ の高度化 が強 く期待 されてお り,ま た,近 年,商 工業 ・電源 の立地,エ ネルギーの需給,

　 地域産業の振興 産 業 ・生活環境基盤の整備等す ぐれて地域的問題 も多い等,今 後80年 代 におい

　 て本道 の地域特性 に応 じた地域 開発 を促進す る必要がある。

　　一 方,地 域開発推進の役割を担 う各関係機 関において広 く利用 されている地域開発に関 する情報

　は,極 めて多種 多様 にわたる もの と考えられ るが,各 機関においては,逐 年,電 子計算機 を活用 し

　 て情報 システ ムの強化,拡 大を積極的に進 あている。

　　 そのため,今 後,利 用度の高い地域開発関係情報 にっいて,そ の有効利用,高 度利用を検討 し,

　 それ ら情報 の体系的整備 を促進す るとともに,共 通情報基盤 としての情報 ネ ットワークの育成 を図

　 ることは,地 域 開発 を側面的 に援助 する一つの手段 として重要 な課題であ ると考えられ る。

(2)調 査の全体計画

　①　昭和54年 度

　　　本調査推進機関における情報利用 ・保存状況等の現状を把握するたあ

　　④　情報の利用状況調査

　　◎　電算処理状況調査

　　◎　磁気テープ等保存状況調査　　　　　　　　　　　　　　　　 '

　　⇔　今後の情報ニーズ調査

　　を実施し,こ れに従って本調査の基本的課題の検討を行った。

　②　昭和55年 度

　　　情報交換ネッ トワークを促進するためのより具体的な調査とし.て,

　　④　磁気テープ等の保存内容調査

　　◎　情報交換ネットワークのニーズ調査

　　◎　情報提供可能性調査

　　◎　情報交換ネ ットワークの問題点等調査

　　を行い,ま た,推 進機関以外で,将 来有力な情報拠点と目される11地 区の主要な市及び商工会

　　議所を対象に,情 報ニーズあるいは電算処理状況等の実態を把握するため,

　　㊥　地域別情報拠点育成基礎調査

　　を実施した。

　　　更に,今 後のこれらの情報交換ネットワークを進めるための基本方向と課題についても検討を

　　行った。

　③　昭和56年 度
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　　　昭和54,55年 度 に行った調査,検 討の結果 を踏 まえ,情 報交換ネ ッ トワークに関す る運用

　　及 びソフ トウェアの調査 を行 い'更 に,そ の実現 を目指 した システ ム化 を行 うこととしている。

(3)調 査 の推進体制

　　昭和54G度 に引き続き.本道における地域開発の推進に重要な役割を果たしている次の主要機関

　の委員(14名)で 構成する「地域開発va関 する情報調査委員会 」が本調査の推進母体である。

　　なお,事 務局は.社 団法人北海道産業調査協会がこの任に当たっている。

O

O

O

O

O

O

O

O

北海道開発局

北海道

北海道経済連合会

(社)北 海道商工会議所連合会

(株)北 海道拓殖銀行

北海道電力(株)

北海道東北開発公庫北海道支店

札幌通商産業月
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1.情 報 保 存 状 況 と情 報 交 換 ネ ッ トワ ー ク ・ニ ー ズ

1.1　 磁 気 テ ープ 等 の保 存 内容

　 本調査推進機関にお いては,昨 年度調査 した とお り,8機 関 の うち5機 関が電子計算機を導入 して

いるo

　 資料1は,地 域開発va関 す る利用情報の中で,電 子計算機用記録媒体 としての磁気 テープあるいは

磁気デ ィスクで保存 されている情報等につ いて とりまとめた ものである。

　 これによると,36情 報(64デ ー タ)が 数 えられ,そ の保存形態 としては,一 般的 に行 政機 関va

お い ては,① 統計調査の個票デ ータを その ままカー ド・イメージとして保存 してい るもの,② 統計調

査 の集計段階でのデ ータを保存 してい るものが多 くみられ,一 方,民 間機関においては,③ 統計調査

の公表 されたデータを保存 している ものが多い。

　 また,保 存期間は時系列でとらえたものが多 くみられ,集 計形態 としては,全 道計,個 票が多 く,

地 域情報 として望 ましい市町村段階 まで とらえたデータはかな り少 ない。

　 一力,こ れらの情報は,昨 年度 調査 した地域 開発 に関する情報 として,全 般的に利用度 の高い もの

が多 く,概 括的 な調査結果(44情 報)か らみ ると,① 電算処理 フ ァイルの統合,② 電算処理の廃止

等 から若干減少 してい る。

　 なお,本 調査では,磁 気テ ープ等の詳細 なデ ータ項 目まで降 り調査 を行 ったが,膨 大 な資料 とな る

た め割愛 した。

1.2　 情 報 交 換 ネ ッ トワ ー ク ・ニ ー ズ

　情報交換 ネ ットワークは,近 年 の情報化社会 の進展に伴 い,通 商産業省 ・経済企画庁 間の オンライ

ン ・ネ ットワークを初 めとして,中 央の行政機 関 ・民間機関等の間で顕著 な広が りをみせ ている。 し

か し,本 道 の内部間においては,こ れ までにお よそその事例が なく,情 報資源 の有 効利用,電 子計算

機の高度利用等の観点からの大 きな課題 であ り,今 後,ネ ッ トワーク化 が積極的に進 められ るべきで

あると考えられるが,そ のためには,ま ず,各 推進機関の具体的なデータ ・ニーズを把握す ることが

最 も重要 であろ う。

　 なお,ネ ッ トワーク については,通 信 回線を介 し情報を伝達す るオンライ ン ・ネ ッ トワーク及 び磁

気テ ープ等電子計算機 用記録媒体 によるオフライ ン ・ネ ッ トワークの二つの方法があるが,本 調査 に

おいては,後 者のオフライン ・ネ ッ トワークの形成 が当面 の目的である。

　資料2は,各 推進機 関が,前 項の情報保存の具体的内容va照 ら して他機関からどのよ うなデ ータの

提供を望 んで いるのか,い わ ゆる情報交換 ネ ットワークの基本的ニーズを とりまとめた ものであ る。

　 これによると,各 推進機関に対す るネ ッ トワーク ・ニーズの高 い情報(8機 関 の うち4機 関以上)
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は次のとお りである。

ω　北海道開発局へのニーズ

　　昭和50年 産業連関表関係,国 勢調査,事 業所統計,資 本形成調査(法 人マスター),

　　貨物地域流動調査

②　北海道へのニーズ

　　工業統計調査(全 事業ファイル甲 ・乙表),商 業統計調査,小 売物価統計(指 数価格プアイル,

　指数ファイル),森 林計画関係資料

(3)北 海道拓殖銀行へのニーズ

　　北海道主要経済指標,北 海道財政関連データ,北 海道金融関連データ,業 種別金融機関別貸出残

　高,道 民 ・国民所得統計等

(4)札 幌通商産業局へのニーズ

　　道民 ・国民所得統計等,北 海道地域産業連関表,北 海道鉱工業指数,商 業動態統計調査,エ 場立

　地動向調査

　 また,以 上のネットワーク ・ニーズについて,昨 年度調査 した各推進機関の地域開発に関する情報

利用度と比較すると全般的に高 まっており,今 年度の調査で詳細な磁気テープ等保存の内容が明らか

に左ったことから,各 推進機関においてデータの利用価値が見直されたものと考えられる。

1.3　 提供可能情報 と不 可能情報

　前項の情報交換ネ ッ トワーク ・ニーズは,デ ータを利用 する側からの,い わば一方的なニーズであ

り,そ の実現化 については,実 際 に磁気 テープ等 を保存 してい る各推進機関 における提供 面で の実態

に即 した対応が必要であろ う。

　資料5は,各 推進機関 において,情 報提供の可能性についてその基本的考 え力を とりまとめた もの

である。

　 これ によると,表1-1の とお り,'全 デ ータ64の うち40デ ー タが提供可能であ り,24デ ー タ

が提供不可能 となっている。 この うち,ネ ッ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 表
1-1　 提 供可能 ・不可能データ数

トワーク ・ニーズのある54デ ー タにつ いて

は,可 能 左もの55デ ー タ,不 可能な もの21

デ ー タとなってお り.約60%強 の データが

利用 し得 る状態 にある。

　 しかし,各 推進機 関におい ては,デ ータの

性格等から提供可能データの全てが無条件で

提供 できる状態 では なくt9デ ー タにつ いては 次の前提条件が付 され ている。

　①　集計等 のたあの個票データ以外 について可能 な もの……4デ ータ

　②　個票 データの秘密部分 を削除 して提供 し得 るもの………3　 〃

計 可　能 不可能

全 　　デ　　ー　　タ 64 40 24

うち ネ ッ ト ワ ー ク ・

ニ ー ズ の あ る デ ー タ 54 53 21
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③　利用 ・提供機関相互の個別協議が必要なもの　　　　　2デ ータ

ー方,提 供不可能なデータについて,そ の理由を大きく分けると次のとおりである。

①　統計法上の制約によるもの(デ ータ所持機関:北 海道)

　 ④　工業統計調査(全 事業所ファイル甲・乙表)

　 ◎　商業　　〃　　(チ ェック済CIT)

　　◎　法人企業経済調査(回 収マスター)

　　⇔　小売物価統計(指 数価格ファイル)

②　データソースが他機関のもの(デ ータ所持機関:北 海道開発局)

　　④'国 土数値情報及び地域メッシュ統計　　　　　 (デ ータソース機関:国 土地理院)

　　　　　集約ファイル1,行 政区集約ファイル,土 地利用現況データ

　　　　　海岸域公共施設等ファイル,海 岸域現況データ,海 岸線延長ファイル

　　㊥ 北海道蓄積情報 　 　 　 　 　 　 　 (デ ータソース機関:北 海道)

　　　　　気象因子データ

　　◎　貨物地域流動調査　　　　　　　　　　　　　　(デ ータソース機関:運 輸省)

　③　その他(デ ータ所持機関:北 海道開発局)

　　④ 北海道産業連関表

　　　　　45年32部 門表,作 業表(45年,50年)

　　◎　資本形成調査

　　　　　法人マスター,個 人マスター

　これらのうち,① については個票であるため現行制度上その改善は困難 と考えられるが,② につい

てはデータソース機関の了解を得られる可能性 もあり,ま た,③ についても提供要請があれば再検討

したいとの前向きな意向が示 される等,今 後,ネ ットワークを進める過程においてある程度改善 され

得るものと考えられる。

1.4　 情報 交換 ネ ッ トワ ー ク に関 す る意 見 等

　前述の とお り,本 道 の行政機 関,民 間機関においては,電 子計算機用の記録媒体 による情報交換の

事例がない ことから,今 後,積 極的 な展開が望まれてお り,そ の実現化のためには事前に種 々の意見,

問 題点等を検討 し,円 滑 な情報 流通 を推進す る必要があろ う。

　資料4は,今 回の調査 で各推進機関から寄 せbれ た種 々の意見等をと りまとめた ものである。

　 これによると,比 較的 多い意見,問 題点は次のとおりであ り,こ れ らは いずれ も今後のネ ッ トワーク

に関する貴重な示唆 といえよ う。

(組 織,制 度,慣 行に関 すること)

　 ω　データ交換は,事 務慣行の確立で対処 した方が 良い。

(デ ータ利用,提 供に関すること)
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②　推進機関は,機 会あ る毎 に電算処理 の強化 を図 り,デ ータの整備拡充 をす べきである
。

(3)統 計 法上問題あるデ ータも,プ ライバ シー保護 と合わせ検討 し,積 極的な対策を講 ずるべきで

　　ある。

(技 術面に関す ること)

ω 　データ交換に付随 した システム開発及 び異機種間,磁 気テープの相違等 によるシステム開発が

　　必要 である。

(コ ス トに関すること)

㈲　被提供者側は,提 供者側 のコス ト増加 に配慮 すべきであ り,相 当程度 の負担 が必要 である。

⑥　提供 コス トの問題を調査 し参考指針 を示すべ きである。

(提 供範囲に関すること)

σ)デ ータ交換は,当 面推進機関相互 間で進 め,漸 時政府機関,地 方 自治体,団 体 等へ の拡大を図

　　る必要 がある。

(推 進体制に関すること)

(8)デ ータ交換は,そ れぞれ推進機 関の自主 的判断 にまかせ るべ きである。

⑨　 委員会は,所 期 の目的達成 後 も情報流通 に関する連携の場 として残 した方 が良い。
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2.地 域 別 情 報 拠 点 育 成 基 礎 調 査

2† 　 経済面等か らみた地域 別情報拠 点

　北海道は,行 政圏域により14支 庁に分けられているが,一 般va地域開発の推進面で,そ の経済環

境等からこれらを統合し,道 央.道 東,道 北,道 南の4地 域に大きく区分することが多い。

　本調査の対象機関は,道 内の主要な市及び商工会議所それぞれ11機 関であ り,図2-1は これら

の位置1経 済規模等を示 している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 凡例

　 k402人

　 フ5999商

　 5,714工

数　 65156
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　 2.897人数

4地 区　　　 9プ ロ7ク

道　央　石狩後志.胆 振日高.空 知

道 東+勝,釧 路 、根室,飼 走

道 北　上川,留 萌宗谷

沮　南　渡島桧山
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囲1.

2

各数値は　人 口:55年 国 勢調査,商 業販売額:54年 商 業統計調査,

工業 出荷額:54年 工業統計調査.商 工業者数:55年5月 末

一 は地域境 界,一・…ヨま支庁境界,〔 ユ 内は支庁名

図2-1　 調 査対象市の位置,'経 済 規模
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　表2-1に よ りこれらの機関 の本道経済 に占める地位をみ ると,こ れらの機関全体では,本 道全域

に対 して人口55.9%(全 道 市部比78.2).商 業 販売額816%(同90 ,5),工 業 出荷額590

%(同799%)の シ エァを有 している。 また,そ れぞれの機関は,周 辺郡部への影響力を考慮す る

と,4地 域 の経済 分野 で中枢的役割を果た しているといえ,将 来の有 力な地域情報拠点 として位 置づ

けられる。

表2-1　 調査対象市の経済規模

　 　 　　 　 項　目

地 域 別

人　　　　　　口 商 業 販 売 額 工 業 出 荷 額

千　　　人 構 成 比 億　　　円 構 成 比 億　　　円 構 成 比

道　央　地　域
　 'うち調査対象市分

3,082

1,920
(55.3)

　 62.3

101,1ア0

8Z214

(66.0)

　 862

24,186

1ZO57
(54.4)

　 70、5

道　東　地　域
　　うち調査対象市分

1」32

471

(20.5)

　 41.7

25,155

16,735
(16.4)

　 665

11,426

4,402
(257)

　 38.5

道　北　地　域
　　うち調査対象市分

778

406
(15.9)

　 52.2

16,863

12,757
(　 1↑0)

　 75.7

5,393

2,869
(12.1)

　 552

道　南　地　域
　 　うち調査対象市分

585

320
(10.5)

　 54.7

10,117

8,327
(6.6)

　 82.5

3,480

1,903
(　 Z8)

　 54.6

北 海 道 全 域
　 　うち調査対象市分

5,576
5,117

(100.0)

　 55.9

155,511

125,053
(100.0)

　 81.6

44,485

26,251
(100.0)

　 590

団　各数 値は,図2-1の 統 計調査による。

22　 地域経 済の開発 ・振興 に関す る情報ニーズ

　 調査対象機関(以 下,各 市等 とい う)に おいて,地 域経済 の開発 ・振興を進 める上 で,2機 関以上

共通的に利用 されている情報は,表2-2の とお り204件 が数 えられる。情報区分別にみ ると,農

林水産関係(農 林 水産業 の振興)38件,国 土利用 ・基盤 関係(産 業 ・生 活基盤整備 工業立地)

22件 の ほか,物 価 ・生活 ・消費,統 計一般 ,経 済開発計画,財 政 ・金融,企 業経営,人 口 ・労働力,

鉱 工業一鶴 エネルギー関係 の利用が比較的 高 く,こ れ らで全体の約8割 を占め ている
。

　 資料5は.各 市等 の共通利用情報の うち,10ヵ 所 以上 で利用 され ているニーズの高 い情報につい

てとりまとめたものであ る。

　 これ によると,市,商 工会 議所別では一部を除 き利用情報に片寄 りはみられず,お おむね同様の利

用 状況を示 してお り,ま た,情 報 の利用頻度,重 要度 を勘案す ると,各 市等においては次の情報が業

務遂行上特 に重要 な もの といえる。

　所 得 ………道民所得統計.国 民所得統計

　経済 ・開発計画 ………北海道発展計画,新 北海道総合開発計画

　人 口 ・労 働 力………国勢調査,住 民基本台帳
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財 政 ・金 融………中小企業金融公庫月報

物価 ・生活 ・消費……小売物価統計調査,北 海道消費者物価指数,家 計調査,全 国消費者物価指数

企　業　経　営………中小企業白書,帝 国情報

国土利用 ・基盤………工業団地 ・工業用地一覧

統 計 一 般………経済白書,北 海道市町村勢要覧,事 業所統計,北 海道統計書

農 林 水 産………農業センサス,農 業基本調査

商　　　　　業………商業センサス,大 規模小売店舗の概要

観　　　　　光………北海道の観光客入込みに関する資料

　なお654年 度調査 した推進機関の共通利用情報 と比較すると,各 市等は各地域毎の経済開発等を担

う業務の性格上,全 道一円にわたる地域開発の推進機関 とは異なり,約6割 強の利用にとどまってい

る。

　　　　　　　　　　　　　　 表2-2　 各市等の共通利用情報

情　　報　　区　　分 各市等の共通利用情報
〈参考〉　推進機関の共通
利用情報(54年 度調査)

所　　　　　　　　　 得 4 4

経 済　・　 開 発 計 画 12 12

人　 口　 ・　 労　 働　 力 10 10

設　　 備　　 投　　　資 5 6

財　　政　　・　 金　　融 11 14

物 価 　・ 生 活 ・ 消 費 16 19

企　　 業　　　経　　　営 11 12

国 土 利 用　・　 基 盤 22 23

貿　　　　　　　　　 易 3 4

統　　 計　　　一　　　般 16 17

農　 林　　水　　産 58 51

産 鉱　工　業　一　般 10 10

鉱 業 ・軽 工　業 2 37

業 重　化　学　工　業 0 20

エ　 ネ　 ル　 ギ　 ー 10 37

活 建　　　　　　　設 5 5

運　　　　　　　輸 8 25

動 商　　　　　　　業 6 6

観　　　　　　　光 8 10

そ　　　　 の　　　　　他 7 12

合　　　　　　　　　　計 204 554
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Z3　 電子計算機利用 状況

　 各市等 における電子計算機 利用の現状及 び計画を とりまとめた ものが表2-5で あ るが,こ れによ

ると,市 では昭和57年2月 に利用を開始 した札幌市 を初 め9市 がすでに導入 されてお り,ま た,現

在業務委託中の2市 において も昭和56～57年 庭 中va導 入 す る計画 であ り,電 子 計算機の活用 を通

じ業務 の合理化,高 度化に積 極的 な姿勢 が うかがえる。

　 一方,商 工会議所 では,導 入2ヵ 所(う ち56年 度 中更新1ヵ 所),業 務 委託2ヵ 所 とやや少 ない

が,56E度 において1ヵ 所,中 期的展望 で1ヵ 所 が導入する計画 があ り,情 報化 の進 展に伴い徐 々

にその拡大が図られつつある といえよ う。

　 なお,現 在導入 し得ない主 な理 由は,① 電算機 を導入 しても会員が小企業 中心であるためコ スト的

に見合わない,② 会員に電算サ ービス会社が参入 していることから,そ の経営を圧迫 しないため等 で

ある。

　資料6は,各 市等の電子計算機 の機種等 をとりまとめた ものであるが,こ れによるとハー ド面では

札幌市のほか帯広市,苫 小牧 市の処理能力が大 きい。

　 また,資 料7は その利用業務 であ り,市 では,全 般的 に人事 ・給与等 内部管理,税 務,住 民記録,

統計関係,国 民年金,上 下水 道等 の業務,商 工会議所 では,記 帳事務,統 計関係,会 員管理等の業務

が主 力ものである。

　更に,磁 気テープ等の保存 状況 につ いてみると,各 市等にお いては,上 記の業務 に関連 した磁気テ

ープ等は保存 してい るが
,本 調査 が意図 した地域経済 の開発 ・振興に関す る情報保存は極めて少 なく,

僅かに1-2ヵ 所 が人 口統計,工 業統計,商 業統計等 を保存 しているにす ぎない。

　 これは,各 市等におけ る電算処理が総 じて大量集計等の初歩的段階 にあるた めと思わ れるが,各 市

等は,地 域経済 の開発 ・振興 の役割を果 たす地域機関 としての使命が今後 ます ます高 まるものと考 え

られ,ま た,将 来の情報流通 に強 い期待 を抱 いていることから,情 報 ネ ットワークへの機運 が次第に

醸成 され てい くもの と思 われる。
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表2-3　 電子計算機利用の現状及び計画

1

項 目 現　　　　　　　状 将　　来　　計　　画

機　関 導入 委託 導入 ・委 託年月 導入 委託 導入 ・委託予定年月

稚　内 ○ 昭和50年6月

旭　川 ○ 45・10

深　川 ○ ○
導 入54・ 　 4

委 託50・ 　 4

北　見 ○ 48・ 　 4 レベルア ップ検討中

釧　路 ○ 45・ 　 4 ○ 昭和56年7月

市 帯　広 ○ 44・10

札　幌 ○ 37・ 　 2

小　樽 ○ 52・11

苫小牧 ○ 48・12

室　蘭 ○ ○
導入53・ 　 4

委 託46・

函　館 ○ 45・ 　 2 ○ 昭和57年 度

稚　内

商 旭　川

深　川 ○ 50・10 ○ 昭和56年 度更新

工 北　見

釧　路

会 帯　広

札　幌 ○ 50・11

議 小　樽 ○ 55・ 　 8

苫小牧 ○ 46・ 　 4

所 室　蘭 ○ 昭和56年4月

函　館 ○ 中期計画
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3.情 報 交 換 ネ ッ トワ ー ク の 進 め 方

3.1　 55年 度調 査 の 総 括

　前述 したとお り,今 年 度は,本 調査推進機関 の「地域開発 に蘭す る情報 」の磁気テープ等の情報保

存実態をベー スとした情報交換 ネ ットワーク ・ニーズと,そ の実現化 のための手掛 りを求め,更 に道

内各地域 において,将 来 の情報拠点に 目されるべき地方 自治体,経 済団体 における情報 ニーズ,電 算

処理状況.ネ ットワーク ・ニーズ等の基礎 的調査を併せ実 施した。

　その結果得られた特徴的な点は,総 じて次の よ うに要約 され る。

ω　電算処理 を行 っている推進機関の磁気テープ等 による保存 内容 が初 めて明らか となった ことから,

　情報 ソース行政機関に対 するデ ータ交換を中心 に予想以上のネ ッ トワーク ・ニーズが存在すること。

②　 そのニーズに応 えて,推 進機関からは,統 計調査 の個票等統計法上の制約によるものを除 き,全

　般的にデータ提供に対 する前向 きな協力が得 られる見通 しにある こと。

(3)一 力,道 内各地域 の市及 び商工会議所において も,電 算処理 の拡大vaよ る業務 の合理化 ,高 度化

　 を進めつつ あ り,一 部にはデータベ ース構築 の意向 もあるなど,地 域経済振興等に関連するデ ータ

　を中心にネ ットワーク指向が潜在す ること。

3.2　 実現化 のための基本 的方 向

　前項の ことから,1.4の 情 報交換ネ ッ トワークに関す る意見等をは じめ,本 調査 で得 られた種々の

指針 を踏 まえ,か つ中央 における先進 事例を参酌すると,お おむね次の点を基本 として具体的 に進 め

られることが必要 であろ う。

ω　 条件 の整 っているところから

　　 ネ ットワークは,当 分 の間,推 進機関相互間で実行可能 と考 えられ るところから先行 し,か つ自

　主的 な形で実現 され ることが適当であろ う。 なお,推 進機関以外か らの要請 については,個 別に協

　議 を行 い,で き得 る限 りの配慮が望 まれ る。

②　相互の利益追求のため

　　ネ ットワークは,原 則 として情報資源の有効活用等の 目的に照 らした相互の利益に従い行われ る

　ぺきもの と考 えられ る。 また,一 方的 なデータ提供要請 について も,必 要性 の高 いものは特 に配慮

.されるべきであろ う。

(3)現 行 諸制度の範 囲内で

　　ネ ッ トワークは,統 計法及 び その他法令上の制約等か ら現行諸制度 の範囲内で収集 し,か つ公開

　 し得るデータについて行われ るべ きであろ う。

(4)相 互 の合意に基づ き
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　 ネ ッ トワークは,相 互の合意 に基づ き,覚 書等に よる事務慣行で対処 されることが望 ましく,ま

た,デ ータ提供 コス トの負担について も応分の配慮 が必要であろ う。

3.3今 後 の 課 題

　地域開発関係情報の ネ ットワークは,今 後,各 機関のニーズを基に上記基本的方向にの っとり.自

主的に逐 次広がbを 示 して行 くものと期待 されるが,1.4情 報 交 換 ネ ットワークに関す る意見等で

指摘 されている次の課題 につ いては,な お調査,検 討 を行 うことによ り,ネ ッ トワーク化 を軌道に乗

せ得 る強 い手掛 りとなろ う。

(1)運 用体制の検討

　　ネ ッ トワークに関す る運用につ いては,そ の対象範囲,デ ータ利用度数,営 利 ・非営利等 の実情

　 によって著 しく相違す ることに なるものと考えられるが,各 機 関においては.コ ス ト等 の運用面で

　の関心 も高いので,こ の問題についての解明が望 まれ る。

②　技術問題の検討

　　各機関 における電子 計算機の導入機種は多様であ り,異 なる機種間のネ ッ トワークに関す る八 一

　 ド,ソ フ ト面での前提条件,い わゆるデータ仕様 コー ド,磁 気テープの密度 ・トラック数,フ ォー

　 マ ット・レーベル等の基本的問題 を検討す ると共に,そ れ ぞれのデ ータ ・ベ ースの合理的 あ り方を

　検討す る必要 がある。

(3)シ ステム化 の検討

　　 ネ ッ トワーク化 は,当 面推進機関相互間で進展 して行 くもの と考えられるが,将 来.そ の拡大を

　促進 するためには.地 域開発関連データの収集管理,提 供等の機能を有 するスイ ッチング ・セ ンタ

　 ー的 な機関の設置 を検討 し,こ のセ ンターを通 じた着実 な実現化を目指 す ことも重要な課題 である

　 と考 えられる。

　　 また.本 調査では.前 述 の とお りオフ ライン ・ネ ッ トワークに限定 して検討を行 ったが,情 報化

　の急速 な進展を考慮 すると.将 来の問題 としてオンライン ・ネ ットワークを検討 して行 くことも必

　要 と考 えられ るので.こ の場合の技術,コ ス ト面等 の検討 も有意義 なことであるといえ よう。

　　一方.以 上 の調 査 検討 に加え,各 機関のネ ットワークに大 きな役割 を果たす方策は,① 国等 に

　 よる施策の推進.② 各機関におけるネ ッ トワーク体 制の確立 であろ う。

　　前 者につい ては今後,中 央省庁 におけ る積極的な施策の推進 に伴 い,そ の波及効果 が期待できよう。

　　 また.「 統計法 」上の制約は,ネ ットワーク ・ニーズを著 し く縮小 させ る原因 となっ てい るので,

　 現行諸 制度に立脚 したネ ッ トワークが果た し得ないこの問題についても.プ ライバ シー保護 と情報

　公開制度 との関連を考慮 したアプローチが必要 であろ う。

　　後者 については,各 機関が個別 システムの主体性を維持 しつつ,情 報資源 の有効利用,電 子計算

　機 の高度利用 の観点から,電 算処理,デ ータ整備 ・蓄積 の拡大等内部充実 を図 ることが必要 と考え

　 られ,前 者 の施策 と相 まって,ネ ットワークは大 きな広 が りを示す ことになろ う。
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《

1

資料1.磁 気テープ等での機関別保存情報等

情　　報　　名　　及　　び　　フ　　ァ　　イ　　ル　　名 集　　計　　形　　態 公表状況

㌶ 情　　　　報　　　　名 フ　　 ァ　　 イ　　 ル　　 名
デ ー タ 期 間

全 道 計 市町村別 ㌔鴛覇 有 無
備考

北海道産業連関表 昭和35年52部 門表(生 産者価格) ○ ○
〃　 　統合デ ータ(　 　 〃　　 ) ○ ○

昭和40年52部 門表(　 　 〃　　 ) ○ ○

開 〃　　　　　5　6　　　〃　　　(　　　　〃　　　　　) ○ ○
〃　　基本表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○

昭和45年52部 門表(　 　 〃　 　 ) ○ ○
〃　　　　　5　7　　　〃　　　(　　　　　〃　　　　　) ○ ○
〃　　基本表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○
〃　　　 〃　　　 (購 入者価格) ○ ○
〃　　作業表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○

発 〃　　　 〃　　　 (生 産者価格) ○ ○

昭和50年59部 門表(　 　 〃　　 ) ○ ○
〃　　基本表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○
"　　　 "　　　 (購 入者価格) ○ ○
〃　　作業表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○
〃　　　 〃　　　 (生 産者価格) ○ ○

全国産業連関表 昭和45年52部 門表(　 　 〃　　 ) 全 ○ 国 ○

局 〃　　　　　5　7　　　〃　　　(　　　　〃　　　　　) 全 ○ 国 ○

国土数値情報及び地域メッシュ 集約プ アイル1 48～52 ○ ○

統計 行政区集約ファイル 〃 ○ ○

土地利用現況データ 〃 ○ ○

海岸域公共施設等ファイル 49 ○ ○

〃　 現況デ ータ 〃 ○ ○

海岸線延長 フ ァイル 〃 ○ ○

山地平地沿岸域区分データ 48.49 ○ ○
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項 情　　報　　名　　及　　び　　フ　　ァ　　イ　　ル　　名 集　　計　　形　　態 公表状況
備考

情　　　　報　　　　名 フ　　 ァ　　 イ　　 ル　　 名
デ ー タ 期 間

全 道 計 市町村別 ㌔寮覇 有 無
国勢調査 45.50 ○ ○

開 事業所就計 50 ○ ○

北海道蓄積情報 気象因子データ 49 ○ ○

発 資本形成調査 法人 マスター 48.54 ○ ○

個 人 マ ス タ ー
〃 ○ ○

局 貨物地域流動調査 35.53 ○ ○

工業統計調査 全 事業者 ファイル(甲 表) 53'54 ○ ○
北 〃　　　 (乙 表) 〃 ○ ○

商業統計調査 チ ェック済CIT 51.54 ○ ○

法人企業経済調査 回 収 マ ス タ ー 43.55 ○ ○

拡 大 マ ス タ ー 〃 ○ ○
海
小売物価統計 指数価格 ファイル 55.7 ○ ○

指数 プ アイル 〃 ○ ○ ○

森林計画関係資料 森林資源 マスター 47.54 ○ ○

製材工場動態及 び木材 ・チ ップ 企業体 マ スター 45～54 ○ ○
道
生産動態調査 工場 動態 マスター 45.6、55、7 ○ ○

北海道水産現勢 漁獲高統計 45.1～55.3 ○ ○

水産製品生産高統計 55 ○ ○

拓 北海道主要経済指標 (最 古)50,1-55.8(最 新)○ ○

〃　財政関連デ ータ (最 古)31.1～55.7(最 新)○ ○

銀 〃　金融関連デ ータ (最 古)51.1、55.7(最 新)○ ○



ー
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㌶
情　　報　　名　　及　　び　　フ　　ァ　　イ　　ル　　名 集　　計　　形　　態 公表状況

情　　　　報　　　　名 プ　　　ア　　 イ　　 ル　　 名
デ ー タ 期 間

全 道 計 市町村別 ㌔鴛鶉 有 無
備考

拓
業種別,金 融機関別貸出残高 30,1～55.5 ○ ○
北海道生産 出荷 在嵐 在庫率指数　　　　　　　　　　　　(最古)3t1～557 ○ ○

銀
道民 ・国民所得統計等 (最 古)30～55(最 新)○ 全 ○ 国 ○

国民経済計算年報 54～53 全 ○ 国 ○
北 通産統計年鑑 59～53 全 ○ 国 ○
エネル ギー統計年報 45～55 ○ 全 ○ 国 ○

鉄鋼統計年報 〃 ○ 全 ○ 国 ○
紙 ・パルプ統計年報 〃 ○ 全 ○ 国 ○

電 窯業統計年報 〃 ○ 全 ○ 国 ○

化学工業統計年報 〃 ○ 全 ○ 国 ○

道民 ・国民所得統計等 MAC55A 35～53 ○ 全 ○ 国 ○

通
北海道地域産業連関表 45　 50 ○ ○

北海道鉱工業指数 51.8～55.7 ○ ○

商業動態統計調査 54.5～55.7 ○ ○

産
工場立地動向調査 44～52 ○ ○
機械器具流通統計 55.7、55.7 ○ ○
ガス事業生産動態統計調査 551、55.7 ○ ○

局
自家用発電所運転四半期報 最近2年 分 ○ ○
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資料2.推 進機関別情報交換ネ ッ トワーク ・ニーズ

情　 報　 名　 及　　び　 フ　　ァ　 イ　 ル　 名 被　 提　　供　 者　　側　　の　 ニ　　ー　 ズ㌶ 情　　報　　 名 フ　　 ア　　 イ　　 ル　　 名 開発局 北海道 道経連 道商運 拓　銀 北　電 北東公庫 通産局 合　計
北海道産業連関表 昭和35年32部 門表(生 産者価格) 0

〃　 　統合 データ(　 　 〃　　 )
0

昭和40年32部 門 表(　 　 〃　　 ) 0

開 "　 　 56　 　 　 (　 　 〃　 　 )
0

〃　　基本表　　 (　　 〃　　 )
0

昭和45年32部 門表(　 　 〃　　 ) ○ 1

"　　　　　5　7　　　　　　　(　　　　　〃　　　　　)
○ ○ 2

〃　　基本表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○ 2

"　　　 "　　　 (購 入者価格)
○ ○ 2

〃　　作業表　　 (　　 〃　　 )
○ 1

発 〃　　　 〃　　　 (生 産者価格) ○ 1

昭和50年59部 門 表(　 　 〃　　 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

〃　　基本表　　 (　　 〃　　 )
○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

"　 　　 〃　　　 (購 入者価格) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

"　 　作業表　　 (　　 〃　　 ) ○ ○ ○ ○ ○ 5

〃　　　 〃　　　 (生 産者価格) ○ ○ ○ ○ ○ 5

全国産業連関表 昭和45年52部 門表(　 　 〃　　 ) ○ ○ ○ 3

局 〃　 　 57　 　 　 (　 　 〃　　 ) ○ ○ ○ 5

国土数値情報及び地域 集約 プアイル1 ○ ○ 2

メ ッ シ ュ統 計 行政 区集約 ファイル ○ ○ 2

土地利用現況データ ○ ○ 2

海岸域公共施設等ファイル ○ ○ 2

〃　 現況 データ ○ ○ 2

海岸線延長ファイル ○ ○ 2

山地平地沿岸域区分データ ○ ○ 2
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情　 報　 名　 及　 び　 フ　 ァ　 イ　 ル　 名 被　 提　 供　 者　 側　 の　 ニ　 ー　 ズ

㌶ 情　　　　報　　　　名 フ　　ァ　 イ　 ル　 名 開発局 北海道 道経連 道商運 拓　銀 北　電 北東公庫 通産局 合　計

国勢調査 ○ ○ ○ ○ ○ 5

開 事業所統計 ○ ○ ○ ○ ○ 5

北海道蓄積情報 気象因子デ ータ ○ ○ ○ 5

発 資本形成調査 法人 マスター ○ ○ ○ ○ 4

個人 マスター ○ ○ ○ 5

局 貨物地域流動調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

工業統計調査 全 事業者 ファイル(甲 表) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

〃　　　 (乙 表) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

商業統計調査 チ ェック済CIT ○ ○ ○ ○ ○ 5

北
法人企業経済調査 回収 マ ス タ ー ○ ○ ○ 3

拡 大 マ ス タ ー ○ ○ ○ 3

小売物価統計 指数価格フ ァイル ○ ○ ○ ○ 4

指数 ファイル ○ ○ ○ ○ 4

海
森林計画関係資料 森林資源マ スター ○ ○ ○ ○ 4

製材工場動態及び木材 ・チ ップ 企業体 マスター ○ ○ ○ 3

生産動態調査 工場動態 マスター ○ ○ 2

北海道水産現勢 漁獲高統計 ○ ○ ○ 3

道
水産製品生産高統計 ○ ○ ○. 3

拓 北海道主要経済指標 ○ ○ ○ ○ ○ 5

〃　財政関連デ ータ ○ ○ ○ ○ 4

銀 〃　金融関連デ ータ ○ ○ ○ ○ 4
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情　 報　　名　　及　　び　　フ　　ァ　 イ　 ル　　名 被　　提　 供　 者　　側　　の　　ニ　　ー　 ズ

㌶ 情　　　　報　　　　名 プ　　ア　 イ　　ル　 名 開発局 北海道 道経連 道商連 拓　銀 ・北　電 北東公庫 通産局 合　計

拓 業種別,金 融機関別貸出残高 ○ ○ ○ ○ 4

北海道生産 出荷,在庫,在庫率指数 ○ ○ 2

銀 道民 ・国民所得統計等 ○ ○ ○ ○ 4

国民経済計算年報 ○ ○ 2

北 通産統計年鑑 ○ ○ 2

エ ネルギー統計年報 ○ ○ 2

鉄鉱統計年報 0

紙 ・パルプ統計年報 0

電 窯業統計年報 0

化学工業統計年報 0

道民 ・国民所得統計等 MAC55A ○ ○ ○ ○ ○

一

5

通
北海道地域産業連関表 ○ ○ ○ ○ 4

北海道鉱工業指数 ○ ○ ○ ○ 4

商業動態統計調査 ○ ○ ○ ○ 4

産
工場立地動向調査 ○ ○ ○ ○ 4

機械器具流通統計 ○ ○ 2

ガス事業生産動態統計調査 ○ 1

局
自家用発電所運転四半期報 0

シ
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資料5.提 供可能情報と不可能情報

項 情　　報　　名　　及　　び　　フ　　ァ　　イ　　ル　　名 外　部　提　供
不　可　能　な　理　由' そ　の　他　意　見　等

情　　　 報　　　名 プ　　　ア　　 イ　　 ル　　 名 可　能 不可能

北海道産業連関表 昭和35年52部 門表(生 産者価格) ○ メ ンテナンス上再 チ ェック

〃1統 合デ ータ(　 　 〃　　 ) ○
の必要あり　 　 　 　 　 〃

昭和40年32部 門表( .　 "　 　 ) ○ 分析用の特殊分類のため

〃　 56　 　　 (　　 〃　　 ) ○

〃　 基本表　　 (　　 〃　　 ) ○
開

昭和45年32部 門表(　 　 〃　　 ) ○ 〃

〃　 57　 　　 (　　 〃　　 ) ○
〃　 基本表　　 (　　 "　 　 ) ○
"　　　〃　　　 (購入者価格) ○
"　 作業表　　 (　　 〃　　 ) ○ 特殊推計を含むため 分析等の要請があれば検討

〃　　 〃　　　 (生 産者価格) ○ 〃 〃

昭和50年59部 門表(　 　 〃　　 ) ○

発 〃　 基本表　　 (　　 〃　　 ) ○

"　　 〃　　　 (購入者価格) ○

〃　 作業表　　 (　　 〃　　 ) ○ 〃 〃

〃　　 〃　　　 (生 産者価格) ○ 〃 〃

全国産業連関表 昭和45年52部 門表(　 　 〃　　 ) ○ 分析用の特殊分類のため

〃　 57　 〃　 (　 　 〃　 　 ) ○

国土数値情報及び地域 メッ 集約 ファイル1 ○
データソー スの国土地理院

の意 向による

シュ統計 行政区集約プ アイル ○ 〃

局
土地利用現況データ ○ 〃

海岸域公共施設等ファイル ○ 〃

〃　 現況データ b 〃

海岸線延長ファイル ○ 〃

山地平地沿岸域区分データ
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情　 報　 名　 及　 び　 フ　　ァ　 イ　 ル　 名 外　部　提　供
不　　可　 能　　な　 理.由 そ の 他 意 見 等㌶ 情　　　　報　　　　名 フ　 ア　 イ　 ル　 名 可　能 不可能

国勢調査 ○

開 事業所統計 ○

北海道蓄積情報 気象因子データ ○ データソースの北海道の意 向による

発 資本形成調査 法 人 マ ス タ ー ○ 関連資料 とセ ットでない と利用不可

個 人 マ ス タ ー ○ 〃

局 貨物地域流動調査 ○ データソー スの運輸省の意向による

工業統計調査 全事業者 フ ァイル(甲 表) ○ 統計法上個人の秘密保持のため

北
〃　　　 (乙 表) ○ 〃

商業統計調査 チェック済CIT ○ 〃

法人企業経済調査 回 収 マ ス タ ー ○ 〃

拡大 マスター ○

小売物価統計 指数価格 ファイル ○ 〃

海
指数 フ ァイル ○

森林計画関係資料 森林資源マ スター ○ 秘密部分については削除

製材工場動態及び木材 ・チ ップ 企業体マ スター ○
〃

生産動態調査 工場動態マ スター ○ 〃

道
北海道水産現勢 漁獲高統計 ○ 個別協議が必要

水産製品生産高統計 ○ 〃

拓
北海道主要経済指標 ○ 原則的に可能であるが個

〃　 財政関連デ ータ ○ 別に打合せられたい

銀 〃　金融関連デ ータ ○

凸

ク



一
関

N

N

ー

情　 報　 名　 及　 び　 フ　 ァ　 イ　 ル　 名 外　部　提　供

㌶ 情　　　　　 報　　　　　　名 フ　 ァ　 イ　 ル　 名 可　能 不可能
不　可　能　な　理　由 そ　の　他　意　見　等

拓
業種別,金 融機関別貸出残高 ○ 原則可能 であるが,個 別 に

北海道生産,出 荷,在 庫,在 庫率指数 ○ 打合せられたい

銀
道民 ・国民所得統計等 ○ 〃

国民経済計算年報 ○

北 通産統計年鑑 ○
エネルギー統計年報 ○

鉄鋼統計年報 ○

紙 ・パル プ統計年報 ○

電 窯業統計年報 ○

化学工業統計年報 ○

道民 ・国民所得統計等 MAC55A ○

北海道地域産業連関表 ○
通
北海道鉱工業指数 ○ 公表品目に限る

商業動態統計調査 ○

産
工場立地動向調査 ○

機械器具流通統計 ○ 個票データは不可
^ガス事業生産動態統計調査

○ 〃

局
自家用発電所運転四半期報 ○ 〃

⑱



資料4.デ ー タ交換 ネ ッ トワークの問題点 ・意見等集約表

1.組 織,制 度,慣 行に関す る こと

①　内部規定を定める必要が ある。

②　事務慣行 の確立で対処 した方が良い。

③　事務的,予 算的裏付けがない。

④　内部の情報整備が進 んでおらず.ま だ交換体制 にない。

2.デrタ 利用,提 供 に関する こと

①　他推進機関のデ ータは.当 方 のニ ーズにマ ッチ しないため,メ リットが少ない。

　②　一方的提供は,事 務的 に も繁雑である。

③　提供を受けたいが,取 引 の材料がない。

④　推進機 関は,機 会あるご とに電算処理の強化を図 り,デ ータの整 備拡充 をすべきである。

⑤　統計法上問題 あるデ ータ も,プ ライバシー保護 と合 わせ検討 し,積 極的 な対策を講 ずるべ きで

　　あ る。

5.技 術 面 に関す るこ と .

①　 データ交換に付随 したプ ログラム開発が必要である。

②　異機種 間,磁 気 テープの相違等に よるコンバ ータ用 プログ ラムが必要 である。

4.コ ス トに関す るこ と

①　職員 の新た な事務的負担 が増加する。

②　 提供者側は,ハ ー ド・ソフ ト面でのコス トがか さむ 。

③　被提供者側は,提 供者側 のコ スト増加に配慮すべきであ り,相 当程度 の負担が必要である。

④　提供 コス トの問題を調査 し,参 考指針 を示すべきである。

⑤　将来的な観点から,オ ン ライン化 を 目途にその技術,コ ス ト等の調査 を進 める必要がある。

5,提 供 範囲に関す ること

①　 データ交換は,推 進機関 に限定すべ きである。

②　データ交換は,推 進機関 で当面進め,漸 時政府機関,地 方 自治体,団 体等への拡大を図る必要

　　がある。

6.推 進 体制に関すること

①　デ ータ交換は.そ れぞれの 自主 的判断 にまかせるべきであ る。

②　 データ交換の実現のためには,委 員会 とは別の組織強化に より対処す る必要がある。

③　委員会は,所 期 の目的達成後 も,情 報流通に関す る連携の場 として残 した方が良い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-23一



資料5.地 域経済の開発 ・振興に関する利用度の高い情報

情
報

情 報 利 用 件 数

区
分

情　　　　報　　　　名 情　　　　報　　　　源.
市 商　工
会議所 合　計

所 国民所得統計 経済企画庁 8 8 16

道民所得統計 北海道 9 10 19

得 生産農業所得統計 農林水産省 8 3 11

経
産業構造の長期ビジョン 通商産業省 8 5 13

済
北海道地域産業構造ビジョン 札幌通商産業局 9 5 14

新経済社会7ケ 年計画 経済企画庁 8 4 12
・

開
工業再配置計画 通商産業省 7 4 11

発
第三次全国総合開発計画 国土庁 10 6 16

計
政府経済見通 し 経済企画庁 8 7 15

画
北海道発展計画 北海道 11 8 19

新北海道総合開発計画 北海道開発局 10 7 17

人 国勢調査 総理府 11 9 20
口
住民基本台帳 自治省,北 海道 10 8 18

.

労
人口動態統計 厚生省 8 5 15

働 学校基本調査 文部省,北 海道 8 5 13

力 毎月勤労統計調査 労働省,北 海道 7 7 14

財政 中小企業金融公庫月報 中小企業金融公庫 6 9 15
・

金融 調査月報中小企業金融統計 国民金融公庫 4 7 11

物 卸売物価統計調査 日本銀行 8 6 14

小売物価統計調査 総理府.北 海道 9 8 17

全国消費者物価指数 〃 9 7 16

価 北海道消費者物価指数 〃　　北海道 10 11 21

生 国民生活白書 経済企画庁 9 5 14

活
道民生活白書 北海道 8 5 13

.

消
家計調査 総理府,北 海道 8 8 16

費 消費動向調査 北海道 6 5 11

企
中小企業白書 中小企業庁 9 9 18

業
中小企業の原価指標 ,　 〃 5 6 1　 1

経
中小企業の経営指標 〃 5 10 15

営
中小企業経営指標 北海道 7 8 15

帝国情報 帝国興信所 8 9 17
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情
報

情 報 利 用 件 数

区
分

情　　　　報　　　　名 情　　　　報　　　　源
市 商　工
会議所

合　計

興信特報 東京商工 リサ ーチ 5 9 14

国 産業立地 日本立地 センター 8 2 10

土
利 工業 立地ハ ン ドブック (財)日 本工業立地 センター 7 5 10

用 工場適地調査 通商産業省,北 海道 6 4 10

基 工業団地 ・工業用地一覧 北海道 9 4 13 .

盤 北海道の内陸工業団地 北海道銀行 7 4 1　 1

貿易 通商白書 通商産業省 6 6 12

経済白書 経済企画庁,北 海道 10 9 ・19

統 地域経済総覧 東洋経済新報社 3 9 12

計
事業所統計 総理府 9 8 17

北海道統計書 北海道 10 7 17
一

北海道勢要覧 北海道統計協会 7 6 15

般 北海道市町村勢要覧 〃 10 7 17

た くぎん調査月報 北海道拓殖銀行 9 9 18

農 農林水産統計年報 農林水産省 9 2 11

林
水 農業基本調査 北海道 1　 1 2 15

産 農業 セ ンサ ス 農林水産省 10 4 14:

鉱工業
一　般 工場立地動向調査 通産省,札 幌通産局,北 海道 7 4 11

.

商 商業セ ンサ ス 通商産業省,北 海道 10 5 15

商業動態統計調査 〃　　　札幌通産局 6 6 12

業 大規模小売店舗の概要 〃　　　　　　　　　　　　　　〃 5 10 15

観 観光白書 総理府 8 5 13

北海道観光便覧 北海道 6 7 13

北海道の観光客入込みに関す
る資料

〃 8 6 14

光 北海道に於いて開催予定の全
国 ・全道大会

〃 7 4 11

そ

の
札幌商工名鑑 札幌商工会議所 4 8 12

他 通産 ジャーナル 通商産業調査会 5 8 11
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資料6.各 市等の電子計算機種等の状況

ー

N

O

ー

中　央　処　理
周　　　辺　　　装　　　置

項　目 装 置 職　員　数　　(人) (耐)
磁 気 テ ー プ 装 置 磁気ディスク装置

委　　　託　　　先

機　関 機　　種　　名 記　憶
容 量
台　数 記　録
密　度

トラック

数
台 数 記　録
容　量
専　任 兼　任 計 面　積

稚　内 ACOS-NEAC250 384KB 1 1500BPI 9 多
80MB5
8MB

14 一 14 82.0

旭　川 ACOS-NEAC400 512KB
・

4 1,600BPI 9 5' 200MB 25 一 23 205.0

北空知広域農業協同組合
深　川 USAC820V 32KB 一 一 一 2 256KB 1 一 1 10.0

齢 鱗 。ジネ。オ.、

北　見 ACOS-NEAC500 512KB 手
wξ鍵1

ヲ 4 200MB 9 一 9 85.0
メ ー シ ョ ン

釧　路 吾FACOM　 M-150F 5MB 4 1,600BPI 9 4 635MB 14～16 一 14.16 未定 ㈱北海道 コンビュータセ
市
帯　広 FACOM　 M-130F 1MB 2 1500BPI 9 4 800MB 10 一 10 962

ン タ ー

OUK9400 151KB 10 2 58MB
札　幌 OUK90-800n 1MB 13 15 200MB 52 一 52 94936

OUK9700 524KB 1.600BPI 9 4 100MB

小　樽 ACOS-NEAC200 96KB 1 1600BPI 9 4 58MB 11 一 11 490

苫小牧 FACOM　 M-140F 1MB 5 1冶00BPI 9 3 135MB 14 一 14 192.88

室　蘭 ACOS-NEAC200 128TB 2 1,600BPI 9 4 29MB 4 一 4 68.0
㈱ 北 海道 ビジネ スオー ト
メーシ ョン

函　館 昏 ㈱南北海道電子計算セン
ダ ー

稚　内

商 旭　川

深　川 リ コ ム6 一 一 1 500W 一 2 2 90

工 北　見

釧　路

会 帯　広

札　幌 TOSBAC5100rM50 64KB 6 t21躍 9 2 7MB } 6 6 90.0

議 小　樽 札幌合理化センター

苫小牧
ン
㈱苫小牧電子計算センタ

所 室　蘭 書TOSBAC　 DP/6 128KB 一 『 一 1. 30MB 1 1 2 未定
一

函　館 骨

囲　 各印は将来計画があるもの。 函館については検討 中。
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調 査 の 概 要

(1)昭 和55年 度 調査 ・研究の目的

　　産業構造?知 識集約化が要請 される今日・地場産業の発展を期すたあには,地 場産業を構成する

　事業者が経営上必要 とする情報を適時,的 確に利用し得る体制の整備一情報の収集 ・加工 ・蓄積 ・

　流通システムの確立一が必要である。

　　地場産業が中核産業として存在 している都市においては,当 該産業の盛衰が即当該地域社会全体

　の盛衰に結びつき易いところから,最 も有効な地域情報システムを確立するためには,単 に中核産

　業だけでなく,こ れをとりまく行政機関,経 済団体,組 合等を含めた地域社会の各主要構成単位が

　このシステムに組み込まれる必要がある。

　　以上の認識の下に.地 場産業都市においては国,県,他 地域情報ネットワークとの関連上どのよ

　うな情報をどのような機能で展開す べきかを模索 し,地 場産業における情報 システムの基本構

想をまとめることを目的とする。

　　なお,本 調査は54年 度 に引き続くものである。

② 調 査 の 方 法

　　ア ンケー ト調査及 びヒア リング

(3)ア ンケー ト調査対象事業所数　 96

　　　うち.回 答事業所数　　　 (82)

〈内　訳〉

　 　 　 企業形態

主要取扱製品
メ ー カ ー 座元商社 計

玩 具 　・ 置 物
16

(15)
　 4

(　 3)

20

(18)

洋　飲　食　器
18

(18)
　 2

(　 2)

20
(20)

和　飲　食　器
16
(12)

　 4

(　 4)

20

(16)

電　　磁　　器
12

(　 7)

　 4

(　 2)

16

(　 9)

タ イ ル　・ 建

材 ・ そ の 他

17
(17)

　 3

(　 2)

20
(19)

計
79

(69)
17
(13)

96
(82)

なお,必 要 に応 じ,上 記事業所及 び関係団体等 に対するヒア リングを実施 した。
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{4)昭 和54年 度 調査の概要

　　昭和54年 度 は東海(愛 知 ・岐阜 ・三重)・ 北陸(富 山 ・石川)地 域 の主 な産地 の組合.商 工会

　議所 ・商工会,地 元金融機 関,自 治体等約200機 関 を対象va,(1}各 々の立場か らみ た地場企業の

　情報ニーズ及び情報入 手チャネル,② 調査対象機関 における情報 活動 の現状及 び今後 の情報ニ ーズ,

　 (3情 報 シ ステム化va対 す る意見,要 望等 についてアンケ ー ト調査(一 部の機関 につい てヒア リング

　調査)を 実施 した結果,地 場産業振興 に役立つ情報 のシステム化 に対 する関心度は非常 に高 く,情

　報 の体系的整備及 び一元的管理 の必要性 が認 められ る。 また.一 度地 内だけのシステ ムに とどまら

　 ず,国 全体 と関連を有するシステム形成 の期待が強い。
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1. 産　 地　 の　 概　要

　愛知県瀬戸市は,名 古屋市の北方およそ20kmに 位 置 し,人 口規模約12万 人,古 い歴史 をもつ陶

磁器産業を中心とした単一業種型都市である。

　該市に陶磁器産業が根づいたのは.必 要 とする原材料の殆んどを地元で賄うことが出来たためであ

り,原 料立地の典型例であるといえる。ただ,近 年における著しい環境変化の中で,該 市だあっても

他産業導入志麟 一部硯 受けられるが・臓 器産業が鈍 な織 布の主柱である・と峻 りぱ い。

1.1　 瀬 戸 市 にお け る 地位

ω　工　　業　　面

　　窯業 ・土石製品 工業 の瀬戸市における比重をみると,表1-1の とお り,工 場数71.7%,従 業

　者数70.5%,出 荷 額5Z1%等 い ずれ もウエイ トが高い。 しか し,一 工場当b従 業者数,同 出荷

　額 ・付加価値額はいずれ も該市平均 を下回ってお り,小 規模 ・零細的性格を有 している。

表1-1　 業 種別のエ場数,従 業者数,製 造品 出荷額等(53年)

　　項 目

産業
中分類

工 場 数 従業者数
　　　　 万円製 造 品 　　　万円

付加価値額

従業者1
人当 りの
製造品出
荷額等

従業者1
人当りの
付加価値
額

出荷額等
対前年比

総　　数
　 ω

2,150 19092 1572>451 102.8 5.629479 719 547

窯 業 ・

土石製品

　 (B)

1,541 13,467 ス830,プ65 gz9 4.205042 531 312

(B}/(A) 71.7 70.5 571 一 74.7 73.9
、899

資料:瀬 戸市工業統計調査

②　商　　業　　面

　　陶磁器卸 売業(ガ ラス器卸売業を含む。)の瀬戸市 における比重は,表1-2の とお り,商 店数

　 52.8%,従 業 者数51.8%と 過半を占め,販 売額 も38,5%と 比 率が高い。

　　なお,一 商店 当 り従業者数は約6人 となってお り,工 業面 と同様に小規模性 が うかがわれる。

一 ・3一



表1-2　 業 種別の商店数,従 業者数,販 売額(54年)

産　 業　 分　 煩
伍 円)

商店数
構成比%

従業者数
構成比%

販売 額
構成比%

総　　　　　　　　　　 数 2084一 　 　 一
、 8,944 一 12312,406 一

卸　　　冤　　　業 358 100.0 2.187'
.1000

5.368538 100.0

一　 般　 卸　 売　 浅 358 1000 2,18? 100.0 5.368538
'

.1000

(陶 磁器 ・ガラス器卸売業ふ 189 528 　 1.133
1'

518 2,068,453 385・

代 用{商 　 ・　 仲　立　業 一 　　　
.

一 　. 一 　
層

一 二 一

小　　　　　売　　　　　業 2,026 100∬ 6,757 100の 6.943β68 1000

資料=瀬 戸市統計調査

1.2　 全国 ・愛 知県 にお け る地 位

　瀬戸市の陶磁器関連製品の出荷額は,表1-3の とおり,全 国の10.5%,愛 知県の31、4%を 占

め,な かでもノペ リティ(陶 磁器製置物 ・玩具)の 比率が高い。

　なお,殆 んどあらゆる種類の陶磁器を扱っているのも該市の特徴の一つとなっている。

　　　　　　　　　　表1-3　 主要陶磁器関連製品の出荷額(53年)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 tn位:百 万円

　　 　　　 区　分

舗'
製造 品 出 荷 額　　(百 万円) 対1　 比 ピ 働

全　 爾 愛 知県 瀬 戸 市 晒 栖 酬
'

食卓用ち ゆう窃用陶磁 器 193,971 35,830
そ14
.121 18.5 7.3' 39.4

陶 磁器製 置物 ・玩具 44,345 22,344 17,357 50.4 39.1 77.7

　 　 　 　 　 　 '

.電 気 川 陶 磁 器 口3.044 56・62? 9,2,39・ 50.1
　 ,■

　 8.2
.

16.3

∫)∬{ヒ学 工 業 用陶 磁 器' 10,518 7,511 2,493 71.4 23.7 33.2

陶 磁 器 用 は い 土 22,466 5,000 3,575 22.3 159 . 7L5

タ　　　　イ・　　　 ル lO6,793 37,105 4,804 34.7 4.5 12.9

合　 　 3r 491,137 1641417 51,589 33'5　{ 10.5 31.4

質料:全 国、愛知県の製造品出荷額は、通産省工業統言†表、

　　　瀬戸市の製造品出荷額は瀬戸市工業統計調査
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1.3　 輸 出

　陶磁器関連製品の うち.輸 出比率 の高いのは洋飲食器 とノペ1」テ ィである。 と くに瀬戸市 のノベ リ

テ ィは製造品出荷額 と同様に全国 ウエイ トが高い。因みに,該 市 の55年 度 の実績をみ ると,表1-

4の とお り,飲 食器 が全国 シェア1Z7%,ノ ペ|」テ ィが同55 .6%と な っている。

表1-4　 53年 度 輸 出実績

単 位:1000us$

　 　 　 区分
業種 全　　　国 瀬　戸　市 全　国　比

飲　　食　　器 506,283 54,298 177　 %

ノ　ベ　リ　テ　ィ 113,014 62,819 55.6　 %

資料:全 国値は日本陶業連盟

　　　瀬戸市は,日 本陶磁器検査協会(但 し,　　　
での換算値)

190円92銭/ド ル

1.4　 産 地 の知 名 度 ・製 品 イ メ ー ジ

一般 消費者 の産地 に対する知 名度 ・製品 イメージをみ ると,表1-5の とお り,知 名度 では上位 に

ランク され るものの,製 品 イメージ面では産地 の一層の奮起 が求められている
。

表1-5　 産 地の知名度 ・製 品 イメージ

産　　　地 知　名　度 高級品イメージ

有　田 896 55.2

九　谷 82.1 75.4

京　都 7ス5 54.0

美　濃 399 1t3

瀬　戸 74.6 62

万　古 454 32.3

資料:中 小企業庁「長期需要動向調査 」

1.5　 分　 業　 組　 織

瀬戸陶磁 器産地は,次 に示す とお り分業形態 が一般的である。
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〈和飲食器 〉

　 生産 工程は製土・成形・刻 銘 下絵付,本 焼,上 絵付 と分かれるが,窯 元では成形か ら本焼 まで

を行 い,問 屋へ納 めるケースが標準 的である。製土は,零 細企業 の場合 多 くの企業が製土業者から

仕入れ ている。成形は近年下請への依存度 が高 まってきている。上絵 付は産地問屋が上絵 付業者へ

下請 に出し,ま たこのほかに石こ う業者 厘鉢 業者,デ ザイナー,粗 葉業者などが存在 す る。(図

　 1-1参 照)

〈洋飲食器 〉

　 一方で主 として大手の一貫業者 と.他 方で素地業者 と加工完成業者 の分業組織 が併存 する。瀬戸

の産地 では素地業者が主力であ り,こ の素地は名古屋や美濃 の加工完成業者 に も販売 され てい る。

　 (図1-2参 照)

〈ノベ リテ ィ〉

　 一貫メーカーと分業組織が併存 してお り,ま た一貫メーカーといわれるところで さえ も,素 地成形,

上 絵付を外注 してい る比率が高い。(図1-3参 照)

生

産

工

程

製　　　　土 成　・形　　素焼 ド絵付 本　　　 焼 上絵付 検 品 ・梱包

1　　2　　8　　4

原　 節　 調　 土

石　　　　合.

粉　　　　脱

砕　　　　水　 練

5　　6　　7

成　 仕　 乾
形

諭
ク

辺1上 　燥

8

素

焼

9・

下

絵

付

10　 11　 12　 13
　 ・

施　 匝　 本　 検

　 鉢

郡'詰 　 焼　 品

14　 15

上　 上
　 絵
絵　 付
　 焼
付　 成

16　 17

検 　 梱

品　 包

分
　
　
　業

　
　
　形

　
　
　
態

・　1
製 土 業 者　　　 l　　　　　　　 I　 l　　 l　　　　　　　　　 l　　　　 l　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

l　 l、　 1　　　　　　　　　　 {.　　　　 1

　　　　　　　　　 元ll　 ・　 　 　 　 l　 　 l

　

　　 窯　 　 　 1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1　
窯　 　 {.　 元L… 　 　 　 　・　 1　 .

1

　 　 　 1

　 9　　 　 1!

　 　 　 |

L　 　産 地 問 屋

.　 　 }
.　 窯L・ 元i　 　 「　 l　　　　　　l　 国

1　 元「　　　　　　
,i生地成墜r-　 　 「避 者

　 　 　 　 　 　 }素 地成形業者　1　 1-　 1

一1霧 …il籍「
　　　　　　 l　　　　 l」-r--　 　　　 1-　 　1　　　　　　 L壁 型彗 い 　 　1幽 　

!　 　 1

(資 料)　 愛知県主要産業ピジ日ンW陶 磁器製造業

　　　　 '昭和54年3月 　愛知県商工部

　　　　　　　　　　　 図1-1　 陶磁器生産工程及び分業形態
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1

・一 貫 生 産 業 者　 　 名古屋(8)

　　 　　　　 　　　 　　　 瀬　戸(8)

1

一

－r
卸

小

売

業

者

製

土

業

者

緬
(5)

一

　 一

　 パ

　 　イ

■● ヤ

　 　 1

一

の

一
　輸

　出

商

　社

名古屋
(801)

素地業者 層　 瀬戸(55) 一 加工完成業者 ・　　 名古屋(64)

一

→

一

美濃(150)
1　 }

瀬戸(29)

美 濃(250)生 素地.・

業 　者
一

　 上絵 付業者

美濃、名古屋、瀬

(840　 (25)(79

ト 一 一 一 －L-一 ー 一 一 ー一 一 ー一 国 内 一 ーー ー －L-一 一 → ト 外 国一1

(注)(　 )内 は企業 数

　　　美濃企業数は、 国民金融公庫調査月報1978.7.一 一貫se者 を素地業者に含める。

〈 資料〉　 図1- .1に 同 じ'

図1-2　 洋飲食器の一貫と分業

陶土採掘
業　　者

　 }
杯　　土

メーカー ■
一　貫　メ　 ー　 カ　 ー

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

w

i

,!引
4 ト

1
原　型　師

一
生素地屋 細細 一カー 上絵付業者 サ ブ'ラ イ ヤ ー

見本絵付師

素地ソーカー 匝鉢・一・」

口 ＼ ●

●

● 加工完成業者

資料　愛知q,経 済 研究所 「あい ち経済時報」(Phl151976二9)

〈 資料 〉 図1-1に 同 じ

図1-5　 ノペ リテ ィの一貫 と分業(玩 具 ・置物)
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1.6環 境 変 化

　近年におけ る産地を とりま く環境の変 化 として次の ものがあ げられる。

　国際競争力の低下,国 内競争の激化,良 質陶土 の入手難,燃 料 価格 の高騰,人 材 ・後継者難.住 エ

混在 への対応 コス ト高,道 路整備の遅れ とこれに関連す る公害の発生,名 古屋市のベ ッドタウン化等。
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2.産 地 情 報 流 通 ・処 理 の 現 状

　瀬戸陶磁器産地を形成 している企業 が,厳 しい環境 に適応 しっつ活力ある事業活動 を営む上 でどの

よ うな情報 を必要 とし,ま た,情 報を どういう機会 ・場所等か ら主 に入手しているかにつ いて,今 回

実施 したア ンケー ト調査結果 を中心にみてみよ う。

21　 情 報 ニ ー ズ

　瀬戸は,前 章で も述 べた とお り,ノ ベ リテ ィをは じめ洋飲食器,和 飲食 器,電 磁器,タ イル等,殆

ん どあ らゆる種類の陶磁器 を扱 ってお り,し かも社会的分業体制 が進 んでいることもあって,業 種 ・

業態 によ り情報ニ ーズは相当な差異がみられ る。従 って,産 地 における共通情報ニ ーズのほか,業 種

・業態別情報 ニーズにつ いても触れる ことにする。

ω　産地全体か らみ た情報 ニーズ

　　産地 全体 の情報 ニーズの構成 をみ ると,図2-1の とお り「品質 ・デザイン ・新製品 ・技術 関連

　情報 」が最 も高 く,商 品開発 に対す る意欲 が旺盛 なことが うかがわれる。続 いて受注 ・販売促進活

　動等に結 びつ く「販路 開拓 ・市場関連情報 」が高 く,以 下,「 経営一般情報 」,「 経済情報 」の順

　になっているo

　　次に個 々の情報別 にニーズ の高い ものを挙げ ると,図2-2の よ うになる。

　　デザインや新製品開発 に関す る情報は,国 内は勿論,広 く海外 にまで求め てお り,特 にデザイン

　につい ては陶磁器製品の専門誌を始 め,ト ータル ・ファッシ ョンとしてのインテ リア ・住宅関係等

　の雑誌 にまで広範 に及んでいるのが特徴である。

　　一方,企 業の生産 ・販売,雇 用等 に関する 「経営一般情報 」や原燃材料 ・仕入商品の需給 ・価格

　関連情報は,国 内,し か も自産地内のウエイ トが高い。

　　 また,国 内競争激化 に伴 い地場製品の シェア ・価格,あ るいは関連業界の動向に関す る情報ニー

　ズ もかな り高 く,国 内の同業他産地 を強 く意識 していることが うかがわれる。

　　 この ように,情 報の種類 によ り,海 外 ・国内 ・産地 内各情報 ニーズのウエイ トの違 いこそみられ

　る ものの,製 品供給面において内需か ら外需向げに至 るまで手広 い展開が行 われ ている産地である

　だけに,情 報面におい ても必然的に広範囲 のものを必要 としていることがわかる。

　　次に,ニ ーズの高い情報 について内需型 と外需型の企業では どのよ うな相違があるかをみたのが

　図2-5で ある。

　　内需型の企業は,原 燃材料 ・仕入商品に関する情報に次いで,関 連業 界の動向や地場製品の動向

　に関する情報ニーズが高 く,一 方,外 需型の企業は,原 燃材料 ・仕入商品 に関す る情報以上 に,デ

　ザイ ンを主 とした新製品開発 に関す る情報ニ ーズが高 い。
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②　業種別にみた情報 ニーズの特徴

　　業種別 にニ ーズの高い情報 を列挙する と,表2-1の よ うになる。

　①　 ノベ リテ ィ部門

　　　瀬戸の主力製品であるノペ リテ ィは,全 国 出荷額 の約4割 を占め,そ の大部分 をア メリカ,ヨ

　　ーロッパ等に輸 出しているが,近 年 では 中 ・低 級品 分 野 に お い て台 湾 を始 め韓 国,中 国 等

　　の発展途上国からの追上げや高級品分野 におけ るヨーロッパ先進国 との競争激化 によ り厳 しい状

　　況に置 かれている。

　　　従 って情報面 においても,消 費者ニーズに合致 したデザイ ンの企画,バ イヤー との成 約価格.

　 　雇用の確保等 に関する情報 が重視 され ている。 これ に対 して地場製品動向あ るいは関連業界動 向

　　に関する情報 ニーズは,他 業種 に比較 して相対的に低い。

　②　洋飲食器部門

　　　 ノペ リテ ィと共に輸 出依存度 の高い洋飲 食器は,近 年,海 外市場 における発展途上 国の追上 げ,

　 　国内市場 における洋風化 ・多様化 の進展,人 件費の上昇等,市 場 ・需要 ・労働力需給構造 の変化

　　の中で対応の遅れがみられ,こ のため瀬戸は他産地 に比 べ相対的にシェアの縮小 を余儀な くされ

　　ているo

　 　　従 って,デ ザイン及 び新 製品開発 に関す る情報と共に,企 業の生産 ・販売,財 務 ・賃 金体系等

　　に関す る情報や地場製品動向に関す る情報 ニーズが比較的高 くなっている。

　③　和飲食器部門

　　　家庭用 の一般食器が多 く,し か も大衆品 を取 り扱 っているため,美 濃産地(岐 阜県)と かなり

　　競合性 が強 く(表1-5),需 要 面での高級化 ・多様化によ り大衆品市場が縮小傾向 にあ る。

　　　従 って,製 品の高級化 に伴 うデザイン開発,多 様化す る消費者ニーズ,陶 磁器 関連業界や他産

　　地 の動 向等 に関する情報 ニーズが高 い。

　④　 その他部門

　　　 その他 の主左業種 として,電 磁器部門やタイル ・建材部門 が挙げられ るが,こ れらは企業規模

　　 も比較的大 きく,ま た,い ずれ も大手 メーカー(家 電産業 ・電子産業 ・自動車産業等)と の関連

　　性 が強い等,前 記三部門 とはか なり様相を異 にしている。特 に電磁器部門では,将 来成長分野 と

　　 目され ているIC基 盤 等 のニューセ ラミック スvaみ られ るよ うに,高 度 な品質が要求 され,新 材

　　料 ・素材 に関する情報が重要 左 ものとなっている。

(3ト 業態別 にみた情報 ニーズの特徴

　　業 鰯ljに ニ ーズの高 い情報 を列挙すると,表2-2の よ うになる。

　①　メーカ ー部門

　　　一般的に生産の物的要素 としては原材料 ・生産設備,人 的要素 としては労働 力が必要不可欠で

　　あ るが,瀬 戸が これまで発 展 してきた背景には,豊 富な陶土資源の賦存,近 代的生産設備の導入,

　 　技能的 に優 れた労働力等が挙げられ る。'
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一 『
　　しかし,良 質の陶土の埋蔵量は限られており,自 然環境の保全,社 会環境の変化により採掘の

　規制も受けつつあること,生 産設備面でも成形 ・焼成工程共に高性能 ・高能率化の遅れがみられ

　ること,労 働集約的性格が強く,近 年の労働力不足 ・賃金上昇に対して婦人労働力への依存や従

　業員の高齢化が進んでいる。

　　こうした事情を反映 して,情 報面でも原燃材料,生 産技術,雇 用等に関する情報ニーズが比較

　的高く.か つ商品の高級化に伴 うデザイン,新 製品開発等の情報ニーズが高い。

②　産元商社部門

　　陶磁器の標準的な流通機構をみると.業 種により,ま た,内 外需向けにより,か なり様相を異

　にしている。ノペリテ ィや洋飲食器の輸 出向け製品は,輸 出商社,サ プライヤー,バ イヤー等を

　経て,消 費地の卸小売業者に,和 飲食器等の国内向け製品は,産 元商社から消費地卸 ・小売業者

　に流れる。

　　利欲食器の例をとってみると.消 費地卸業者を経て百貨店,あ るいは量販店に流れるケースと.

　直接消費地の専門小売店に流れるケースがあり,前 者は百貨店等の条件(毎 日納入,人 員派遣等)

　を消費地卸業者が満たし,後 者は専門店間のチェーン化の進展等により.チ ェーン本部との一括

取引するケースが増加傾向にある。　　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 .

　　このような流通形態の中で産元商社は,売 れ筋商品を把握 しつつ,消 費者ニーズや新製品開発

　 (デ ザイン)の 情報に注目しているといえよう。

「その他情報 」

(12.6%)

「仕入関連情報」

　 (10.7%)

「経済情報」
(15.5%)

　　　　　「経営一般情報小
　　　　　　 (16.5%)

「品質 ・デザイン ・

新製 品 ・技術情報」

　　(27.8%)

「販路 開拓 ・

市場関連情報」

　 (18.9%)

(注1)　 重複回答方式 による。(1社 に つ き5項 目以内)

(注2)　 その他情報は,受 注関連,中 小企業施策 ・制度,そ の他からなる。

図2-1　 産 地全体 からみた情報 ニーズ
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、

0 10 20 30 40 (%)

原燃材料 ・仕入商品

ア　ザ　イ

新 製 品 開 発 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 52.9

生 産 　 販 売 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 31.7

消 費 者 ニ ーズ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 29.5

関 連 業 界動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　293

地 場 製 品動向　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 28.1

新 材 料 ・素 材

雇　　　　　用　　　　　　　　　　　　　　　 18.3

生 産 技 術 　 　 　 　 　 　 　 　 18・5

金融 ・物価 ・景気

　　　 (注1)　 重複回答方式による。(1社 につき5項 目以内)

　　　 (注2)　 図中の数字は,全 回答企業数に占める当該情報回答数の割合を示す。

図2　 一一2　 ニ ー ズ の 高 い 主 な 情 報
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(%)

(外 需 型)

20　 　　　　　10 0

　 　 (内 需型)

10　 　　　　 20 (%)

原燃材料:仕 入商品 159

デ ザ イ ン25.6

新 製 品 開 発

生 産　・販 売

消 費 者 ニーズ

関連 業 界動向

地 場 製 品動 向

新 材 料 ・素材

雇　　　　　用

生　産　技　術

17.1

1Z1

14.6

11.0

9.8

73.

12.2

z5

金融 ・物価 ・景気 14.6

14.6

15.8

14.6

14.7

19.5

171

14.7

26.8

6.1

11.0

171

(注1)

(注2)

外 需 型は ノペ リテ ィ,洋 飲食器,内 需型は和飲食器,電 磁器,タ イル ・

建材,そ の他を取 り扱 っている企業を格付け した。

図 中の数 字は,全 回答企業数に占める当該情報回答数 の割合を示す。

図2-3　 ニ ーズの高い主 な情報の内 ・外需別寄与
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表2-1　 業種別にみたニーズの高い主な情報

　　　　 (産 地関連情報のうち上位10情 報)

()内は業種別比率

順　位 ノ　ペ　リ　テ　ィ 洋　飲　食　器 和　飲　食　器 そ　　の　　他

デザ イン デザイ ン デザイン 原燃材料 仕入
1 商品

(50.0) (60.0) (68.8) (464)

消費者ニーズ 生産 ・販 売 原燃材料 ・仕入 新材料 ・素材

2 商品

(58.9) (55.0) (563) (595)

雇　　用 新製品開発 新製品開発 生産 ・販売

5

(58.9) (40.0) (458) (35.7)

受注価格 原燃材料 ・仕入 消費者ニ ーズ 地場製品動向
4 商品

(58.9) (35.0) (458) (32.1)

原燃材料 ・仕入 地場製品動向 関連業界動向 関連業界動向

5 商品

(55.5) (50,0) (458) (32.1)

6

新製品開発 財務 ・賃金体系 地場製品動向 . 新製品開発

(33.5) (30.0) (51.3) (21.4)

新材料 ・素材 消費者 ニーズ
'生 産技術 受　　注

7

(278) (25.0) (51.3) (21.4)

生産 ・販売 関連業界動向 生産 ・販売 消費者 ニーズ

8

(167) (25.0) (12.5) (179)

関連業界動向 生産技術 雇　　用 生産技術

9

(167) (25.0) (12.5) (14、3)

地場製品動向 受注価格 品　　質 教育 ・訓練

10

(16.7) (20,0) (12.5) (14.3)
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表2-2　 業 態別 にみたニーズの高い主な情報

　　　　 (産 地 関連情報の うち上位10情 報)

()内は業態別比率

順　位 メ　　ー　 　カ　　ー 産　元　商　社 そ　　の　　他

デザイン 新製品開発 原燃材料 ・仕入商
1 品

(45.8) (559) (40.0)

原燃材料 ・仕入商 生産 ・販売 生産 ・販売

2 品

(44.1) (462) (30.0)

関連業界動向 原燃材料 ・仕入商 新材料 ・素材
3 品

(359) (38.5) (50,0)

新製品開発 デザイ ン 受　　注
4

(32.2) (58.5) (30,0)

消費者 ニーズ 消費者 ニーズ 地場製品動向
5

(32.2) (58.5) (20.0)

地場製品動向 関連業界動向 デザイン

6

(32.2) (38.5) (10,0)

7

生産 ・販 売 新材料 ・素材 新製品開発

(28.8) (25.1) (10.0)

雇　　用 財務 ・賃金体系 関連業界動向
8

(22.0) (23.1) (10.0)

生産技術 地場製品動向 雇　　用
.9

(22。0) (15.4) (10.0)

新材料 ・素材 品　　質 生産技術
10

(20.5) (15.4) (10.0)
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(4)情 報 の相互関連

　　ニ ーズの高い情報は何か,と い う観点から これ までみ て きた訳 であるが,顕 在化 した情報ニーズ

　は,企 業 にとって直接利益 に結 び付 く最終情報的 な性格が強い。

　　産地各企業が共通的に利用できる情報囲を考えた場合,企 業努力に負 うべき範囲と,積 極的に流

　通 を促進すべ き範囲 との境界 をどこに求 めるかは,今 後の検討 課題 として残 る。

　　元来,情 報には加 工されることによ り付加価値を高め,新 た な情報 が生成 される性質のあること

　 を考 えると,流 通 させるべき情報 の範 囲は さらに拡大す るもの と考えられる。

　　 また,情 報は"一 人歩 き"す るものでは なく,何 らかの行為 に付随す ることを考え,情 報 を組み

　合わせ て利用 する際の有効 な手がか りとして,背 景 にある相互 関連性 を明らかにする必要 がある。

　例 えば,前 に述 べたニーズの高い情報va限 っ てみ ても,図2-4の よ うに考 えることがで きよう。

　　 因みに,一 つ の情報を とりあげてみ ても,業 種に より,業 態 によ り.或 は分業体制の中での位置

　 づけ により,当 該情報 に対す るニーズの度合 いには 自ら強弱は あろ う。

　　 産地が今後発展す る条件の一つ と して,産 地 を構成 す る各企業が例 えば流行 ・売れ筋商品を的確

　 に把握す るこ とが,一 つの キイ ・ポイン トになろう。 そのためには,地 場製品の動向.さ らに関連

　 す る業界動 向に注 目しつつ,消 費者 ニーズの変化 や方向を可能 な限 り客観的に把握 する必要がある。

　 また,こ うした変化 に応 じて,各 企業は各担当分野 での当面する計画(生 産 ・加 工 ・販売)を 立 て

　 ると共 に,次 期戦略を練 る ことにより,事 業活動上有利 な展開を図 ることが可能 となる。 このよ う

　 に,情 報の相互関連性 を考 える とき,産 地全体 に有機的 に情報を流通 させ る必要 があるといえよ う。

囲　 ここでい う共通情報 は,個 々の企業の機密 に属する情報 を含 まず,個 々の企業 が意思決定 し,

　或は創意 工夫する際 に必要 となる各企業 にとっての共通的 ・基礎 的情報である。個 々の企業は,

　 当該共通情報に 自身 で収 集 した情報を加え,加 工 ・分析 の上,活 用 を図 らねばならない。

一 参　 　考一

　　情報の概念

　　　情報information.簡 単 に言 うと「ある事情 の知らせ 」であるが,そ の意味は きわめて幅

　　 が広 く,奥 深 い。 まだ定説は ないが,諸 説 を整理 す ると,お よそ,① 人間 が行動の意思決 定また

　　は選択 に役立 てる一連 の記 号とその系列の こと,② ある目的のために意味 を持 っている一連 の記

　　号 とその系列の こと,③ 物質 とエネルギーのすべてをパ ターン化 した一連の記号とその系列のこ

　　 と`と いう5つ の解釈 に大別できそうである。これらの3つ の解釈に共通 している点は「一連の記号

　　 であり,そ め系列である」こと℃ ①から③へ進むにつれて,よ り広い解釈になってきている。最狭義の

　　 ①は対象を人間 だ限定 して,人 間が行動 を起 こすのに,ど ういう意思で どういう行動を取るべきか.

　　 その判断 あ材料 になるような記号 の集合体 である。 しかし,こ れは人間 に限 らず,動 物全般あてはまる

　 『概念であること.ま た行動 に直結 しなくても,本 能やコミュニケーションや学習などを通 じてあらかじめ

　　 身につけ.知 っている広 い意味での生活の知恵やノウハウ(も ののつ くり方),さ らには ソフ トウエ

　　 ア(も のの使 い方)な ども記号の集合体 として人間 や動物 の個体内に内在 してい ること一 など
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を考え合わせる と,① だけでは物足 りず,② の解釈 が必要 となる。 しか し,た とえば太陽 とい う

物理的,化 学 的な存在 を 「太陽 」とい う記号 を通 じて認識 しているように,人 間 や動物は この世

でお よそ認識で きるパター ンとい うパ ターンのすべてを記号化 して,認 識 しているので,よ り広

義 に解釈すれば,③ の概念 になる。

　資料:「 情報用語辞典 」日経文庫

経営管理情報

原燃材料 ・仕入商品

市場関連情報

1

企画 ・開発 ・技術情報

生 産 技 術

　 　 　 　 、

　　 　　 、、

　　　　　、、、、

　　　　　　　,'/
　　　　　　　　　、、、
流行・売 れ筋商 品　 '　一一

/
関連業界動向

新材料 ・素材

地場製品動向

_＼ …/
政治 ・経済

囲　情報の背景 を考慮 して,特 に関連性 の高いと考 えられる ものについて.矢 印で

　　結 んであ る。

図2-4 情報の相互関連性(概 念)
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22　 情報 入手チ ャネル

産地情報基盤を構築する際に,内 部情報の整備は勿論として,外 部情報をいかに効率的に入手する

かが問題 となる。

　 そこで,産 地の企業は現在.ど うい うところか ら,

てみ ることにす る。

どうい う情報を入手 しているか とい う点につい

ω　産地全体か らみた情報入手チ ャネル

　　情報の入手先 として.企 業系(日 常取引系及 び取引系以外),経 済 ・業界団体系及び その他系に

　大別 してみると,図2-5の よ うになる。

　　企業系から入手する ものが約半分近 くを占め,そ の うち日常取引先からは主 にデザ イン ・新製品,

　 市場関連,仕 入関連,受 注 関連等 の情報 を得 ている。 また,取 引先以外 として,社 長会 等のいわゆ

　 る同業者の会合に よ り経営一般情報を得 ていることがわかる。

　　企業系 と共 に,経 済 ・業 界団体系から とす るもの もかな り多 く,経 済,中 小 企業施策 ・制度,経

　営一般,デ ザイン ・新製品,市 場関連.仕 入関連等 の広範 な情報 を得 てお り,企 業系 と合 わせ ると

`全体 の約8割
に達する。

　　 チャネル別va上 位 の ものをみ ると,図2-6の とお り,経 済 ・業界団体(組 合)が 最 も多 く,以

　下,販 売先,業 界紙 ・専門紙,社 長会等同業者会合 と続 いている。

　　 さらに情報区分別に上位5チ ャネルをみると,表2-3の よ うになる。

　　 ニーズ の高い情報の多 くは,販 売先を主 とした 日常取引ル ー トが,イ コール情報入手チ ャネルで

　 もあ り,取 引活動 と一体 的に情報が流通 しているといえよう。共通情報基盤 として.取 引ル ー トを含

　 め て考 えることは無理 があ り,か つ妥当ではないといえよ う。 その方面 の活用は,個 々の企業努力

　 に任せることとし,む しろ経済 ・業界団体 の役割に注 目すべきであ ると考え る。

②　業種別及び業態別 にみた情報入手チャネルの特徴

　　業種別及 び業態別 に情報 入手チャネルの上位 を挙げる と,表2-4,表2-5の よ うになる。

　　業種では洋 ・和飲食器部 門,業 態では メーカー部門が経済 ・業界団体及 び販 売先 から情報の多 く

　を入手 しているのに比 し,ノ ペ リティ,あ るいは産元商社部門では一般 マスコ ミのウエイ トが高 く

　表れている。

　　 このよ うな結果 から,輸 出依存度の高い業種程,ま た,最 終需要者に近 いところ程産地外のチャ

　 ネルに依存 する傾向が強 く,海 外情報 も含めた全国的 なネ ットワークの必要性 が うかがわれる。
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経済情報
中小企業施策制度情報

そ の 他 系

　 (20.3)

経済 ・業界団体 系

　　 　 (33.8)

経済情報

中小企業施策 ・制度情報

経営一般情報

デザイン ・新製品情報

市場関連情報

仕入関連情報

取 引 先

　 (2&6)

取引先以外

　 (17.3)

デザイン ・新製品情報

市場関連情報

仕入関係情報

受注関連情報

(注1)

(注2)

(注5)

重複 回答方式 による。(一 情報区分につ き3項 目以内)　 　 　 j

取 引先 …仕入先,販 売先,受 注先

取引先以外…同業者会合,調 査機関,専 門家,独 自調査,海 外駐在員

経済 ・業界団体系…経済 ・業 界団体(業 界紙等を含む),見 本 市 ・展示会

その他系…金融機関,国 ・県 ・市の機 関,マ スコミ

()内 は構成比

図2-5　 産地全体からみた情報入手チャネル
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0 5 10 15

経済 ・業界団体(組 合)

販　冗　先

業界紙 ・専門紙

社長会等同業者会合

受　注　先

一般マスコミ

金 融 機 関

仕　入　先

関連他業界の見本市 ・展示会

　　　 (注1)

　　　(】2)

36

06

9.4

9.2

9.1

441

451

重復回答方式による。(一 情報区分につ き3項 目以内)

図中の数字は全回答数に占める当該回答数の割合を示す。

　　　　 図2-6　 主な情報入手チャネル

　　　　　　　　　　T20一
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表2-3　 主要 情報区分別入手 チャネル

()内 は情報区分別構成比%

順　位 デザイン・新製品情報 市 場 関 連 情 報 仕 入 関 連 情 報 経 営 一 般 情 報

1
販売先

　 　 　 　(19.1)

販売先

　　　　(255)

仕入先

　　 　 　(28.5)

経済 業界団体

　　　　(1Z5)

2
業 界紙 ・専門紙

　 　 　 　(145)

受 注先

　 　 　 (14.5)

業 界紙 ・専門紙

　 　 　　(11.7)

経済 ・業界団体

　　　　(1Z5)

社長会等同業者会合

　　　　(16.8)

3
独 自調査 ・統計

　 　 　 　(11.1)

社長会等同業者会合

　　　　(11.0)

販売先

　 　 　 　(10.5)

一 般 マ スコミ

　 　 　 　(10.5)
4
関連他業界の見本市

展示会　 (12.7)

経済 ・業界団体

　　　　 (99)

業界紙 ・専門紙

　 　 　 　(10.2)

5
経済 ・業界団体

　　　　 (64)

受注先

　　　　 (93)

販売先

　　　　 (ス3)

金融機関

　　　　 (98)

表2-4　 業 種別情報入 手チャネル

(}内は業種別構成比%

順　位 ノ　ベ　リ　テ　ィ 洋　飲　食　器 和　飲　食　器 そ　　の　　他

1

一般 マスコミ

　　　　 (13.9)

経 済 ・業 界団体

　　　　 (20.6)

経 済 ・業 界団体

　　　　 (16.3)

販 売 先

　 　　　 (11.4)

2
業界紙 ・専門紙

　　　　 (155)

販売先

　　　　 (16.1)

販 売先

　　　　 (14.7)

経済 ・業界団体

　　　 　 (10,8)

業 界紙 ・専門紙

　　　 　 (10.8)

3
販売先

　　　　 (12.7)

受 注先

　　　　 (10,9)

社長会等同業者会合

　　　　 (14.2)

4
経 済 ・業界団体

　 　　　 (12,2)

業界紙 ・専門紙

　　　　　 (95)

関連他業界 の見本市

展示会　 (11.1)

受 注先

　　　　 (10,6)

5
仕入先

　　　　　(8.0)

金融機関

　　　　　 (8.1)

業界紙 ・専門紙

　　　　 (10,0)

社長会等同業者会合

　　　　 (10,3)
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表2-5　 業態別情報入手チャネル

　　　　　　　　　　　　　　()内は業態別構成比%

順　位 メ　　ー　 　カ　　ー 産　元　商　社 そ　　の　　他

1　 　"
経済 ・業界団体

　 　 　 　(16.4)

販 売先'

　 　 　 (15.7)

2
販 売先

　 　 　 　(12.6)

一 般 マ ス コ ミ

　 　 　 (10.6)

5
業 界紙 ・専門紙

　 　 　 　(11.9)

社長会等同業者会合

　　　 (10.1)

受注先

　 　 　 (11.6)

4
受注先

　　　 (　 99)

経済 ・業界団体

　 　　 (　 96)

仕入先

　 　 　 (10.1)

金 融 機関

　 　 　 　(10.1)
5

一 般 マ スコ ミ

　 　 　 　(　 8.9)

業界紙 ・専門紙

　　　 (　 91)
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3.産 地 情 報 流 通 の 課 題 ・方 向 ・あ り方

3.1　 産地 にお け る情 報 流 通 の課 題

　瀬戸の陶磁器産業は,該 市における雇用吸収力等の経済的側面をもつと同時に,地 域 コミュニティ

を形成する中核的存在であ り,当 該産業自体の盛衰が即地域社会のそれに直結 し易い状況に置かれて

いる。

　 ところが近年,陶 磁器産業をとりまく環境は国際競争力の低下,国 内他産地 との競争激化を始め多

くの問題を抱え.よ り厳しさを加えつつある。

　対応策 として産地 自体 としても,技 術力の強化,デ ザイン ・品質の改善 ・向上,新 製品開発,販 路

開拓等に取組 んでいるものの.こ うした対策 を進めてい く上で必要 とされる迅速 かつ的確 な情報は必

ずしも十分確保 され ているわけでltく,表5-1～2の とお り,む しろ不足を訴 える声が強 い。産地

一体 となった情報処理機能 の必要性 が唱えられながらも具体的着 手
への困難性 が 目立つ実情 にある。

表3-1　 情報不足を感じつつ入手 していない理由

理　　　　　　　　　　　由 回答数 構成比

ω　費用がかか りすぎる 3
　 %
64

②　利用手段(力 法)が 判らない 5 10.6

(3)入 手 先 ・入手方法が判 らない 23 48.9

(4)公 表(入 手)時 期が遅 い 7 14.9

⑤　地域区分が粗い 2 4.5

(6}分 析 す る時 間的 ・人材 的余力がない 5 10.6

(7}そ の 他 2 4.5

合　　　　　　　計 4ア 100.0
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表3-2　 不足情報の種類 と構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 構 成 比

情報区分

合計 海外国内 自産

地

同業
他産
地

その
他

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　済

生産 ・出荷 ・在庫 に関す る情報 、2.7 1.8 一 一 一 6.5

雇用に関する情報 1.4 1.8 一 一 一 0.0

所得 ・賃金等に関する情報 1.4 1.8 一 一 一 0.0

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 4.1 3.5 一 一 一 65

その他 1.4 0.0 一 一 一 6.5

中小企業

施　　策

　 　 ・　　　　　9

制　　度

融資(制 度 ・機 関)・ 補助金 に関す る情報 1.4 1.8 一 一 一 0.0

税制に関する情報 1.4 0.0 一 一 一 65

都市開発計画・工場団地計画等,立 地に関する情報 0.0 0.0 一 　 一 0.0

その他 27 55 一 一 一 0.0

産
　
　
　
　
地
　
　
　
　
関
　
　
　
　
連
　
　
　
　
情
　
　
　
　
報

経営一般

企業の生産 ・販売等に関する情報 96 12.3 1Z9 15.4 0.0 0.0

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 4.1 5.5 71 Z7 0.0 0.0

従業員採用,労 働力需給等.雇 用に関する情報 2.7 55 3.6 Z7 0.0 0.0

教育 ・訓練等に関する情報 4.1 5.5 10.7 0.0 0.0 0.0

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経営者意識に関する情報 1.4 1.8 3.6 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

品 質 ・

デザイン

新 製 品

・技 術

品質に関する情報 1.4 1.8 3.6 0.0 0.0 0.0

デザインに関する情報 8.2 8.8 10.フ 77 25.0 65

新製品開発に関する情報 8.2 5.3 z1 0.0 25.0 18.8

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 5.5 ZO 3.6 15.4 250 0.0

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報 4.1 5.3 71 ス7 0.0 0.0

その他 4.1 5.5 3.6 77 25.0 0.0

仕入関連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に

関する情報
27 1.8 3.6 0.0 0.0 63

下請 ・外注先の動向に関する情報 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

販路開拓

市場関連

消費者ニーズに関する情報 11.0 ス0 一 一 　 25.0

シ エァ,価 格等,地 場製品動 向に関する情報 6.9 55 56 77 0.0 18.8

関連業界の動向に関する情報 6.9 8.8 71 23.1 0.0 0.0

広告 ・宣伝に関する情報
'

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

受注関連

商品別成約価格に関する情報 1.4 1.8 3.6 0.0 0.0 0.0

商品別成約数量に関する情報 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 1.4 1.8 5.6 0.0 0.0 0.0

そ の 他
輸出に関する国別情報 0.0 0.0 一 一 一 0.0

消費地商社の在庫量に関する情報 0.0 0.0 一 一 一 0.0

合　　　　　　　　　　　　　　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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(1)一 元 的情 報処理 を阻む要因

　　該市が陶磁 器産業依存 の単一業種型都市 であるところからみれぱ,一 元的処理 によ り産地 全体が

　利用 し易 い形 にまで相当程度加工 された情報 の創出は比較的容易であるかに考 えられる。 ところが

　当該産地の場 合,多 種類 の陶磁器業種 に分れ ている一方で,企 業規模は 中小 ・零細性が濃 く,し か

　 も一般的 に分 業形態で構成 され ている。 こ うした多業種 ・中小零細,分 業体制 での形成 とい う産地

　特性 を もつため,集 約 された必要情報は ともすれば ごく一般的 な共通情報 にとどまり易 く,ま たイ

　 ニシアテ ィブを握 る企業が相対的に少 ないため情報の活用範囲 も限定 される。 か といって,業 種 ・

　業態 に各 々適 した専用情報処理 システ ムを開発すれば効用面での満足度は高 まって もコ ス ト面にお

　け る問題 が生 じるなど両者 には トレー ド ・オフの関係にある。一方,製 品 の種類 の面で競合 関係 に

　 ない場合 や地域的,製 品面で の補完性があ る場合には情報の交換が成 立するケ ースも考 えられる も

　のの,範 囲は限られる。 さらに,生 業的中小零細企業には コス トを伴 う情報は本来的 にな じみに く

　 い面を もつ。 いずれ にせ よ「異な る情報需要を系統的に一 ヵ所 に集め,い かに多 くの情報を,い か

　 に広 い範囲 にわたって提供 し需要 を満たすか,し か も情報 コストを出来 る限 り廉価 に,そ のための

　具体策 は何か 」が基本的課題 となる。

②　情報不足に伴 う諸問題

　①　 他産地の情報,消 費者ニーズ情報,品 質 ・デザ イン等 の情報不足がみられ る。特 に輸出 ものに

　　比 べ内地 ものに関す る品質 ・デザイン関係情報 の遅れ ・不足 が目立ち,こ れに伴 う他産地 間 との

　　競 争上 の不利が生 じている。

　②　産地 としての情報収 集力が乏 しいため.或 はメーカー間の情報交換網 の未発達 によ り,バ イヤ

　　 ーに左右 され易い状況に置 かれ ている。

　③　 情報源の多 くを 「口こみ 」に依存 しているため的確性 に欠 ける。

　④　 飲食器関係では他産地 に比 べ高級品 イメージに乏 しく,こ のため高級品化を図 る生産過程 での

　　必要情報 の確保 は もとより,産 地全体 としてのイメージ ・チ ェンジを 目指すための対外的 な情報

　　提供面 の強化 も必要 となっている。

　⑤　情報 の入手チ ャネルをみ ると,第2章 で述 べた とお り,経 済 ・業界団体(組 合),販 売 先,業

　　界専 門紙,社 長会 ・同業者会合,受 注先,一 般 マ スコミ等比較的容易かつ コス トの伴 わないチ ャ

　　ネルにほぼ限定 され てお り,専 門調査機 関の利用 や独 自の調査等は殆んどみられ ない。 また,

　 　 55年 版 中小企業 白書が指摘 しているよ うに,一 般的に大企業が各社 の情報 を重視 し,多 面的な

　　情報収集を行 っているのに対 し,当 該産地 では,経 済 ・政策一般情報,品 質 ・デザイ ン ・新製品

　　 ・技術,販 路開拓 ・市場関連,仕 入 ・受注関連,経 営一般等生産 ・販売活動 に密着 した情報 に偏

　　 ってお り,収 集 した情報の分析 ・加工等 も含 め情報の多角的活用が十分な されていない。
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3.2　 産 地 の 進 む べ き 方 向

　 かつ ての高度成長時代 には,消 費者 よ りむ しろ企業側が消費者の需要 を創出する傾 向がみ られたが,

今 日では生 活水準 の向上,価 値観の多様化等 に伴 う生 活様式の変化 が商品の多様化,特 に高級化 を促

している面が少 なくない。勢 い,消 費パ ター ンも目ま ぐる しく変化 し,流 行 ・商品サイクル も短 命化

している。 企業は絶えず新 しいデザイン ・商品開発に追わ れ,そ のための新 しい手法 の工夫
,従 業員

の訓練 の必要が生 じてお り・ また一方では原 ・燃料 や製品価格 ・加工賃 の変動,競 争激化への対応に

迫 られ ている。

　 中小 企業庁 の実施 した 「経営基盤強化実態調査 」(54年11月)結 果 によれば.過 去5カ 年の売

上げが増加 した 中小企業の方が減少 した中小 企業に比 べ情報収集活動 を積極的に行 ってお り.情 報活

動の充実が業績の向上 につ ながっている ことが示 され てい る。先行 き不透明感 の強 い昨今 にあ って産

地企業 がいか なる環境変化 にも機敏 に対応 し,企 業間 ・産地 間競争に打ち勝 ってい くためには これま

で以上 に情報への依存度が高 まってい くもの と見込 まれ る。

　 多 くの情報を収集 し,取 捨選択 し.新 しい情報 を生み出 し,こ れに基づ く的確 な判断 が要求 される

今 日の社 会的情報体系の中で,ひ とり産地 のみが困難を伴 うとい う理由で手をこまねいていては とり

残 され ること必定であ る。産地 が今後の発展 を期待す るためには,産 地 としての情報処理体 制を確立

し,情 報を精 力的 に収 集 ・分析 ・加工 ・提供 して,特 に産地内大多数 を占める中小零細企業 の情報不

足に伴 う不利 を解 消す ることにより産地 全体 のレベルア ップを図 り,自 産地製品の市場戦 略を有利に

展 開す る必要 がある。

〈産地 の一元的情報処理 による期待効果 〉

　 ・　 デザイン ・品質 ・消費者ニーズ ・同業他産地 ・関連業界等の情報 に基づ く製品 の多様化 ・高級

　　化,新 製品開発,市 場拡大 ・開拓

●

内外一般産業 ・経済動向情報による先行き見通 しの把握

労働力需給 ・賃金 ・訓練情報に基づ く労務対策の展開

生産 ・在庫管理情報に基づくコスト低減化

原 ・燃料,外 国為替相場動向の把握による迅速な対応

その他多種類の情報に基づく中長期計画の樹立と環境変化への円滑な対応

　 しか しながら.産 地を構成す る個々の企業,中 でも大多数 を占める中小零細企業に とって多面 的な

情報収集 ・分析 ・加工は資金 ・人材等経営資源上の制約があるところから,次 項 で述 べるよ うに産地

・各企業は地元諸機関 と一丸 と左って果敢に この課題 に取組 まなければ ならない。

3.3　 産地 情報流通基盤整備のあ り方

{1}産 地内意思の統一化

　　基盤整備を行 うためには,実 施計画の策定が必要となるが,特 に当該産地の場合.産 地全体のコ
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ンセンサ スを得 るこ とが先決問題 となる。 すなわち.今 回の調査結果 によれぱ,情 報不 足問題 を抱

え,か つ情報流通 基盤整備 の必要性は認めなが らも.具 体的取組 み.展 開の可能性については疑問

視する向 きもあ り,例 えば表5-3の とお り,現 在必 ずしも基盤形成へ の積 極的 な気運が産地全体

に伺われ るわけでは ない。従 って,ま ず産地内に各業種 ・業態別企業代表,公 的機関,経 済団体 ・

組合,金 融機関等で構成する委員会を設置 し,こ の場 を中心 に方向を検討の上,基 本計画 を策定 ・

提示 し産地 全体 としての意思統一を図る必要 がある。

表3-5　 情報基盤整備構想(構 想図参照)に 対する関心

　 　 　 回答
関心 企　業　数 構　成　比

あ　　　 り 24 293

な　　　　し 35 40.2

不　　　明 25 30.5

合　　　計 82 100.0

國 瀬戸陶磁器産地情報基盤整備構想(産 地情報基盤のイメージ)

(瀬 戸陶磁器産地)
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　貴産地に必要 な情報 として種々の ものが考 えられますが,実 際 に情報 を経営に役立 てよ うとす

ると,情 報源が散在 していた り,ま た利用 目的に応 じたデ ータが入手で きない,入 手で きてもタ

イ ミングが合わ ない等 か在 り苦労 す るのが実情 です。

　本構想 では貴産地をモ デル として,産 地 を構成 する企業及 びこれに関与 している各種団体 ・機

関 が相互 に必要 とする情報(デ ータ)を 明確に し,か つ公開で きる範囲内で相互利用で きる共通

の情報 システ ム,即 ち企業,団 体及 び機関の間 で共通的にニーズの高 い情報(デ ータ)を どこか

一 ヵ所 に蓄積 し,集 計 ・分析 ・加工 して,必 要 な時,即 時 に利用で きる体制 を整備 する(従 って,

各 々が個別に保有す る必要が な くなる。)た め の方策は何 かをテーマにしてお ります。

②　基本計画の策定

　　産地に必要な情報とは何か,そ の情報をどういった組織で,ど のよ うに収集 ・分析 ・加工 ・提供

　するか,ま た,こ れらに要する総経費は,各 利用者層の経費負担は……等の基本的事項を検討 し,

　基本計画を策定しなければならない。

　　なお,計 画策定に当っての考え方と参考事例を次に掲げることとする。

　①　基本計画の策定主体

　　　前述した委員会組織を中心に基本計画を策定する。

　②　情報処理組織(産 地情報処理センター機能)

　　　組織は委員会のメンバー機関で構成 し,中 心機関としては地域の総合経済団体としての商工会

　　議所ないし主力陶磁器組合が望ましい。

　③　情報拠点

　　　今回の調査結果によれば,「 陶磁器産業に関するすべての団体を入居 させる産地振興センター

　　を設置し,こ こを情報の集積拠点とする。 」或は 「情報センターを新たに設置する。 」等の意見

　　がある。

　　　また,コ スト面を重視すれば,少 なくとも初期の段階では既存機関(例 えば,商 工会議所又は

　　主力陶磁器組合)を 情報拠点とし,こ こへすべての情報を集約 させることも考えられる。

　　　しかし,長 期的かつ情報処理以外の諸対応を含め総合的に展望した場合,県 ・市 ・地元業界の

　　出資する第三セクターを建設主体 とした「地場産業振興センター(仮 称)」 の設置に対する助成

　　措置(補 助金 ・高度化融資)を 活用 して情報拠点を育成することが最 も得策であろう。

　④　検討すぺき情報

　　　情報の対象としては,一 般経済 ・政治情報と産地関連情報の二つに大別 され,産 地関連情報は

　　 さらに業種 ・業態により多岐にわたる。

　　　産地の情報ニーズに関しては,第2章 で触れたが,前 記「構想図 」を前提 とした場合,当 該シ

　　 ステムに最 も期待する具体的機能.或 は,よ り機能を高めるために検討すぺき情報 として次のよ

　　 うな意見が寄せられている。

　　 ・　 現地で収集した最新製品の情報(特 に海外陶磁器見本市現地情報)
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因みに,情 報セ ンターの設置意向の強 い中部地方の繊維業 界の例をみ ると,

需要 に直接関連 する情報には対価支払 いの意思が強 く,逆 に一 般マ スコミ等に より入手可能 な情

報には必要ではあって も対価 の支払い意向は希薄であ る。 また,必 要性が必ず しも高 くな くても

入 手 の難 しい業 界 内企業の経 営状況 や生産活動 に直接関連す る情報 には或 る程度支払い意 向が

うかがわれる。(表3-4参 照)　 陶磁器産地 におい ても,商 品のフ ァッション性が よ り強 く.

また業態 の異 なる繊維業界 とは多少事情を異 にす るとしても,商 品需要に直接 的.に関連 し,し か

も個 々の企業 では コ スト的に入手困難 な情報 に関 しては或 る程度の対価支払 いの意思を有 するも

の と考え られる。

　 いずれ にせ よ,計 画策定段階におい ては取 扱い情報に関 し,産 地企業の必要 とする ミクロ(具

体的)情 報 と,そ の うち対価(お よその具体額)支 払いを前提 としても入手 したい情報を明確 に

把握す る必要 がある。

・　 国内 ・海外におけるデザインに関する情報

・　 国内 ・海外における各産地製品シェアの動向と企業の対応状況

　 仕入値 ・燃料関係 ・輸出先の経済状況に関する情報

・　 技術関連情報

・　 情報所在情報の提供(情 報案内所機能)

　　外国為替相場のテレフォン ・サービス

・　 中小企業向け加工情報

・　 生産 ・品質管理情報

・　職人(特 に型物職人)の 育成に関する情報

　なお,産 地企業の情報購入対価の支払い意思については,今 回特に調査を実施しなかったが,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 消費者ニーズ等商品
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表5-4　 情報の必要性,入 手難易度と対価支払の意思

必 要 性
入手の難

易性

対 価 支 払 意 思

計
　 、あざ 内容によって

ある な い

国際情勢の変化 高　　　い 容　　　易 6% 61%
.33% 100%

経済社会の一般

情報
非常r画 ・

容 .　 易
4κ 63%

.
33望 層100κ

消費者の好みゃ
意識に射 る情
報　　　　　　 '

非常 に高Cs層 難'し 　い 12κ 層 72% 16ヌ ζ
!00%

鋤 に関する情報'
それ ほど高'

くなv、 ・

F

容　　　易 　　 3%
「

50%' 47% 100%

顛 の経営状況
に関rrる情報

それ ほど高'くな
い

やや難しい .10%
.69男

21% 100ズ

商品に関する融 非常に高い やや難しい

'
23%.

『
65% ゴ2% 10b%

商品 の現在量 及
・び 需 要供給 に関'
`す る情報 高1　 い 簸1し い: 8努,層 6'0%-

w

32% 100%
.

.生 産 活動に関す

・る情報 ,

.そ れ程高 く

ない
雇
,し い

'

ゴ% 69%

　 .　、

22望 .400%

輸送に関†る情報
そ れ程i高く'

ない
容　　　易 1% 45%` 54κ foo%

価格だてや取引
・条件に関する情 .
報

高 　 　.bI 難 ,し ∨ ㌧10κ 55% 35% 100%

'販売 匂』ケテイング

に関 †ゐ情 報 高'　 い ヰや難しい
・『三3%

」

・r

68%

'i
g% 100%

資料　「東海北陸地域における流通システム化計画策定のための問題点 」

　　　　名古屋通商産業局

⑤　情報の処理体制

　　情報あ収集体制については,産 地情報拠点に専門職員を配置し独立的に行 う。情報処理組織の

　構成各機関に機能分担 させる。専門調査機関を利用する。全国 ・ブロック情報機関(国 ・地力自

　治体 ・公的機関)等 とのネットワーク化を図る。或は,こ れらのものの産地に適 した形態での併

　用 ・組合せ等も考えられる。

　　企業は一般的に外部情報を入手するだけでなく,多 かれ少なかれ,国 ・地方 自治体 ・金融機関

　 ・関係団体等に内部情報の提供も行 っているので,情 報収集源の一環として産地内企業からの情

　報収集も或る程度は考えられる。今一度,中 部地方繊維業界の例をみると.消 費者情報や業界内

　企業の経営状況(財 務諸表等)に 関する情報の提供については比較的円滑に行われており,次 い

　で.商 品に関する情報(新 製品 ・品質等)や 販売マーケティングに関する情報(販 路 ・宣伝活動
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等)に ついても提供に それほどの抵抗 がない。 これに対 し,生 産活動(生 産技術 ・生産 コスト

等),価 格 だてや取 引条件 に関す る情報は比較的提供 を期待することが困難 となってお り,さ ら

に公的情報 センターへの提供 の意思 につ いては,提 供 した くないとする ものが概 ね20%(内 部

機密的な ものと推定 される。)と なっ ている。 しかし,少 な くと も従来 から対外的に提供 してい

る情報につ いては相当程度提供の可能性のあることを示 している。(表3-5参 照)

　 情報の集計 ・分析 ・加工につ いては,初 期の段階では構成機関での機能分担 も考えられ るが,

中 ・長期的には情報拠点 に コンピュータを導入 し,専 門職員 を育成 ・配置 して一括処理 するこ と

が望 ましい。

　提供体制につ いては,産 地の情報拠点が単独で行 うか,構 成各機関 を通 じて行 うか,或 は情報

の種類 により何れの方法 にす るか等,各 種の方法が考 えられよ う。

　 左お.産 地情報拠点の位 置づけをど うするか(例 えば,一 般政治 ・経済情報は全国 レベルの情

報処理機関から,海 外 におけ るミクロ情報につい ぞはジェ トロとの提携等)に 関 しては,上 記情

報処理体制 を中心 に検討を加える必要がある。

、
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表5-5　 内部情報の提供状況,提 供先及び公的情報センターへの提供意思

L、

＼
　 　 　 　 　 ＼

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 L　 　 　 　 　 .

今　ま　で.②　提　供 状　況
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・

'提『　　　　 機　　　　　先 公的情報センターへの
提　供　の　茸　 思

流通 段階
　 　 　 、
.

求められれば
常 に 提　供

求められれば
ある程度提供

提供しない 廿 岡粟者 仕入先 販売先 金 融
機関 粟 界

政 府 その他 計 ‖鱗
内容によ
れば提供
したい
慧性
い

計

消費者の意識や好

みに関†る情報

メ　ー カ ー 19% 59% 22% 100κ ＼ ＼ ＼
メー カー 卸 26%、 61% 13% 100% ∨ ＼ 一 ＼
卸　　　売 45% `2κ 13% 100%

. ＼ ＼
小　　　亮 35% 55% 10% 100% ＼ ＼
計 31% 54% 15% . 100% 7% 28% 29κ 10% 17% 7% 2% 100% 55% 32% 13% 1002ビ

　 　 　 、 ■

業界の経営状況に

関する情報

メ　ー カ ー 23% 54% 23象 ζ. 100%・ ＼ ＼ 、
・ ＼

・

メー カー卸
'　
.36% 44κ 20% 100% ＼

＼ ・ ＼ .

卸　　　売 33% 58% 9% 100% 、 ● ＼ ＼
小.　 　 売 10% 72% 17% 100% 《　 ・ ＼
計 .25% 58κ 17% 100% 6% 19% ・11% 35% .16% 13% 1% ,ooo 48% 30% 22% ヌoo%

商品に関する情 報.

メ　一 方 ー 15% 61% 24% 100% ＼ ＼ ＼
.

メー カー 卸 30% 48% 22% 100% ∨ ＼ ＼
卸　　　売 32% 50% 18% 100% `

・　 　　¶＼ ＼
小　 ,　 売 41% 45男 14% 100ヌ ζ ・ 」

.
＼ ＼ 、

計 26% 54% 20% .100雲 ζ 8%' 27% 34%
'9κ 17% 5% 1% 100% 44% 39% 17κ 100クζ

　 　 一

種晶の現在量及び

妬要 ・供給に関す

る情報'

メ　ー カ 〒 23% 54% 23% ・100% ＼ ＼ ＼
メーカー 卸 18% 73% 9% 100% ∨ 　 　 ●・

＼ ＼
卸　　　 売 2'6% 61ヨ ζ ,13% 100% ＼ ＼
小　　　亮 17% 69% 14%, 100% 「 ＼
計 20% 63% 17%' 100% 5κ 26% 21% 16% 19% 11% 2% 100% 57% 31% 12% 100%

生産活砒に関+る

情報

メ ー カ ー 14% 53% 33% 100% ＼ ＼ . ＼
メー カー 卸 9%. 59% 32% 100% ＼ ＼ ＼
卸　　　亮 23% 50% 27% 100% ＼ ＼
小　　　売 10ヌ ζ 48% 43% 100% ＼ ＼
計 15% 53%　 . 32% 100タ ζ. 6κ 22% 19ヌ ζ 18% 21% 13% 1% 100% 36% 31冗 33% 100%

'

価 格だてや取引条

件に関† る情報、

メ ー カ ー 20% 66% 14% 100% ＼ ＼ ＼
メ ー カ ー卸 29% 29ヨ ζ 43落 100% ＼ ＼ ＼
卸　　　売 13ズ 　 . 63ハ ζ 23% 100% . ＼ ＼
小　　　売 11% 57% 32%　 ・ 100% ・

」＼ 一. ＼
計 18% 56% 26% 100% 12% 21% 24% 15% 20%.'7% 1男 100% 39% 36% 25% 100%

販売マーケティン

グに関+る 情報

メ　ー カ　ー 15% 59κ 26%. 100% ＼ ＼ ＼
メ ー カー 卸 18% 59% 23% 100%

一 ＼ ＼ 　' ＼
卸　'　 売 23男 65% 1・3% 100%

-

＼
小　　　 売 10% 63%. 27% 100% ＼ ＼
計 .17% 62%、 　　 21%㊨ 100% 10% 25 28% 11〆 17κ 8% 1% 100% 49勇 32% 19% 100%



一 参 考一

共同化による情報の収集 ・提供事業の事例

事業
内容
組 合 の 業 種
組　合　員　数 具　　　　体・　　　 例 効　　　　　果

市 陶 磁 器 製 造 組合事務局職員及び組合員を海外や
収集された情報は,組

、場 887名 全国の有名デパー ト等に派遣 し,各 合報にて毎月組合員に
動
向
調

種調査を実施。 提供され,組 合員の事

業活動に貢 献 して い
査

る 。

,:

の 情
、.

高 報

度 処

織 物　製 造

　　　 1,506名

CATV(有 線テレビ)に よる映像情

報システムを導入 し,組 合員に専門

的産業情報の提供を検討。'

実験段階であるが,成

功すれば,消 費者 ニー

ズ,小 売動向の把握,

デザインのシュミレー
化 理
　 ●

F

.

シ ョン,紋 紙 ラ ァイ ル

提 等業界としての情報処

　 供
1

理体制が強化される。

資料:全 国中小企業団体中央会調ぺ

小規模企業電算機共同利用システム(松 本商工会議所)

　商工会議所 の経営改善普及事業 の推進 を図 るため,小 企業等経営改善資金融資 事務及び記

帳等 の コンピュータ化 を行 っているが,こ の事務処理 によって打ち出 されるデ ータは年々増

加 しているo

　 本 システムは これ ら蓄積 されたデ ータを コンピュータによ り,集 積 ・分析 ・加工すること

によって,① 個 々の企業 の経営改善に必要 な企業内向け 情報を作成す るとともに,② 地域 内

企業の実態を把握 し,地 域全体の経営基盤 の構造 を改善 すぺく政策立案 に資す る地域情報 の

作成を行 うことを 目的 としている。

　　　 共同利用システム開発手順

藁界団体
組合等

銅
藍

基本 シス

テム設計.

業界に

対す己

啓蒙 ・
PR

詳細 シス

テム設計

実験参加企

担当者研修

プログラム

作成

実験サ
ービス

解説書 』

の作成

番

動

水

稼

資料:小 規模企業電算機共同利用システム

　　　 1980年5月 日本商工会議所 「小規模企業電算機共同利用システム 」

　　　 から抜粋

　　　　　　　　　　　　　　　　 一33一



⑧　実施計画の策定

　　産地情報拠点整備に関する産地の全体的なコンセンサスを得たのち,情 報処理活動を具体的に展開

　するための実施計画を策定 しなければなら互い。

　　実施計画の策定主体は・基本緬 策定組織が中心 となろうがぽ 画策敏 際しては次の点に留意す

　 べきであ ろ う。

・　 計画策定のための調査の実施

・　 情報ニーズの的確な把握

鵜 竺 鷲 二 驚:樫_等)
　 産地情報処理機関と全国 ・ブロック情報処理機関との位置づけ

・　 産地情報処理機関設置 ・運用に伴 う資金計画と人材の確保

　 産地情報処理機関の効用と限界

とりわけ,実 施計画の成否は優れて産地各企業者が産地情報処理機関の設置 ・運用に伴 う経費負担,

或は情報購入対価に十分見合 う情報提供機能を当該機関に見込むことが可能か否かにかかっていると

いえよう。

　なお,産 地情報処理体制は.初 期の段階では資金 ・人材面等の制約上.総 合的機能を具備したあま

り大規模なものは避け,産 地独自の比較的小規模な体制から出発 し,実 情を踏まえつつ(既 存の情報

処理機能の拡大),県 内諸機関や他産地関連機関 との連携を図ることに努め(内 部的には コンピュー

タ導入等),長 期的には全国的レベルでの関連諸機関との本格的情報交換ネットワーク化を目指すと

いった段階的機能強化が望ましいと考えられる。
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4.情 報 の 一 元 的 処 理 化 へ の ア プ ロー チ

ー コンピ ュータ ・テクノ ロジー の 導 入

　産地 における情報 基盤 の整備 に対す る期待感は,昨 年度 の調査結果 と合わせ て考える と,企 業よ り

もむ しろ経済 ・業界 団体 や地元金融機関 の方が強 い。企業 のそれが低 いといっ ても,経 済 ・業界団体

との関係が深 いことを考慮すれば,間 接的(経 済 ・業界団体等 を一次的 な利用者 と考 えれば二 次的)

な利用者 として期待 する面は よ り大 きな ものがあると考 えられる。

　本章 では,コ ンピュータによる情報処理の具体的 な内容 を例示することによって.コ ンピュータを

導入する場合(利 用 で きる体制)の 参考 にす ることを主 目的 とす る。

4.1　 技 術 的 ・社 会 的背 景

コンピュータ利用 に関する最近の動 向につ いて,い くつか述 べてお きたい。

ω　ハ ー ドウエア価格の低下 とソフ トウエア価格の相対的上昇

　　ハ ー ドウエアの処理能力 コス トはIC技 術 の急速な進歩によ り,10年 間 で約100分 の1に 下

　がったのに対 し,ソ フ トウエア部門は,高 級 言語の出現等 があった ものの,同 じ10年 間 でせいぜ

　い10分 の1に しかなってい ない といわれ ている。

　　半導体 の記憶能力は,現 在1個 当 り65,536ビ ットの容量を持ち,こ れが10年 後 の1990年

　 では1,048,576ビ ッ トと現在 の16倍 の能力にな ることが予想 されてお り,将 来的vaも ・・一 ドウ

　エア価格の低下傾向は続 くものと見込 まれる。

　　従 って,相 対的に ソフ トウエア価格 は上昇 し,両 者 の構成比率は10年 後,ハ ー ドウエア10%

　 に対 し,ソ フ トウエア90%に 達 す るもの と思 われ る。

②　マイクロ ・コンピュータ等 の普及

　　技術の進歩 により,マ イク ロ ・コン ピュータ,オ フィス ・コンピュータ等が コンパク トで,し か

　 も低価格で供給で きることは,中 小企業ユ ーザーの急速な拡大に拍車 をかけ ている。 かつ て共同利

　用 を 目的 とした計算 センターにおい ても,最 近 中堅企業 のユーザー離れ とい う現象 がみられ,内 部

　情報の管理は企業内で処理 した方が効率的である,と い う見方 もできる。

　　瀬戸で も,あ る産元商社 がコンピュータを導入 し,毎 日の売上管理を行 うことによって,従 来,

　経 営者の勘 に頼っていた仕入商品 を,売 れ筋 商品 を的確に把握 した上 で仕入計画を立 てる方針 に切

　 り換 え,在 庫投資額が年間1,000万 円 軽減 で きた とい う事例がみられる。
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(3)利 用面 での研究 ・開発

　　近年,利 用面での技術開発が盛んに研究 され ている。

　　ア メ リカでは,双 方向通信 として有線テ レビ(CATV)が 商 業ベー スにの り,家 庭か らの注文

　によ り画 面を送 るカスタム ・コミュニケーシ ョンが実現 してい る。

　　我が国で も実験 段階 ではあ るが.光 通信 技術 を利用 した生活映像情報 シ ステム(Hi-OVIS)

　 や公衆通信回線を利用 したキ ャプテ ンシ ステム(captain)等 にみ られるよ うに,カ スタム ・コ ミ

　 ュニケーシ ョンの メデ ィア として,家 庭用テ レビが利用 されている。

　　 その他,文 字や音声,図 形等 のパターン情報 を処理 する研究 も進 んでお り,デ ザイン情報等の映

　像 も容易 に入 出力で きるよ うになるだろ う。

　　 こ うした研究開発 が実用化 され,普 及段階に入ると,新 製 品等 の映像情報 をあ らか じめ幾 つか入

　力 してお き,家 庭 の主婦がテ レビで それを見 て好みを答 えるよ うな状況 を想定で き,消 費者ニーズ

　の変化 は容易に把握で きることに在ろ う。

　　 さらに現実的な事項 として,ネ ットワーク,分 散処理 を基本理念 とした.シ ステムの面的拡大 と

　い う側面 に注 目してみ よう。

　　一つは.中 小企業情報セ ンターを核 とす る多層的ネ ッ トワーク構想が指摘 できよう。 これは.各

　都道府県 レベルに地域情報 センターを設け(昭 和55年10月 現 在,22機 関 設置),地 場 産業関

　連情報や域内中小 企業 の経営動 向等の情報収 集 ・加工,創 出,提 供等を実施するものであ る。形態

　としては.中 央1/ペ ル,ブ ロ ックレベル.県Vペ ル各々のネ ット'ウークが さらに各Vベ ル間で もネ

　ッ トワークを組む もので,多 層的ネ ットワーク といえ よ う。

　　産地情報処理体 制 も基本的にはネ ッ トワークによるデ ータ ・パンク としてとらえ,多 層的 ネ ット

　ワークのサ ブネッ トとして組み込 まれるべきであろ う。但 し,デ ータ ・バ ンクの内容 によって,最

　通 な仕組 みを明確にす る必要 がある。

　　他の一つは,民 間デ ータ ・ペース ・サービスの普及を指摘で きよ う。

　　我 が国 で利用で きる主 なデータ ・ペー スのサ ービス例 を挙げると,表4-1の よ うになる。

　　例 えば,NEEDS-ADBは 土 地 ・人 口 ・世帯,.産 業,商 業,金 融 ・所得 ・財政,生 活 ・文化,

　住宅 ・地価等のデ ータが市区町村別 に検索で き,ま たNEEDS-AMDは マ ーケテ ィング ・デ ータ

　 ・パ ンク として,独 自調査 を加えた形 で情報サ ービスを実施 してい る。
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表4-1主 な デ ー タ ベ ー ス の サ ー ビ ス例(1)

提　　　供　　　機　　　関

分野
製造機関名(略 称) 主　管 営　利

サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者

省　庁 非営利

経済 肋通商産業調査会 ・工業統計表

経済統計情報センター 通産省 非営利 ・産業連関表 財通商産業

・鉱工業関連各種指数 調査会

・商店名簿

(経 済統計情報サー

ビ ス)

特日本貿易振興会 通産省 非営利 ・貿易統計情報

(JETRO) 特日本貿易

振興会

㈱ 日本経済新聞社 営　利 ・エ ネ ル ギ ー 情 報

(NEEDS-IEE) ㈱ 日本経済

・新聞情報 新聞社　他

(NEEDS-IR)

・一般経済情報 IBM

(NEEDS-TS) CALL

(NEEDS-MT) 3ア0

(NEEDS-HC)

・地域経済情報

(NEEDS-ADB)
・地 域 マ ー ケ テ ィ ン グ

情報

(NEEDS-AMD)

㈱電通国際 営　利 ・地域統計 ㈱電通国際

情報サービス (MARK-m,民 力) 情報サ ービス

・NRI/E

・NBER

・FTC　 DATA他

㈲アジア経済研究所 通産省 非営利 ・各国貿易データ

・東南 アジア貿易 特ア ジア

統計データ 経済研究所

出所　 「地域的公共データ流通のための研究開発 」関西情報センター
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主 なデ ータベ ース サービス例 ②

分野
提　 供　 機　 関

サ ー ビス 内 容 主 な流通業者
製造機関名(略称)

主 ・管
省　庁
営　利
非営利

経済

　 P

㈱野村総合研究所 一 営　利 ・マク・経済 ・

　　 　 産業デー タ

(NRI/E)'

㈱電通国際

情報サこピス

拙世界貿易セぞ4』 通産省 非営利 海外経済産業情報
層

㈱電通国際

情報ナーピス

㈱ 七化チユ リー ・

∴リサーチ.セ ンター
〆

　(CRC)

一 営 利 世界貿易統計'

(CRC-TRADE

　 　 　 サ」 ビス) 〔㈱CRC〕'

励日本統計協会 緬 非営利 事業所統計 ・.

　 メプシュ統計

'

、露 本統計〕

鶴 ㈱日本興業銀行 一

　 .
営 利 企 業 財 務

(興 銀財務)

㈱髄

国際情報

　サービス

㈱日本長期信用銀

行

一
営 利..企 　 業 財 務

(COMPAS　 S).

ぱ割
人口 (特)ア ジア

顧 研究所

通産省 非営利
'

,人　口　統　計
(国連人0統 計

　　　　　データ) 〔㌶み　 　 　 　 　 '

{財日本統計協会 税理庁 非営利 国勢調査'
地 域 メッシュ統計

ぼ 鵬1
市況 農 林 水 産 省 農　林

水産省

非営利 生鮮食料品流通情報
(生鮮食料品流通
　 情報サー ビス)

農林水産省
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主 な デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ ス 例(3)

分野
提　 供　 機　 関

サー ビ ス 内容 主な流通業者
製 造機関名(略 称) 主　管

省　庁
営　利
非営利

市況 ㈱市況情報センター

　 (QσICK)

営　利 株価情報、昌ユース、
為替情報

(QUICK.ビ ラ分一1)

QUICK
一

㈱ 共 同通 信 社 .
一 営　利 ニュー ヨーク市場株 価 ㈱電通国際情

報サービス

㈱ 時事通信 社 一 営 利 株価 ・債券 データ ㈱電通国際

情報サービス

信用 ㈱東京商工 リサーチ
一

営.利 企業属性 ・財務 ㈱電通国際

情報サービス

㈱ 帝国興信所
一
　 　 ' 営 ・利 企業財務 ・企 業情報

〔㈱帝国興剛

特許' 助 日本特許

　　　情報センタ」
.(JAPATIC)

特許庁 非営利 特許情報
(第1検 索システム)

(第2検 索システム)

JAPATIC

㈱.リ 　 コ　 ー
一
営 利 速報、検索、米国特許

検索

(リ コ■特許 ナーピス)

〔㈱ リコr〕

1

文献 特 日本科学技術情報

　　 　　 →2.ンター

(JICST)'

科'学

技術庁

非営利 科学全般(理 工学 ・化

学C医 学等)9

(JOISサ ー ビス)

.JICST

鰐アジア経済研究所 通産省 非営利 投資関係法律

認 所〕
㈱ 丸 善

1

一 営　利 人文、社会、 自然、応

用科学(マ 九七ンDIA-

LOG検 索 サー ビス)

㈱丸善

㈱紀伊国屋書店' 一 営　利 速報 ・検索サー ビス　 `

　 (ASK)

㈱紀伊国屋.

　　　 書店

所在 肋日本科学技術
振興財団

科　学

技術庁

非営利 科学技術研 究情報

(REGISTERナ ーピス)
'　 　　　　　 　　　　　　　　 　　 、

財田本科学
技術振興財

、団　　　　 '
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十
4.2　 産 地情 報 基盤 の 一 例

　背景の ところでも述 べた よ うに,オ ペ レーシ ョナル ・システムはオフ ィス ・コンピュータ等の普及

により,企 業体質 に合 った利用方法 が採用 されるべ きであろ う。従 って.こ こでは主 にプランニング

・システムについて取 り上げ ることとし,一 例 として国内向け飲食器業 界に焦点をあてた システムを

考え てみることにす る。

ω 　データ ・ベ ースの内容

　　ニ ーズ調査の結果 から,整 備の対象 に考 え得 る情報は以下のとお りである。

　①　経 営管理情報

　　　原燃材料 ・仕入商品等 の需給 ・価格,生 産 ・販売,雇 用等 に関す る情報

　②　企画 ・開発 ・技術情報

　　　デザイン,新 製品開発,生 産技術等 に関する情報

　 ③　市場 関連情報

　　　 消費者ニーズ,地 場製品動 向,関 連業界動向等に関す る情報

　 ④　経済 情報

　　　金融 ・物価 ・景 気動 向等 に関す る情報

　　 次に,こ れらの情報の基礎 デ ータとして,数 値 ・文 字 ・その他に大別す ると以下 のよ うになる。

　 ④ 数値データ

　　　経営管理 情報,経 済情報,市 場関連情報の うち地場製品動向 ・関連製品動 向等

　 ◎ 文字デ ータ

　　　④ の数 値データで扱 えるものは,文 字データとして も扱 うことができ,④ 以外では,企 画 ・開

　　発 ・技術情報 の うち新製品開発 ・生産技術,市 場関連情報 の うち消費者ニ ーズ等

　 ◎ 　その他のデータ

　　　数値 ・文字以外 として,図 形 ・映像デ ータの対象になるのが,④ ・◎のデータに加 え,企 画 ・

　　 開発 ・技術情報 の うちデザ イン等

　　 以上 の分類 を考慮 しつつ,基 礎デ ータの候補(比 較 的公共性が高 いデ ータ.あ るいは,既 にサ ー

　 ビスされ ているデ ータ)を 挙げると,表4-2が 考 えられる。

　　 しか しこれは あ くまで一例 に過 ぎず,産 地の特色 あるデ ータを追 加すれば,一 層充実 した内容 に

　 なるであろ う。
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表4-2　 基礎デ ータの候補

情　報　区　分 主　　要　　デ　　ー　　タ 備　　　　　　　　　　 考

〔数値データ 〕

経営管理情報 。工業統計 。通関統計

・原材料 ・燃料 ・電力使用額
'・仕向国別 通関輸 出実績

・仕掛品価額 。輸出検査実績

・製 品出荷額 ・在庫額 ・付加価値額

・規模別事業所数 ・従業者数

・生産動態統計(陶 磁器月報)

・製 品別生産 ・販 売 ・在庫

・原材料消費量

・燃料 ・動力 消費量

・常用従業者数

・実働延人員 囲　産地内データを主とする。将来的

・現金給与総額 には他産地 とのネ ットワークに より

。就業構造基本調査 産地間比較等ができる。

・産業別就業者数

。雇用動向調査

・雇用動 向

。毎月勤労統計

・実労働時間数

・現金給与額

経 済 情 報 。主要経済統計,物 価統計,産 業別 ・ 囲 　マク ロ的デ ータを主 とする。

品目別統計.貿 易統計など

市場関連情報 。工業統計 園　市町村別の全国データを主とする。

・業種別製品出荷額 ・在庫額 ・付加

価値額

。生産動態統計

・製品別生産 ・販売 ・在庫

陶磁器

プラスチ ック製品

ガラス製品

軽金属板製品

ほ うろ う鉄器

金属洋食器
。商業統計

・業 種別売場 面積 ・従業 者数 ・年 間商

品仕入先別割合 ・年間商品販売額
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情　報　区　分 主　　要　　デ　　ー　　タ 備　　　　　　　　　　　考

市場関連情報 。商業動態統計

・業種別売場面積 ・月間小売販売額

・月末商品手持額

。国勢調査

・年齢別人 口 ・世 帯数

。住民基本台帳

・転 出入者数 ・世帯数

。家計調査

・収 入 ・費 目別支 出

・消費動向調査

・家計 ・収入 ・貯蓄 ・費 目別家計 消

費支出 ・主要耐久消費財保有状況

購入状況

・消費者物価指数

・住宅統計調査

・住宅 ・世帯 ・働 き手 ・持家等 の居

住環境
・建築着工統計調査

・住宅着 工戸数 ・同面積

〔文 字デ ータ 〕

市場関連情報 。消費動向調査 囲 市町村別 の全国データを主 とする。

・消費者意識

企 画 ・開発 ・ ・特許

技術情報 ・実用新案

。商標登録

・意匠登録

。文献

総 合 情 報 ・新聞記 事

。雑誌記事

〔その 他 デ ータ,〕

企 画 ・開 発 ・ ・.デ ザ イ ン

技術情報

一42一



②　情報処理体制の仕組み

　　経営管理情報はデ ータ ・ソースが産地 内にあることに注 目す ると,デ ータ整備 は産地 の しか るべ

　 き機関が主体 となって行 うことが望 ましい。特にデータの迅速性を要求 するならば,で きる限 り発

　生源に近い ところで入 力され るべ きである。 しか し,経 営管理情 報以外はデ ータ ・ソースが産地 内

　に限 らないため,他 の システム とのネ ットワークを図る方向で考えるべ きで あろ う。特 に 「市場 関

　連情報 」につ いては,全 国的なデータを必要 とするため,全 国 レベルのシ ステム と連携する必要 が

　 ある。

　　従 って,以 上 のよ うな観点から情報処理体制の概念 を考え ると,図4-1の よ うvaな る。

経済 ・業界団体
金 融 機 関

　 地情 報

　 基 　盤
サテライト・

摺/(趣 《…

霧 一一←一(蚕 室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

サテライ ト'デ ータベース

l

l

l

Iセ ントラル

}　 ・デ_タ ベ_ス

経済 ・冥界団体

金　融　機 関

民間 データベース

図4-1　 産地情報処理体制概念図
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　 ここで一次的 な利用者 として想定 している産地の経済 ・業 界団体等は,必 要 な基礎デ ータを検 索

することがで きる と共 に,集 約 された企業 ニーズに対応すべ く定型処理(分 析 した結果 を理解 しや

す い形で)を 行 い,ア ウ トプ ットを会員等に提供す ることが可能である。 勿論,企 業が直接アクセ

スで きるよ うな体制を整備 することも重要 であ る。

　 次に,利 用者からみた システ ムの全体像 は図4-2の よ うに考え るこ とができる。

　 この場合,処 理 の一元的管理を図ることによ り効率的 な運用形態を とる必要がある。

　 なお.市 場関連情報,企 画 ・開発 ・技術情報,総 合情報等の一部データは,現 時点で既に民間等

に よるデータ ・ペー ス ・サー ビスが行 われ てお り,そ の有効活用を図 ることが可能 である。 それ以

外 の情報 は,技 術動向,コ ス ト等 とにらみ合 わせ可能 な分野 から順 次整備すぺきであろ う。

デ ー タベ ー ス

経営管理

自産地情

報プアイル

　 ,一 　、
ノ　　　　　　

鱗i
I報 フrd・・i
、 　　　　　 !　 、　_　'

専 用 システ ム 産 地状 況 システム

市場関連

全国情報

プアイル

企画・開発

・技術情 報

フ ァイル

総合情報

フ ァ イ ル

地 域製 品

動 向 シス テ ム

関連業界

動向システム

　　　　　　　　製品別生産 ・販基　本　出　力

　　　　　　　　売状況

業種別原燃材料

使用状況

業種別雇用 ・労

務状況

マーケティング

基礎情報云 テ

地 場製 品 シェア 競合製品動向 市 場 構 造

　 向E当

図4-2　 システムの全体像(瀬 戸陶磁器産地の

　　　　国内向け飲食器業界をモデルにした場合)
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(3)シ ステム機能の事例

　　 システムとして具備す べき機 能は,主 な ものだけで も図4-1に 示 した とおb幾 つか挙げ ること

　がで きるが,そ の中で,供 給機能 の一部 である加工 ・分析 事例 につい て考え てみ よ う。

　　非定型の加工 ・分析処理 は汎用DBMSに 任 せること とし,こ こでは主 に定型的ft専 用 システ ム

　 として,マ ーケテ ィング基礎情報 システムの機 能について述 べ ることとす る。

　① マ ーケテ ィング基礎情報 システム

　　　 システ ムのジェネ ラル ・フローを考 える と.図4-5に 示 すよ うな処理が必要 となる。

　　　分析主眼は,市 場構造 と消費動 向の把握に置 き,取 り扱 うデータ,出 力 イメージ等 を決定する

　　 ことによ り加工 ・分析処理 を実行 するもの とする。

　　　当然の こととして,リ ソー スの制約から同時に取 り扱 うデ ータの容量 も制限 され る訳 であるが,

　 　 たとえ制約が厳 し くても反復処理 によ り十分対応 できるよ うに設計す る必要が ある。

　　　 なお,出 力イメージのパ ターン化が重要 な問題 と在 るが,概 して次のよ うなデ ータの加工を考

　　慮 して組み合 わせればよい もの と考えられる。

　　④ 検索 したデ ータを表題 ・表頭 ・表側の各条件に従 いその まま表示 するもの

　　◎　時系列データの場合,前 年比等の変 化率 を求 める もの

　　◎　 ある基準 を100と した構成比を求め るもの

　　◎ 　人口 ・世帯 ・売場面積等 を分母 にした原単位指標 を求 めるもの

例　売場面積当り

　　従業員1人 当り

　　 1世 帯当り

　　 (人 口1人 当り)

年間販 売額(商 店),人 口

㊥　データ間の相関係数等を求めるもの

　　　例　人口10万 人当リスーパー数 と従業員1人 当り年間販売額 との相関

㊦ 数値データを基に図形化 したもの
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デ ー タ の 選 択

　 (種 類)

デ ー タ の 選 択

　 (地 域)

データの 選択

　 (時 　点)

○
宙

STEP　 　 V

検　 　　 　　索

` 卜

STEP　 　 VI

分 　　　　.類

、P

STEP　 　 百.

計　　　　　算

出 力

出 力イメー ジの

選択

続処理レベル

　の選択
Ln

n=tz5

終 了

図4-3　 マ ー ケ テ ィン グ 基 礎 情 報 シ ス テ ム ・ジ ェ ネ ラル ・フ ロ ー

STEP　 I～ 皿 　 取b扱 うデ ータの条件 として,種 類 ・地域 ・時点等をス テータス に応 じた形で指

　　　定 し,検 索用テーブルを作成 する。

STEP　 IV　 　パターン化 した 出力イメージを選択(要 素の組み合せ も可能 とす る)し,検 索用 テー

　　　ブルの条件 と対応 させ て加工 テキス トを作成 する。

STEP　 V

STEP

STEP

検 索用テ ーブルに従 い,デ ータ ・ベースをア クセスし中間ファイル を作成 する。

中間フ ァイル ・データを必要 に応 じて分類す る。

加工 テキス トに従い計算処理 を行 う。
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一 結 び に 代 え て

　 瀬戸産地をあ ぐる今後の外部情報問題 を展望す る際,最 大の焦点 となるのは,対 応 の困難 性 とこれ

に連 なる地域社会の将来である。

　 産地に限らず.今 日「め まぐるしい環境変化へ の対応が,様 々な情報を活用す る体制 な しに果 して

可能 か 」といった問題 を考 えるとき,従 来 の経験 と勘への依存から組織的 左情報処理 に基づ く,よ り

安全 な確 率を求め る方向への転換 は必然の流れである と考えられる。

　 特 に産地 が現在志 向す る取扱 い商品の高付加価 値化 には膨大 な情報 を必要 とし.こ れ に伴 う情報処

理 も質 量両面 にわた り今後ます ます強化 されるべき方 向にある。

　 こ うした情勢下で,経 営資源的に制約の多い中小零細企業が大半を占め る産地の対応は,産 地一体

となった情報処理体制の確立が考 えられる唯一の道 であろ う。

　 ところが厄介 なことに,瀬 戸産地 におけ る外部情報ニ ーズは,業 種,業 態によ り,或 は分業体制下

での位置づけによ り一様では ない。 このため,す ぐ使用で きるまでに加工 され たオーダーメイ ド的情

報は コ ストがかか る上利用者が限 定 され,逆 にレデ ィメイ ド的汎用情報は需要が減少す るとい う二律

背反的性格 を有する。 さらに現実 的な問題 として,対 価支払いを伴った情報の場 合,企 業機密的なも

のに限定すれば需要は相 当高 く見込 まれる ものの取扱 い情報の対象 としてはなじみ難 い。 また,ミ ク

ロ情報からマク ロ情報へ接近すればす るほど「有料 左らば自らの目,耳,足 を使 って収 集す る。 」と

いった傾 向が鮮 明になる。一方,情 報処理技術面は,将 来的にはかな りの開発が見込 めるとしても,

現在 なお未開発の面が少 な くない。

　以上 のよ うな環境 に思 いをめ ぐらせ るとき,産 地における一元的情報処理化への道は.か な り険 し

い感が強い。

　 では,瀬 戸産地 自体 の将来 につい てはど うであろ う。例えば,ニ ューセ ラミク スのよ うに将来展望

の開けた分野 もある。 しかし,国 際間競争の激化 や国内同業他産地 との,或 は他産業間 との格差の拡

大に悩む瀬戸産地 を概括的に展望す るとき,産 地 の将 来はバ ラ色 とはいい難い。

　 近年,国 内市場再開発志向を強め る陶磁器業界 にあって,今 後,同 業他産地 との競争 が従来以上 に

熾 烈な ものとなろ うし,そ の過程において明暗 を分ける ものは産地 におけ る情報処理能力の優劣であ

るとさえ考え られる。 とりわけ瀬戸市 のよ うに産地への依存度が高い場合 には,「 産地 の課題 をこえ

た地域 の課題 」であ る。従って,情 報問題への取組みは,よ り高付加価値化を求 あての他産業 の導入

や業種転換 も含 め,ひ と り産地企業のみ に委ねることな く,運 命共同体 としての自治体.経 済団体,

関係組合,金 融機関は もとよ り地域 住民 まで包含 された形での展 開でなければならない。 そして地域

社会 の一体 化 が強固であればあ るほど産地企業 にとっ ても,課 題解決へ の道 が開けるであろ う。

　なお,本 調査の実施に際しては.瀬 戸商工会議所及び関係組合の終始懇篤な御協力を得たことを付

記 して謝意を表します。
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資料編 ア ン ケ ー ト調 査 結 果 に つ い て

1.　 調 査 の 対 象

業種別(主 な取 り扱い製品 として,玩 具 ・置物,洋 飲食器,和 飲食器.電 磁器.タ イル ・建材)及

び業態別(素 地,一 貫,絵 付完成,完 成 メーカー及 び座元商社)に,各 組合せご とに平均4社,計

96社 を抽 出 し調査対象 とした。

2　実　施　時　期

昭和55年11月

s　 調　査　項　 目

　主 な調 査項 目は.情 報ニ ーズ と入手先,現 在収集 している情報,不 足情報,情 報基盤整備 に対する

期待 ・意見 ・要望等である。 なお,詳 細は巻末 に添 付した調査票を参照 されたい。
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アンケ ー ト調 査回収状況

　 　 　 　 　 企業形態 ・主取扱製品 ・規模別　調査票回収状況

川鰍現員業従
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0

4
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0

4

1

0

0

0

0

0

0
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0
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0
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6

2

1

3

2

0

6

2

1

3

2

0

0

0

0

0

0
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0

0

0

0

0

0

～
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6

8

4

0

3

2

6

8

2

0

5

0

0

0

2

0

0

1

0

0

0

0

0

1

、

2011

0

4

2

1

1

5

0

4

0

0

1

1

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

2

㌃
3

4

9

1

1

4

0

1

9

0

0

0

3

2

0

1

1

0

0

1

0
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0

4

聞万百模規本質
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0

1
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0

1
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1

2

5
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1

1

1

1

0

1

2

0

0

0
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0
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0

0

1

ド
5

4

7

2

1

2

1

5

6

1

0

2

0

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

1

-

満、未

2

5

8

0

1

5

0

4

8

0

0

0

2

0

0

0

1

1

0

1

0

0

0

4

計合

18

20

16

9

9

10

15

17

12

7

7

1

5

2

4

2

1

1

0

1

0

0

1

8

模規　

　

品　取製　主扱

物置
.

具玩

器食欲洋

器食飲和

器磁電
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他のぞ

物置
◆

具玩

器食飲洋

器食欲和

器磁電

ルイタ

他のぞ

物置
.

具玩

器食飲洋

器食飲和

器磁電

ルイタ

他のぞ

物置
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具玩
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器磁電

ルイタ

他のぞ

＼
耀
合
　
　
　
　

計

メ

　　

ー
　
　
カ
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産
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商
　
社

そ
　
　
の
　
　
他

調査対象数 　96社 回収数82社
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情報ニーズ集計表

t　 主要取扱製品合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　　　　済

生産 ・出荷 ・在庫 に関す る情報 12 8

雇用に関する情報 2 2

所得 ・賃金等に関する情報 9 7

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 26 15

その他 2 0

中　小　企　業

施 策　・制 度

融資(制 度 ・機関)・ 補助金 に関す る情報 9 7

税制に関する情報 6 6

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 1 1

その他 5 5

産
　
　
　
　

地
　
　
　
　

関
　
　
　
　

連
　
　
　
　

情
　
　
　
　

報

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等に関する情報 26 23

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 10 10

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報 15 12

教育 ・訓練等に関する情報 5 4

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 4 2

経営者意識に関する情報 2 2

その他 0 0

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 7 4

デザインに関する情報 53 21

新製品開発に関する情報 27 17

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 18 1ア

製造 ・加工等,生 産技術×関する情報 15 10

その他 4 3

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 35 28

下請 ・外注先の動向に関する情報 4 4

その他 1 1

販　路　開　拓

市　場　関　連

消費者ニ ーズに関する情報 24 16

シェ ア.価 格等,地 場製品動 向に関す る情報 25 17

関連業界の動向に関する情報 24 20

広告 ・宣伝に関する情報 0 0

その他 0 0

受　注　関　連

商品別成約価格に関する情報 15 9

商品別成約数量に関する情報 2 1

その他 9 6

輸出に関する国別情報 2 2
そ　　の　　他

消費地商社の在庫量に関する情報 2 2

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 375 280

　　　　　 　 一50-
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業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

`

ii
-

　
.
-
ー
ト

ー

　,

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他全般

」
一 一 一 4 3.2 2.9 一 一 一 4.2

一 『 一 0 0.5 0.7 一 一 一 0.0

一 一 一 2 2.4 2.5 一 一 一 2.1

一 一 一 11 6.9 5.4 一 一 一 11.6
`

一 一 一 2 0.5 0.0 一 一 一 2.1
`

一 一 一 2 2.4 2.5 一 一 一 2.1

一 一 一 0 1.6 2.1 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.5 0.4 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.8 1.1 一 一 一 0.0
`

9 11 5 5　 , 6.9 8.2 90 .12.0 15.8 5.2

4 4 2 0 2.ア 3.6 4.0 4.4 10.5 0.0
1

9 3 0 3 4.0 4.5 90 3.5 0.0 3.2

2 0 2 1 1.5 1.4 2.0 0.0 10.5 1.1

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0　 '

1 1 0 2 1.1 0.7 1.0 1.1 0.0 21

1 1 0 0 0.5 0.7 1.0 1.1 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 α0

2 2 0 5 1.9 1.4 2.0 2.2 0.0 3.2

10 8 3 12 8.8 75 10.0 8.7 15.8 12.6

1
6 8 3 10 72 6.1 6.0 8.7 15.8 10.5

`

6 8 5 1 4.8 6.1 6.0 8.7 1.5.8 1.1

5 5 0 5 4.0 5.6 5.d 5.4 0.0 5.3

{ 1 2 0 1 1.1 1.1 1.0 2.2 0.0 1.1

18 10 0 7 95 10.0 18.0 10.9 0.0 Z4

5 1 0 0 1.1 1.4 3.0 1.1 0.0 0.0

0 1 0 0 0.5 0.4 0.0 1.1 0.0 0.0

一 一 一 8
　 ●　・,.

6.4 5.7 一 一 一 8.4

'
5 11 1 6 6.1 6.1 5.0 12.0 5.5 6.3

9 9 2 4 6.4 z1 90 98 10.5 4.2
`

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6 5 0 4 3.5 3.2 6.0 3.5 0.0 4.2

0 1 0 1 0.5 0.4 0.0 1.1 0.0 1.1

3 3 0 3 2.4 2.1 3.0 3.5 0.0 3.2

一 一 一 0 0.5 0.7 一 一 一 0.0

ー　

ー
一 一 一 0 0.5 0.7 一 一 一 0.0

1

100 92 19 95 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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〈玩 具 ・置 物 〉

情　報　区　分

回答数 ・構成比

経

済

・
政

策

一
般

情

報

産

地

関

連

情

報

経 済

中　小　企　業

施 策 ・制 度

経　営　一　般

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

仕　入　関　連

敗　路　開　拓

市　場　関　連

受　注　関　連

そ　　の　　他

生産 ・出荷 ・在庫 に関す る情報

雇用に関する情報

所得 ・賃金等に関する情報

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報

その他

融 資(制 度 ・機関)・ 補助金に関す る情報

税制に関する情報

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報

その他

企業の生産 ・販売等に関する情報

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報

教育 ・訓練等に関する情報

事業多角化 ・事業転換等に関する情報

企業の集団化 ・協業化に関する情報

経営者意識に関する情報

その他

品質に関する情報

デザインに関する情報

新製品開発に関する情報

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報

製造 ・加工等.生 産技術に関する情報

その他

項燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報

下請 ・外注先の動向に関する情報

その他

消費者ニーズに関する情報

シェア,価 格等,地 場製品動 向に関す る情報

関連業界の動向に関する情報

広告 ・宣伝に関する情報

その他

商品別成約価格に関する情報

商品別成約数量に関する情報

その他

輸出に関する国別情報

消費地商社の在庫量に関する情報

合 計

企

合　　計

2

2

3

6

1

0

2

0

0

3

2

7

1

0

0

0

0

3

9

6

5

1

0

6

2

0

7

3

3

0

0

7

0

1

0

0

82

国　　内

1

2

2

3

0

0

2

0

0

2

2

6

0

0

0

0

0

1

4

2

4

1

0

5

2

0

4

0

5

0

0

4

0

o

0

0

50
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- 一
業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他全般

一 一 一 1 2.4 2.0 　 一 一 5.1

一 一 一 0 2.4 4.0 一 一 一 0.0

一 一 一 1 3.7 .4.0
一 一 一 5口

一 一 一 5 Z3 6.0 一 一 一 94

一 一 一 1 1.2 0.0 一 一 一 3.1

一 一 一 0 0.0 0』 一 一 一 0.0

一 一 一 0 2.4 4.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

1 1 0 1 3.7 4.0 4.6 Z7 0.0 3.1

1 1 0 0 2.4 4.0 4.6 Z7 0.0 0.0

`

5 1 0 1 8.5 12.0 227 Z7 0.0 3.1

0 0 0 1 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 1 0 2 5.7 2.0 0.0 Z7 0.0 6.3

5 1 0 5 11.0 8.0 15.6 77 0.0 15.6

1 0 1 4 73 4.0 46 0.0 100.0 12.5

1 5 0 1 6.1 8.0 4.6 23.1 α0 5.1

0 1 0 0 1.2 20 0.0 ス7 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 0 1 75 10.0 18.2 77 0.0 3.1

1 1 0 0 2.4 4.0 4.6 77 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一 一 一 3 8.5 8.0 一 一 一 94

0 0 0 3 5.7 0.0 α0 0.0 0.0 94

2 1 0 0 3.7 6.0 91 77 0.0 0.0

、 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5 1 0 5 8.5 8.0 13.6 ス7 0.0 94

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 1 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

22 15 1 52 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

一53一



　　　　　　　　　　　一一〈洋 飲 食 器 〉

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経

頃
政

生
船
情
報

経　　　　　済

生 産 ・出荷 ・在庫 に関す る情報 2 1

雇用に関する情報 0 0

所得 ・賃金等に関する情報 0 0

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 6 1

その他 1 0

中　小　企　業

施 策 ・制 度

融資(制 度 ・機関)・ 補助金に関す る情報 1 1

税制に関する情報 1 1

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 0 0

その他 1 1

産

地

関

連

情

報

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等に関する情報 11 10

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 6 6

従業員採用,労 働力需給等.雇 用に関する情報 3 1

教育 ・訓練等に関する情報 0 0

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 2 1

経営者意識に関する情報 0 0

その他 0 0

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 1 1

デザインに関する情報 12 5

新製品開発に関する情報 8 5

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 1 1

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報 5 5

その他 0 0

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 7 4

下請 ・外注先の動向に関する情報 2 2

その他 0 0

販　路　開　拓

市　場　関　連

消費者ニーズに関す る情報 5 1

シエァ,価 格等,地 場製品動向に関する情報 6 5

関連業界の動向に関する情報 5 2
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

広告 ・宣伝に関する情報 0 0

その他 0 0

受　注　関　連

商品別成約価格に関する情報 4 3

商品別成約数量に関する情報 1 0

その他 1 1

そ　　の　　他
輸出に関する国別情報 0 0

消費地商社の在庫量に関する情報 0 0

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 92 52

一54一



業 回 答 数

自 産 地

4

2

1

0

0

0

0

0

1

1

1

1

2

0

3

2

0

2

1

0

0

2

0

1

24

同業他産地

4

2

0

0

0

1

o

0

0

2

1

0

1

0

1

0

0

1

1

0

0

1

0

0

15

その他全般

2

2

0

0

0

0

0

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0・

0

0

0

0

7

海 　外

1

0

0

5

1

0

0

0

0

1

0

2

0

0

1

0

0

0

7

5

0

2

0

3

0

0

4

3

5

0

0

1

1

0

0

0

40

構 成 比

合 　 計

2.2

O.0

0.0

6.5

1.1

1.1

1.1

0.0

1.1

12.0

6.5

3.3

0.0

0.0

22

0.0

0.0

1.1

15.0

8.7

1.1

5.4

O.　 O

Z6

2.2

0.0

5.4

6.5

5.4

O、0

O.0

4.4

1,1

1.1

O.0

O.0

100.0

国 　 内

1.9

0.0

0.0

1.9

0.0

1.9

1.9

0.0

1.9

19.2

11.5

1.9

O.0

O.　O

1.9

0.0

0.0

1.9

9.6

5.8

1.9

5.8

0.0

77

3.9

0.0

1.9

5.8

3.9

0.0

0.0

5.8

0.0

1.9

0,0

0.0

100.0

自 産 地

16.7

8.　 5

4.2

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

4.2

4.2

4.2

4.2

8.3

0.0

12.5

S.　3

0.0

8.3

4.2

0.0

0.0

8.5

O.0

4.2

100.0

同業他産地

26.7

15.3

0.0

0.0

O.0

6.7

0.0

0.0

O.0

13.3

6.7

0.0

6,7

O.0

6.7

O.0

0.0

6.7

6.7

O.0

0.0

6.7

0.0

0.0

100.0

その他全般

28.6

28.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

28.6

14.5

0.0

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

海 　外

2.5

O.0

0.0

12.5

2.5

0.0

0.0

0.0

0.0

2.5

O.0

5,0

0.0

0.0

2.5

O.0

0.0

0.0

17.5

125

O.0

5.0

0、0

ス5

0.0

0.0

10.0

7.5

Z5

0.0

0.0

2.5

2.5

0.0

O.0

0.0

100.0

一55一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一..〈和　飲　食　器 〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　　　　済

生産 ・出荷 ・在庫に関す る情報 2 2

雇用に関する情報 0 0

所得 ・賃金等に関する情報 1 1

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 5 5

その他 0 0

中　小　企　業

施 策 ・制 度

融資(制 度 ・機関)・ 補助金 に関す る情報 3 2

税制に関する情報 1 1

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 0 0

その他 1 1

産
　
　
　
　

地
　
　
　
　

関
　
　
　
　

連
　
　
　
　

情
　
　
　
　

報

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等に関する情報 2 2

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 0 0

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報 2 2

教育 ・訓練等に関する情報 0 0

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 0 0

経営者意識に関する情報 0 0

その他 0 0

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 2 2

デ ザインに関す る情報 11 11

新製品開発に関する情報 7 7

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 1 1

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報 5 4

その他 1 1

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等.仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 9 8

下請 ・外注先の動向に関する情報 0 0

その他 0 0

販　路　開　拓

市 場 関 連

消費者ニーズに関す る情報 7 7

シェ ア,価 格等,地 場製品動向 に関する情報 5 5

関連業界の動向に関する情報 7 ア

広告 ・宣伝に関する情報 0 0

その他 0 0

受　注.関 　連

商品別成約価格に関する情報 1 1

商品別成約数量に関する情報 0 0

その他 1 0

そ　　の　　他
輸出に関する国別情報 1 1

消費地商社の在庫量に関する情報 1 1

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 76 70

一56一



業 回 答 数

自 産 地

2

0

1

0

0

0

0

0

1

6

3

1

2

0

5

0

0

1

5

0

0

1

0

0

26

同業他産地

0

0

1

0

0

0

0

0

1

4

4

0

2

1

3

0

0

4

4

0

0

0

0

0

24

その他全般

0

0

0

0

0

0

0

0・

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

海 　外

0

0

0

2

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

6

構 成 比

合 　 計

26

0.0

1.3

6.6

O.0

4.0

1.3

0.0

1.5

26

0.0

2.6

0.0

0.0

0.0

0.0

O.0

2.6

14。5

9.2

1.3

6.6

1.3

11.8

0.0

0.0

9.2

6.6

9.2

0.0

0.0

1.3

0.0

1.3

1.3

1.3

100.0

国 　 内

2.9

0.0

1.4

4.5

0.0

2.9

1.4

0.0

1.4

2.9

0.0

2.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.9

15.7

10』

1.4

5.7

1.4

11.4

0.0

O.0

10.0

7.1

10.0

0.0

0.0

1.4

O.0

O.0

1.4

1.4

100.0

自 産 地

7.7

0.0

5.9

O.0

0.0

O.0

0.0

O.0

3.9

23.1

11.5

3.9

Z7

O.0

192

0.0

0.0

3.9

11.5

0.0

0.0

5.9

0.0

0.0

10-0.0

同業他産地

0.0

0.0

4.2

O.0

0.0

0.0

0.0

O.0

4.2

16.7

16.7

O.0

8.5

4.2

12.5

0.0

O.0

16.7

16.7

0.0

0』

0.0

0.0

0.0

100.0

その他全般

0.0

0,0

0.0'

O.0

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

0.0

0,0

0.0

0.0

100.　 O

海 　外

0.0

0.0

0.0

53.3

0.0

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

16.7

0.0

16。7

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

16.7

0.0

O.0

100.0

一57一



〈電　　磁　　器 〉

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経

頃
政

竺
般
情
報

経　　　　　済

生産 ・出荷 ・在庫に関する情報 3 2

雇用に関する情報 0 0

所得 ・賃金等に関する情報 1 1

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 3 3

その他 0 0

中　小　企　業

施 策 ・制 度

融 資(制 度 ・機関)・ 補助金 に関する情報 2 1

税制に関する情報 1 1

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 0 0

その他 0 0

産

地

関

連

情

報

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等に関する情報 4 4

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 1 1

従業員採用,労 働力需給等.雇 用に関する情報 1 1

教育 ・訓練等に関する情報 5 5

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 1 0

経営者意識に関する情報 0 0

その他 0 0

品質 ・デザイ ン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 0 0

デザインに関する情報 0 0

新製品開発に関する情報 5 2

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 4 4

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報 0 0

その他 2 1

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 4 4

下請 ・外注先の動向に関する情報 0 0

その他 0 0

販　路　開　拓

市　場　関　連

消費者ニーズに関す る情報 1 1

シェア,価 格等,地 場製品動向に関する情報 2 2

関連業界の動向に関する情報 6 5

広告 ・宣伝に関する情報 0 0

その他 0 0

受　注　関　連

商品別成約価格に関する情報 0 0

商品別成約数量に関する情報 0 0

その他 3 2

そ　　の　　他
輸出に関する国別情報 0 0

消費地商社の在庫量に関する情報 0 0

合　　　　　　　　　　　　　　　　計 45 58

一58一



業 回 答 数

自 産 地

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

0

2

0

1

3

0

0

1

1

0

0

0

0

0

12

同業他産地

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

1

0

0

0

2

0

0

0

0

2

10

その他全般

0

0

0

2

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

0

1

2

0

0

0

0

0

7

海 　外

1

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

0

0

7

構 成 比

合 　 計

6.7

0.0

2.2

6.7

0.0

4.4

2.2

0、0

0.0

8.9

2.2

2.2

6.7

O.0

2.2

0.0

0.0

0.0

0.0

6.7

8.9

0.0

4。4

8.9

0.0

0.0

2.2

4.4

13.5

O.0

O.0

0.0

O.0

6.7

O.0

0.0

100.0

国 　 内

5.5

0.0

2.6

ス9

0.0

2.6

2.6

0.0

0.0

10.5

2.6

2.6

7.9

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

0.0

5.5

10.5

0.0

2.6

10.5

0.0

0.0

2.6

5.3

15.2

O.0

0.0

0.0

O.0

5.3

O.0

0.0

100.0

自 産 地

8.5

8.5

8.5

8.3

0.0

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

0.0

16.7

O.0

8.3

25.0

O.0

O.0

8.3

8.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

同業他産地

50.0

0.0

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

・ 　 O
.0

0.0

0.0

10.0

10.0

0.0

0.0

10.0

0.0

0.0

0.0

20.0

0.0

0.0

0.0

0.0

20.0

100.0

その他全般

O.0

0.0

0.0

28.　 6

0.0

O.0

0.0

0.0

0.0

0.0

14.3

14.5

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

14.3

28.6

O.0

O.0

0.0

0.0

0.0

100.0

海 　 外

14.5

O.　 O

O.0

0.0

0.0

14,3

O.0

O.0

0.0

0.0

O.0

O.　O

0.0

0.0

14.3

0.0

0.0

O.0

0.0

14.5

0.0

0.0

14.5

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

14.5

0.0

O.0

0.0

0.0

14.3

O.0

0.0

100.0

一59一



〈 タ イ ル ・建 材 〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　　　　済

生産 ・出荷 ・在庫に関す る情報 1 0

雇用に関する情報 0 0

所得 ・賃金等に関する情報 2 1

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 3 5

その他 0 0

中　小　企　業

施 策 ・制 度

融資(制 度 ・機 関)・ 補助金 に関する情報 2 2

税制に関する情報 0 0

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 1 1

その他 0 0

産
　
　
　
　
地

　
　
　
　
関

　
　
　
　
連
　
　
　
　
情
　
　
　
　
報

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等 に関する情報 3 2

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 0 0

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報 1 1

教育 ・訓練等に関する情報 1 1

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 1 1

経営者意識に関する情報 2 2

その他 0 0

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 0 0

デザインに関する情報 0 0

新製品開発に関する情報 2 2

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 2 2

製造 ・加工等,生 産技術 に関す る情報 2 1

その他 1 1

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 5 4

下請 ・外注先の動向に関する情報 0 0

'

そ の 他 0 0

販　路　開　拓

市　場　関　連

消費者ニ ーズに関する情報 4 5

シェ ア,価 格等,地 場製品動向に関する情報 5 5

関連業界の動向に関する情報 1 1

広告 ・宣伝に関する情報 0 0

その他 0 0

受　注　関　連

商品別成約価格に関する情報 1 1

商品別成約数量に関する情報 0 0

その他 0 0

そ　　の　　他
輸出に関する国別情報 0 0

消費地商社の在庫量に関する情報 0 0

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 40 34

一60一



業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業惟産地 その他全般
一 一 一 1 2.5 0.0 一 一 一 16.7

一 一 一 0 0.0 0』 一 一 一 0.0

一 一 一 1 5.0 2.9 一 一 一 16.7

一 一 一 0 75 8.8 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 『 0.0

一 一 一 0 5.0 5.9 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一
■

0.0

一 一 一 0 2.5 2.9 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

0 2 0 1 75 5.9 0.0 12.5 一 16.7

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0
一 0.0

0 1 0 0 2.5 2.9 0.0 6.3 一 0.0

1 0 0 .　 　 0 2.5 2.9 12.5 0.0 } 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

1 0 0 0 25 2.9 12.5 0.0 一 '　 0
.0

1 1 0 0 5.0 5.9 125 6.5 一 0』

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

o 2 0 0 5.0 5.9 0.0 12.5 一 0.0

1 1 0 0 5.0 5.9 125 6.3 一 0.0

0 1 0 1 5.0 2.9 0.0 6.5 一 16.7

0 1 0 0 2.5 2.9 0.0 6.3 一 0.0

2 2 0 1 12.5 11.8 25.0 125 一 16.7

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 『 0.0

一 一 一 1 10.0 8.8 一 一 一 16.7

1 4 0 0 12.5 14.7 12.5 25.0 一 0.0

1 0 0 0 25 2.9 12.5 0.0 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

0 1 0 0 2.5 2.9 0.0 6.3 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

8 16 0 6 100.0 100.0 10aO 10α0 一 100.0

・

'
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〈そ　　の　　他 〉

情　報　区　分

回答数 ・構成比

経

済

・
政

策

一
般

情

報

産

地

関

連

情

報

経 済

中　小　企　業

施 策 ・ 制 度

経　営　一　般

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

仕　入　関　連

敗　路　開　拓

市　場　関　連

受　注　関　連

そ　　の　　他

生 産 ・出荷 ・在庫 に関する情報

雇用に関する情報

所得 ・賃金等に関する情報

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報

その他

融資(制 度 ・機関)・ 補助金 に関す る情報

税制に関する情報

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報

その他

企業の生産 ・販売等に関する情報

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報

従業員採用.労 働力需給等,雇 用に関する情報

教育 ・訓練等に関する情報

事業多角化 ・事業転換等に関する情報

企業の集団化 ・協業化に関する情報

経営者意識に関する情報

その他

品質に関する情報

デザインに関する情報

新製品開発に関する情報

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報

その他

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報

下請 ・外注先の動向に関する情報

その他

消費者ニーズに関す る情報

シェア,価 格等,地 場製 品動向に関 する情報

関連業界の動向に関する情報

広告 ・宣伝に関する情報

その他

商品別成約価格に関する情報

商品別成約数量に関する情報

その他

輸出に関する国別情報

消費地商社の在庫量に関する情報

合 計

企

合　　計

2

0

2

5

0

1

1

0

1

3

1

1

0

0

0

0

0

1

1

1

5

2

0

4

0

1

0

2

2

0

0

0

1

5

1

1

40

国　　内

2

0

2

2

0

1

1

0

1

3

1

1

0

0

0

0

0

0

1

1

5

1

0

3

0

1

0

2

2

0

0

0

1

3

1

1

56

一62一



業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外海　　外 合　　計 国　　内

自 産 地 同業継産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他全般

一 一 一 0 5.0 5.6 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 5.0 5.6
一 一 一 0.0

一 一 一 1 75 5.6 一 一 一 25.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 25 28 一 一 一 0.0

一 一 一 0 2.5 2.8
一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0
一 一 一 0.0

一 一 一 0 2.5 28 一 一 一 0.0

1 1 1 0 Z5 8.5 12.5 71 53.5 0.0

0 1 0 0 2.5 2.8 0.0 71 0.0 0.0

1 0 0 0 2.5 2.8 12.5 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　 「

0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 D.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 1 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

0 1 0 0 2.5 2.8 0.0 71 0.0 0.0

1 0 0 0 2.5 2.8 12.5 0.0 0.0 0.0

0 3 2 0 12.5 15.9 0.0 21.4 66.7 0.0

1 0 0 1 5.0 2.8 12.5 0.0 0.0 25.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 2 0 1 10.0 8.3 12.5 14.5 0.0 25.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 1 0 0 2.5 2.8 0.0 71 0.0 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0
一 一 一 0.0

0 2 0 0 5.0 5.6 0.0 14.3 0.0 0.0

1 1 0 0 5.0 5.6 12.5 71 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 1 0 0 2.5 2.8 0.0 71 0.0 0.0

2 1 0 0 ス5 8.5 25.0 71 0.0 0.0

一 一 一 0 2.5 2.8 一 一 一 0.0

一 一 一 0 2.5 2.8 一 一 一 0.0

8 14 5 4 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一63-
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2.メ ー カ 小 計

情　報　区　分

回答数 ・構成比

経

済

・
政

策

一
般

情

報

産

地

関

連

情

報

経 済

中　小　企　業

施 策 ・制 度

経　営 般

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

仕　入　関　連

敗　路　開　括

帯　場　関　連

受　注　関　連

そ　　の　　他

生産 ・出荷 ・在庫に関 する情報

雇用に関する情報

所得 ・賃金等に関する情報

金融事情 ・物価 ・'景気動向等 に関す る経済情報

その他

融資(制 度 ・機関)・ 補助金 に関す る情報

税制に関する情報

都市開発計画 ・工場団地計画等.立 地に関する情報

その他

企業の生産 ・販売等に関する情報

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報

教育 ・訓練等に関する情報

事業多角化 ・事業転換等に関する情報

企業の集団化 ・協業化に関する情報

経営者意識に関する情報

その他

品質に関する情報

デザインに関する情報

新製品開発に関する情報

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報

その他

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報

下請 ・外注先の動向に関する情報

その他

消費者 ニーズに関する情報

シェア,価 格等,地 場製品動向に関する情報

関連業界の動向に関する情報

広告 ・宣伝に関する情報

その他

商品別成約価格に関する情報

商品別成約数量に関する情報

その他

輸出に関する国別情報

消費地商社の在庫量に関する情報

合 計

企

合　　計

9

2

7

20

1

7

6

0

2

17

7

15

5

0

2

1

0

4

27

19

12

15

5

26

4

0

19

19

20

0

0

12

1

6

2

2

288

国　　内

6

2

5

11

0

6

6

0

2

14

7

10

4

0

1

1

0

2

16

12

12

9

3

21

4

0

12

13

17

0

0

8

0

3

2

2

211
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業 回 答 数

自 産 地

6

4

7

2

0

0

1

0

1

8

5

6

4

1

14

3

0

4

7

0

0

5

0

1

77

同業他産地

7

2

5

0

0

1

0

0

1

6

7

5

5

2

7

1

0

8

8

0

0

5

0

2

68

その他全般

1

1

0

2

0

0

0

0

0

2

2

1

0

0

0

0

0

1

2

0

0

0

0

0

12

海 　外

5

0

2

9

1

1

0

0

0

3

0

5

1

0

1

0

0

2

11

7

0

4

0

5

0

0

7

6

3

0

0

4

1

5

0

0

77

構 成 比

合 　 計

5.1

0.7

2.4

6.9

O.4

2.4

2.1

O.0

0.7

5.9

2.4

4.5

1.7

0.0

O.7

O.4

O.0

1.4

94

6.6

4.2

4.5

1.0

9.0

1.4

0.0

6.6

6.6

6.9

0.0

0.0

42

0.4

2.1

O.7

O.7

100.0

国 　 内

2.8

1.0

2.4

5.2

0.0

2.8

2.8

0.0

1.0

6.6

3.3

4.7

1.9

0.0

0.5

0.5

0.0

1.0

76

5.7

5.7

43

1.4

10.0

1.9

0.0

5.7

6.2

8.1

0.0

O.0

3.8

0.0

1。4

1.0

1.0

100.0

自 産 地

78

5.2

9.1

2.6

0.0

0.0

1.3

0.0

1.3

10.4

5.9

78

5.2

1.3

18.2

5.9

O.0

5.2

9.1

0.0

0.0

6.5

0.0

1.5

100.0

同業他産地

10.3

2.9

4.4

0.0

0.0

1.5

0.0

0.0

1.5

8.8

10.3

74

74

2.9

10.5

1.5

O.0

11.8

11.8

0.0

0.0

4.4

0.0

2.9

100.0

その他全般

8ピ5

8.3

0.0

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

O.0

16.7

16.7

8.3

O.0

0.0

0.0

0.0

0.0

8.3

16.7

0.0

0.0

0.0

O.0

0.0

100.　 O

海 　 外

5.9

0.0

2.6

11。7

1.5

1.3

0.0

O.0

0.0

5.9

O.　 O

3.9

1.3

0.0

1.5

0.0

0』

2.6

14.5

9.1

O.0

5,2

0.0

6.5

O.0

0.0

9.1

ス8

5.9

O.0

0.0

5.2

1.5

5.9

0.0

0.0

100.0
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3.座 元 商 社 小 計

情　報　区　分

回答数 ・構成比

経
済

・
政
策

一
般
情
報

産

地

関

連

情

報

経 済

中　小　企　業

施策 ・ 制 度

経　営 般

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

仕　入　関　連

敗　路　開　拓

市　場　関　連

受　注　関　連

そ　　の　　他

生産 ・出荷 ・在庫 に関す る情報

雇用に関する情報

所得 ・賃金等に関する情報

金融事情 ・物価 ・'景気動向等 に関す る経済情報

その他

融資(制 度 ・機 関)・ 補助金に関す る情報

税制に関する情報

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報

その他

企業の生産 ・販売等に関する情報

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報

教育 ・訓練等に関する情報

事業多角化 ・事業転換等に関する情報

企業の集団化 ・協業化に関する情報

経営者意識に関する情報

その他

品質に関する情報

デザインに関する情報

新製品開発に関する情報

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報

その他

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報

下請 ・外注先の動向に関する情報

その他

消費者 ニーズに関す る情報

シエァ,価 格等,地 場 製品動向に関す る情報

関連業界の動向に関する情報

広告 ・宣伝に関する情報

その他

商品別成約価格に関する情報

商品別成約数量に関する情報

その他

輸出に関する国別情報

消費地商社の在庫量に関する情報

合 計

企

合　　計

2

0

1

3

1

1

0

1

0

6

3

1

0

0

2

1

o

2

5

ア

5

1

1

5

0

0

5

2

3

0

0

1

0

0

0

0

57

国　　内

1

0

1

2

0

0

0

1

0

6

5

1

0

0

1

1

0

2

4

4

2

1

0

4

0

0

4

2

2

0

0

1

0

0

0

0

43

一66一



業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他全般
一 一 一 1 3.5 2.3 一 一 } 71

一 一 一 0 0』 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 1.8 2.5 一 一 一 0』

『 一 一 1 5.5 4.7 一 一 一 z1

一 一 一 1 1.8 0.0 一 一 一 71

一 一 一 1 1.8 0.0 一 一 一 Z1

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 1.8 23 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

2 3 1 0 10.5 14.0 125 21.4 25.0 0.0

0 2 1 0 5.5 ZO 、　 0.0 14.3 25.0 0』

1 0 0 0 　 1.8
,

2.5 6.3 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 1 3.5 2.3 6.3 0.0 0.0 Z1

0 1 0 0 1.8 2.5 0.0 71 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 0 0 3.5 4.7 63 71 0.0 0.0

2 1 1 1 8.8 93 12.5 z1 25.0 Z1

2 1 1 3 12.3 93 12.5 Z1 25.0 21.4

0 2 0 1 5.3 4.7 0.0 14.3 0.0 z1

1 0 0 0 1.8 25 6.3 0.0 0.0 0.0

0 0 0 1 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 z1

3 1 0 1 8.8 93 18.8 z1 0.0 71

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0　 .

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一 一 } 1 8.8 95 一 一 一 z1

1 1 0 0 3.5 4.7 6.3 元1 0.0 0.0

1 1 0 1 5.5 4.7 6.3 Z1 0.0 71

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 α0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1.8 2.3 6.5 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 aO 0.0 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一
0.0

16 14 4 14 100.0 100.0 10aO 100.0 100.0 100.0
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4.そ の 他 小 計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　　　 済

生産 ・出荷 ・在庫 に関 する情報 1 1

雇用に関する情報 0 0

所得 ・賃金等に関する情報 1 1

金融事情 ・物価:景 気動向等に関する経済情報 5 2

その他 0 0

中　小　企　業

施 策 ・制 度

融資(制 度 ・機 関)・ 補助金 に関する情報 1 1

税制に関する情報 0 0

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 0 0

その他 1 1

産

　
　
　
　
地

　
　
　
　
関

　
　
　
　
連

　
　
　
　
情

　
　
　
　
報

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等に関する情報 3 3

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 0 0

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報 1 1

教育 ・訓練等に関する情報 0 0

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 0 0

経営者意識に関する情報 0 0

その他 0 0

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 1 0

デザインに関する情報 1 1

新製品開発に関する情報 1 1

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 3 3

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報 1 0

その他 0 0

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 4 3

下請 ・外注先の動向に関する情報 0 0

その他 1 1

販　路　開　拓

市　場　関　連

消費者ニーズに関する情報 0 0

シェア,価 格等,地 場製 品動向に関す る情報 2 2

関連業界の動向に関する情報 1 1

広告 ・宣伝に関する情報 0 0

その他 0 0

受　注　関　連

商品別成約価格に関する情報 0 0

商品別成約数量に関する情報 1 1

その他 5 3

そ　　の　　他
輸出に関する国別情報 0 0

消費地商社の在庫量に関する情報 0 0

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 30 26
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.

業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他全般
一 一 一 0 3.3 5.9 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 5.5 3.9 一 一 一 0.0

　 　　　　 …

　 　 　 　 　 :

　 　 　 　 　 1

　 　 　 　 　 1

.

　 　 　 　 　 1
　 　 　 　 　 1

　 　　　　 …
　 　 　 　 　 :

　 　 　 　 　 :

　 　 　 　 　 :

　 　 　 　 　 i

一 一 『 1 10.0 77 一 一 一 25.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 3.3 5.9 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 3.3 5.9
一 一 一 0.0

1 1 1 0 10.0 11.5 14.5 10.0 35.3 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 5.3 5.9 14.3 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 α0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 1 3.5 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

0 1 0 0 3.3 3.9 0.0 10.0 0.0 0.0

1 0 0 0 3.5 3.9 14.3 0.0 0.0 0.0

0 1 2 0 10.0 11.5 0.0 10.0 66.7 0.0

0 0 0 1 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 2 0 1 13.3 11.5 14.3 20.0 0.0 25.0

0 0 o 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

　 、

0.0

0 1 0 0 5.3 3.9 0.0 10.0 0.0 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

0 2 0 0 6.7 77 0.0 20.0 0.0 0.0

1 0 0 0 3.3 3.9 14.3 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 α0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0輻 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0? 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 1 0 0 3.5 3.9 0.0 10.0 0.0 0.0

2 1 0 0 10.0 11.5 28.6 10.0 0.0 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

7 10 3 4 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

一69一
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情報 入手先集計表

1.主 要取扱製品合計

数字は企業数,()内 は構成比を表わす

合

計

そ
　
の
　
他

業

界
紙

(誌

)
　
・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ

ミ

(
一
般

商

業

新

聞

.
テ

レ
ビ

.
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融
機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独

自

の
調

査

・
統

計

経

営

コ

ン
サ

ル

タ

ン
ト

等

、

民

間
専

門

家

民
間
の
調
査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者
の
会
合

関
連
他
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界

の
見
本
市

・
展
示
会

受
　
注
　
先

販
　
売
　
先

仕
　
入
　
先

情報入手先

情 報 区 分

　　167

(100.0)

　　　　0

(O.O)

　　ig

(11.4)

　　34

(20.4)

　　　　3

(1.8)

　 26

(15.6)

　 24

(14.4)

　　　1

(0.6)

　　　 1

(0.6)

　　　 5

(1.8)

　　　 2

(1.2)

　　16

(9.6)

　　　6

(3.6)

　　　 3

(1.8)

　　11

(6.6)

　　15

(9.0)

　　　　3

(1.8)
経 済

　 134

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　12

(90)

　　 19

(14.2)

　　21

(15.7)

　　 17

(12.7)

　 59

(29.1)

　　　 0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　　2

(1.5)

　　　 0

(0.0)

　　14

(10.5)

　　 5

(2.2)

　　　1

(0.8)

　　　4

(3.0)

　　　 1

(0.8)

　　　 1

(O.8)

中 小 企 業
施 策 ・制 度

　　　　 8

(100.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 1

(12.5)

　　　 1

(125)

　　　　1

(12.5)

　　　　1

(12.5)

　　　　1

(12.5)

　　　　0

(0,0)

　　　　0

(ao)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(12.5)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 2

(25.0)

　　　　0

(0.0)
そ の 他

 

離

一
般
情
報

　　143

(100.0)

　　　　1

(07)

　　12

(8.4)

　　 15

(10.5)

　　 5

(5.5)

　　14

(98)

　 25

(175)

　　　 0

(0.0)

　　　　5

(3.5)

　　　　5

(3、5)

　　　4

(2.8)

　 24

(16.8)

　　　3

(2.1)

　　　　1

(0.7)

　　　　9

(6.3)

　　15

(10.5)

　　 5

(5.5)
経 営 一 般

　　173

(100,0)

　　　　2

(1.2)

　 25

(14.5)

　　　　7

(4.1)

　　　7

(4.1)

　　　0

(0.0)

　　11

(6.4)

　　　　0

(0.0)

　　11

(6.4)

　　　 5

(1.7)

　　　　2

(1.2)

　　　 9

(5.2)

　 22

(12.7)

　 10

(5.8)

　 25

(14.5)

　 33

(19.1)

　　　 6

(5.5)

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

 

産
　
　
地

ー

ベ

O

ー



関

連

情

報

・.

仕　入　関　連
　 39

(28.5)

　 10

(z5)

　　 4

(29)

　　 2

(1.5)

　　 8

(5.8)

　 15

(11.0)

　　 1

(0.7)

　　 1

(0.7)

　　 4

(2,9)

　　 1

(0.7)

　 24

(175)

　　 6

(4.4)

　　 1

(0.ス)

　　 7

(5.1)

　 14

(10.2)

　　 0

(0.0)

　 157

(100.0)

販　路　開　拓
市　場 ・関　連

　　 2

(1.2)

　 38

(23.5)

　 15

(95)

　 12

(z4)

　　 9

(5.6)

　 10

(6.2)

　　 0

(0.0)

　　 1

(0.6)

　 18

(11.1)

　　 3

(1.9)

　 16

(99)

　　 2

(1,2)

　　 6

(5.7)

　　 9

(5.6)

　 19

(11.7)

　　 2

(1.2)

　 162

(100.0)

受　注　関　連
　　 6

(4.7)

　 27

(21.1)

　 28

(21.9)

　　 4

(5.1)

　　 6

(4.7)

　 10

(78)

　　 2

(1.6)

　　 1

(0.8)

　 10

(78)

　　 2

(1.6)

　 12

(94)

　　 0

(0.0)

　　 2

(t6)

　　 4

(5.1)

　 13

(10.2)

　　 1

(α8)

　 128

(100.0)

そ　　の　　他
　　 1

(50.0)

　　 0

(0.0)

　　　1

(50.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　 0

(0.0)

　　　 2

(100.0)

合　　　　　　計
　 65

(6.0)

141
(13.4)

　 97

(92)

　 53

(3.1)

　 57

(5.4)

　 99

(94)

　 11

(1.0)

　 16

(1.5)

　 49

(4.7)

　　 7

(07)

152
(14.4)

　 66

(6.3)

　 46

(4.4)

　 96

(91)

115

(10.9)

　　 6

(0.6)

1,054
(100.0)

ー

ベ

一

一



　　　　　一〈玩 具 ・置 物 〉
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 囲　数字は企業数,O内 は構成比を表わす

　 ⊥

　 〒

一

　 情報入手先

情 報 区 分

仕

入

先

'販

売

先

受

注

先

所
属
業
界
の
見
本

〔
展
示
会

関
連
他
業
界
の
見
本

市
展
示
会

社
長
会

等

同
業
者
の
会
合

民
間
の
調
査
機
関

経
営

;
サ

=

ζ

等

民
間
専
門
家

独
自
の
調

査
統
計

海
外
駐
在
員

経

頃
業
界
団
体

毎

食

金
融
機

関

甲

ぶ
市
の

機
関

;

ミ

ニ

般
商
業
新
・口

;

デ

釜
巴

業
界
紙

詮巴

専
門
紙

金巴

そ

の

他

合

計

経政
済策

豆
情
報

経　　　　 済
1

(29)
2
(5.9)

1

(2.9)

0
(0.0)

1

(29)

5
(8.8)

1

(29)

1

(29)

0

(0.0)

1
(29)

5

(147)

2
(5.9)

1

(2.9)

11

(52.4)

'
4

(11.8)

0
(0.0)

54
(100.0)

中　小　企　業
施 策　・制 度

0

(0.0)

0
(0.0)

0

(0.0)
(　 0

(0.0)

1
(5.5)

2
(6.9)

0

(0.0)

1

(3.5)

0
(0.0)

0
(0.0)

8
(276)

4
(13.8)

2

(6.9)

7

(24.1)

4
(158)

0
(00)

29
(100.0)

そ　　の　　他 0

(　 →

0

(　 →

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 →

0

(　 →

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 →

0

(　 →

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 →

0

(　 →

0

(　 一)

　 0

(　 一)

産

地

経　営　一　般 2
(5.4)

5
(8.1)

0
(0.0)

0

(0.0)

0

(0.0)

7
(18.9)

0
(0,0)

2
(5.4)

1
(2.7)

0
(0.0)

6
(162)

2

(5.4)

2

(5.4)

6
(162)

5
(13.5)

1
(2.7)

57
(100.0)

品質 ・デザイ ン

新 製 品 ・技 術

1
(2.6)

9
(23.7)

5
(15.2)

4
(10.5)

4
(10.5)

1

(2.6)

0
(0.0)

0

(0.0)

2

(5.3)

0
(0.0)

2
(5.5)

0

(0.0)
0
(0.0)

3
(z9)

7
(18.4)

0
(0.0)

38
(100.0)



仕　入　関　連 　　11
(39.5)

　　　 1

(3.6)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　　2

(Zl)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　4

(14,3)

　　　1

(3.6)

　　　0

(0.0)

　　　4

(14.3)

　　　4

(143)

　　　 0

(0.0)

　　　28

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　 1

(2.8)

　　　9

(25.0)

　　　 4

(11.1)

　　　5

(8.5)

　　　2

(5.6)

　　　1

(2.8)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0、0)

　　　4

(11.1)

　　　3

(8.3)

　　　2

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(2.8)

　　　 1

(2.8)

　　　 4

(11.1)

　　　 1

(2.8)

　　　56

(100.0)

受　注　関　連
　　　3

(8.6)

　　　6

(1ス1)

　　　8

(229)

　　　0

(0.0)

　　　3

(8.6)

　　　2

(5,7)

　　　1

(29)

　　　 0

(0.0)

　　　2

(5.7)

　　　2

(5.7)

　　　2

(57)

　　　0

(0.0)

　　　1

(29)

　　　 1

(2.9)

　　　4

(11.4)

　　　0

(0.0)

　　　35

(100.0)

そ　　の　　他 　　　0
(　 一)

　　　0

(　 一う

　　　0

(　 ≒)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 ≒)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 ≒)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一う

　　　0

(　 一う

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　　0

(　 　 )

合　　　　　　計
　　19

(8.0)

　　　0

(12.7)

　　18

(Z6)

　　　8

(3.4)

　　11

(4.6)

　　18

(76)

　　　2

(0.8)

　　　4

(1.7)

　　　9

(5.8)

　　　6

(25)

　　29

(12.2)

　　　9

(5.8)

　　　7

(3.0)

　　53

(13.9)

　　32

(13.5)

　　　2

(0.8)

　 237

(100.0)

1

べ

ω

l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 o



〈洋 飲 食 器 〉

囲　数字は企業数,()内 は構成比を表わす

合

計

そ
　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)
　
・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ
ミ

(
一
般

商

業

新

聞

・
テ

レ
ビ

・
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融
機

関

経
済

・
業
界
団
体

(
組
合
)

海
外
駐
在
員

独

自

の
調

査

・
統

計

経

営

コ

ン
サ

ル

タ

ン

ト
等

、

民

間

専

門

家

民
間
の
調
査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者
の
会
合

関
連
他
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

受

注

　
先

販

売

　
先

仕
　
入
　
先

情報入手先

情 報 区 分

　　　45

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 6

(15.3)

　　　 9

(20.0)

　　　2

(4.4)

　　　8

(178)

　　10

(222)

　　　 0

(0.0)

　　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　4

(8.9)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　5

(6.7)

　　　29

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　　3

(10,3)

　　　5

(10.3)

　　　5

(IZ2)

　　　5

(IZ2)

　　11

(3Z9)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(5.5)

　　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　　1

(5.5)

　　　5

(6.7)

　　　0

(O.O)

　　　 0

(D.0)
経 済

　　　　0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・ 制 度

(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)

　 0

(→(
0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)そ の 他

 

鍛

一
般
情
報

　　　26

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　2

(Z7)

　　　2

(Z7)

　　　　1

(5.9)

　　　　4

(15.4)

　　　 4

(1　5.4)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(77)(11.
5
5)

　　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 3

(11.5)

　　　　4

(154)

　　　1

(39)
産1経 営 一 般

　　　45

(100.0)

　　　0

(0.0)

　 　 5

(11.1)

　 　 2

(4.4)

　　　　1

(2.2)

　　　 0

(0.0)

　 　 5

(11.1)

　　　 0

(0.0)

　　 2

(44)

　　　 0

(0.0)

　　　 2

(4.4)

　　　　1

(2.2)

　　　5

(11.1)

　　　　3

(6.7)

　　　 8

(17.8)

　 10

(22.2)

　　　 1

(2.2)
地1　 　 品質 ・デザイン
　 　 新 製 品 ・技 術

 

ー

ベ

ふ

ー



関

連

情

報

仕　入　関　連
　　10

(28.6)

　　　5

(14.3)

　　　1

(2.9)

　　　0

(0.0)

　　　2

(5.7)

　　　3

(8.6)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　8

(22.9)

　　　2

(5.7)

　　　1

(2.9),

　　　0

(0.0)

　　　5

(8.6)

　　　0

(0.0)

　　　35

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　0

(0.0)

　　11

(275)

　　　5

(Z5)

　　　4

(10.0)

　　　2

(5.0)

　　　2

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　6

(15.0)

　　　0

(0.0)

　　　7

(175)

　　　1

(2.5)

　　　0

(0.0)

　　　2

(5.0)

　　　2

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　40

(100.0)

受　注　関　連
　　　1

(3.6)

　　　7

(25.0)

　　　8

(28.6)

　　　1

(3.6)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　　6

(21.4)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(3.6)

　　　2

(z1)

　　　0

(0.0)

　　　28

(100.0)

そ　　の　　他
　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一う

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一う

　　　0

(　 づ

　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　　0

(　 一)

合　　　　　　計
　　13

(5.2)

　　40

(16.1)

　　27

(10.9)

　　　8

(5.2)

　　　9

(5.6)

　　15

(6.1)

　　　4

(1.6)

　　　0

(α0)

　　　9

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　51

(20.6)

　　20

(8.1)

　　10

(4.0)

　　19

(77)

　　23

(93)

　　　0

(o.o)

　 248

(100.0)

1

べ

o

l

　 　 　 　 　 　 　 ▼



囲　数字は企業数.(}内 は構成比を表わす

〈和 飲 食 器 〉

ム日

計

そ
　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)
　
・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ

ミ

二

股
商
業
覆

.
テ
レ
。

.
雑
誌
)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融

機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独
自
の
調
査

・
統
計

経

営

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト
等

、

民

間

専

門

家

民
間
藷

査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者
の
会
合

関
連
他
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

受

注
　
先

取

売

先

仕
　
入

先
情報入手先

情 報 区 分

　　　28

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　3

(107)

　　　2

(71)

　　　　0

(0,0)

　　　　4

(14.3)

　　　　5

(10,7)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　3

(10.7)

　　　　4

(14.3)

　　　5

(10.7)

　　 2

(71)

　　　 4

(14.5)

　　　0

(0.0)
経 済

　　　25

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(8.0)

　　　 3

(12.0)

　　　6

(24.0)

　　　　0

(0.0)

　　　8

(52.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(0,0)

　　　0

(0.0)

　　　　4

(16,0)

　　　　1

(4.0)

　　　　1

(4.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・ 制 度

　　　　 4

(100.0)

　　　　0

(0.0)

　　　　1

(25.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(25.0)

　　　　1

(25.0)

　　　0

(O.O)

　　　 0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(ao)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 1

(25.0)

　　　 0

(0.0)
そ の 他

 

麟

一
般
情
報

　　　19

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 1

(5.3)

　　　　1

(5.5)

　　　　1

(5.3)

　　　0

(0.0)

　　　5

(26.5)

　　　 0

(0.0)

　　　　1

(5.5)

　　　 2

(1　O.　.「)

　　　　0

(O.O)

　　　 3

(15.8)

　　　　2

(10.5)

　　　 1

(5.5)

　　　0

(α0)

　　　2

(10.5)

　　　0

(O.O)
産1経 営 一 般

　　　38

(100.D)

　　　0

(0.0)

　　　4

(10.5)

　　　0

(0,0)

　　 5

(7.9)

　　　0

(0.0)

　　　 4

(1・O.5)

　　　0

(0.0)

　　　　2

(5.3)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　4

(10.5)

　　　　7

(18.4)

　　　2

(5.5)

　　　3

(79)

　　　7

(18.4)

　　　2

(5.3)
地1
　 　 品質 ・デザイン

　 　 新 製 品 ・技 術

 

ー

ベ

O

ー



関

連

情

報

仕　入　関　連

販　路　開　拓
市　場　関　連

受　注　関　連

そ の　　他

合 計

　　　5

(20、8)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　 1

(50,0)

　　　8

(4.2)

　　　 1

(4.2)

　　　7

(22,6)

　　　 6

(51.6)

　　　0

(0.0)

　　28

(14.7)

　　　 1

(4.2)

　　　5

(9.7)

　　　2

(10.5)

　　　 1

(50.O)

　　12

(6.5)

　　　 1

(4.2)

　　　3

(97)

　　　2

(10.5)

　　　0

(O.O)

　　15

(6.8)

　　　3

(12.5)

　　　2

(6。5)

　　　2

(10.5)

　　　0

(0.0)

　　21

(11.1)

　　　5

(20.8)

　　　4

(12.9)

　　　 4

(21.1)

　　　0

(0.0)

　　27

(14.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O、0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(1.1)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 3

(1.6)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　5

(20.8)

　　　4

(12.9)

　　　 1

(5.3)

　　　0

(0.0)

　　51

(16.5)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　5

(2.6)

　　　0

(O.O)

　　　2

(6.5)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　12

(6.3)

　　　 1

(4.2)

　　　2

(6.5)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　9

(4.7)

　　　2

(8.5)

　　　4

(12.9)

　　　2

(10.5)

　　　0

(O.O)

　　19

(10.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　24

(100.0)

　　　51

(100.O)

　　　19

(100.0)

　　　　2

(100.0)

　　190

(100.O)

ー

ベ

ベ

ー



〈電 磁 器 〉

数字は企業数,O内 は構成比を表わす

　 情報入手先

情 報 区 分

仕

入

先

'販

売

先

受

注

先

所
属
業
界
の

見
本

市
展
示
会

関
連
他
業
界
の
見
本

車
展
示
会

社
長
会

筆

同
業
者
の
会
合

民
間
の
調
査
機
関

経
営

;

莞
タ

ン

ト

等

民
間
専
門
家

独
自
の
調

査
統
計

海
外
駐
在
員

経

苧
業
界
団
体

霜
倉

金

融

機

関

国

泉
市
の
機
関

三

ミ

ニ

般
商
業
新
・甲

;

『

雑

菌

業
界
紙

詮巴

尋
門
紙

⑪巴

そ

の

他

合

計

緻
済策

辰
情
報

経　　　　　済 1

(4.8)

3

(14.3)

3

(14.3)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0

(0.0)

0

(0.0)

1

(4.8)

0

(0.0)

2

(95)

4

(19.1)

0
(0.0)

6

(28。6)

'1

(4.8)

0

(0.0)

21

(100.0)

中　小　企　業
施 策 ・制 度

1

(5.0)

1

(5.0)

5

(15.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

2
(10.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0

(0.0)

5

(25.0)

1

(5.0)

3
(15.0)

3
(15.0)

1
(5.0)

0
(0.0)

20

(100.0)

そ　　の　　他 0

(　 一)

0

(一)

0

(　 一う

0

(　 一)

0

(　 「)

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 →

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 一)

0
(　→

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 一)

0

(　 一)

産
　
　
地

経　営　一　般 1
(40)

5
(12.0)

3

(12.0)

0

(0.0)

0

(0.0)

3

(12.0)

1

(4.0)

0
(0.0)

1
(40)

0
(0.0)

6
(24.0)

5

(12.0)

0

(0.0)

5
(12.0)

1
(4.0)

0
(0.0)

25

(10α0)

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術
o

(0.0)

1
(5.9)

3
(177)

0
(0.0)

2
(11.8)

0
(0.0)

0
(0.0)

3
(177)

1
(59)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

1
(5.9)

1
(5.9)

4
(255)

1

(5.9)

17

(100.0)

.・ 一 ・・.一ー一一

ー

ベ

◎o

ー



ー

ベ

㊤

ー

関

連

情

報

全

仕　入　関　連

販　路　開　拓
市　場　関　連

受　注　関　連

そ の　　他

国

　　　5

(18.8)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(　 一)

　　　6

(4.4)

　　　1

(6.3)

　　　5

(16.7)

　　　2

(10.5)

　　　0

(　 →

　　14

(10.5)

　　　1

(6.5)

　　　1

(5,6)

　　　5

(15.8)

　　　0

(　 一)

　　17

(12.5)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(　 一)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

( )

0

一

2

(1.5)

　　　0

(ao)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

(

(

0
↓

　

)

5

7

　

3

(

(

(

(

(22)

1
.5)
　　　 0

(0.0)

　　　1

(6.3)

　　　1

(6.5)

　　　3

(18.8)

　　　1

(65)

　　　0

(0.0)

　　　1

(6.3)

　　　5

(18.8)

　　　0

(0.0)

　　　16

(100.0)

0
.0)
　　　0

(0.0)

　　　4

(22.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　2

(11.1)

　　　 3

(16.7)

　　　4

(22.2)

　　　 1

(5.6)

　　　18

(100.0)

1
.5)
　　　0

(0.0)

　　　4

(21,1)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.3)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.3)

　　　2

(10.5)

　　　4

(21.1)

　　　1

(5.3)

　　　19

(100.0)

0
-)
　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　　0

(　 一)

5

.2)

　　　5

(2.2)

　　12

(8.8)

　　　1

(07)

　　17

(12.5)

　　　9

(6.6)

　　　7

(5.2)

　　19

(14.0)

　　18

(13.2)

　　　3

(2.2)

　 136

(100.0)



〈タ イ ル ・建 材 〉

数字は企業数.()内 は構成比を表わす

合

計

そ
　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)

・
専

門

紙

(誌

)

マ
ス

,
ミ

(
一
般

商

業

霞

.
テ

レ
。

.
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融
機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独

自

の

調

査

・
統

計

経

営

コ

ン

サ

ル
タ

ン

ト
等

、

民

間

専

門

家

民
間
の
調
査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者

の
会
合

関
連
他
業
界

の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

受

注
　
先

販

売

先

仕

入

先
情報入手先

情 報 区 分

　　　24

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 4

(16.7)

　　　　4

(16.7)

　　　　0

(O.O)

　　　5

(20.8)

　　　　2

(8.3)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　　1

(4.2)

　　　　1

(4.2)

　　　5

(12.5)

　　　 1

(4.2)

　　　　0

(⑪)

　　　　0

(0.0)

　　　2

(8.5)

　　　1

(4.2)
経 済

　　　17

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(5.9)

　　　 1

(5.9)

　　　3

(IZ7)

　　　 5

(29.　4)

　　　4

(25、5)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(ao)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)(11.

2
8)

　　　 1

(5.9)

　　　0

(O.O)

　　　　0

(0,0)

　　　0

(α0)

　　　0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・ 制 度

　　　　 5

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(35.3)

　　　0

(0.0)

　　 0

(O.O)

　　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　　1

(55.5)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(35.5)

　　　0

(0.0)
そ の 他

 

醸

}
般
情
報

　　　20

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(10.0)

　　　　2

(10.0)

　　　　1

(5.0)

　　　3

(1　5.0)

　　　　1

(5.0)

　　　　0

(O.O)

　　　2

(10.0)

　　　　0

(O.O)

　　　　1

(5.0)

　　　 4

(20.0)

　　　 1

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(5.0)

　　　　1

(5.0)

　　　 1

(5.0)
産1経 営 一 般

　　　18

(100.0)

　　　　0

(O.O)

　　　 3

(167)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　2

(11.1)

　　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　2

(11.1)

　　　 3

(16.7)

　　　　1

(5.6)

　　　　3

(16.7)

　　　 3

(16.7)

　　　1

(5.6)
地1　 品質 ・デザイン
　 新 製 品 ・技 術

 

ー

◎◎

O

ー



ー

oo

－
一

関

連

情

報

合

仕　入　関　連

販 路　開　拓
市 場　関　連

受　注　関　連

そ の　　他

計

　　　4

(22.'2)

　　　0

(0.0)

　　　1

(6.7)

　　　0

(　 一)

　　　8

(5.9)

　　　1

(5.6)

　　　5

(25.0)

　　　4

(26.7)

　　　0

(　 →

　　17

(12.6)

　　　0

(0.0)

　　　2

(10,0)

　　　4

(26.7)

　　　0

(　 一)

　　10

(ス4)

(

(

(

(

(

　 0

0.0)

　　　2

(11.1)

　　　4

(22.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(11.1)

　　　0

(0.0)

　　　2

(11,1)

　　　1

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.6)

　　　1

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　 18

(100.0)

　 1

5.0)

　　　1

(5.0)

　　　1

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(10.0)

　　　0

(0.0)

　　　3

(15.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.0)

　　　1

(5.0)

　　　5

(15.0)

　　　0

(0.0)

　　 20

(10α0)

　 0

0.0)

　　　1

(67)

　　　1

(6.7)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0,0)

　　　2

(15。3)

　　　0

(0.0)

　　　1

(6.7)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(6.7)

　　　0

(0.0)

　　 15

(10q.0)

0
-)
　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 づ

　　　0

(　 う

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　　0

(　 一)

　 2

1.5)

　　10

(74)

　　18

(13.3)

　　　2

(1.5)

　　　1

(07)

　　10

(74)

　　　0

(0.0)

　　13

(96)

　 14

(10.4)

　　　6

(4.4)

　　　9

(6.7)

　 15

(11.1)

　　　0

(0.0)

　 135

(100.0)

、



〈そ　 の 　 他 〉

囲 数字は企業数,(}内 は構成比を表わす

合

計

そ
　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)
　
・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ

ミ

(
一
般

商

業

新

聞

.
テ

レ
ビ

.
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融
機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独
自
の
調
査

・
統
計

経

営

コ

ン
サ

ル

タ

ン
ト

等
、

民

間

専

門

家

民
間
の
調
査
機
関

社

長

会

等

、

同
業
者
の
会
合

関
連
他
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界

の
見
本
市

・
展
示
会

受
　
注
　
先

販

売

先

仕

仕入

先
情報入手先

情 報 区 分

　　　15

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　　1

(6.7)

　　　2

(13.5)

　　　 0

(0.0)

　　　 3

(20.0)

　　　 2

(13.5)

　　　0

(0.0)

　　 0

(O.O)

　　　 1

(6.7)

　　　0

(0.0)

　　　 3

(20.0)

　　 0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　2

(13.3)

　　　 1

(6.7)

　　　0

(0.0)
経 済

　　　14

(100.0)

　　 0

(0.0)

　　　1

(ス1)

　　　　2

(14,5)

　　　2

(143)

　　　　2

(14.3)(21.
3
4)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　 　 1

(7.1)

　　　0

(0.0)(21.

3
4)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・制 度

　　　　 1

(100・O)

　　　16

(100.0)

　　　17

(100.0)

　　　　0

(O.O)

　　　　0

(0,0)

　　　　1

(100.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(α0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(ao)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　 0

(O.O)

　　　0

(O.O)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(O.O)
そ の 他

 

醸

一般
纂

　　　0

(0.0)

　　　　1

(6.3)

　　　　1

(6.3)

　　　0

(0.0)

　　　2

(125)

　　　5

(18.8)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　1

(65)

　　　 0

(0.0)

　　　　4

(25.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(12.5)

　　　2

(12.5)

　　　 0

(0.0)
産1経 営 一 般

　　　 1

(5.9)(11.
2
8)

　　　　1

(5.9)

　　　　2

(11.8)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(ao)

　　　 0

(0.0)

　　　　2

(11.8)

　　　 0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 1

(5.9)

　　　 1

(5.9)

　　　　0

(0.0)

　　　3

(1ス7)

　　　 5

(177)

　　　　1

(5.9)
地1
　 　 品質 ・デザイン

　 　 新 製 品 ・技 術

 

ー

。。

N
「



関

連

情

報

仕　入　関　連
　　　6

(3ス5)

　　　1

(63)

　　　1

(6.5)

　　　0

(0.0)

　　　1

(6.3)

　　　1

(6,5)

　　　0

(α0)

　　　1

(6.5)

　　　1

(6.5)

　　　0

(0.0)

　　　2

(12.5)

　　　1

(63)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(6.5)

　　　0

(0.0)

　　　16

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　1

(59)

　　　3

(1Z7)

　　　2

(11.8)

　　　1

(5.9)

　　　2

(11,8)

　　　2

(11.8)

　　　0

(α0)

　　　1

(5.9)

　　　2

(11.8)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(59)

　　　o

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(11.8)

　　　0

(0.0)

　　 17

(100.0)

受　注　関　連
　　　1

(8.3)

　　　2

(16.7)

　　　5

(25.0)

　　　1

(8.5)

　　　0

(0.0)

　　　2

(16.7)

　　　0

(0.0)

　　　1

(8.5)

　　　1

(83)

　　　0

(0.0)

　　　1

(8.3)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　12

(100.0)

そ　　の　　他
　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一⊃

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　　0

(　 一)

合　　　　　　計
　　　9

(8.3)

　　12

(11.1)

　　13

(12.0)

　　　2

(1.9)

　　　4

(3.7)

　　16

(14.8)

　　　0

(α0)

　　　6

(5.6)

　　　6

(5.6)

　　　0

(0.0)

　　11

(10.2)

　　　9

(83)

　　　4

(3.7)

　　　7

(6.5)

　　　8

(z4)

　　　1

(0.9)

　 108

(100.0)

l

o◎

ω

1



2.ソ ー カ 小 計

数字は企業数,O内 は構成比を表わす

合

計

そ

　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)
　
・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ
ミ

(
一
般

商
業

新

聞

・
テ

レ
ビ

・
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融

機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独
自
の
調
査

・
統
計

経

営

コ

ン
サ

ル
タ

ン

ト
等

、

民

間

専

門

家

民
間
の
調
査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者
の
会
合

関
連
他
業
界

の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

受

注

先

販

売

先

仕

入

先
情報入手先

情 報 区 分

　　125

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　16

(12.8)

　　28

(22.4)

　　　　3

(2.4)

　　21

(16.8)

　 20

(16.0)

　　　　1

(O.8)

　　　 0

(0.0)

　　　　2

(1.6)

　　　　2

(1.6)

　　　9

(7.2)

　　　 5

(4.0)

　　　1

(0.8)

　　　9

(7.2)

　　　　8

(6.4)

　　　0

(0.0)
経 済

　　106

(100.O)

　　　0

(0.0)

　　11

(10.4)

　　14

(15.2)

　　19

(1ス9)

　　14

(13.2)

　　32

(30.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(0.9)

　　　0

(0.0)

　　10

(9.4)

　　　 2

(1.9)

　　　1

(0.9)

　　　　2

(1.9)

　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・制 度

　　　　 4

(100.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(25.0)

　　　　1

(25.0)

　　　 0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(25.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 1

(25.0)

　　　 0

(0.0)
そ の 他

 

㌶

一
般
情
報

　　100

(100.0)

　　 1

(1.0)

　　10

(10.0)

　　12

(12.0)

　　　 4

(4.0)

　　　　9

(90)

　　19

(19.・0)

　　　 0

(O.O)

　　　3

(5.O)

　　　3

(3.0)

　　　2

(2.0)

　 18

(18.0)

　　　2

(2.0)

　 　 1

(1.0)

　　　5

(5.0)

　　　8

(8.0)

　　　3

(3.0)
経 営 一 般

　　153

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　21

(15.8)

　　　 4

(5.0)

　　　5

(5.8)

　　　0

(0.0)

　　　9

(6.8)

　　　0

(O.O)

　　　9

(6.8)

　　　　2

(1.5)

　　　1

(O.8)

　　　7

(5.5)

　 17

(12.8)

　　　9

(6.8)

　 21

(15.8)

　　26

(196)

　　　2

(1.5)

品質 ・デザイ ン

新 製 品 ・技 術

 

産

　

　
地

ー

oo

《

ー



関

連

情

報

仕　入　関　連
　 51

(51.6)

　　　6

(6.1)

　　　2

(2.0)

　　　2

(2.0)

　　　5

(5.1)

　　11

(11.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(2.0)

　　　0

(0.0)

　　21

(21.4)

　　　2

(2.0)

　　　0

(0.0)

　　　5

(5.1)

　　11

(1t2)

　　　0

(0.0)

　　 98

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　0

(0.0)

　 28

(25.5)

　　15.

(10.8)

　　　9

(75)

　　　5

(4.2)

　　　6

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　 14

(11.7)

　　　5

(2.5)

　 16

(13.5)

　　　1

(0.8)

　　　3

(2.5)

　　　6

(5.0)

　 15

(12.5)

　　　1

(0.8)

　 120

(100.0)

受　注 ・関　連
　　　4

(4.0)

　 22

(22.2)

　　25

(25.5)

　　　2

(2.0)

　　　5

(5.1)

　　　6

(6.1)

　　　1

(1.0)

　　　0

(0.0)

　　　8

(8.1)

　　　2

(2.0)

　　12

(12.1)

　　　0

(0.0)

　　　1

(1.0)

　　　1

(1.0)

　　10

(10.1)

　　　0

(0.0)

　　 99

(100.0)

そ　　の　　他
　　　1

(50.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(50.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　2

(100.0)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〉

合　　　　　　計
　 41

(5.2)

　 99

(12.6)

　 78

(99)

　　25

(5.2)

　 41

(52)

　 68

(8.6)

　　　6

(0.8)

　　　8

(1.0)

　　56

(4,6)

　 　 　 　 ・

　　　6

(0.8)

129
(16.4)

　　48

(6.1)

　　36

(4.6)

　　70

(8.9)

　 94

(11.9)

　　　2

(0,5)

　 787

(100.0)

ー

oo

切

ー



3.座 元 商 社 小 計

数字は企業数.()内 は構成比を表わす

仕 販 受 所 関 社 民 経 独 海 経 金 国 マ 業 そ 合
属 連 長 間 営 自 外 済 融

・ ス 界
入 売 注 業 他 会 の コ の 駐 ・ 県 コ 紙 の

情報入手先 界 業 等 調 ン 調 在 業 機 . ミ (

先 先 先 の 界
、

査 サ 査 員 界 関 市 ( 誌 他 計
見 の 同 機 ノレ ・ 団 の 一 )

本 見 業 関 タ 統 体 機 般 .

市 本 者 ン 計 へ 関 商 専
. 市 の ト 組 業 門
展 ● 会 等 合 新 紙
示 展 合

、 )

聞 (

会 示 民 .　　　　. 註

1 会 間 テ
巴

oo
専 レ

⑦
門 ピ

1 情 報 区 分 家

讐
巴

緻
糠
経　　　　　済
　 '

3
(9.1)

6
(18.2)

1
(3.0)

2
(6.1)

1
(50)

5
(15.2)

0
(0.0)

0
(0.0)

1
(50)

0
(0.0)

4
(12.1)

3
(91)

0

(α0)

4
(12.1)

,5
(91)

0
(0.0)

33

(100.0)

一 中　小　企　業 1 1 2 0 1 2 0 0 0 0 5 2 1 4 1 0 20

般
情
施 策 ・ 制 度 (5.0) (5.0) (1⑪) (0.0) (5.0) (10.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (25.0) (10.0) (5.0) (20.0) (5.0) (0.0) (100.0)

報
そ　　の　　他

0
(0.0)

1
(33.3)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

1

(53.5)
0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

1
(353)

0
(0.0)

3
(100.0)

産 経　営　一　般 2
(6.1)

5
(15.2)

5
(91)

0
(0.0)

1
(50)

4
(12,1)

2
(6.1)

1
(5.0)

2
(6.1)

0
(0.0)

5
(15.2)

5

(9.1)

1

(5.0)
3
(91)

1

(3.0)
0
(0.0)

55

(100.0)

地
品質 ・デザイン 3 4 2 1 5 1 1 1 2 0 2 0 1 2 5 1 29

新 製 品 ・技 術 (105) (13.8) (6.9) (55) (172) (55) (5、5) (55) (69) (0.0) (69) (0.0) (3.5) (69) (10.3) (5.5) (100.0)



関

連

情

報

仕　入　関　連
　　　4

(13.β)

　　　5

(10.5)

　　　1

(5.5)

　　　0

(0.0)

　　　5

(10.3)

　　　3

(10.5)

　　　1

(3.5)

　　　0

(0.0)

　　　2

(6.9)

　　　1

(5.5)

　　　2

(6.9)

　　　5

(10.5)

　　　1

(5.5)

　　　2

(6.9)

　　　3

(10.5)

　　　0

(0.0)

　　29

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　1

(5.2)

　　　8

(25.8)

　　　1

(5.2)

　　　3

(97)

　　　3

(97)

　　　3

(97)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(6.5)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　3

(97)

　　　3

(97)

　　　3

(97)

　　　1

(5.2)

　　51

(100.0)

受　注　関　連
　　　1

(5.0)

　　　5

(15.0)

　　　1

(5.0)

　　　2

(10.0)

　　　1

(5.0)

　　　2

(10.0)

　　　1

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　1『

(5.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(5.0)

　　　5

(15.0)

　　　3

(15.0)

　　　1

(5.0)

　　20`

(100.0)

そ　　の　　他
　　　0

(　 一)

　　　0

(　 ≒)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　 0

(　 一⊃

合　　　　　　計
　　15

(76)

　 51

(157)

　　11

(56)

　　　8

(4.0)

　　15

(76)

　 20

(10.1)

　　　5

(2.5)

　　　2

(1.0)

　　10

(5.1)

　　　1

(0.5)

　 19

(96)

　 11

(5.6)

　　　8

(4.0)

　　21

(10.6)

　 18

(91)

　　　5

(1.5) (100.0)



固　数字は企業数,()内 は構成比を表わす

4.そ の 他 小 計

合

計

そ
　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)
　

・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ

ミ

(
一
般

商

業

新

聞

.
テ

レ

ビ

・
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融

機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独

自

の
調

査

・
統

計

経

営

コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

等

、

民

間

専

門

家

民
間
の
調
査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者

の
会
合

関
連
他
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

受
　
注
　
先

販

売

先

仕
　
入
　
先

情報入手先

情 報 区 分

　　　　9

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(222)

　　　0

(0.0)

　　　2

(22.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(11.1)

　　　0

(O.O)

　　　2

(22.2)

　　　　0

(O.O)

　　　　0

(0.0)

　　　 1

(11.1)(11.
1
1)

　　　0

(O、O)
経 済

　　　　 8

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(12.5)

　　　 1

(12.5)

　　　　1

(12.5)

　　　　2

(25.0)

　　　0

(0,0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(12.5)

　　　0

(O.O)

　　　2

(25.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・制 度

　　　　　1

(100.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

⑩0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(O.O)
そ の 他

 

麟

一
般
情
報

　　　10

(100.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(10.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(O.O)

　　　2

(20.0)

　　　　1

(10.0)

　　　 0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(10.0)

　　　0

(⑪)

　　　2

(20.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(10.O)

　　　2

(20.0)

　　　 0

(0.0)
産1経 営 一 般

　　　11

(100.0)

　 　 1

(9.1)

　 　 1

(9.1)

　 　 1

(9.1)

　 　 1

(9.1)

　　　0

(O.O)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　 　 1

(9.1)

　　　0

(0、0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(18,2)

　　　 3

(27.　5)

　　 1

(91)
地1　 　 品質 ・デザイン
　 　 新 製 品 ・技 術

 

ー

o。

◎。

ー



関

連

情

報

仕　入　関　連
　　　4

(4⑪)

　　　 1

(10.0)

　　　1

(10.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(10.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(10.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(10.0)

　　　1

(10.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　10

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　1

(9.1)

　　　2

(18.2)

　　　1

(9.1)

　　　0

(0.0)

　　　1

(91)

　　　1

(9.1)

　　　0

(0.0)

　　　1

(91)

　　　2

(18.2)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(91)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(91)

　　　0

(0.0)

　　　11

(100.0)

受　注　関　連
　　　1

(11.1)

　　　2

(22.2)

　　　2

(222)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(22.2)

　　　0

(0.0)

　　　1

(11.1)

　　　1

(11.1)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　9

(100.0)

そ　　の　　他
　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一う

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 ≒)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一つ

　　　　0

(　 一)

合　　　　　　計
　　　7

(10.1)

　　11

(159)

　　　8

(11.6)

　　　0

(0.0)

　　　1

(1.5)

　　11

(15.9)

　　　0

(0.0)

　　　6

(8.7)

　　　3

(4.4)

　　　0

(0.0)

　　　4

(58)

　　　7

(10.1)

　　　2

(2.9)

　　　5

(73)

　　　3

(4.4)

　　　1

(1.5)

　　　69

(100.0)

ー

o。

㊤
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収集情報集計 表

1.陶 磁器関連収集 情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答数 ・構成比

情　報　区　分

企

合　　計 国　　内

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　　　　済

生産 ・出荷 ・在庫に関する情報 2 2

雇用に関する情報 2 2

所得 ・賃金等に関する情報 3 5

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報 7 6

その他 1 1

中 小　企　業

施 策 ・ 制 度

融資(制 度 ・機関)・ 補助金に関す る情報 0 0

税制に関する情報 4 4

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報 0 0

その他 1 1

産

地

関

連

情

報'

経　営　一　般

企業の生産 ・販売等に関する情報 9 7

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報 1 1

従業員採用,労 働力需給等.雇 用に関する情報 4 4

教育 ・訓練等に関する情報 2 2

事業多角化 ・事業転換等に関する情報 0 0

企業の集団化 ・協業化に関する情報 0 0

経営者意識に関する情報 1 1

その他 0 0

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

品質に関する情報 2 2

デザインに関する情報 14 6

新製品開発に関する情報 13 9

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報 7 6
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報 5 5

その他 2 1

仕　入　関　連

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報 4 3

下請 ・外注先の動向に関する情報 1 1

その他 0 0

.販　路　開　拓

市　場　関　連

消費者 ニーズに関す る情報 10 6

シェア.価 格等,地 場製品動向に関する情報 4 3

関連業界の動向に関する情報 6 6

広告 ・宣伝に関する情報 1 1

その他 0 0

受　注　関　連

商品別成約価格に関する情報 2 2

商品別成約数量に関する情報 1 1

その他 2 2

そ　　の　　他
輸出に関する国別情報 0 0

消費地商社の在庫量に関する情報 0 0

合　　　　　　　　　　　　　　　　　計 109 86

一90一



業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他全般

一 一 一 0 1.8 2.5 一 一 一 0.0

一 一 一 0 1.8 23 一 一 一 0.0

一 一 一 0 2.8 5.5 一 一 一 0.0

一 一 一 1 6.4 ZO 一 一 一 4.4

一 一 一 0 0.9 1.2 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 5.7 4.7 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.9 1.2 一 一 一 0.0

4 3 0 2 8.3 8.1 12.1 25.1 0.0 8.7

1 0 0 0 0.9 1.2 5.0 0.0 0.0 0.0

4 0 0 0 5.ア 4.7 12.1 0.0 0.0 0.0

0 0 2 0 1.8 2.3 0.0 0.0 15.3 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0.9 1.2 5.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 1 1 0 1.8 2.3 0.0 ス7 6.ア 0.0

1 2 3 8 12.8 70 5.0 15.4 20.0 54.8

4 2 5 4 11.9 10.5 12.1 15.4 20.0 174

2 2 2 1 6.4 ZO 6.1 15.4 13.3 4.4

2 0 1 0 2.8 5.5 6.1 0.0 6.7 0.0

0 0 1 1 t8 1.2 0.0 0.0 6.7 4.4

3 0 0 1 5.7 5.5 91 0.0 0.0 44

1 0 0 0 0.9 1.2 3.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一 一 一 4 92 ス0 一 一 一 1Z4

1 2 0 1 3.7 3.5 3.0 15.4 0.0 4.4

3 1 2 0 5.5 ZO 9・1 Z7 13.5 0.0

1 0 0 0 0.9 1.2 3.0 G.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2 0 0 0 1.8 2.5 6.1 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 0.9 1.2 3.0 0.0 0.0 α0

2 0 0 0 1.8 2.3 6.1 0.0 0.0 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

『
、一

一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

53 15 15 23 100.0 100.0 100.0 100』 100.0 100.0

一91-
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囲　数字は企業数,(}内 は構成比を表わす

2.・ 陶 磁器 関連 収 集 情 報 入手 先

合

計

そ
　
の
　
他

業

界

紙

(
誌

)
　
・
専

門

紙

(
誌

)

マ

ス

コ

ミ

(
一
般

商

業

新

聞

.
テ

レ
ビ

.
雑

誌

)

国

・
県

・
市

の
機

関

金

融
機

関

経
済

・
業
界
団
体

(組
合
)

海
外
駐
在
員

独
自

の
調
査

・
統
計

経

営

コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト
等

、

民

間

専

門

家

民
間

の
調
査
機
関

社
長
会
等
、
同
業
者
の
会
合

関
連
他
業
界

の
見
本
市

・
展
示
会

所
属
業
界
の
見
本
市

・
展
示
会

受
　
注
　
先

販

売

先

仕
　
入
　
先

情報入手先

情 報 区 分

　　　16

(100.O)

　　　0

(0.0)

　　　2

(12.5)

　　　　2

(12.5)

　　 2

(12.5)

　　　3

(18.8)

　　　4

(25.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(O.O)

　　　 0

(0、0)

　　　　1

(6.3)

　　　　1

(6.5)

　　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　　1

(6.5)
経 済

　　　　　7

(100.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(14、5)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　5

(42.9)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(14.3)

　　　2

(28.6)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0,0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(O.O)

　　　0

(0.0)

中 小 企 業
施 策 ・制 度

(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)(

0
-)そ の 他

 

舞

一
般
情
報

　　　19

(100.0)

　　　 0

(O.O)

　　　 5

(15.8)

　　　　3

(15.8)

　　 3

(15.8)

　　　4

(21.1)

　　　5

(26,5)

　　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 1

(5.5)

　　　 0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　　0

(O.O)

　　　　0

(0.0)
産1経 営 一 般

　　　25

(100.O)

　　 0

(O.O)

　　　　8

(52.0)

　　　　3

(12.0)

　　　 1

(4.0)

　　　0

(0.0)

　　　6

(24.0)

　　　0

(0.0)

　　　　1

(40)

　　　 0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　　0

(0.0)

　　　 1

(4.0)

　　　 1

(4.0)

　　　1

(4.0)
　　　3

(12.0)

　　　　0

(0.0)
地1　 　 品質 ・デザイン
　 　 新 製 品 ・技 術

 

ー

㊤

N

ー



関

「

連

情

報

・

仕　入　関　連
　　　2

(50.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(α0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　0'

(0.0)

　　　0

(0.O)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(50.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　O

CO.0)

　　　　 4

(100.0)

販　路　開　拓
市　場　関　連

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 1

(5.9)

　　　1

(5.9)

　　　0

(0.0)

　　　 0

(0.0)

　　　 1

(5.9)

　　　 1

(5.9)

　　　 4

(23.5)

　　　0

(α0)

　　　 2

(11.8)

　　　2

(11.8)

　　　5

(294)

　　　0

(0.0)

　　　17

(100.0)

受　注　関　連
　　　0

(0.0)

　　　2

(25.0)

　　　2

(25.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(125)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　2

(25.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　0

(0.0)

　　　1

(12.5)

　　　0

(0.0)

　　　　8

(100.0)

そ　　の　　他
　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 →

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　0

(　 一)

　　　　0

(　 一)

合　　　　　　計
　　　 3

(3.1)

　　　5

(5.2)

　　　3

(3.1)

　　　1

(1,0)

　　　 2

(2.1)

　　　 5

(3.1)

　　　4

(4.2)

　　　 1

(1.0)

　　　 2

(2.1)

　　　 1

(1.0)

　　26

(271)

　　　7

(73)

　　　8

(8.3)

　　11

(11。5)

　　19

(198)

　　　0

(0.0)

　　　96

(100.0)

1
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不足情報集計表

1.不 　 足　 情　 報

情　報　区　分

回答数 ・構成比

経
済

・
政
策

一
般
情
報

産

地

関

連

情

.報

経 済

中　小　企　業

施 策 ・制 度

経　営 般

品質 ・デザイン

新 製 品 ・技 術

仕　入　関　連

敗　路　開　拓

市　場　関　連

受　注　関　連

そ　　の　　他

生産 ・出荷 ・在庫 に関す る情報

雇用に関する情報

所得 ・賃金等に関する情報

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報

その他

融資(制 度 ・機関)・ 補助金に関す る情報

税制に関する情報

都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報

その他

企業の生産 ・販売等に関する情報

企業の財務 ・賃金体系等に関する情報

従業員採用,労 働力需給等,雇 用に関する情報

教育 ・訓練等に関する情報

事業多角化 ・事業転換等に関する情報

企業の集団化 ・協業化に関する情報

経営者意識に関する情報

その他

品質に関する情報

デザインに関する情報

新製品開発に関する情報

新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報

製造 ・加工等,生 産技術に関する情報

その他

原燃材料 ・半製品等,仕 入商品の需給 ・価格に関する情報

下請 ・外注先の動向に関する情報

その他

消費者ニ ーズに関す る情報

シェア,価 格等,地 場製品動向に関する情報

関連業界の動向に関する情報

広告 ・宣伝 に関する情報

その他

商品別成約価格に関する情報

商品別成約数量に関する情報

その他

輸出に関する国別情報

消費地商社の在庫量 に関する情報

合 計

企

合　　計

2

1

1

3

1

1

1

0

2

7

3

2

3

0

0

1

0

1

6

6

4

3

3

2

o

0

8

5

5

0

0

1

0

1

0

0

75

国　　内

1

1

1

2

0

1

0

0

2

7

3

2

3

0

0

1

0

1

5

3

4

5

3

1

0

0

4

2

5

0

0

1

0

1

0

0

57

一94一



業　　　　回　　　　答　　　　数 構　　　　成　　　　比

海　　外 合　　計 国　　内 海　　外

自 産 地 同業他産地 その他全般 自 産 地 同業他産地 その他産地

一 一 一 1 27 1.'8 一 一 一 6.3

一 一 一 0 1.4 1.8 一 一 一 0.0

一 一 一 0 1.4 1.8 一 一 一 0.0

一 一 一 1 4.1 5.5 一 一 一 6.3

一 一 一 1 1.4 0.0
一 一 一 6.5

一 一 一 0 1.4 1.8 一 一 一 0.0

一 一 一 1 1.4 0.0 一 一 一 6.5

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 2.7 5.5 一 一 一 0.0

5 2 0 0 96 12.3 1Z9 15.4 0.0 0.0

2 1 0 0 4.1 5.3 71 77 0.0 0.0

1 1 0 0 27 3.5 3.6 77 0.0 α0

5 0 0 0 4.1 5.3 10.7 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 aO 0.0

|

1 0 0 0 1.4 1.8 3.6 0.0 0』 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1.4 t8 3.6 0.0 0.0 0.0

5 1 1 1 8.2 8.8 10.7 77 25.0 6.5

2 0 1 5 8.2 5.5 71 0.0 25.0 18.8

1 2 1 0 5.5 ZO 3.6 15.4 25.0 0.0

2 1 0 0 4.1 5.5 71 77 0.0 0.0

1 1 1 0 4.1 5.3 5.6 Z7 25.0 0.0

1 0 0 1 2.7 1.8 3.6 0.0 0.0 6.3

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.'0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0
　 ,

0.0 0.0

一 一 一 4 11.0 70 一 一 一 25.0

1 1 0 3 6.9 3.5 5.6 77 0.0 18.8

2 5 0 0 6.9 8.8 71 25.1 . 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1.4 1.8 5.6 0.0 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 0 0 0 1.4 1.8 5.6 0.0 0.0 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

一 一 一 0 0.0 0.0 一 一 一 0.0

28 15 4 16 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

一95一



2.情 報 不足 を感 じつ つ,入 手 して い な い理 由

理　　　　　　　　　　　由 回答数 構成比

ω　費用がかかりすぎる 3 64%

②　利用手段(方 法)が 判らない 5 10.6

③　入手先 ・入手方法が判らない 23 48.9

ω　公表(入 手)時 期が遅い 7 14.9

⑤　地域区分が粗い 2 4.5

㈲　分析する時間的 ・人材的余力がない 5 10.6

{7)そ 　 の　他 2 4.5

合　　　　　　　計 47 100.0

情報基盤整備に対する関心度

e

　 　 　 回答
関心 企　業　数 構　成　比

あ　　　 り 24 293

な　　　　し 55 40.2

不　　　明 25 50.5

合　　　計 82 100.0
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参　考　資　料

瀬戸陶磁器産地情報基盤整備調査

〔調査 の目的 〕

　産業構造の知識集約化 が要請 される今 日,貴 産地の発展を期 すためには,貴 産地を構成 する事業者

が経営上必要 とす る情報 を適時,的 確 に利用 し得る体 制の整備一 情報 の収 集 ・加工 ・蓄積 ・流通 シ

ステムの確立一 が必要 である。

　地場産業が中核産業 として存在 している都市におい ては,当 該産業の盛衰が即当該地域社会 全体の

盛衰に結 びつ きやす いところから,最 も有効 な地域情報 シ ステ ムを確立す るためには,単 に中核産業

だけでな く,こ れをと りまく行政機関,経 済団体,組 合等を含めた地域社会の各主要構成単位 が この

シ ステムに組み込 まれる必要 がある。

　本調査 は貴産地 を構成 する企業及 び これに深 く関与 している地方 自治体,団 体 ・組合,地 方金融機

関を対象に実施する ものであ り,将 来国,県,他 地域情報 ネ ッ トワーク との関連上,貴 産地では どの

よ うな情報 をどのよ うな仕組 みで展開すべきかを模索 し,情 報 システムの基本構想をまとめることを

目的 とします。

　 なお,調 査結果は後 日とりまとめますが,個 票の内容 は秘密を厳守 します。

〔お　 願　 い 〕

　調査票の記入にあた り,自 治体,団 体 ・組合及び地元金融機関 の方は貴産地 に着 目し,そ れ をと り

まく情報を考え て くだ さい。(設 問中,「 貴社 」とあるのは 「貴団体等 」に読みかえて くだ さい)

　 設問は選択式 と記入式 が混在 していますので,記 入式の ところはで きるだけ具体的 に記入 してくだ

さい。 また,記 入欄 に書 ききれない場合はどのよ うな用紙で も結構です ので別紙に記入 して添付 して

くだ さい。

返送用の調査票は来る[11A3・ 日1ま でに同封 しました返信用封散 入れ殴 かんしてくださ

L、o

　なお,本 調査の内容等 ご不 明 な点は下記 にお問 い合わせ くだ さい。

連絡及び提出先 名古屋通商産業局総務部情報管理室

　　名古屋市中区三の丸2-5-2

　 　電話　 (052)951-2551

　 　　　　　内線　 219
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陶
貴　　　社　　　名 TEL

所　　　在　　　地

*蔓
は歪資曇(企 業の方のみ) 百万円 従業員数 人

記　　　入　　　者 (所 属)　　　　　　　　 氏　名

*企 業形態(企 業の方のみ) 1.素 地 メーカー　 2.一 貫 メーカー　 3.絵 付 完成 メーカー

4.完 成 メーカー　 5.産 元 商社 　 6そ の他(具 体的に　　　 　)

*主 要取扱い製品(同 　上)
1.玩 具 ・置物 　 2.洋 飲 食器　 3.和 飲 食器　 4.電 磁 器

5.タ イル ・建材　 6.そ の他(具 体的に　　　　　 　　　　　)

一 瀬戸陶磁器産地情報基盤整備構想(産 地情報基盤のイメージ)

　　　　　　　　　　　　(瀬戸陶磁器産地)

{
已⊃ 地元金融機関

づる
ぺ
多

イ

・

.　
ア

ネ7ト ワーク

　　　/
唾 壷)'

「

1
-

1

＼
⊂⊃

　

ネ
7
ト
7
ー
ク

　　 「・

　　 1
　 　 1

そ の他民 間　 .・デ
「タ・^」 　'
一ビス

他 産地

デ「タ・ベース

及び県

デづ ・ベ一

利
セ ン タ一一一夕・ベース

　貴産地 に必要 な情報 として種 々の ものが考 えられますが.実 際 に情報 を経営に役立 てようとす ると.

情 報源が散在 していた り,ま た利用 目的に応 じたデータが入 手で きない.入 手で きてもタイ ミングが

合 わない等かな り苦労す るのが実情です。

　本構想では貴産地 をモデル として,産 地 を構成する企業及 びこれに関与 している各種団体 ・機関 が

相互に必要 とす る情報(デ ータ)を 明確 に し,か つ公開で きる範囲内で相互利用 で きる共通の情報 シ

ステ ム,即 ち企業,団 体及び機関の間で共通的 にニーズの高 い情報(デ ータ)を どこか一 ヵ所に蓄積

し,集 計 ・分析 ・加工して必要 な時.即 時 に利用で きる体制 を整 備す る(従 って,各 々が個別に保有

す る必要が なくなる)た めの方策は何 かをテ ーマに してお ります。

一98一



　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 「

国 玉]瀬 戸臓 縫 地をとりまく情報

情　報　区　分

番　　　　　号

情　　　　報　　　　項　　　　目
国　　　　内

海外
自産
地
同業
働
異業
種

経
済
・

政
策
一

般
情
報

経　　　　　済

-　 　 　 　 　 　 　 '
　 　 　 >

　 　 　101

　 　 　102

　 　 　103

　 　 　104

　 　 　105

501

502

503

504

505

生産 ・出荷 ・在庫に関する情報
雇用に関する情報
所得 ・賃金等κ関する情報

金融事情 ・物価 ・景気動向等に関する経済情報
その他(具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　 )

中　小　企　業

施 策 ・制 度

一
111

112

113

114

511

512

515

514

融資(制 度 ・機関)・ 補助金に関する情報
税制に関する情報
都市開発計画 ・工場団地計画等,立 地に関する情報
その他,国 及び地方自治体の経済 ・産業政策等に関する

情報(具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

産
.

　
　
　

地
　
　

.

　
　
関
　
　
　
　　
連
　
　
　
　　
情
　
　
　
　　
報

経　営　一　般

221　 321　 421

222　 322　 422

223　 323　 423

224　 324　 424

225　 525　 425

226　 326　 426

227　 327　 427

228　 328　 428

521

522

523

524

525

526

527

528

企業の生産 ・販売等に関する情報
企業の財務 ・賃金体系等に関する情報
従業員採用,労 働力需給等.雇 用に関する情報
教育 ・訓練等に関する情報

事業多角化 ・事業転換等に関する情報
企業の集団化 ・協業化に関する情報
経営者意識に関する情報

その他(具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　 )

品 質 ・デ ザ イ ン

新 製 品 ・技 術

251　 331　 451

232　 332　 452

233　 333　 433

234　 354　 434

235　 335　 435

236　 336　 436

531

532

533

534

555

536

品質に関する情報
デザインに関する情報

新製品開発に関する情報
新材料 ・素材等の開発 ・利用に関する情報
製造 ・加工等,生 産技術に関する情報

その他特許,技 術一般情報
　　 (具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　)

仕　入　関　連

241　 341　 441

242　 342　 442

245　 543　 445

541

542

545

原燃材料・半製品等,仕 入商品の需給・価格に関する情報

下請 ・外注先の動向に関する情報
その他仕入に関する情報

　　 (具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　)

販　路　開　拓
市　場　関　連

251　 351　 451

252　 352　 452

253　 353　 453

254　 354　 454

255　 355　 455

551

552

553

554

555

消費者ニーズに関する情報

.シェア,価 格等,地 場製品動向に関する情報
関連業界の動向に関する情報

広告 ・宣伝に関する情報
その他(具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　)

受　注　関　連

261　 361　 461

262　 362　 462

265　 363　 463

561

562

563

商品別成約価格に関する情報

商品別成約数量に関する情報
その他受注先の動向に関する情報

　　 (具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　).

その他具体的に

(　　　　 )
(　 　　　 )

(　 　　　 )
(　 　　　 )
(　　　　　 )

(　　 　　 )
(　　　　　 )

×　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

571

572

573

574

575

576

577

具体的に
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )

>

171

172

1ア3

174

175

176

177

　上表は「情報」の概念を理解していただくために区分化 した一例です。ここで経済 ・政策一般情報

とは特定産業にとらわれないマクロ的な情報を,ま た産地関連情報とは基産地に直接密着 したミクロ

的な情報を示しています。

　以下の設問で本表を使用しますので,ま ず貴社にて「瀬戸陶磁器産地をとりまく情報」を考えた場

合,不 足しているものがあ りましたら「その他 」欄に具体的に記入して補ってください。
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　 情報ニーズにつ いてお答え くだ さい。

1.貴 社 は事業 活動 を行 ってい く上で どのよ うな情報 を最 も必要 としてい ますか。

歴]の 中から・つ選んで番号を記入・てくだ・い.

 

回

2、 貴 社は,現 在外部情報を主 としてどのよ うな機会あるいはル ー トで入手 していますか。

　 情報区分 ごとに上位5つ 以 内の情報源 に○ 印を付 して くだ さい。

P

に的
(
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
)体　　　　　　　　　　　・具(　　　　　　　　　　　)他の(　　　　　　　　　　　　)そ

0

業

界

紙

(

誌
)

　・

専

門

紙

(

誌)

N

マ
ス

コ

ミ
(一

般

商

業

新

聞・

テ
レ

ビ
・

雑

誌

M

国
・

県
・

市
の

機

関

L

金

融
機

関

K

経
済
・

業
界
団
体
(
組
合)

J

海
外
駐
在
員

1

貴
社
独
自
の
調
査
・

統
計

H

経

営
コ

ン

サ
ル

タ

ン

ト

等
民

間

専

門

家

G

民
間
の
調
査
機
関

F

社
長
会
等
同
業
者
の
会
合

E

関
連
他
業
界
の
見
本
市
・

展
示
会

D

貴
社
所
属
業
界
の
見
本
市
・

展
示
会

C

受
　注

　
先

B

販
　
売
　
先

A

仕
　
入
　
先

源報情
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

分　　　　　　　　区　　　　　　　　報　　　　　　　　情

済経
　
　
　
業
度　　　　‖　　　企笛　　　、.　　　」策　　　中施経済・政策一

般
情
報

に
)的体具他のぞ(

般
一

嘗経

ン

術望言
質
製品新産

連関入仕地

拓
運開関路場販市関

連関注受連

に

)

)

)

)

)

)納傾のぞ((((((情　　報
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厘1　 昭和50年 以 降における貴社 の調査(自 主統計 も含む),あ るいは情報の収 集活動 につい て.

　 　以 下の設問 にお答え ください。 ただ し組合 の場合は組合員を対象 とした もの も考慮 して くだ さい。

↑[概 念表]に 挙げたよう舗 報をは握する目的で調 査等をされた実績がありますか.

　　 (ど ちらかに○印を付して くだ さい)

「ある 」と答えた方は,そ の調査内容 について以下 の欄 に記入 してくだ さ

い。 なお公開で きる資料 があれば,そ の資料 を添付 していただ くだけで結

構 です。

調査項目名 目　　　的 対　　　象 内　　　容 頻　　　　　度
結 果 の 公 開

(報 告書名等)

1.単 　 　発 1.無

2.　　 　 回/年 2.有 …公開 手段

(　　　　　 )

1.単 　 　発 1.無

2.　　 　 回/年 2.有

(　 　 　 、　 )

1.単 　 　発 1.無

2.　 　 　 回/年 2　 有

(　　　　　 )

1.単 　 　発 1.無

2、　 　　 回/年 2　 有

(　　　　　 )

t　 単　　発 1.無

2.　　 　 回/年 2.有

(　　　　　 )

1.単 　 　発 1.無

2.　　 　 回/年 2　 有

(　　　　　 )

1.単 　 　発 1.無

2.　　 　 回/年 2.有

(　　　　　 )

1.単 　 　発 1.無

2.　　 　 回/年 2.有

(　　　　　 )
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2　 事業活動のため現在収 集 しているものの資料名,入 手先,資 料 の中で特 に利用 している項 目名,

利 用 目的等について.以 下 の欄 に記入 して くだ さい。

情報区分

番　　号

(注1)

資　料　名

(統 　計　名)

　 (注2)

入　手　先

(注5)

資料 の中で特に利

用している項目名

　　 (注4)

利 用 目的

(注5)

　 　 .

内部　外部

利用　提供

(注6)(注6)

'

(注1)

(注2)

(注3)

(注4)

輌]に 挙げ旙 号を記入 してくださ・、

　　　　 統計名等(そ の内容が具体的にわかるよう)を 記入 してください。

　　　　 回の設問2で 挙げた情報源(英 記号)か,あ るいは具体的に記入 してください。

　　　　 資料(統 計)の 中で特に利用しているデータを具体的に記入してください。(例:工 業統

　　　　 計の製品別出荷額,等)

(注5)　 下記の中から主な目的を1つ 選択し,番 号を記入 してください。

　　　 1.受 注の安定的確保　　 2、 生産活動の効率化　　 3.高 付加価値商品の開発

　　　 4.規 模(生 産 ・販売 ・従業員)の 拡大　　 5.人 材の確保 ・育成　　 6　 各種計画の作成

　　　 7　 経営の近代化　　 8.地 域ua対 しての社会的責任　　 9.財 務内容充実,資 金効率運用

　　　 10　 その他(具 体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

(注6)　 該当するところに○印を付してください。(両 方可)
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国 　　貴社では事業活動 を行 ってい く上 で.ど のよ うな情報が不足 していますか。

情報区分

番　　号

(注1)

不足 している情

報(デ ータ名)

　 (注2)

情報(所 在)源

　 (注5)

入手 していない,

又は出来 ない理由

　 　 (注4)

入手した場合の

利　用　目　的

　 (注5)

.

(注1)[蚕]va挙 げ耀 号を記入・てくだ・L'・

(注2)　 利 用 したいデ ータを具体 的に記入 してくだ さい。(例:○ ○産地 の最近3ヵ 月におけ る

　　　 △△製 品の出荷(金 額 ・数 量)状 況,等)

(注3)　 回 の設問2で 挙げた情報源(英 記号)か,あ るいは具体的(情 報源が不明であ る場合は

　　　　「不明 」と)に 記入 してください。

(注4)　 下 記の中から主 な理由を1つ 選択 し,番 号を記入 してくだ さい。

　　　　1.　 費 用がかか りすぎる　　 2.利 用 手段(方 法)が 判 らない　　 5.

　 　 　 判 らない　 　 4.公 表(入 手)時 期が遅い　　 5、 地域区分が粗 い

　　　　 ・人材的余力 がない　　 7　 その他(具 体 的に

(注5)　 下 記 の中から主 な 目的を1つ 選択 し,番 号を記入 して くだ さい。

-
"

'4

7

10.

入手先 ・入手方法が

6.分 析する時間的

　　　　　　　　 )

受注の安定的確保　　 2.生 産活動の効率化　　 3.高 付加価値商品の開発

規模(生 産 ・販売 ・従業員)の 拡大　　 5.人 材の確保 ・育成　　 6.各 種計画の作成

経営の近代化　　 8.地 域 に対 しての社会的責任　　 9　 財務内容充実 ・資金効率運用

その他(具 体的に　　　　　　　　'　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 )
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回 産地におけ・共飾 報基盤 として・[憂]に 示す・・舗 報の流通を・標醜 究 ・てい・

　　 す。 そこで以下 の設問 にお答え くだ さい。

　 1.貴 産地 における共通情報基盤の整備構想 に関心 があ りますか。(ど ちらかに○ 印を付 してくだ

　　 さい)

1.　 関心 がある 2.関 心 が な い

　　　　　　　　　　　　　 「関心がある 」と答えた方は,以 下の質問にお答え くだ さい。

2.上 記 構想による情報 システムは,ど の よ うな仕組 み(で の展開)に すれば,さ らに機能(利 用

価値 ・存在価値)が 高 まるとお考 えですか。お気づ きの点を御教示 くだ さい。

5.上 記(構 想に よる)体 制に貴社が最 も期待 する機能は何 ですか。

4.前 記 体 制で コン ピュータ ・センター的な機能(外 部情報を迅速 に入 手で きる と同時 に貴社 の記

帳事務,在 庫管理等,事 務処理の省 力化に利用で きる)を 考えた場合,貴 社 での利用の有無,利

用形態等御意見 をお聞かせ くだ さい。

5.そ の他,貴 産地の情報流通 に関 し,お 気づ きの点 をお聞かせ くだ さい。

一104一



　 　 　 地域別情報拠点育成調査(各 論III)

流通システム化に関する地域情報調査

　　 　　 　 　　 (九 州 地 域 委 員 会)
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は　　じ　 め　　に

　九州地域 におけ る産業経済上の当面する課題 の一つに流通問題がある。取引流通 の面では,集 中豪

雨的 な大型店 の出店 申請,物 的流通の面 では,省 エネルギー等 の諸課題 をかかえ てお り,流 通 の近代

化,シ ステム化が要請 され てい る。

　 こ うした ことから,「 流通 システ ム化 に関する地域情報委員会 」(九 州地域 委員会)は 流通 シ ステ

ム化を促進す るための情報機 能のあ り方等 について検討 するために情報 ニーズの分析並 びに事例研究

を行 うとともに,こ れ に対応する今後の方向 と課題 を と りまとめた ものである。
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1.流 通 システム化 に関す る地域 情報活用状況実態調査

1.1　 調 査 の 目 的

　本調査は,流 通 システム化を促進す るための情報機能のあ り方等 につい て検討 ・改善 するために地

方 自治体.商 工会議所 ・商 工会,流 通業界 それぞれの立場におけ るデ ータの利用状況 と必要デ ータに

つい て調査 し,地 域の課題に即応 出来 るよ うな情報の体系化 と情報 の円滑 な流通を図 ろ うとするもの

である。

　各機関に対す る質問項 目は表1-1の とお りである。

　　　　　　　　　　　　　　　　 表1-1　 機 関別質問項 目

機　関　名 質　　　　　問　　　　　項　　　　　目

地方 自治体' ω 　マ スタープ ラン策定など長期流通政策立案 の基本資料 として

②　都市計画(市 街地再開発 ・商業立地計画 など)立 案 ・修正 ・施行な ど

　に際 して活用す る

(3}(大 店審 な ど)商 業調整に当って基礎資料 として

商工会議所
・商 工 会

ω　商業活動指導の基礎資料として常備

②　商業活動予測の基本情報として活用

(3)商 業調整に際して活用

流 通 業 界 ω　出店政策の基本資料として活用

②　営業政策の基本資料として活用

1.2　 調　 査　 方　 法

　 この調査は.九 州各県内(福 岡,佐 賀,長 崎,熊 本,大 分,宮 崎,鹿 児島)の 県庁,市 役所等地方

自治体 及び商工会議所 ・商工会.流 通業界(ス ーパ ー,百 貨店)を 対象 に郵送ア ンケー ト方式 によ り

実施 した。

　 なお.回 答依頼先は,県 庁,市 役所等地方 自治体では商 工施策担当部,そ の他は,そ れぞれの機関

の トップである。

　調査対象及 び回収状況は,表1-2の とお りである。
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表1-2　 調査対象の回収状況

区　　　　　　　　　分 対　象　数 回　収　数 回収率(%)

地方自治体

各　　　県 7 7 100.0

各　　　市 45 57 86.0

会　議　所

商工会議所 45 36 85.7

商　工　会 53 43 81.1

流 通業 界

ス　ー パ 　ー 38 26 68.4

百　貨 店 29 20 690

合　　　　　　　計 215 169 793

1.3　 調　 査　 項　 目

参考資料 「流通 システム化に関する地域情報活用状況実態調査 」票に示すとお りである。

主な項目を掲げると以下のようになる。

●

●

●

データ利用状況

データ加工状況

必要情報

データ利用上の問題点

基礎データ加工上の問題点

1.4　 調 査 の 結 果 と分 析

{1)デ ータ利用状況

　　地方 自治体5項 目,商 工会議所 ・商 工会3項 且 流通 業界2項 目の計8つ の質問項 目に対 し,調

　査票で示 した42の デ ータ項 目の うち高い利用度合(60%以 上)を あらわ したデータ項 目と統計

　名を とりまとめたのが表1-3で あ る。

　　 その うち5機 関が共通 に利用 してい るデ ータ項 目としては,商 業統計 の小売業(産 業分類別)の

　規模別商店数,従 業者数,年 間販 売額及 び売場面積並 びに住民基本台帳の世帯数 があげられ る。

　　 さらに,2機 関 以上共通 に利用 されているデ ータを統計名 でみる と.① 商業統計 ② 住民 基本台

　帳 ③国勢調査,④ 人 口動 態統計であるが,こ れらは全 て流通 と くに小売業に対す る政策立案 指

　導活動,戦 略設計 に当 って加工処理 される基礎的デ ータである。
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　一方,特 徴的 なこととして,他 機 関の利用度合は低 いが流通業界にお いて家計調査年報の都市階

級地方別1世 帯当 り消費支 出及 び県庁所在都市別1世 帯当 り消費支 出等の消費市場に関す るデータ

の利用度合が高 く企業経営に密着 した ものと思 われる。

　 また,各 機関質問項 目別 に高 い利用度合(60%以 上)を 示 したデ ータ項 目及 び統計名を と りま

とめたのが表1-4、10で あ る。

　 なお,商 工会議所 ・商工会 におい て商業活動予測 の基本情報 として活用す る高 い利用度合(60

%以 上)を 示すデータがないので省略 した。

表1-5　 流 通 システム化に関す る主要利用 データ項 目及び統計名

デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名

60%以 上の利用度合を
示 した質問項目該当数

合　計 地　方

自治体

商　工
会議所
商工会

流　適

業　界

1 規模別商店数(小 売業) 商 業 統 計 7 5 2 2

2 従業者数　　 (小 売業) 商 業 統 計 6 5 2 1

3 年間販売額　 (小売業) 商 業 統 計 6 2 2 2

4 世帯数 住民基本台帳 6 3 1 2

5 売場面積　　 (小 売業) 商 業 統 計 5 1 2 2

6 年齢別 ・男女別人口 国 勢 調 査 5 3 0 2

7
世帯種類別 ・世帯人員別世帯数及び
世帯人員

国 勢 調 査 4 2 0 2

8 人口増加数 人口動態統計 4 3 1 0

9 男女別人口 住民基本台帳 5 1 0 2

10 都市階級地方別1世 帯当 り消費支出 家計調査年報 2 0 0 2

11 県庁所在都市別1世 帯当り消費支出 家計調査年報 2 0 0 2

12 規模別商店数(卸 売業) 商 業 統 計 2 1 1 0

13 従業者数　　 (卸 売業) 商 業 統 計 2 1 1 0

14 年間販売額　 (卸 売業) 商 業 統 計 2 1 1 0

15 転 入 ・転 出 住民基本台帳 1 1 0 0

16 都市階級地方別1世 帯当 り　年間品
目別支出金額,購 入数量,平 均価格 家計調査年報

1 0 0 1
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デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名

60%以 上の利用度合を示 し
示 した質問項目該当数

合　計
地　方

自治体

商　工
会議所
商工会

流　適

業　界

17 県庁所在都市別1世 帯当 り　年間品
目別支出金額,購 入数量 平均価格 家計調査年報

1 0 0 1

18 産業別純生産(県 民所得の分配 ・支
出) 県 民 所 得 1 1 0 0

19 産業別純生産 市町村民所得 1 1 0 0

20 市町村民所得の分配 市町村民所得 1 1 0 0

21 商品手持額(卸 売業) 商 業 統 計 1 0 1 0

22 売場面積　 (卸 売業) 商 業 統 計 1 0 1 0

25 商品手持額(小 売業) 商 業 統 計 1 0 0 1

24 規模別商店数(飲 食店) 商 業 統 計 1 0 1 0

^25
従業者数　 (飲 食店) 商 業 統 計 1 0 1 0

26 年間販売額(飲 食店) 商 業 統 計 1 0 1 0

27 売場面積　 (飲 食店) 商 業 統 計 1 0 1 0

28 地域別 ・商品別販売額(百 貨店) 商業動態統計 1 0 0 1

29 国 道 ・県道 ・市道の状況 道路統計年報 1 1 0 0

30 駐車場数 一 1 1 0 0

31 自然動態 人口動態統計 1 1 0 0

32 社会動態 人口動態統計 1 1 0 0

33 品目別消費者物価指数 消費者物価指数 1 0 0 1

〔4〕



表1-4 地方 自治体 においてマ スタープ ラン策定など長期流通政策立案 の

基本資料 として利用する主要 データ項 目及 び統計名

デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名 (%)

] 年 齢別 ・男女別人 口 国勢調査 795

2 世帯種類別 世帯人員別世帯数及び世帯人員 国勢調査 7Z5

5 人口増加数 人口動態 75.0

4 男女別人口 住民基本台帳 75.0

5 世　帯　数 住民基本台帳 72.7

6 産業別純生産(市 町村) 市町村民所得 72.7

7 自然 動 態 人口動態 68.2

8 社 会動 態 人口動態 68.2

9 規模別商店数(卸 売業) 商業統計 68.2

10 従業者数(卸 売業) 商業統計 68.2

11 産業別純生産(県) 県民所得 65.9

12 年間販売額(卸 売業) 商業統計 65.9

15 規模別商店数(小 売業) 商業統計 656

14 従業者数(小 売業) 商業統計 656

15 転 入 ・転出 住民基本台帳 61.4

16 市町村民所得の分配 市町村民所得 61.4

17 年間販売額(小 売業) 商業統計 61.4

表1-5 地 方 自治体 において,都 市計画(市 街地再開発,商 業立地計画な ど)

の立案,修 正,施 行 などに際 して利用する主要データ項 目及 び統計名

デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名 (%)

1 人 口増加数 人口動態 ア73

2 世　帯　数 住民基本台帳 70.5

3 年齢別 ・男女別人口 国勢調査 65.9

4 世帯種類別 世帯人員別世帯数及び世帯人員 国勢調査 65.9

5 駐車場数 一 65.9

6 規模別商店数(小 売業) 商業統計 656

7 従業者数(小 売業) 商業統計 61.4

8 国道 ・県道 ・市道の状況 道路統計年報 61.4
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表1-6' 地方 自治体 において,商 業調整 にあた って基礎資料 として利用す る

主要デ ータ項 目及 び統計名

デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名 (%)

1 年間販売額(小 売業) 商業統計 81.8

2 規模別商店数(小 売業) 商業統計 795

3 売場面積(小 売業) 商業統計 75.0

4 年齢別 ・男女別人 口 国勢調査 70.5

5 従業者数(小 売業) 商業統計 70.5

6 人口増加数 人 口動態 65.9

7 世　帯　数 住民基本台帳 61.4

表1-7 商工会議所 ・商工会において,商 業活動指導の基礎資料として常備

する主要データ項目及び資料名

デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名 (%)

1 規模別商店数(小 売業) 商業統計 70.5

2 年間販売額(小 売業), 〃 692

3 年間販売額(飲 食店) 〃　　　　　　　　、 68.0

4 規模別商店数(卸 売業) 〃 68.0

5 従業者数(卸 売業) 〃 66.7

6 年間販売額(卸 売業) 〃 66.7

7 規模別商店数(飲 食店) 〃 66ア

8 従業者数(小 売業) 〃 667

9 売場面積(小 売業) 〃 64.1

10 従業者数(飲 食店) 〃 64.1

11 商品手持額(卸 売業) 〃 62.8

12 売場面積(卸 売業) 〃 62.8

13 売場面積(飲 食店) 〃 61.5
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表1-8 商 工会議所 ・商工会 において商業調整 に際 して活用す る主要 データ

項 目及 び資料名

デ　　ー　　タ　　項'　 目 統　計　名 (%)

1 売場面積(小 売業) 商業統計 74.4

2 年間販売額(小 売業)　 　　 ・ 商業統計 73.1

3 規模別商店数(小 売業) 商業統計 692

4 従業者数(小 売業) 商業統計 66.7

5 世　帯　数 住民基本台帳 667

6 人口増加数 人口動態統計 62.8

表1・-9　 流通 業界 において出店政策 の基本資料 として活用する主要デ ータ項

　 　　　　目及 び統計名

'　 デ　　 ー　　 タ　　 項　　 目 統　計　名 (%)

1 世　帯　数 住民基本台帳 70.2

2 従業者数(小 売業) 商業統計 660

5 年間販売額(小 売業) 商業統計 66.0

4 都市階級 地方別世帯当 り消費支出 家計調査年報 660

5 世帯数及び世帯人員 国勢調査 65.8

6 規模別商店数(小 売業) 商業統計 63.8

7 売場面積(小 売業) 商業統計 61.7

8 年 齢別 ・男女別人 口 国勢調査 61.7

9 男女別人口 住民基本台帳 61.7

10 県庁所在都市男1世帯当り消費支出 家計調査年報 61.7
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表1-10　 流通業界において営業政策の基本資料 として活用する主要データ

　　　　　　項目及び統計名

デ　　ー　　タ　　項　　目 統　計　名 (%)

1 年齢別 ・男女別人 口 国勢調査 74.5

2 売場面積(小 売業)　 　　　　　　 ' 商業統計 74.5

5 男女別人口 住民基本台帳 72.5

4 年間販売額(小 売業) 商業統計 72.ろ

5 世帯数 ・世帯人員 国勢調査 68.1

6 世　帯　数 住民基本台帳 68.1

7 都市階級 地方別1世 帯当 り消費支出 家計調査年報 68.1

8 都市階級,地 方別年間の品目別支出金額,購
入数量 平均価格 家計調査年報 68.1

9 規模別商店数(小 売業) 商業統計 68.1

10 品 目別消費者物価指数 消費者物価指数 6・60

11 県庁所在都市別世帯当 り消費支出 家計調査年報 63.8

12 商品手持額(小 売業) 商業統計 63.8

13 地域別商品別販売額(百 貨店) 商業動態統計 63.8

14
県庁所在都市別世帯当り年間品目別　支出金
額,購 入数量,平 均価格

家計調査年報 61.7

　次に調査票に掲げているデータ以外で日常利用 しているデータを各機関別に利用数の多い順にみ

ると,地 方 自治体では,① 工業統計,② 事業所統計,③ 農林水産統計,④ 学校基本調査,商 工会議

所 ・商工会では,① 県統計年鑑 ②県の商業,③ 商圏調査,④ 小零細企業の経営指標,流 通業界で

は,① 県統計年鑑,② 市統計年鑑 ③地域経済総覧があげられる。

②　デ ータ加工状況

　　流通 とくに小 売業 に対する政策立案,指 導活動,戦 略設計 にあたって利用度の高 い商業統計,人

　 口統計等の基礎デ ータを基に して加工処理 し利用 しているものを とりまとめたのが図1-1で あ り,

　 「商業人 口(商 圏人 口)」,「 大型店 占有率 」,「 売場 面積1前 当b支 持人 口 」va関 す るものが上

　位 を占め,次 いで「商圏人 口推計 」.「 販売効率(売 場効率,労 働生 産性,吸 引度)」,「 商業集

　積度 」に関す る加 工データが多い。

　　 これを各機関別 にみた場合,地 方 自治体 と商 工会議所 ・商 工会は,加 工デ ータに対 し共通の傾向

　 がみられる。 しか しながら,流 通業界の場合は,「 世帯数,家 計 消費支 出推計 」,「 商圏内潜在購

　 買力 」といった消費市場 の情報に関す るデータが重視 され てお り.機 関別 に若干の差異 がみられる。
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　 さらに,調 査票 に掲げた以外 で加工デ ータ として各機関が利用 している主なデータを表1-11

に と りまとめているが,そ の なかでも商 工会議所 ・商 工会で,通 産省 から大型店進出調整 の審査指

標 の1つ として示 されている 「類似都市比較指標 」の加 工処理 が多 くみられるのが特徴的であ る。

表1-11　 主 な加 工 デ ー タ

デ　 ー　 タ　 名 内　　　　　　　　　　　　　　容 回答数

地 目

　治

方体

メ ッ シ ュ デ ー タ 指 標 細分化地区別(1k㎡orO.5k㎡),商 品分類別,人 口

分布
1

購買力比率 購買力÷販売力 1

商
　
工
　
会
　
議
　
所
　
　
・

　

商
　
工
　
会

大型店出店マップ

既存商店街マップ

出店地の1キ ロ圏,2キ ロ圏の大型店配置図(面 積)と

商店街配置図
1

類似都市比較指標 大店審の設定指標 5

総量規制 ランチ ェスターの法則 による試算 1

小売吸引力 各市町村居住人口1人 当り小売額/商 圏内居住人口1人

当り小売額
1

小売販売力 市町村の小売額/商 圏内の小売額 1

顧客流出入比率 市町村商業人口/市 町村行政人口(地 区別) 1

占拠率原則 大型店の売場面積/(現 在の小売業売場面積+大 型店の

売場面積)
1

流
　
　
　
　
通
　
　
　
　業

　
　
　
　界

大型店のシェア率 大型店1.店 当 り売上(万 円)

　　 行政人 口(万 人)
1

地域に於ける顧客流

出率

地域年間需要額一地域年間小売販売額

　　　　　地域年間需要額
1

地域流出 ・入率 1

人口予測 1

購売予測 1

占有率予測 1

購売構成比予測 1

〔10〕



(3)商 圏 の設定 について

　　取引流通 の面での九州地域 における最近の集 中豪雨的な大型店の出店 申請 によ り,各 地で商業活

　動調整協議会 が設置 され調整 活動 が行われ ているが,な かで も商圏の設定につ いて各機関それぞれ

　独 自のとらえ方 をしてお り問題化 しているので,調 査項 目に加 えてみた。

　　商圏の設定は,商 業集積の度合,交 通体系,地 理的条件 な どによって左右 され る要素が非常 に強

　 く画一的に決定す ることは困難な面が多い。今 回の調査では,第 一次商圏(地 域購買力の70-

　 90%の 吸引),第 二 次商圏(同20～50%の 吸 引),第 三 次商圏(同3-5%の 吸 引)と い う

　前提 を設定 し,店 舗 の規模別va時 間及び距離につい てとりまとめたのが表1-12で あ る。商圏毎

　の内容をみる とお よそ次のことが指摘で きる。

　①　第一 次商圏…店舗規模500-1500M2の 場合.徒 歩 で 「10分 以 内 」,距 離で 「1.5km以

　 　内 」.同1500-3000・m'の 場合では,徒 歩で 「20分 以 内 」,距 離 で「5k似 内 」.同5000

　 　m2以 上 の場合では,徒 歩で 「40分 前 後 」にエljア が拡 大 している ものの,距 離 では,店 舗規模

　　 1500～3000M2と 同様 「5km以 内 」が中心になっている。

　②　第二 次商圏…店舗規模500～1500耐 では,自 動車等の利用を含 めた所要時間で第一 次商

　　圏 と同様に 「10分 以 内 」の ウエイ トが高 く,距 離は 「2-5　 km以 内 」とエ リアの拡 が りをみせ

　　ている。 次いで,1500-3000　 M',3000㎡ 以 上 と店舗規模が大3く なるにつれ,時 間

　　で 「11～20分 」,「21～40分 」,距 離で 「11-20km」,「21kロ 以 上 」と拡大する

　　傾向が明 らかである。

　③　 第三 次商圏… それぞれの店舗規模 で時 間 ・距離 ともにエ リアの拡大を示 している。例えば,店

　　舗規模500～1500　 mtで も時間で「21～40分 」,距 離で 「11-20km」 の圏域 が設定

　　され店舗規模5000㎡ 以 上 になると時間で 「80～120分 」,距 離で 「30～100km」 ま

　　での間に商圏を見込 んだケー スもみられる。以上から店舗規模が500-1500　 mtの 場合は,

　 　第一 次,第 二 次,第 三 次 と商圏毎に時間,距 離 の区分 がか なb明 確であるが,1500耐 以 上に

　　なると商圏は ほぼ共通 した設定になっている。

　　　　　　 　　　　　　　　表1-12　 店 舗規模別時間 ・距離

時間 ・距離

商　圏 第　一　次

(徒 　歩)

第　二　次

(自 動車)

第 三.次

(自 動車)

時
　
　
　
　
　

間

500

　 耐

　 ～

1500

　 耐

～10分 678 70.3 397

11～20 22.6 254 23.5

21～40 Z1 3.9
一523

41～60 2.5 1.2 29

61～ 0 1.2 1.6
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時間 ・距 離

商　圏
　 　 　 　 .

第　一　次

(徒 　歩)

第　二　次

(自 動車)

　 　 　 　 　 9一

第　三　次

(自 動車)

時

間

1500

　 耐

　 ～

3000

　 ㎡

～10分 25.7 46.2 11.6

11～20 60.6 477 36.6

21.40 75 5.9 40

41-60 6.2 0

　 　 、

11.6

61～ 0 0 0　 　 A

3000

　 耐

　 以

　 上

一10分 14 21.3 3.5

11～20 35 50.8 96

21.40 35.3 278 596

41.60 10.7 0 177

61～ 7 0 96

距

離

500

　 耐

　 ～

1500

　 ㎡

～1 .5　 km 78.1 20.6 10.3

2　 ～ 　5 177 56.5 40.2

6～ 　10 1 15.2 15.5

11～20 4.1 4.5 24.6

21、 0 5.2 90

1500

　 耐

　 ～

5000

　 ㎡

、1 .5　 km 55.8 11.2 1.4

2　 、　5 42.3 43.7 21.4

6　 ～10 1.2 22.5 24.2

11.20 2.5 21.2 271

21～ 0 1.2 25.ア

3000

　 m3

　 以

　 上

～1 .5k㎡ 2Z1 1.5 11.2

2　 ～ 　5 58.5 15.7 16.9

　 　 ⑨'

6　 ～10 85 30.2 35.8

11～20 4.2 56.8 0

21二 1.4 15.7 38
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　 また.商 圏を設定する際採用す る方法 を表1-15に とbま とめたが,実 質的商圏人 口を基礎に

す るものが40,9%と 最 も多 く,次 いで経験的に それぞれのケースでが23.9%,行 政 区画 を中心

にする ものが21.6%を 占め90%近 くが これ らの方法でなされ ていることがわかる。 しか しなが

ら,各 機関別 にみた場合,流 通業界は,行 政区画をあまり重視 しておらず,地 方 自治体 と対照的 な

特 徴をあらわ してい る。 また流通業界は,商 圏設定に ライ リーの法則等理論 重視の姿勢が強 く,企

業経 営に密着 した差 し迫 った課題だけに他の機関に比 べレペルが高い状態にあ るといえよ う。

表1-13　 商 圏設定の方法

区　　　分
地 方 自 治 体 会議 所 ・商工会 流　通　業　界 合　　　　　計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

1
ライリーの法則等
　　 理論値を重視

3 65 6 62 12 171 21 99

2 行政区画を中心に 14 30.4 24 24.7 8 11.4 46 21.6

3
経験的に

それぞれのケースで
8 174 27 2Z8 16 229 51　 . 259

4 実質的に商圏人 口を
基礎にして

17 40.0 37 58.1 55 471 87 409

5 そ　の　他 4 8.7 3 ,3.1 1 1.4 8 3.8

合　　　　　　　計 46 (100) 97 (100) 70 (100) 213 (100)

(4)今 後の情報 ニーズ

　　流通関連の基礎デ ータ として現在利用 あるいは不足 しているが今後 とも必要 なものは,全 部 で

　 44件 で その内容は多岐にわたっているが,分 野別に区分 したのが表1-14で あ り,全 体的に商

　業統計 と消費支 出に関する分野の ものが多 く,以 下人 口,流 通関連 のデータと続 いている。
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表1-14　 分 野別必要デ ータ

地方自治体 会　議　所・商 工 会 流 通 業 界 合　　　計

商業統計 に関するデ ータ 2 9 4 15

消費支 出(構 造)に 関するデ ータ
一 5 5 10

人口に関するデ ータ
一 一 4 4

流通機構に関す るデ ータ 3 一 1 4

物の動 きに関す るデ ータ 2
一 一 2

交通量 に関するデ ータ 1 一 一 1

その他 3 2 3 8

合　　　　　　　計 11 16 17 44

*　 その他=サ ービス業に関する詳しいデータ.高 速道路,新 幹線開通後の商圏のとら

　　　　　 え方.離 島とくに閉鎖的経済圏での事例,商 圏調査資料.宮 崎県北部経済

　　　　　 動向予測,商 店街診断,地 方自治体開発マスタープラン,来 街調査

　 さらに,表1-15に 機 関別に必要 とす るデ ータを とbま とめたが.具 体的にみ てい くと商業統

計に関しては,小 売業の業種と市町村区分を更 に細か く分類 した売場面積.販 売額,従 業員数等の

細 目データ,ま た各市町村 における商業集積(大 規模小売店舗 商店街)毎 のデータニ ーズ となっ

ている。 消費支 出の分野 では,市 町村 別品 目別の消費支 出額.独 身勤労者の品 目別 消費支 出額 など

商業統計 と同様に細 目デ ータをあげ ている。 これらのデ ータを指摘 したのは.そ のほとん どが商工

会議所 ・商工会,流 通業界であ り,そ の利用 目的は商工 会議所 ・商工会 の場合,商 業活動指導.商

業調整のための指標作成,既 存大型店 の実態把握等 であ り,流 通業 界の場合 は.商 圏内有効需要額

の算定,出 店政策等 の目的が主 なものとなっている。 その他,地 域 の特色をあらわ したもの として,

高速道路,新 幹線 開通 による影響予測,離 島 とくに閉鎖 的経済圏 での事例,デ ータ等 もあげ られて

い る。

　　　　　　　　　　　　 表1-15　 必要 とす るデータにつ いて

デ　　　　ー　　　　タ　　　　名 利　　用　　目　　的

1 交通量調査(車 輌 ・歩行者別)

地 2 物の動き 流通団地計画

3 サー ビス業に関する詳 しいデータ 商店街整備
方

4 域内の物流状況 卸売業の近代化

自 5 小分類による商業統計資料 大型店調整データ

6 仕入流通状況 ①②③
治

7 流 通 コ ス ト ①②③

体 8 生鮮食料品入荷量,生 産量 価格維持

9 高速道路開通,新 幹線開通後の商圏人口のとらえ方
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デ　　　　ー　　　　タ　　　　名 利　　用　　目　　的

地白 10 離 島と くに閉鎖 的経済圏での事例,デ ータ

治 11 地方都市(人 口5万 人程度,第2種 大規模店対象以

方体 下)に おけるデ ータ

12 商業統計小売業で大規模小売店の売面,売 上高,従 業 既存大型店の実情把握

商 員数等の被すいが必要

15 県下8市 或は類似都市の消費支出関係資料 潜在購買力,将 来性,指 標

工 の作成

14 産業小分類別実態 多目的

会 15 商業統計,業 種別販売高(業 種をもう少し細分化した 地域販売高を計算する場合

もの)

議 16 商業統計の各市町村における各町内別分類 商業調査

1ア 商圏調査(県 内) 商圏の把握

所 18 家計調査(当 地) 収入 ・支出の把握

19 商業統計における小売業の町別商店数,年 間販売額, 町別の商業人口の動態の把

・ 従業員数,売 場面積 握のため

20 市町村の大型店の店舗数売場面積小売販売額調べ 比較表作成のため

商 21 市町村別品目別実質年間販売額 商業活動指導,商 業調整

22 〃　　　消費支出額 〃

工 23 宮崎市北部経済動向予測

24 市町村別消費支出統計 地域購買力流出の検討

会 25 家計消費支出 地域購買力

26 産業分類別商店数 商業活動予測

27 規模別商店数,売 場面積,年 間商品販売額 商業調整

28

29

市町村別世帯当 りの独身勤労者数

独身勤労者の品目別消費支出 }商圏内有繊 額の算定
流 30 都市における地区別人口(福 岡市以外) 商圏人口算定

51 〃　　 地区別小売業販売額 商圏内有効需要額の算定

52 商品別消費構造(地 域特性加味) 出店,営 業

3ろ 業態別消費構造 〃

54 生産物の生産地毎の生産状況(特 に農協単位) 産地状況把握

通 35 中小市町村別品目家計消費支出額 出店政策,営 業政策

56 家庭用品の品種別所有数(世 帯毎) 販売管理

57 メ ッシュによる人 口動態

38 〃　　　商業動態

.ろ9 町別 ・男女別年齢人口を年毎に 出店政策

業 40 商店街診断 ①②

41 地方 自治体 開発マ スタープラン ①

42

43

市商工部の年一回来街調査データ

市町村の各商業集積(商 店街地区)の 商品別,売 場面

新聞折込チラシ効果促進の

為

出店調査

界 積,販 売額

44 大型店舗,商 店街 など商業集積ごとの売場面積,販 売 出店調査

額等 につ いての細部デ ータ
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㈲　既存データ利用上の問題点

　　流通関連 の既存 の基礎デ ータを利用す るにあたっての問題 点を とりまとめたのが表1-16で あ

　 り,全 般的には,「 公表が遅 くてタイ ミングがずれる 」(41.9%)と 「数字 が大 まかす ぎて,地

　域別品 目別等 の細 目がとれ ない」(32.4%)に 集約 される。 次いで.13.　 5%を 占 める「入 手先.

　 入手方法 がわからない 」とす るものが,地 方 自治体では5.4%と 非常 に低 いのに対 し,商 工会議所

　 ・商 工会,流 通業界では,16.・9%,14.5%と 比 較的高い数 字を示 してお り,基 礎 デ ータの入手

　 につ いて,そ れぞれの機関 の立場 で変化 があることがわか る。

　　以上の問題 に対するデ ータの分野 をみ ると最 も多 く指摘 され てい るのは,商 業統計 であり,次 い

　 で.家 計調査年報,国 勢調査,事 業所統計 などが 目立 っている。 その他,住 宅着工統計、人 口動態

　 統計,県 ・市民所得,商 品別 ・性別 ・年代別消費構造,車 の保有台数 などが指摘 され てい る。

　　 また,問 題点 の「その他 」の具体的内容 をみ ると.地 方 自治体 では,"商 業統計調査 が2年 から

　 5年 になったのは実態にそ ぐわない"と す る意見が強 く,流 通業界 からは"商 店街診断な ど市,商

　 エ指導所 な どで実 施 した統計 や資料が公表 されない"と い う指摘や"ど うい うデータがどこか ら出

　 ているかわからない","資 料 が1ヵ 所で集められるよ うに"と いった率直な意見 もある。

表1-16　 既 存デー タ利用上の問題,

A項 目別回答数

項　　　　　目

地 方 自 治 体 会議所 ・商工会 流　通　業　界 合　　　　　計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

入手先 ・入手方法がわか らな
し 、

1 3.4 13 169 6 14.3 20 13.5

公表が遅 くてタイ ミングがず
れ る

12、 41.4 34 44.2 16 58.1 62 41.9

数字が大まかすぎて.地 域別
品日別等の細目がとれない

12 41.4 21 275 15 55.7 48 32.4

計算機の媒体(磁気テープ等)
入手ができない

1 3.4 一 一 一 一 1 0.7

そ　の　他 5 10.3 9 11.7 5 11.9 17 11.5

合　　　　　　　　　計 29 (100) 77 (100) 42 (100) 148 (100)
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一－B.項 目別データの分野

入手先 ・入手方法がわか らない
'

　 公表 が遅 くてタイ ミングが ずれ る

・地方 自治体 ・地方 自治体

大型統計は全て

国勢調査集計結果

事業所統計

・会議所 ・商 工会 ・会議所 ・商工会

国の指定統計全般について 商業統計 16

非売品のため 家計調査年報(家 計消費支出,消 費支出関連

家計調査年報(消 費と貯蓄) 2 資料)
3

住宅着工統計 生産,県 民,市 民所得 2

県民市町村所得 工業統計

国勢調査

大型店の布町村別売場面積及び占有率

総理府統計

県統計(購 買力,販 売力)

・流通業 界 ・流通業界

ど こで出 されたか,ど こで 商業統計 7

行 ったか1ヵ 所で集められ 小売年間及び月間販売額等の指標

る よ うに 家計調査(消 費者の品目別支出額) 2

主要耐久消費財の普及状況 '　 商業動態統計

国勢調査(人 口 ・世帯数 ・年齢別人 口等) 5

数 字が大 まかす ぎ細 目がとれ ない そ　　　の　　　他

・地方 自治体 ・地方 自治体

商業統計 商業統計は3年 か ら2年 にもどすこと

家計調査(こ ずかい) 商業統計が3年 に1度 の調査では実態にそぐ
大型店に関する資料 わ ない

事業所統計 商業統計,期 間が長すぎるし分類の再検討

車の保有台数

・会議所 ・商工会 ・会議所 ・商工会

商業統計(町 ・地区別等) 11 商業統計,分 類方法が異るので利用が出来な

家計調査年報(家 計消費, 4 い。 ブロック別,買 回品,最 寄品別 が必要

消費支出,地 区別分類) 商業調査の基本となる各店の売上額の資料

人口動態(町 単位) (秘 密性が高 く入手が困難)

県統計年鑑 国の指定統計結果を商工会にも配布(少 なく

とも九州分は)

人口動態,県 市町村民所得,道 路統計等の無

料配布を

サンプル数の僅少による信頼度の問題

ど ういうデータが どこから出てい るかわから

な い
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・流通業界 ・流通業界

商業統計(小 売業販売額に 6 商店街診断など市,商 工指導所の統計資料が
関する統計資料,市 町村別 公表 されない

業態別小売販売額.売 場面 全般に商業活動の為の資料入手は各役所 とも

積) 協 力的でな くむ しろいや な顔を され る場合が

家計調査年報 2 多い

性別,年 代別,品 目別 消費 利用 した くても人手が不足でデータがたまる

支出 ばか り

商品別消費構造 担当部署がない

人口世帯数に関する資料 市民所得,消 費支出の資料が不足,収 入と支

所得 ・職業に関する資料 出に関する資料

住宅着工統計年報

⑥　デ ータ加工上の問題点

　　データ加工上の問題点 を と りまとあたのが表1-17で あ るが,各 機関 ともデ ータ加工上 の問題

　点の第1位 として"デ ータ加工の専 門担当者がいない'こ とをあげ てお り,特 に流通業界に顕著で

　あ る。

　　 また,こ のことは,表1-13で 商圏設定に理論値 を活用 する割合 が高 くレベルが高い と指摘 し

　た ことと矛盾す る面 もあ るが,恐 ら く実態は,デ ータ処理を外部調査機関に委託 しているとい う理

　 由によるものと思わ れる。

表1-17　 加 工上 の問題

項　　　　　目
地 方 自 治 体 会議所 ・商工会 流　通　業　界 合　　　　　計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

デ ータ加工の

　 専門担当者がいない
14 467 26 366 18 621 58 44.6

コンピュータ利用が困難 8 267 14 197 3 10.3 25 192

共同作業推進の
　　　 体制がとれない

5 167 15 185 3 10.5 21 162

デ ー タの分析 ・加 工に恣

意性が入る余地 が大 きい
2 6.7 13 185 3 10.3 18 13.8

そ　　の　　他 1 3.3. 5 70 2 69 3 6.2

合　　　　　　　計 50 (100) 71 (100) 29 (100) 130 (100)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 *　 重複回答あり

(表1-17　 その他の内訳)

◎ 地方自治体一 ・各県が公表する商業統計は.様 式が一定でなく(例 えば大分類のまま等),　 '
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　　　　　　　　　　 早急な比較活用が出来ない。まち 国の商業統計表の発表を待つには時間がか

　　　　　　　　　　 かる。

　　　　　　　　　 ・商業統計調査が3年 毎に行われることになったのは,激 変する流通問題に対

　　　　　　　　　　処 していくには時代逆行の感がする。

◎　会議所 ・　 一 ・人 ・時間 ・費用がかか りすぎる。
　　　　商工会　　　　　　　　　 ・買物調査等の場合

,調 査対象者の年齢別,性 別の選択に問題がある。

　　　　　　　　　 ・3町 合併の市(え びの)で 商工会が3つ あり,単 位商工会別の統計がとれな

　　　　　　　　　　 L、o

　　　　　　　　　 ・市経済局のデータ作成にゆだねている。

◎　流 通 業 界一 ・基礎的データそのものの入手が困難であり,技 術的には数理モデル導入は即

　　　　　　　　　　可能。

　　　　　　　　　 ・県および市の最新の詳細なデータが不足
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2.事 例研究 「福 岡都市 圏の商圏お よび売場面積の予測」

　 流通関連 の基本デ ータをパ イロッ ト的に活用 した1つ の例 として,九 州第1の 小売商業 の集積 を も

つ福 岡市天神地区 の商圏 と将 来変動 を通産省 の大型小売店の審査指標の1つ であるハ フモデルを使い

将 来予測 を行 ったが.こ のパ イロッ トシステ ムの概要,テ ス ト結果等は以下に述 べるとお りである。

21　 パ イ ロ ッ ト ・シ ス テム の概 要

ω 予 測 の 方 法

　　ハフモデルは,小 売商圏の将来変動,す なわち消費者買物出向比率,吸 引人口を,① 住居地域の

　将来人口の変動,② 競合商店街の売場面積規模,③ 住居地域からの時間距離の5つ の要因から確率

　論的に予測するものである。

　　予測される消費者買物出向比率,吸 引人口は,次 の式で求められる。

　　　　　　　　　　 sj

　　　　　　　　　亘
　　Pijニ
　 　 　 　 　 　 　 け　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

　　　　　　　Σ=　　　　　　　 SJ　　　　　　　
j=1　 　　　　 Tij2

Pij

Sj

Tij

　 λ

……i地 区の消費者が 」商店街 に買物にゆ く確率

……j商 店街 の売場面積

……i地 区からj商 店街 までの時 間距離

……種々の商品の買 物のた めに要す る時間距離の不便 さを数量的に示 すための変数
。 消費

　　者が感受 する買物 のための時間距離 の不便(交 通抵抗)は,買 物をする商品 の種類に

　　よって異 なるので,λ の値 も商品 ごとに異 なる。 たとえば,買 回品の購入 に際 しては,

　 　消費者は時間距離の抵抗 を強 く感 じる ことはなく,し たが って λの値 は小 とな るが,'

　 　最寄 品の場合は,λ は大 となる。

　　Eij=Pij・Ci

Eij… …j商 店街に吸引 され るi地 区の消費者 の数

Ci　 ……i地 区の消費者 の人 口数

'

②　システ ムの機能

　　今回のパ イロッ ト・システ ムでは,福 岡都市圏内の住居地区 を62ブ ロ ックに分割,競 合商店街

　を天神地区 を含めて27商 店 街 として買回品(衣 服身のまわ り品),最 寄 品(飲 食料 品)別 にそれ

　ぞれの住居地域 と各商店街 との時間距離及 び各商店街 の売場面積規模を入 力して,51年 時 点及び

　 55年,60年 時 点の天神地 区へ の消費者買物 出向比率Pijを 求 め,そ れ ぞれva　62地 区 ブロック
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の住居人口を乗 じて天神地区 の吸引人口Eijを 予 測 した。

(3}予 測の基礎資料

　①　住居地域の将来人口の変動

　　　福岡都市圏内の総人口の現在値及び将来予測値は表2-1に 示すとおりである。

　　　現在値は,昭 和50年 国勢調査,55年 ・60年 の予測値は,福 岡市のマスタープランである。

　②　競合商店街の売場面積規模

　　　各商店街の売場面積規模は,表2-2に 示すとおり,昭 和51年 の福岡市の商業(商 業統計

　　 51年 版)の 売場面積を利用 した。

　　　また,買 回品売場面積は,商 業統計分類,衣 服身のまわり品小売業売場面積,最 寄品売場面積

　　は,飲 食料品小売業のそれを利用 した。

　③　時間距離の変化

　　　消費者の住居地域から各商店街 までの時間距離は,表2-3,4に 示すとおり51年 時点の現

　　状と地下鉄の開通が行われた60年 時点 とに分けて,マ トリックス形式で示 している。

　　　この資料は,福 岡市商業近代化推進会議「地下鉄開通の影響予測調査 」を利用した。
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表2-1　 統 計区別人 口(50年 ・55年 ・60年)

地　　　　　　　　区 50年 55年 60年

系 二　　丈　　町 1も026 15,000 15000

島 志　　摩　　町 14,026 1在000 19000

郡 前　　原　　町 54,645 40」000 46000

北　　　　　崎 5,110 亀000 8,000

今 津 ・ 元 岡 8,256 10,000 12,000

周　　船　　寺 5,750 ス000 9000
西

今　　　　　宿 8,642 10,000 1ふ000

金　　　　　武 5,905 5,000 6000

壱　　　　 岐 25,676 51000 58,000

内 浜 ・ 姪 浜 28.96ア 　' 55,000 4ふ000

室見 ・高取 ・西新(浜 部 ・岡部) 59781 4aoOO 59000

原(東 ・西)・ 荒江 55615 65,000 80,000

田　　　　　隈 5α566 5ZOOO 45,000

飯 倉 ・ 七 隈 2Z255 5蕊000 4α000

区 鳥飼 ・別府 ・茶山 30,420 5ス000 45,000

田島(西 ・東) 15,982 1～元000 24,000

長 尾 ・樋 井 川 42,954 52』00 64,000

早 良(入 部 ・内野 ・脇山) 1t761 14,000 1ス000

当仁 ・南当仁(岡 部 ・浜部)費 子 41995 5～≧000 54000

中 舞 鶴 ・ 大 名 11523 1toOO 10,000

春吉 ・清川 ・高官 22,313 2toOO 19000

央 ・ 警 固　・赤 坂 1&496 1ZOOO 16000

平　　　　　尾 14,026 1己000 12,000

区 草　　ケ　　江 18,012 1ス000 15,000

小笹 ・長丘 ・長 住 5z839 42,000 44,000

西 高 宮 ・大 楠 20,694 25,000 24,000

南 玉　　　　　川 15,861 18』00 18,000

若　　　　　久 1ス510 19000 20,000

花畑(東 ・西) 28,658 52,000 5蕊000

区 三 宅　・老 司 3>67 .5 5ス000 59000

曰佐 ・弥 永 ・宮竹 59596 44,000 46,000

出所:昭 和50年 は国勢調 査.

　 　 よる。

55年,60年 は福岡市マス タープラン(第2次 改定版)κ

地　　　　　　　　区 50年 55年 60年

奈良屋 ・大浜 ・御供所 ・冷泉 20,214 19000 19000

博 千代(東 ・西) 12,976
`

15,000 12,000

博 多駅 ・東住吉 ・住吉 ・美野島 ・表住 35758 3蕊000 31,000

多 堅粕 ・東光 ・吉塚 ・東吉塚 2a868 28,000 2ス000

麻 田　・ 月 限 15,219 15,000 14,000

区 那 珂　・ 板 付 50,820 50,000 29000

麦 野 ・那 珂 南 21,665 21,000 20,000

'

箱 崎　・ 馬 出 26,560 51,000 55,000

東 筥松(南 ・北) 20,959 24000 2在000

名 島　・ 千 早 28,596 35,000 34000

多 々 良 ・土 井 40,540 4ス000 51,000

香椎 ・香住ケ丘 29558 54,000 5ス000

区 和　　　　　臼 25,766 50,000 52』00

西 戸 崎 ・志 賀 8,528 10,000 11,000

那　珂　川　町 1Z641 21,000 24000
〔1日}

太　宰　府　町 56,555 44,000 49000
筑 .

春　　日　　市 55」60 6在000 74,000
紫

大　野　城　市 52」71 62,000 70,000

郡
筑　紫　野　市 4ス ア41 5ス000 64,000

志　　免　　町 2Z476 35,000 58,000
粕

宇　　美　　町 19982 24000 2ス000

須　　恵　　町 15,849 19000 22,000

粕　　屋　　町 22,776 2ス000 5toOO
屋

篠　　栗　　町 1△930 20,000 25000

久　　山　　町 Z555 9000 1α000

新　　宮　　町 12.428　 . 15,000 1ス000
郡

古　　賀　　町 28,821 55,000 40,000

△ 福　　間　　町 24,190 50,000 35,000
不 .

津　屋　崎　町 12,002 15,000 1ZOOO
像

宗　　像　　町 45,218 55,000 65,000
郡

玄　　海　　町 9555 12,000 14,000

合　　　　　計 1,515,957 1,725,000 1,915,000

市　　内　　計 1.002214 1,110,000 1.21蕊000

市　　外　　計 511,745 615,000 ア00,000
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表2-2　 商店街の売場面積の変化

∧

買

回

品

(
衣

服

身

の

ま

わ

り

品

)

V

購　買　地　点
51年 55年 60　 年　　時　 点

現時点 時　点 1.0倍 t5倍 2.0倍

周　　船　　寺 351 551 351 551 351

姪　　　浜　☆ 1,069 1,069 1,069 1,604 2,158

西新 ・高取　 ☆ 21,460 21.4・60 21,460 52,190 42,920

荒　　　　　江 6,890 4890 6,890 6,890 4890

唐　　人　　町 950 950 930 950 930

荒　　　　　戸 675 673 675 675 675

六　　本　　松 1,502 1,502 1,502 1,502 1,502

天　　　　　神 72,590

清 川 ・渡 辺通 り* 5,725 8,262 8,262 8262 8,262

平尾 ・山荘通 り 758 758 758 758 758

野 間　・ 高 宮 4,840 4840 4β40 4,840 4β40

大　　橋　　* 2204 、義505 5,305 5,505
.

義505

井　　　　　尻 2614 2,614 2,614 2,614 2,614

中　　　　　洲 12,571 12,571 12,571 12,571 12571

博 多五 町　☆ 18,5ア1 18,552 」a532 2η98 5ス064

呉　.服 　　町 1,457 1,45ア 1,457 1,457 1,457

千代 ・大津町 ☆ 1,565 1,565 1,565 2,045 2,726

吉　　　　　塚 1,015 1,肛5 1,015 1,015 1,015

博　多　駅*☆ 8,595
」 α451 10,451 15,677 20,902

住 吉 ・美 野 島 1,501 1,501 1,501 ↑,501 t501

雑　　餉　　隈 　 5.905
'

5,905 5,905 5,905 5,905

馬　　　　　出 552 552 552 552 552

箱　　　　　崎 2,1ア8 2,178 2,178 2,178 2」78

名　　　　　島 382 382 382 582 382

香　　　椎i* 5,051 6,295 ぴ293 6,295 6,295

和　　　　　白 69 69 69 69 69

近　く　 の　店 414 414 414 414 414

囲 　天神 につい ては.55年 時 点で1万 耐,2万nv.5万 耐の増加

　 　60年 時点では2万rrf.4万 耐.6万ntの 増加 を仮 定 した。

出所:福 岡市統計課 「福岡 の商業 」51年 商業統計調査結果 から,商 店街所在別 に

　 　 修正

〈

最

寄

品

(
飲

食
料

品
)

V

購　買　地　点
51年

現時点

55年

時　点

60　 年　　時　 点

1.0倍 t5倍 2,0倍

周　　船　　寺

姪　　　浜　☆

西新 ・高取　☆

荒　　　　　江

唐　　人　　町

荒　　　　　戸

六　　本　　松

1,639

2,585

6,501

9642

2,884

2,697

蕊854

1,639

2583

6,301

9642

2,884

2,697

5,854

1,659

2585

1,639

5,875

1,639

5,166

ぴ501 9452 12,602

9642

2,884

2,697

5β54

9642

2,884

2,697

5,854

9642

2β84

2,697

5β54

天　　　　　神 1ス647

清川 ・渡辺通り*

平尾 ・山荘通 り

野 間 ・高 宮

大　　僑　　*

井　　　　　尻

中　　　　　洲

博 多五 町　☆

呉　　服　　町

千代 ・大津町☆

吉　　　　　塚

博　多　駅*☆

住吉 ・美野 島

雑　　餉　　隈

馬　　　　　出

箱　　　　　崎

名　　　　　島

香.　　 椎　*

和　　　　　白

近 くの 店　☆

5,221

ス249

10,092

5,765

6294

5783

2,212

1,428

4,423

Z205

4517

14,597

4,663

1,582

10夕57

762

5,172

839

1,552

Z555 Z555

Z249

10,092

5,645

6,294

5,785

2,212

Z555

Z249

10,092

5,645

△294

5,785

5,518

Z555

Z249

10,092

5,645

`294

5,783

4,424

λ249

10,092

5,645

4294

5,785

2,212

1,428

4425

ス205

8,115

1,428

4,425

1,428

6,655

1,428

8β46

Z205

8,115

ス205

12」73

ス205

16,250

14,597

4,665

1,382

10,957

762

10,668

14,597

4,663

1,582

10,957

762

10,668

859

1,552

14,397

4,665

1,582

10,957

762

10,668

859

2,528

14,397

4,665

1,582

10,95ア

762

10,668

859

5,104

859

1,552

闇 　天神につ いては,55年 時 点で2千nt.4千m',6千 耐の増 加

　　 60年 時点では4千 耐,8千 耐.1万2千 耐の増 加を仮 定 した。
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表2-3 時間距離の変化(現 時点)ω

　　　　　　　商 店 街

住居地域

1,

周

船

寺

2.

姪

浜

　5.

高 西

取 新

4.

荒

　 ■

江

5,

唐

人

町

6
荒

戸

　 z」　
占　!、

本

松

8.

天

神

　9
渡溝
辺
通
り川

10.

山平

荘
通

り尾

11.

高野

宮間

12,

大

橋

15,

井

尻

14.

中

洲
　 　 L

15.

博
多

五

町

16、

呉

服

町

17
大千

津

町代

18.

吉

塚

19

博

多

駅

20.

美 住

野

島吉

21.

雑

餉

限

.22・馬

　出

25.

箱

崎

24.

名

島

25.

香

椎

26.

和

田

2Z

近

く
の

店

二　　　　 丈　　　　 町 55 54 62 74 6ア 69 77 74 86 87 88 90 95 77 78 81 86 94 86 89 95 95 9フ 98 103 111 10

志　　　　摩　　　　町 56 55 65 75 68 70 78 75 87 88 89 91 94 78 79 82 87 95 87 90 96 96 98 99 104 112 10

前　　　　原　　　　町　 　 　 「
22 41 49 61 54

,

56 64 61 75 74 75 77 80 64 65 68 73 81 75 76 82 82 84 85 90 98 10

」ヒ　　　　　　崎(501) 47 47 55 67 60 62 70 67 79 80 81 85 86 70 71 74 79 8ア 79 82 88 88 90 91 96 104 10

今津 ・元 岡(502・505) 52 52 40 52 45 47 55 52 64 65 66 68 71 55 56 59 64 72 64 67 75 75 75 76 81 89 10

周　船　寺(504) 10 29 57 49 42 44 52 49 61 62 65 65 68 52 53 56 61 69 61 64

一

ア0 70 72 75 7B 86 0

今　 　　宿(505) 17 22 30 42 55 57 45 42
.

54 55 56 58 61 45 46 49 54 62 54 57 65 65 65 66 71 79 10

金　 　　武(506) 64 45 38 37 41 44 44 55 58 65 66 68
　 「

71 56 57 60 61 73 64 61 75 75 75 75 78 86 10

壱　　　肢(507) 51 25 38 49 41 44 52 55 61 65 66 68 71 56 57 60 61 75 66 64 73 75 75 73 78 86 10

内浜 ・姪浜(508・509) 29 10 25 54 26 29 51 58 40 48 49 51 54 41 42 45 46 58 46 45 56 55 55 58 63 71 0

書取.西 曇(ill-519)
57 25 10 15 15 16 18 25 27 55 56 58 　 41

>
28 29 52 28 45 33 50 45 40 42 40 45 53 0

原　 (511・512・516) 47 28 21 15 24 27 22 56 56 44 45 47 50 59 40 43 44 56 42 59 52 56 58 56 61 69 0

田　　　限(515) 58 45 24 19 27 50 51 59 40 48 49 51 54 42 45 46 47 59 46 43 56 59 61 59 64 72 10

　 　 、

飯 倉 ・七 隈(514・515) 52 57 18 15 21 24 20 55 29 57 38 40 45 56 5ア 40 41 55 55 32 45 55 55 53 58 66 10

舗.茶 山(52・-522)
59 40 25 14 28 31 13 24 22 50 51 53 56 27 28 32 56 44 28 25 38 45 47 48 55 61 10

田　　　 島(525・524)
　 　 　 　 　 　 　 　 　 F

64 45 50 29 57 34 16 27 29 25 54 56 59 50 51 54 40 47 57 54 41 47 49 52 5ア 65 10

長尾 ・片 江(525・526) 74 55 40 59 47 44 26 57 59 55 44 46 49 40 41 44 50 57 47 44 51 57 59 62 6ア 75 10

早　　　　　　　　　良 72 57 58 55 41. 44 45 55 54 62 65 65 68 56 57 60 61 75 60 5ア 70 75 ア5 75 78 86 10

当仁 ・舞子(501、504) 44 28 15 20 11 11 29 20 55 52 55 35 58 23 24 27 23 40 33 41 40 55 57 55 40 48 0

舞鶴 ・大名(504、506) 49 58 25 28 22 19 21 10 17 15 16 18 21 13 14 17 16 24 23 26 25 25 27 28 55 41 0

菖喜'清 川(… 一・・9)
65 40 27 26 55 52

　 .
19 17 10 16 19 21 24 20 21 22 50 55 16 15 26

　 P

50 32 42 47 55 0
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表2-3　 時 間距離の変化(現 時点)(2)

　 　 　 　 商 店 街

住居地域

1.

周

船

寺

2,

姪

浜

5.

高西

取新

4、

荒

江

5.

唐

人

町

6.

荒

戸

z
六

本

松

8.

天

神

9
渡溝
辺
通
り川

10.

山平

荘
通

り尾

11.

高野

宮 間

12.

大

橋

15.

井

尻

14.

中

洲

15.

博

多
五

町

16
呉

服

町

17
大千

津

町代

18,

吉

塚

19

博

多

駅

20.

美 住

野

島 吉

21.

雑

餉

隈

22.

馬

出

25,
箱

崎

24.

名

島

25.

香

椎

26.

和

白

2Z

近

く
の

店

警固 ・赤坂(510・512) 56 40 27 24 24 21 17 15 22 27 28 50 55 18 19 22 27 55 28 25 35 55 57 39 44 52 10

平　　　尾(511) 61 49 56 55 55 30 26 14 16 10 12 14 17 24 25 28 28 36 27 24 19 56 58　 , 40 45 53 0

草　ケ　江(515) 52 31 18 17 27 28 10 21 19 27 2.8 30 53 24 25 28 54 41 25 22 55 39 41 46 51 59 0

小笹 ・長住(401・406) 72 56 58 45 45 42 30 34 56 24 20 50 35 58 59 43 47 55 57 52 55 57 59 59 64 72 10

莫 高 篇(・ ・2…5) 63 49 56 55 55 52 28 16 19 13 10 12 15 26 27 50 50 58 29 24 17 38 40 42 47 55 0

玉　　　川(404) 65 51 58 37 57 34 50 18 21 15 12 10 15 28 29 52 32 40 51 27 15 40 42 44 49 57 0

若　　　久(405) 81 64 51 50 52 49 45 34 27 51 20 30 53 45 44 47 47 55 57 52 55 55 57 59 64 72 10

花　 　　畑(407・408) 88 67 54 55 61 58 40 45 56 40 29 39 42 52 53 56 56 64 46 41 44 64 66 68 75 81 10

三 宅 ・老司(409・410) 82 68 55 54 54 51 47 35 55 52 29 20 50 45 46 49 49 57 42 57 52 62 64 61 66 74 10

暑 佐玲(411・412)
68 54 41 40 40 57 55 21 24 18 15 15 10 51 52 35 55 45 54 31 12 45 45 47 52 60 0

嬬:綴 ・;;;:;;i・ 55 42 29 52 26 23 25 14 21 26 27 29 52 10 10 13 13 21 19 27 34 21 25 25 30 58 0

千　　 　代(205・204) 66 49 56 45 53 50 54 21 25 23 54 56 59 18 17 14 12 14 19 22 40 14 16 29 54 42 0

㌫ 美野島(…-211)
61 46 55 52 55 52 25 23 16 28 29 31 54 20 19 16 21 24 10 13 23 24 20 3ア 22 40 0

署 壕'東 光(212-21・)
72 56 45 45 40 37 56 28 2ア 59 40 42 41 25 24 21 52 15 15 24 31 39 32 44 54 52 0

席 田 ・月隈(215'・218) 86 ア0 5ア 57 54 51 50 42 41 41 58 36 55 59 58 55 46 32 29 58 23 53 46 58 48 66 10

那珂 ・板付(216・217) 85 67 54 54 51 48 47 39 38 58 55 55 50 36 55 32 45 55 26 35 20 50 45 55 45 63 10

麦野 ・那珂南(219・220) フ0 56 45 42 42 59 55 23 26 20 17 15 12 33 54 53 57 54 20 50 10 37 50 47 32 50 0

馬 出 ・箱崎(101・105) 71 54 41 52 58 55 40 26 51 58 59 41 44 23 22 19 17 25 20 28 55 11 11 2ア 20 38 0

筥　　　松(102・104) 76 61 48 55 45 57

一 ー一

　 48 31

一 一

　 59 44 45 47 50 29 2B 24 24 26 26 56 59 17 13 41 26 44 10

名 島 ・千早(105・106) 75 58 40 55 37 54 46 28 41 41 42 44 47 26 25 25 22 58 3フ 40 49 50 2ア 10 15 23 0

多々良 ・土井(107・108) 87 72 59 66 56 48 59 42 50 55 56 58 61 40 39 55 55 56 ろ7 47 50 28 24 57 27 40 10

,



表2-5　 時間距離の変化(現 時点)⑧'

c

3

　 .

、

　 　 商 店 街

住居地域

1.

周

船

寺

2,
姪

浜

3,

高西

取新

4,

荒

江

5.

唐

人

町

6
荒

戸

z
六

本

松

8.

天

神

9
渡溝
辺
通
り川

10,

山平

荘
通
り尾

11,

高野

宮間

12,

大

橋

15.

井

尻

14.

中

洲

15.

博
多
五

町

16.

呉

服

町

1Z

大千

津

町代

18.

吉

塚

19

博

多

駅

20.

美 住

野

島吉

21.

雑

餉

隈

22.

馬

出

25

箱

崎

24.

名

島

25.

香

椎

26

和

白

27

近

く
の

店

香 椎 ・香住 ケ丘(109・110) 78 63 45 51 42 59 44 53 55 46 47 49 52 51 50 30 27 28 22 52 35 27 20 15 10 18 0

和 　 　 　白(111) 86 71 55 64 50 47 60 41 55 54 55 57 60 59 58 58 55 46 40 50 53 45 38 23 18 10 0

西 戸崎 ・志 賀(112・115) 115 102 89 95 86 85 86 68 75 80 81・ 83 86 77 76 67 76 BO 73 81 88 84 B1 64 59 51 10

那　　　珂　　　川　　　町 88 74 61 60 60 5ア 53 41 41 58 55 26 56 51 52 55 55 65 48 43 58 68 ア0 67 72 80 10

太　　 宰　　 府　　町 85 ア1 58 58 55 52 51 36 42 56 35 31 28 46 47 50 50 58 52 49 26 58 60 62 67 75 10

春　　　　　日　　　　 市 73 59 46 45 45 42 58 26 29 23 20 18 15 36 57 40 40 48 59 56 15 48 50 52 57 65 10

大　　 野　　　城　　市 75 61 48 47 47 44 40 28 31 25 22 20 17 38 39 58 42 59 25 35 15 42 35 52 57 55 10

筑　　 紫　　　野　　 市 75 61 48 51 45 42 44 26 57 31 28 26 25 ろ6 37 40 40 46 32 42 21 48 42 52 44 60 10

志　　　　免　　　　町 87 76 60 67 57 54 60 42 53 55 56 58 61 40 59 35 35 28 45 50 56 42 44 56 47 65 10

宇　　　　美　　　　町 96 85 69 76 66 65 69 51 62 64 65 67 ア0 49 48 44 44 57 52 59 65 51 53 65 56 74 10

須　　　　恵　　　　町 101 90 74 81 ハ 68 74 56 67 69 70 ア2 75 54 55 49 49 42 57 64 70 56 58 70 61 79 10

粕　　　　屋　　　　町 79 68 52 59 49 46 52 54 45 4'7 48 50 53 32 51 27 2ア 20 35 42 48 54 56 48 59 57 10

篠　　　　栗　　　　町 90 79 65 70 60 57 65 45 56 58 59 61 64 45 42 58 58 51 46 55 59 45 珀
1

5'150 68 10

久　　　　山　　　　町 104 89 76 83 73 65 76 59 67 72 73 75 78 57 56 52 52 53 54 64 67 45 41 54 44 57 10

　 　 　 .

新　　　　宮　　　　町 100 87 74 84 71 68 72 59 65 71 72 74 77 56 55 52 48 58 57 60 ア7 48 43 50 22 20 10

古　　　　賀　　　　町 90 75 62 61 64 61 54 52 45 5フ 58 60 63 49 48 45 47
、
38 32 42 45 37 50 55 20 55 10

福　　　　間　　　　町 95 80 67 66 69 66 59 5ア 50 62 65 65 68 54 53 50 52 45 57 47 50 42 35 40 25 40 10

津　　屋　　　崎　　 町 118 105 92 102 89 86 90 77 81 89 90 92 95 74 73 ア0 66 76 75 78 95 76 61 48 40 58 10

宗　　　　像　　　　町 106 91 78 77 80 77 70 68 61 73 ア4 76
・79 65 64 61 63 54 48 5B 61 55 46 51 56 51 10

玄　　　　海　　　　町 136 121 108 107 110 107 100 98 91 103 104 106 109 95 94 91 95 84 78 88 91 85 76 81 66 81 10
　

一

.



〔
N
己

表2-4 時 間距離の変化(地 下鉄開通 後)(1>・

　　　　　　　商 店 街

住居地域

1.

周

船

寺

2,

姪

浜

　5.

高西

取所

4.

荒

江

5.
唐

人

町

6.

荒

戸

z
六

本

松

8.

天

神

　9
渡溝
辺
通
り川

10.
山平

荘

通
り尾

11.

高野

宮間

12.

大

橋

15、

井

尻

14.

中

洲

15.

博
多

瓦
町

16.

呉

服

町

1z

大

津

町

18.

吉

塚

19

博

多

駅

20.

美住

野

島吉

21,

雑

餉

隈

22,

馬

出

25.

箱

崎

24.

名

島

25,

香

椎

26.

和

白

2Z

近

く
の

店

二　　　　 丈　　　　 町 27 56 44 55 46 47 58 51 64 65 64 66 69 55 53 54 59 66 57 66 71 60 60 74 ア6 84 10

志　　　　 摩　　　　 町 51 40 48 59 50 51 62 55 68 67 68 70 75 5ア 57 58 63 ア0 61 70 フ5 64 64 78 80 88 .10

前　　　　 .原　　　　 町. 16 25 35 44 35 56 47 40 53 52 53 55 58 42 42 45 48 55 46 55 60 49 49 65 65 75 10

北　　　崎(501) 44 47 55 66 57 58 69 62 ア5 74 75 77 80 64 64 65 70 7ア 68 　 77
,

82 ア1 71 85 87 95 10

今 津 ・元岡(502・505) 29 52 40 51 42 43 54 47 60 59 60 62 65 49 49 50 55 62 55 62 67 56 56 70 72 80 10

周　船　寺(504) 10 19 27 38 29 30 41

9

34 47 46 47 49 52 56 36 57 42
.

　 49 40 49 '54 45 45 57 59 67 0

今　　　宿(505) 15 16 24 55 26 27 58 51 44 43 44 46 49 55 33 54 39 46 57 46 51 40 40 54 56 64 10

金　　　武(506) 54 45 58 57 41 44 44 48 58 60 61 65 66 50 50 51 56 65 54 61 68 57 57 71 73 81 10

壱　　　岐(507) 42 25 37 48 39 40 51、 44 57 56 57 59 62 46 46 47 52 59 50 59 64 53 55 67 69 77 10

内浜 ・姪浜(508・509) 19 10 16 2ア 18 19 30 25 36 35 56 58 41 25 25 26 51 58 29 58 45 32 52 46 48 56 o

設.西 新(;;1-519)
27 16 10 15 12 13 18 17 27 29 30 52 55 19 19 20 25 52 25 50 57 26 26 40 42 50 0

原　 (511・512・516) 37 26 21 15 24 27 22 31 56 45 44 46 49 35 35 54 39 46 37 59 51 40 40 54 56 64 0

田　　　隈(513) 47 36 24 19 27 30 51 57 40 48 49 51 54 39 39 40 45 52 45 45 56 46 46 60 62 70 10

飯倉 ・七隈(514・515) 41 30 18 13 21 24 20 51 29 57 38 40 45 53 35 54 39 46 35 52 45 40 40 54 56 64 10

需.刹(52・-522)
48 57 25 14 28 29 15 24 22 50 51 53 56 27 28 52 56 44 28 25 58 59 59 48 53 61 10

田　　　　　　島　(523　 ・524) 52 41 50 29 55 52 16 27 29 25 54 56 59 50 51 34 40 47 57 34 41 41 41 52 57 65 10

長尾 ・片江(525・526) 62 51 40 39 、43 42 26 57 59 55 44 46 49 40 41 44 50 57 47 44 51 51 51 62 67 75 10

早　　　　　　　　　　良 61 50 38 35 41 44 45 51 54 62 63 65 68 53 53 54 59 66 57 57 70 60 60 75 76 84 10

当仁 ・舞子(301、504) 50 19 15 20 11 11 27 15 28
.　27

28 50 55 1ア 17 18 23 50 21 50 55 24 24 55 40 48 0

舞鶴 ・大名(504～506) 34 25 17 28 15 14 21 10 17 15 16 18 21 12 12 15 16 24 16 25 23 19 19 28 55 41 0

麓'清 川(… ～・・9)
47 36 27 26 28 17 19 17 1〔〕 16

,

19 21 24 20 21 22 50 35 16 15 26
.

50 52 42 47 55 0

.一



〔
N

o◎
〕

表2-4　 時間距離の変化(地 下鉄開通後)②

　 　 　 　 商 店 街

住居地域

1.

周

船

寺

2,

姪

浜

5
高西

取新

4.

荒

江

5.

唐

人

町

6.

荒

戸

7
六

本

松

8.

天

神

9
渡溝
辺
通
り川

10.

山平

荘
通

り尾

11.

高野

宮 間

12.

大

橋

13,

井

尻

14

中

洲

15.

博

多
五

町

16,

呉

服

町

1Z

大

津

町

18.

吉

塚

19

博

多

駅

20.

美住

野

島吉

21.
雑

餉

隈

22.

馬

出

25,

箱

崎

24.

名

島

25.

香

椎

26.

和

白

2ス

近

く
の

店

警固 ・赤坂(510・512) 59 28 22 24 20 19 17 15 22 27 28 50 33 18 19 22 27 34 25 25 35 28 28 39 44 52 10

平　　　尾(511) 45 54 28 55 26 25 26 14 16 10 12 14 17 25 23 24 28 36 27 24 19 50 30 40 45 55 0

草　ケ　江(315) 41 50 18 17 26 26 10 21 19 27 28　 『50 53 24 25 28 54 41 25 22 55 35 55 46 51 59 0

小笹 ・長 住(401・406) 61 50 38 45 41 40 50 54 56 24 20 50 35 58 59 43 47 55 37 32 35 49 49 59 64 72 10

実 葛 篇(・ ・2・ ・5)
47 56 30 55 28 27 28 16 19 13 10 12 15 25 25 26 50 58 29 24 17 52 32 42 47 55 0

玉　　　川(404) 49 58 52 5ア 50 29 50 18 21 15 12 10・ 13 27 2ア 28 52 40 51 27 15 54 34 44 49 57 0

若　　　久(405) 65 54 48 50 46 45 43 34 27 51 20 50 53 43 43 44 47 55 5フ 32 35 50 50 59 64 72 10

花 　　 　畑(407・408) 74 63 54 53 55 54 40 43 36 40 29 39 42 52 52 55 56 64 46 41 44 59 59 68 ア3 81 10

三 宅 ・老 司(409・410) 66
'55 .49 54 47 46 47 35 55 52 29 20 30 44 44 45 49 5ア 42 37 52 51 51 61 66 74 10

賠 弥永(411・412)
52 41 35 40 55 52 35 21 24 18 15 15 10 50 50 31 35 45 54 31 12 57 57 47 52 60 0

嬬:綴 ・;1;:;li・
56 25 19 50 17 16 25 12 2十 24 25 2ア 50 10 10 11 13 21 14 23 52 17 17 25 30 38 0

千　　　代(203・204) 59 28 22 59 20 19 32 15 25 2ア 28 50 55 15 13 12 12 14 19 22 55 14 14 28 50 38 0

㌫ 翔 島(・・7-211)
40 29 25 52 21 20 25 16 16 28 29 31 34 14 14 16 21 24

.

10 15 25 24 20 37 22 40 0

鷺 東光(212-21・)
51 40 34 45 52 51 56 27 27 39 40 42 41 25 24 21 32 15 15 24 51 39 52 44 54 52 0

席 田 ・服(215・218) 65 54 48 57 46 45 50 41 41 41 58 56 53 39 38 35 46 52 29 38 23 55 46 58 48 66 10

那珂 ・板付(216・217) 62 51 45 54 45 42 47 38 58 ろ8 35 35 50 36 35 32 4y 35 26 35 20 50 43 55 45 63 10

麦野 ・那珂南(219・220) 56 45 39 42 37 36 55 25 26 20 17 15 12 50 50 55 57 34 20 50 10 37 50 47 52 50 0

馬 出 ・箱崎(101・103) 42 31 25 42 25 22 55 18 31 50 51 55 56 16 16 15 16 25 20 28 53 11 11 25 20 36 0

'
筥　 　　松(102・104) 55 42 36 47 54 55. 46 29 59 41 42 44 47 27 27 24 24 26 26 36 39 17 13 56 26 44 10

名 島 ・千早(105・106) 57 46 40 55 57 54 46 28 41 41 42 44 47 26 25 25 22 38 3ア 40 49 30 27 10 15 25 0

多々良 ・土井(107・108) 64 53 47 65 45 44 58 40 50 52 53 55 58 58 58 55 35 56 57 47 50 28 24 57 27 40 10



表2-a　 時 間距離 の変化(地 下鉄開通後)(3}

〔
N

O
〕

　 　 商 店 街

住居地域

1.

周

船

寺

2.

姪

浜

5.

高西

取新

4.

荒

江

5.
唐

人

町

6.

荒

戸

z

六

本
'松

8.

天

神

9
渡溝
辺
通
り川

10.

山平

荘
通
り尾

11,

高野

宮間

12.

大

橋

13 .

井

尻

14.

中

洲

15.

博多

五

町

16.

呉

服

町

1z

大

津

町

18.

吉

塚

19

博

多

駅

20.

美 住

野

島吉

21,

雑

餉

隈

22.

馬

出

25.

箱

崎

24.

名

.

島

25.

香

椎

26.

和

白

2Z

近

く
の

店

香椎 ・香住 ケ丘(109・110) 60 49 45 51 41 39 44 55 55 46 47 49 52 51 50 50 27 28 22 52 55 27 20 15 10 18 0

和　 　 　白(111) 65 54 48 59 46 45 60 41 55 54 55 57 60 59
・

58 58 55 46 40 50 55 57 55 25 18 10 0

西戸崎 ・志賀(112・115) 98 87 81 92 79 78 86 68 75 80 81 85 86 76 76 67 76 80 ア5 81 88 84 81 64 59 51 10

那　　 珂　　　川　　 町 72 61 55 60 55 52 53 41 41 58 35 26 56 50 50 51 55 65 48 45 58 57 57 67 72 80 10

太　　宰　　　府　　 町 67 56 50 58 48 47 51 56 42 36 35 51 28 45 45 46 50 58 49 49 26 52 52 62 6フ 75 10

春　　　　 日　　　　 市 57 46 40. 45 38 37 58 26 29 25 20 18 15 55 55 56 40 48 39 3～ 15 42 42 52 57 65 10

大　　 野　　　城　　　市' 59 48 42 47 40 59 40 28 31 25 22 20 17 57 57 58 42 39 25 35 15 42 55 52 57 55 10

筑　　 紫　　　野　　 市 57 46 40 51 38 57 44 26 37 51 28 26 25 55 55 56 40 46 52 42 21 42 42 52 44 60 10

志　　　　免　　　　町 67 56 50 61 48 4ア 60 42 53 55 56 58 61 40 59 55 55 28 45 50 56 42 42 56 47 65 10層

宇　　　　 美　　　　 町 76 65 59 70 57 56 69 51 62 64 65 67 70 49 48 44 44 57 52 59 65 51 51 65 56 74 10

須　　　　 恵 層　　　 町 81 70 64 75 62 61 74 56 6ア 69 70 72 ア5 54 53 49 49 42 57 64 70 56 56 70 61 79 10

粕　　　　 屋　　　　 町 59 48 42 55 40 59 52 34 45 47 48 50 53 52 31 27 27 20 55 42 48 54 54 48 39 57

.

10

篠　　　　　栗　　　　　町
、

70 59 53 64 51 50 63 45 56 58 59 61 64 43 42 58 58 51 46 55 59 45 45 59 50 68 10

久　　　　山　　　　町 81 70 64 82 62 61 75 57 6ア 69 70 ア2 75 55 55 52 52 55 54 64 6フ 45 41 54 44 57 10

新　　　　宮　　　　町 71 60 54 65 52 51 64 47 60 59 60 62 65 45 45 44 45 52 54 57 67 42 40 30 22 20 10

古　　　　 賀　　　　 町 68 5ア 51 61 49 48 54 44 45 56 57 59 62 42 42 45 47 38 52 42 45 57 50 35 20 35 10

福　　　　間　　　　町
　 　 　 　 .

75 62 56 66 54 55 59 49 50 61 62 64 67 47 47 50 52 45 57 47 50 42 35 40 25 40 10

津　　屋　　 崎　　 町 B9 78 72 85 70 69 82 65 78 77 78 80 85 63 65 62 63 70 72 75 85 60 58 48 40 58 10

宗　　　　像　　　　町 84 73 6ア 7ア 65 64 70 60 61 72 75 75 78 58 58 61 65 54 48 58 61 53 46 51 56 51 10

玄　　　　 海　　　　 町 114 105 97 107 95 94 100 90 91 102 103 105 108 88 88 91 95 84 78 88 91 85 76 81 66 81 10



22予 測 結 果

　パイロット・システム及び基礎デ ータをもとに昭和51年 時 点を基準 として,55年.60年 の将

来予測を行 った結果 の概要は以下 の とお りであ る。

①　衣服身の まわ り品の場合51G時 点 での都市圏内吸 引人 口シエ ァは3938%で あ る。

　　 55年 時 点で地下鉄 未開通 の場合 には5717%に 低 下(渡 辺通 り,大 橋.博 多駅,香 椎 などの

　 売場拡張 の結果,天 神商圏は相対的に減少)す る。しかし,55年 時点 で天神売場が,1万 ㎡ ・2万mi・

　 3万 耐と拡張 されるとすれば,シ ェアは40.11%,42.77%,45.　 19%と 上 昇する。

　　 もし55年 に地下鉄 が開通 していた場合は,売 場拡張ゼ ロと仮 定 して も天神のシエァは ろ9.17

　 %に 維持 される。

②　昭和60年 時点,衣 服 身の まわ り品の場合.天 神の売場規模拡張 ゼロとすれば(地 下鉄開通効果

　 はあ っても)シ ェアは38.89%に 低 下す る。

　　 また60年 で,他 の商店街 が現 状の1.5倍 に拡張 し.天 神 で も2万 耐,4万 耐,6万m:の 拡張 が

　 行われた場合,天 神 のシェアは40.23%,44.89%,48.86%に ア ップする。

③ 飲食料品小売業の場合,天 神 の現時点での シエァ5.4%,傾 向 的には①② とほぼ同様であるが,

　 一つには,他 の商店街 の売場 面積 の拡大のマイナ ス効果が それほど働かず(昭 和55年 天神 の規模

　 拡大ゼロのとき,シ ェアは4.80%),他 方,地 下鉄 開通 の流動効果が強 く作用するた め(55年

　 地下鉄開通,売 場拡大ゼ ロでシェア6.　18%).60年 時 点で他 の商店街 が1・5倍 に拡大 し・ 天神

　 で4千 耐,8千 ㎡,1万 耐 の拡大が行 われた場合 を考え ると,シ ェアは6.　01%.692%,

　 Z80%と ア ップす ることになる。(表2-5)

④　 ところで,先 行 的な拡張競争 は結果的に消費購買力 の限界 をこえた過剰投資を生 み小 売業経営を

　 強 く圧迫するお それ も考慮 しなければ ならない。

　　 つ まり,規 模拡 張に よる商圏の確保 と過剰投資の防止 とい う二律背反 を打開するためには,規 模

　 拡張の適正値が必要 となる。

　　 次に,売 場面積1㎡ 当 り吸引人 口の推移 を検討 するが,こ の場合都市圏外 からの顧客 の吸引をも

　 考察に加えた拡大吸引人 口とい う概念 をとり入れる必要 がある。

　　 天神地区の商圏の拡 がりは,福 岡都市圏の範囲を越えた広が りを もっ てお り,そ こで,圏 外吸引

　 人 口を福岡都市商業活動調 査の来街者実態調査 の結果に もとつ いて,来 街者の都市圏内 と都市圏外

　 との比率を計算 し,そ の圏外部分 の比率を圏内からの吸引人 口に加 えた。

　　 ここで も衣服身 のまわ り品 と飲食料品について計算 を行い,前 者 の場合 には,天 神地区への来街

　 者総数を100と し て,都 市圏内86.・6%,都 市 圏外15.　 4%.後 者 の場合 には,そ れぞれ88.　 7

　 %,11.3%が 求 められた。 したが って都市圏内吸引人口を100と した場合には.そ の15.4%

　 増,12.7%増 が拡大吸引人 口となる。

　　 なお,こ の比率は,昭 和55年.昭 和60年 時 点にお いても不変であると仮定 している。

⑤ 　昭和51年 時 点で拡大吸引人 口は.衣 服身のまわ り品 で.9.504人.飲 食料品で5221人 と
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　算定 して,55年 時 点では,他 の商店街 の規 模拡大を前 提としても(天 神 の売場拡大な しでも)

　 10,210人.5.282人 とやや上廻 る結果 となる。 これは,都 市圏,周 辺都市 の消費人 口増 加に

　よる効率改善 とみ ることがで きる。 この時点で地下鉄の開通 があれば,こ の傾向は さらに強 まる。

　　また,55年 時 点 で天神 の衣服 身のまわ り品売場面積b:　1万M2拡 大 す る場 合,拡 大吸 引人 口は

　 9679人,2万 耐 拡大の場合vaは9.204人 と吸引人 口の低減がお こる。飲食料品では,さ らに

　 きびし く2千m2の 売場面積拡大で も吸引人口の低下がお こる。(表2-6,7)

　 　つ ま り55年 時点 では買回品,最 寄品 ともどもに売場拡張 の余地はほ とんどない といってよい。

⑥ 　しか し昭和60年 時 点 では事情がかなり変 る。都市圏人 口は低 く見積 っても190万 人以上 に増

　加し,さ らに地 下鉄 開通 による都心部への吸引効果 も働 いて,衣 服身のまわ り品関係 で4万 ㎡,飲

　食料関係で1万2千 耐の売場拡張を行っても,51年 時 点の吸引人口を下 まわ ることは ない。 とく

　に飲食料 品に代表 される最寄品 の拡張余地が大き く(地 下鉄 の流動効果)あ らわれ る。

　　他 の商店街 が何れ も1.5倍 の拡張を行 った場合で も天神 の衣服身の まわ り品2万nl,飲 食料 品1

　 万2千MIの 拡 張 で現時点 の吸引人 口を確保で きる結果 とftっ た。(表2-8,9.10)

⑦ 　 これ までに見 てきた とお り,売 場面積1mt当 り吸引人 口の予測を通 じて60年 時 点の天神拡張余

　地を導 き出 したが,最 後に考慮 すべき若干 の諸点について述 べてお きたい。

　　 まず,こ の算定過程では,所 得 や消費の伸びは ゼロと見 てお り,そ の意味では最低限度 の売場拡

　張の可能性を示 しているので あって,実 際 には,そ れ以 上の拡張の余地 が想定 され る。

　　 また都市圏外 からの顧 客吸引に関 しては.商 店街あ るいは店舗の商品構成 や価格構成 などのマー

　 ケテ ィング戦略 によって変化することは当然 であ り.こ のよ うな政策的要因を含 めると天神の売場

　拡張余地は更に拡が るものと思 われる。

　　 さらに.こ れまで の算定は買回品,最 寄品の それぞれの代表 として衣服身の まわ り品,飲 食料品

　を とり出して吟 味 してきた。つ まり家具什器,お よびその他の小 売業の売場面積は除外 されている

　実際va　ei　51年 時 点 でも合計 して約7万 ㎡以上の これ らの業種 があ り,こ の うち で 買 回品 的 な性

　格を もっ もの につ いては,衣 服身のまわ り品 とほぼ同様の拡張 の可能 性があ り,ま た最寄品的性格

　 なものについ ても飲食料 品の場合 とほぼ同等で拡張 し うるものと考 えられるので,全 業種 を含 んだ

　拡張可能性はかな りの規 模に達するものと思われる。

23　 評 価

　以上 流通関連 の基本デ ータを利用 したパイ ロット・システムを開発 して.福 岡都市圏の商圏 および

売場面積 の予測を行 ったが,こ れに利用 したデ ータは①公表 が遅 い.② 印刷物で しか公表 され ていな

い,③ 目的 とした分類 で公表 され ていない等 の問題点が あった。 これら の問 題 点 は1.4(5}"既 存

データ利用上の問題点"で も述 べた ところであるが,今 回は この問題点 に対 しては①5年 前のデ ータ

の利用,② 印刷 物データのリパ ンチ,③ 福 岡市役所 の統計区分の利用等に より対処 せざるを得なか っ

た。従 って今後は次章 で述 べる'ように,こ れらの問題を解決 しながら,対 象地域 を拡大 し,い つでも
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〈衣服 ・身 の まわ り品(買 回 品)〉

表2-5　 天神小売業の商圏(占 有率)の 変化

昭和51年 現時点
昭　和　 55　 年　時　点　　　　　　　　　　.

　 　 3938%

都市圏総人口を100

とした天神の吸引人口

比率

交　通　体　系 現　　　　　　　　　　　状 地　　　下　　　鉄　　　開　　　通

天神 の規 模 幽 プ ラス ゼ 『 プラス1万 耐 プラス2万 耐
プラス3万m' プ ラスゼ ロ プラス1万 耐 プラス2万 耐 プラス5万 ㎡

占　拠　率 5ス17 40.11 42.77 45.19 3917' 42.22 44.96 4ス45

昭　和　 60　 年　時　点　 　 　 '

変化地区の規模 to倍 1.5倍 2.0倍

天神の規模 プラスゼ ロ 2万 耐 4万 耐 6万 耐 プラスゼロ 2万 耐 4万 耐 6万 耐 プラスゼ ロ 2万 耐 4万 ㎡ 6万 ㎡

占　拠　率 5&89 44.68 4944 55.43 34.66 40.23 44.89 48.86 ろ1.54 56.66 41.19 45.09

〔
ω

N
〕

〈飲食料品(最 寄品)〉

t

2

3

注 55年 時 点 では,渡 辺通 り,大 橋,博 多駅,香 椎 で売場 面積 の拡 大が生 じ てい る。

60年 時 点 で の売場面 積 の変化 地区 は,姪 浜,西 新.博 多五町.千 代町.博 多駅 で あ る。

60年 時 点 では,地 下 鉄 の開通 が前 提 され てい る。

昭和51年 現時点
昭　和　 55　 年　時　点

　 　 　 5.40%

都市 圏総 人 口を100

と した天神 の吸引 人 口

比率

交　通　体　系 現　　　　　　　　　　　状 地　　　下　　　鉄　　　開　　　通

天神の規模 プ ラス ゼ ロ プラス2千 耐 プラス4千 耐 プラス6千 ㎡ プラス ゼ ロ プラス2千 耐
プラス4千 ㎡ プラス6千 ㎡

占　拠　率 4.80 5.25 5.69 6.11 6.18 6.76 z55 788

昭　和　 60　 年　時　点

変化地区の規模 1.0倍 1.5倍
2.0倍

天神の規模 プラス ゼ ロ 4千 ㎡ 8千 耐 12千 ㎡ プラスゼロ 、千 耐18千 耐 12千nf プ ラス ゼ ロ 4千 ㎡ 8千 耐 12千nf

5.05 6.01 692 780 4.49 5.55 6.18 6.97

占　拠　率 5.86 6.97 8.06 901

注　　衣服身のまわり品の場合の条件のほか,60年 時点で近くの店の規模が変化するものと仮定されている。
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表2-6　 天神地区の吸引力と売場効率の変化

昭和51年 現 時 点　都 市総 人 ロ1,515958人 　 規模 ・時間 距 離現 状の ま ま

買回品(衣 服身のまわり品) 最寄品(飲 食料品)

天　 神　 の　規　模 72.590耐
・
　 　1ス647耐

都 市 圏 吸 引 人 口 596,'197人 81.754人

占　　　拠　　　率 0.5938 0.0540

拡　大 吸 引 人　口 688.011人 92パ56人

前 あた り拡 大吸 引人 口. 9504人 5.221人

〔
ω

ω
〕

表2-7　 天神地区の吸引力と売場効率の変化

昭和55G時 点 都 市 圏 内総人 口1,725,000人 　 時間距 離 現状 の ま ま

香椎,渡 辺通一 丁 目,大 橋,博 多駅 井筒 屋 の規模 拡 大

買　　　　　　　回　　　　　　　品 ・最　　　　　　　寄　　　　　　　品

十 〇耐 十1万 耐 十2万 【汀 十3万 耐 十 〇耐 十2千 耐 十4千 耐 十6千 耐

天 神 の 規 模 変 化
十 〇nf

72.390nP・

十1万m8

82.390nP

十2万 耐

92.390πr

　 十3万 耐
102.390耐

十 〇耐

1Z647【 が

十2千 【ず
19647耐

十4千 ㎡

21,647m8

十6千 耐
2>647nf

都 市 圏 吸 引 人 口 640.493人 691,095人 75ぴ927人 778,624人 82、704人 90458人 98.039人 105.2ア5人

占　　　拠　　　率 0.3717 0.4011 0.4277

一

　 〇.4519 0.0480 0.0525 aO569 0.0611

拡 大 吸 引 人　口 739129人
一

79ス525人'85ぴ414人 898.532人 95、20ア 人 101,946人 110.487人 118.6・44人

前あたり拡大吸引人口 8,775人 5.104人 5.01ア 人11・21・ 人 9679人 9204人 5.282人 　 　 　 5.189人
　 　 　 　 1

.
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表2-8　 天神地区の吸引力と売場効率の変化

昭和60年 時点ω　都市圏内総人口1,915.000人 　時間距離=地 下鉄開通

　　　　　　　　他商店街の規模 ・昭和55年 のまま

買　　　　　　　回　　　　　　　品 最　　　　　　　寄　　　　　　　品

十 〇1が 十2万 ㎡ 十4万 耐 十6万 耐 十 〇耐 十4千 耐 十8千 ㎡ 十12千1が

天 神 の 規 模 変 化
十 〇m3

72.3go耐

十2万nf

92.340m置

　 十4万nf

112.590耐

　 十6万m'

132.590耐

十 〇耐
1ス647㎡

十4千1が

21,647耐

十8千 耐

25.647lrP

十12千 ㎡
29647㎡

都 市 圏 吸 引 人 口 74己966人 850.675人 945.787人 1.022.116人 112、102人 155556人 154,188人 172.561人

占　　　拠　　　率 0.5889 0.4468 0.4944 0.5545 0.0586 0.0697 0.0806 0.0901

拡　大 吸 引 人　口 858.557人 981,677人 1.091.458人 1.179522人 126.559人 150,270人 17>770人 194,251人

前 あ た り拡大 吸引 人 口. lU859人
10.625人 卯11人1 　 　 8.909人

;

1ス159人 6.942人 ぴ775人 "52人1



表2-9　 天神地区の吸引力・と売場効率の変化

〔
ω

O
〕

昭 和60年 時 点(B) 都 市圏 総 人 口1,915,000人 　時 間距 離=地 下鉄 開通

他 商店 街 の規模=姪 浜,西 新,川 端,千 代,博 多駅 の規模1.5倍

なお,最 寄 品 につ い ては,近 くの店 の規 模 も1.5倍(そ の他 は昭 和55Eの まま)

買　　　　　　　回　　　　　　　品 最　　　　　　 寄　　　　　　 品

十 〇耐 十2万m8 十4万 ㎡ 十6万 耐 十 〇r㎡ 十4千 耐 十8千 耐 十12千 耐

天 神 の 規 模 変 化
十 〇耐

72.5gom8
十2万 π"

92、390耐

　 十4万 ㎡

112.3gom8

　 十6万m1

152.590耐

　十 〇1ガ
1ス647㎡

十4千 耐

21,647r呼

十8千 ㎡

25,647耐

十12千r汀

29647m8

都 市 圏 吸 引 人 口 663.045人 769600人 85a746人 954,692人 96607人 114,971人 152.380人 149214人

占　　　 拠　　　率 0.3466 0.4025 0.4489 04886 . 0.0505 0.0601 0.0692 0.0780

拡 大 吸 引 人　口 765、154人 88a118人 ggo995人 1.078.635人 108.876人 129572人 149192人 16&164人

㎡あたり拡大吸引人口 8.817人 8.147人11α569人 9612人1 い69人 5.985人 5.817人 5672人1
'



表2-10　 天神地区の吸引力と売場効率の変化

〔
ω

O
〕

昭和60年 時 点(C) 都 市 圏総 人 口1,915,　 OOO人 　 時間 距 離=地 下鉄 開 通

他 商店 街 の規 模=姪 浜,西 新,川 端,千 代,博 多駅 の規 模20倍

最 寄 品 につ い ては,近 くの店 の規模 も20倍(そ の他は 昭和55年 の ま ま)

買　　　　　　　回　　　　　　　品 最　　　　　　　寄　　　　　　 品

十 〇㎡ 十2万 耐 十4万 ㎡ 十6万 πP 十 〇㎡ 十4千nP 十8千 耐 十12千1ば

天 神 の 規 模 変 化
十 〇㎡

72.5701㎡

十2万 ㎡

92.390㎡

　 十4万 耐
112.590耐

　 十6万 ㎡
152.390耐

十 〇㎡

1ス647耐

十4千 耐

21.647㎡

十8千 耐

25.647nf

十12千 ㎡

29647㎡

都 市 圏 吸 引 人 口 599554人 701.306人 78ス965人 862.572人 85,894人 102、546人 11a223人 153.556人

占　　　拠　　　率 0.3154 0.3666 0.4119 0.4509 0.0449 0.0555 0.0618 0.0697

拡 大・吸 引 人 　口 69t862人 809507人 909512人 995,408人 94805人 115.544人 135.257人 150、270人

ひ

耐あたり拡大吸引人口 8.090人 ス519人 5.069人
画 　 ・・59人　 　 　 　 .

15・85人
5.328人 　 　 5195人

.



3.今 後 の 方 向 と課 題

(1)基 　 本　 方　 向

　地方自治体,商 工会議所 ・商工会及び流通業界それぞれの立場で流通システム化を促進するための

情撒 能のあ肪 等について検討 ・改善するため嗅 施した相 の情報ニーズ調 査結果及び事例研

究の結果から考えると地域の課題に即応出来るような情報の体系化 と情報の円滑な流通を図るために

商業統計,人 口等基礎的な利用度の高い共通情報については本格的なデータベースを開発する必要が

あると思われる。

② デ ータベ ース 開 発 の た め の 課 題

デ ータベースを開発 するため次のよ うな課題 につ いて検討 し,実 現化 をはかる必要がある。

㈲　共通情報の整備計画の作成

　　各機関共通の情報を統計,デ ータ項目,利 用区分別に整理 し,整 備計画を作成する。

回　情報の収集体制の確立

　　整備計画 鍵 デ一夕ペー双 翻 するにあた・ては.出 来る限りMTな どの鶴 機記録媒体で

　入力する必要があるのでこのために情報収集体制を確立しなければ左らない。

内　利用システムの検討 と開発

　　必要 婿 報をどのよ う左形でデータベースから得るか.利 用システムの機能を充分検討 し開発す

　る必要 がある。

←)政 府機関における施策の推進

　　情報ニーズ調査の結果から明らかなように'情 報の中でも重要 な位置を占める官庁統計の早期公表

　と内容の充実等の意見が多く,こ れらを推進する必要がある。
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4.む す び

　本調査は九州地域に おけ る産業経済上 の当面する最大 の課題は流通問題であるとい う視点から,す

でに地域産業 の中で雇用付加価値のみならず消費者利益 に重要な役割 りを 占めるに至 った 「小 売業 」

につ いて,マ クロ面から趨勢を分析把握す るとともに,地 方 自治体,商 工会議所 ・商 工会,流 通業界

の三側面か ら主 として流通情報 管理 の現況 と情報加 工 ・処理の実態を調査分析す ることを主眼 として

すすめられた。

　 マクロ分析では,九 州各県 の小売商業 の特 性が全国対比 の うえでか なり明瞭 となるとと もに.地 域

小 売商業伸展の動因がス ーパーのチ ェー ン展開 とくにナ シ ョナル ・チ ェーンの地域参入にあることが

か なり明らかにな りなが ら資料 蒐集 の限界 によって,そ の ことを論証 するに至 らなか った。

　 しかし本調査の主眼はむ しろ後半つ ま り「流通 に関する共通情報の把握 」にあ りその面からみると,

所 期の 目的を達 していた と思 われる。地 方 自治体,商 工会議所 ・商工会 流通業界 それぞれの立場に

より,ま た 目的力点 の置 き方に よ り,流 通情報管理 に差異が生 じてい ることは当然 としても,情 報加

工については言わば 自然発生的 とも言う べき状況にあ り.適 切な体系化 と情報拠点ないし情報ネ ット

ワークの形成 と公開 さらにコンサルテーシ ョンが またれ てならない。

　 また 「統計法 」上 の制約は あるにせよ,情 報ニ ーズに対す る情報供給 のタイ ミングのズレも無視で

きない。時 としては情報 の 「私物化 」をすら疑わせる流通情報管理 のあ り方は 「事実 」ではな く「憶

測 」によって流通活動を否 め させるお それす ら感 じさせる。

　 雇用の過半を担 う第三 次産 業の中核的部分に成長 した流通 と りわけ小売商業分野 に的確 な里程標を

確保 する意味から も地域 に「流通情報拠 点 」の形成 と効果的 な運用 がまたれ てならないことを強調 し

て結 びにかえたい。
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5.九 州地域 の流通業界の現状 と特徴(参 考)

5.1　 九 州 経 済 の 概 略

　九州経済を概略 する と,総 面積 が42,085　 kdiで全国(57　 7,535kdi)の11.1%を 占 め.人 口は

12,965千 人 で全国 の総人口11ス057千 人 の11.1%を 占め ている。 この人 口の推移をみると九州

の人 口は昭和55年 を ピークに九州からの労働力流出が主因 となって毎年減少 してきたが.オ イルシ

ョック以降昭和47年 の12,221千 人 をボ トムに増加傾向に移った。

　総面積 ・人 口と も全国の11%を 占める九州であ るが,九 州の純生産額は全国の9.9%(昭 和52

年)を 示 し総面積 ・人 口のシェアに近 くなってはい るものの.未 だ11%に は至 らず,商 業販売額で

は全国め ス4%(卸 売 は6.7%,小 売は9.5%(昭 和51年)),工 業 出荷額 にいた っては60%し

か なく経済活動 の面 では11%に 達 していない状況である。

　 また,九 州の産業別純生産額構成比(昭 和45年 対52年 度)は 第1次 産業が11.4%か ら8.　5%

に,第2次 産業 も295%か ら2Z9%へ 低 下 しているが,第3次 産業は591%か ら63.8%へ と

増加 している。 この産業構造 を全国のシェアでみると第1次 産業は16,7%,第3次 産業は10.4%

で あ るのに対 し第2次 産業は74%で なかで も製造業は5.8%と か なり低い水準をみせ てい る。

　 こうした九州経済の中で最近若干の変化がみられる。純生産 でみた場合,そ の総額は昭和43年 に

は我国全体h:　43　9,412億 円 であったのに対 し九州は3　7,　775億 円であ り.全 国の8.6%を 占めてい

た。 これは人 口 ・構成比 と比較 してみる とか なり低 く,し か もこのよ うな状況は昭和47'生 まそ殆ん

ど変化 していない。 しか しkが ら,昭 和51年 は9.4%,昭 和52年 度et　9.9%と 徐 々に全国比は増

加 してお り,九 州経済は相対的にやや浮上 してきてい るよ うである。

5.2　 九 州の小売商業の動向

ω　店　　舖 　　数

　　昭和54年 の 九州の小 売店舗数 は20　 2,　519店 で昭和51年 に比較 し3.8%約7,000店 の増 加

　 とkっ たが,全 国は1,673,411店 で昭和51年 に比較 し3.8%約6万 店 の増加 となってお り,九

　 州の小売店舗数の伸率は全国 と等 しくなっている。 また,全 国に占める九州のシェアは約12.1%

　 で昭和49年 の12.2%,昭 和51年 の12.1%と ほぼ等 しくなっている。

　　 これを県別 にみ ると福 岡県が九州の52.・8%を 占めて最 も多 く,次 いで鹿児島県15.1%.熊 本

　県13.5%.長 崎 県12.4%,大 分県9.9%,宮 崎県9.3%,佐 賀県7.0%の 順 となってお り,各

　 県 とも人 口シェア とほぼ同じシェアを占めているが,小 売店舗数 のシエァが人 口の シェアを上 回っ

　 ているのは佐 賀県 ・大分県 ・宮崎県 ・鹿 児島県の4県 で.逆 に人口の シェアが小売店舗数 のシエァ

　 を上 回っているのは福岡県 ・熊本県 の2県 で,人 口の シェア と小売店舗数 のシェア が等 しいのは長
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崎 県 と な っ て い る。(表5-1(a),5-5)

②　従　業　者　数

　　昭和54年 の九州の小売従業者数は ア01,959人 で昭和51年 に比較 し70%45,993人 の増加

　 となったが.全 国は5.960,084人 で昭和51年 に比較 し6,8%380,284人 の増 加 とkっ てお り,

九 州の伸率は全国砒 較 すると若干 高 くなっている.ま た九州の伸率は従来 までは全国 のそれ 劫

　 も下回 るものであったが,昭 和54年 には僅かではあ るが全国 を上回 るものとなっ ている。一方全

　国に 占める九州の シエァは各年 を通 じて11.8%～9%と ほ ぼ差異 のないもの となっている。

　　これを県別vaみ る と福岡県 が九州の ろ5.5%を 占め て最 も多 く,次 いで鹿 児島県15.　 5%,熊 本

県154%.長 崎 県11.7%,大 分 県99%,宮 崎 県93%,佐 賀県6 .7%の 順 となっているが,

小 売店舗数 のシェアと比較 すると,福 岡県 の従業者数 のシエァが小 売店舗数 のシェアを2 .7ポ イン

　 トも上 回ってお り,長 崎県 ・熊本県 ・鹿 児島県¢)3県 は前 者が後者を下回っている。 また,伸 率が

全国を上回 っているのは福岡県の8.5%,宮 崎県 の ス6%,鹿 児島県の8 .1%の5県 となっている。

　 (表5-1(b).表5-3)

(3)販 　 　売 　　額

　　昭和54年 の 九州の小売年間販売額 は74,510億 円 で昭和51年 に比較 し55.8%の 増 加 とな

　ったが.全 国は735,956億 円で昭和51年 に比較 し31.4%の 増 加 と左ってお り,九 州は全国

　を上回 る伸 びを示 している。 この傾向は昭和47年 以 降続 い てお り,そ の結果九 州のシエァは,昭

　和49年9.5%,昭 和51年9.9%,昭 和54年10.1%と 漸 次 その比率を高め ている。

　　これを県別 にみ ると,福 岡県が九州の58.6%を 占め,小 売商業の指標の中で最 も高い比率 とな

　っているが,こ の比率は昭和49年 の595%,昭 和51年 の39.6%と 比 較す るとやや低 い もの

　となっている。 また伸率では福岡県は長崎県 とならんで全国 よりも低 い伸率 を示 しているのに対 し.

他 の5県 は全国を上回 る伸 びとなってお り.特 に鹿 児島県が41、1%,熊 本 県が392%と 顕 著な

伸 びを示 し,こ の結果九州におけ るジエア も鹿 児島県が51Eの11 .6%か ら54年 の12.3%へ,

熊 本県 が51年 の12.7%か ら54年 の15.2%へ 増 加 してい る。(表5-1(c),表5-3)

ω 　 売　場　面　積

　　昭和54年 の九州の売場面積は10,962千M2で 昭 和51年 に比較 し15.　 9%の 伸 びを示 したが,

　 全国は88,424千 耐 で昭和51年 に比較 し179%の 伸 びとなってお り,九 州は全国 に比 べると

　かな り低 いもの となっている。昭和49年 か ら51年 にかけ ての伸率が全国で5.8%,九 州 で8.3

　 %で あったので.そ の伸率は やや鈍化 してきている。 また全国 に占める九州の シエァは12.4%で

　 昭和51年 の12.9%に 比 較するとやや低 くなっている。

　　これを県別 にみ ると福岡県 が34.8%を 占め,熊 本県 と鹿児島県が13.%台,佐 賀県 が68%を

　 占め ている以外は各県 とも10%台 を 占め てい る。昭和49年 か ら51年 にかけ ての伸率は九州各
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県 とも全国を上 回るものであったが,昭 和51年 か ら54年 に かけ ては福岡県 と宮崎県 だけが全国

を上回 るものとな り.他 の5県 はかな り低 く特に佐賀県 ・長崎県 ・熊本県 の伸率は低 くなっ ている。

しかし,昭 和47年 を100と し てみ ると全国の133.4に 対 し九州は長崎県 の123.7を 除 き他

の6県 は全国を上回 る伸びを示 している。(表5-1(d),表5-5)

5.3　 九 州の小売商業 の効率性

(1)1店 舗 当 り販売額(小 売販売額/小 売店舖数)

　 　昭和54年 の九州の・1店舗当 り販売額は36,792千 円 で昭和51年 に比較 し全国 の伸び26.　 7

　 %を 上回る28.9%の 伸 びを示 し,全 国値 に近づ きつつあるものの全国 の43,979千 円 には及ぼ

　ない。

　　また,全 国を100と して県別 にみ ると福岡県は98.51で ほぼ全国並み となっているが,他 の

　 6県 は総 て低 く特 に鹿 児島県は全国 の67.76と 低 くなっている。 しか し昭和51年 か ら54年 に

　かけての伸率は福岡県 が252%で あ るのに対 して他 の6県 は熊本県 の58.5%を 筆 頭に全国 を上

　回ってい る。(表5-2(a})

②　 人 口1万 人当た リ店舗数(店 舗数/人 口)(万 人 当 り)

　 　人 口1万 人当た りの店舗数 をみると九州は昭和45年 以 降全国を上回b,昭 和54年 に は全国の

　 145.2に 比較 し,15Z9と な り店舗数 が多いことを物語っているが,県 別 にみると福岡県 が

　 149.4で 全国 にほぼ近 い形 となっているが他の6県 は総 て全国を大 き く上回 っている。(表5-

　 2(b))

(3)従 業者1人 当リ販売額(小 売販売額/小 売従業者数)

　 　従 業者1人 当た り販売額をみる と,・九州は10,615千 円 で全国の12,348千 円 の82.32%

　 しか なく全国 より販 売効率が悪 くなっているが,県 別 にみ ると福岡県が全国 の93.45%で 最 も高

　 く,他 県は総 て全国 の78-85%と 低 くなっている。(表5-2(c))

(4)人 口1人 当 リ購入額(小 売販売額/居 住人 ロ数)

　 　・」・売販売額 を居住人口で除 した人 口1人 当 り購入額 をみ ると九州は580,900円 で51年 に比

　敏 し50.3%の 伸 びを示 したが,全 国 の638,400円 に比較 し約10%低 くなっ ている。県別 に

　は福岡県が全国をi若干上回 っているが,他 の6県 は総 て低 くなっている。(表5-2(d))

㈲ 　売場効率(小 売販売額/小 売売場面積)

　 　売場面積当 りの販 売額 をみると九州は6Z8千 円で全国 の81.7%で あ り,従 業者1人 当 り販売

　額 や入口1人 当 り購入額 と同 じく両者間の較差はかなりあるといえる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔41〕



　県別にみると福岡県 が754千 円 で最 も高 く,宮 崎県の577千 円 が最 も低いもの となっている

が,昭 和51年 か ら54年 の伸率は福 岡県を除 いて他 の6県 は全国を上回 る伸 びを示 し,特 に熊本

県 は325%で 最 も高い伸 びを示 している。(表5-2(e))

⑥　 店舖当 リ売場面積

　　九州での店舗 当 り売場面積 は54.1m'で,全 国 の52.8m3よ り大 きくなっているが,こ れは昭和

　 49年 か ら持続 してい る特 徴の一つである。

　　県別 にみ ると宮崎県が47年 以 降か なり大 きな数値 を示 し,54年 で も62.6【rfと なっ てお り,

　 ついで大分県57.8耐,福 岡県57.5耐 の順 となっている。(表5-2(f))

σ)店 舗 当 リ従業者数

　　昭和54年 の九州め店舗 当 り従業者数 は5.47人 で 全国の3.　56人 よ り少 な く,こ の傾 向は昭和

　 47年 以 降続 いてお り,県 別には福岡県D:　5.75人 で最 も多 く.鹿 児島県 が5.09人 で最 も少な く

　 なっている。(表5-2(g))

5.4　 九州の主要 都市 の小売商業の特徴

　九州の都市のなかか ら各地域の典型的 な都市 を選び,地 方 中枢都市,地 方中核都市,地 方中心都市

(1),地 方 中心都市⑪の四つ に分類 し,こ れらの特徴を把握 し,九 州の小売商業の動向をよ り明確vaし

てみよ う。

　地 方中枢都市　　　 福岡市

　地方 中核都市　 　　北 九州市,佐 賀市,長 崎市,熊 本市.大 分市,宮 崎市,鹿 児島市

　地方中心都市(1)　 久 留米市,佐 世保市

　地 方中心都市CII)　 大牟 田市,直 方市,飯 塚市,田 川市,唐 津市,伊 万里市,島 原市.諌 早市,

　 　　　　　　　　　八代市,人 吉布.本 渡市,別 府市,中 津市,日 田市,佐 伯市,都 城市,延 岡市.

　 　　　　　　　　　 日向市,川 内市.鹿 屋市

　 なお,以 下 の分析 では昭和43年 一47年 を1期,48年 ～51年 をll期,52年 一54年 を 皿期

と した。 まtg商 業 統計表 の54年 は 速報を利用 した。

ω　主要都市別の小売商業構造の特徴

　①　人 口

　　　九州 における市部人 口は昭和40年 の714万 人 から735万 人(45年),798万 人

　　 (50年)と 増加 し,総 人 口に占める割合 も58%(40年),61%(45年),64%

　 　 (50年)と 増加 してきたが,昭 和54年 には市部人口は821万 人 と増加 した ものの総人 口に

　　 占める割合は64%と 変 っ てい ない。 これを類 別にみ ると,大 部分 の都 市は1期 に減少 し■期に
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　増加 してい るが,大 牟田市.田 川市は1～ 皿期を通 じて人 口の減少が続 いている。 また皿期 に減

　少 したのは北九州市.長 崎市,大 牟 田市,田 川市,伊 万里市で その他 の都市は増 加は した ものの

　 II期 の伸率 に比較す ると伸率は小 さくなっている。(表5-4)

② 　店舗数

　　店舗数は昭和43年 以 降若干 の都市を除いた各都市で増加 しているが,こ れを類別 にみ ると1

　 期減少 が飯塚市,田 川市,八 代市,皿 期減少 が八代市,大 牟 田市,人 吉市,鹿 屋市,皿 期減少が

　熊本市,大 牟田市,田 川市,唐 津市 と左っている。 この うち,飯 塚市,田 川市,八 代市,大 牟 田

　市は それぞれの期 に人 口も減少 した都市 であるが,人 吉市,鹿 屋市,熊 本市,唐 津市 の各都市は

　人 口の増加 にも拘 らず店舗数が横這及至減少 してお り,こ れ らの都市 のいくつかは,何 らかの要

　因が商業構造上 に作用 しているのでは ないか と思われる。

　　以上の減少都市 に対 し,昭 和43年 以 降.各 期 とも増加の一途をた どっているのは.福 岡,北

　 九州,佐 賀,長 崎,大 分,宮 崎,鹿 児島,久 留米,佐 世保,直 方,伊 万里,島 原,諌 早,本 渡.

　 別府,中 津,日 田,佐 伯,都 城,延 岡,日 向,川 向 となってお り,対 象都市30の うち22都 市

　 vaの ぼ っている。 また,各 期 とも10%以 上 の増加率 をみた都市は福 岡,大 分,宮 崎で地方 中枢,

　 中核都市vaか た よっている。各期 とも5-10%の 増 加率をみせていたのは,諌 早,日 向の2都

　 市のみであ り,そ の他の都市 の殆ん どは ごく僅かの増 加率 をみた都市 と増加率にか なりの振幅が

　 みられた都市 であ る。(表5-5)

③ 　従業者数

　　 これは各都市 とも増加の傾 向にある。 しか しその率は各期 でみるとかな りの振幅や都市間に較

　 差がある。 た とえば1期 に中津は20%,延 岡は274%,皿 期 に 日田が20.3%の 増 加がみら

　 れ ている。 各期 とも10%以 上 の増加 がみられているのは,福 岡,日 向のみであ り,5～10%

　 の増加は大分,宮 崎,諌 早,中 津 である。 また,減 少の方は1期 が鹿 児島,飯 塚,八 代,■ 期 が

　 大牟 田,八 代,m期 が佐世保 とkっ ている。(表5-6)

④ 　年 間販売額

　　 全国の伸 びは,1期171%,■ 期198%,皿 期131%と な ってお り,こ れを上回る伸 び

　 は大分t延 岡,鹿 児島,諌 早,本 渡,日 田,都 城,鹿 屋な どで,地 方中心都市(n)が殆 んどを 占め

　 てい る。ll期 には北 九州,直 方,人 吉,中 津 をのぞいた他 の26の 各 都市は全国の伸 びをか なり

　 越えたものとなってい るが,1皿 期 には全国を越え ている伸びをみせたのは佐賀など17都 市 に減

　 少 している。(表5-7)

⑤ 　 売場面積

　　 これは全国 の伸 びが皿期15.　 1%,皿 期1ス9%で ある。ll期va全 国 の伸 びを上回っ ているの

　 は,福 岡,長 崎,熊 本,大 分,宮 崎,鹿 児島,伊 万里,本 渡,別 府,都 城,川 内である。 しか し

　 皿期 には全国 の伸 びを上回 っているのは,福 岡,北 九州,大 分,宮 崎,鹿 児島,久 留米,大 牟 田,

　 直方,飯 塚,田 川,唐 津,伊 万里,人 吉,別 府,中 津,日 田,佐 伯,都 城,鹿 屋 となってお り,

　 地方 中核都市,地 方中心都市(D⑪ にわたって殆ん どの都市 で売場面積の増大がかなりすすんだ こ
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とを示 している。 この ことの要因の一つは中央大手ス ーパーなどの九 州進 出にある とみられよう
。

(表5-8)

②　 主要都市別の小売商業効率の特徴 とその動向

　①　一店舗当た りの販売額(小 売販売額/店 舗数)

　 　　一般 に地 方中枢 中核都 市が高 く.つ いで地 方 中心 都 市 ① ω となっているが,都 市間 でかなり

　　差異 があ る。昭和54年 につ いてみると,大 分が61,839千 円 で最 も高 く,熊 本58,520千

　 　円,福 岡57,142千 円,久 留米 が56,　 596千 円,宮 崎52,　 564千 円 とつづい ている。大型

　　店 の進出がか なり流動的 な九州にお いてこれは.今 後一層 めま ぐるしく変動す るものと考 えられ

　　る。(表5-9)

② 　 一店舗当た り従業者数

　　 一般 に地方中枢中核都市は高 く,地 方 中心都市肛)は低 く,地 力中核都市 では熊本,・大分,宮 崎

　　が.地 方中心部市価 では、人吉,中 津,飯 塚 などがかなり高 くなっている。(表5-10)

③ 　一店舗当た り売場面積

　　 九州の各都市は全国平均に比較 するとか なり高い といえる。昭和54年 における全国平均は

　　 52.　8　m'で あ り,こ れを下 回っている都市は北九州,長 崎,鹿 児島,田 川,島 原,川 内の6都 市

　　のみである。

　　　また,こ れは地方中心都市佃 に高 い数値 を もったものが多いのが特徴 となっ ている。(表5-

　 　 10)

④ 　 売場効率(小 売販 売額/小 売売場 面積)

　 　 昭和54年 において最 も高い ものは.長 崎 市の916.　 6千 円 となってお り,福 岡市 は昭和51

　 年 の951千 円 から54年 には885千 円 と若干低下 した。昭和47年 に比較 し,2倍 以 上の伸

　 びを示 しているものは13都 市 で地方中核都市か ら地方中心都市(1)anま で わたっている。(表5

　 -11)

⑤ 人 口1人 当た り店舗数(店 舗数/居 住人口)

　 　 これは0.015～0.022の 間 にあ るが,一 般 に地方 中心都市肛}の方 が他都市 よbも 高 くなっ

　 ている。 この中で中津 や飯塚は最 も高 く都市間競争が激 しく店舗の過密がすすんでいるのでない

　 かと考 えられる。(表5-12)

⑥　 人 口1人 当た り購入額(小 売販売額/居 住人口)

　 　 飯塚市は昭和4ア 年 をのぞ くと最 も高い数値 を示 してお り,と くva昭 和54年vaは100万 円

　 を超 えている。 この数値 は一方で都市の産業構造に大 き く依存 し,他 方 で都市間競争 の状況によ

　 って規定 される。(表5-13)

⑦　 従業者.1人 当 り販売額(小 売販売額/小 売従業者数)

　 　 '従業者1人 当 り販売額は名 目 ・実質 ともに福岡が最 も高 くなっている。 また,こ れは一般 に地

　 方 中枢 ・中核都市が高 く.地 方中心都 市は低 くなっ てい る。(表5-14)
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5.5　 第一種大規模小売 店舗の動 向

　 これ まで九州各県別 にまた主要都 市別 に小売商業活動の趨勢を見 てきたが,相 対的 に順調にみえる

商業活動 の伸展の中でス ーパ ーを中心 とする大型店の店舗展開の果す役割 りが大 きか ったために 「流

通行政 」の面から見 るならば異 常 とも思われ る現象がいくつか生 じている。 その一つはいわば"集 中

豪雨的 袖とも評すべ き「第一種大規模小売店舗 」の出店 申請 があ り,こ れに対す る各地商調協 の苦慮

と大 巾カ ットの傾向が それである。

　表5-15は 昭和50年 度以 降の通産局別 「第一種 」出店届 出の動向であるが,52年 度以降.福

岡通産局届 出件数が常va東 京通産局 に次いで多数 を占め,累 計で見 ても533件 と大阪,名 古屋の2

通 産局を凌 ぐ数 に達 している。 と くに昭和54年 度 は137件 と前年の4、15倍 に のぼ り"集 中豪雨 舗

の評を生ずるに至 った。55年 度 に至 ってよ うや く件数は落着 きを見せているが依然 として東京通産

局に次いで件数 の面では福岡通産局 が第2位 を占める状況 となっている。
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(a)小 売 店舗数

表5-1　 九州における小売商業構造の指標とその推移

年 43 45 47 49 51 54 47/43 49/47 51/47 51/49 54/51

全　国 1,452,436 1,471,297 1,495,510 1,548,184 1,614,067 1,673,411 1,044 1,055 1,079 1,,043 1,037

九　州 179425 182,850 184,955 188,440 195,120 202,519 1,031 1,019 1,055 1,055 1,038

福 岡 県 55,755 55,001 .　 5ス265 59706 62,702 66,371 1,065 1,04・3 1,095 1,050 1,059

佐 賀 県 15,261 15,428 13,475 13フ65 14,056 14,125 1,016 1,022 1,043 1,021 1,005

長 崎 県 25,651 25,875 25,705 25,781 24,320 25,066 1,002 1,003 1,026 1,023 1,051

熊 本 県 2ス043 2ス233 27,108 26β59 2ス201 2フ,393 1,002 0,991 1,005 1,015 1,007

大 分 県 1ス767 18,293 18,575 18,454 19126 20」27 1,034 1,003 1,041 1,058 1,052

宮 崎 県 16,379 16,868 1ス012 1ス271 18,057 18,757 1,059 1,015 1,060 1,044 1,040

鹿児島県 2ス569 28,154 2.8,021 28,702 29678 50,682 1,016 1,024 1,059 1,034 1,034

(b)小 売従業者数

県　　　年 43 45 47 49 51 54 47/45 49/47 51/47 51/49 54/51

全　国 4,646,212 4,926,004 5,141,577 5,305,578 5.579800 5,960,084 1,107 1,032 1,085 1,052 1,068

九　州' 570,516 596β58 614,252 652,130 655,946 701,959 1,077 1,029 1,068 1,038 1,070

福 岡 県 194,971 201,480 214,388 225,485 22～1677 249200 1,100 1,052 1,071 1,019 1,085

佐 賀 県 40,457 41,957 42,381 42,748 44,935 4ス348 1,048 1,009 1,060 1,051 1,054

長 崎 県 70,992 76,072 75,091 75,029 78,436 82,050 1,058 0,999 1,045 1,045 1,046

熊 本 県 81,781 85,144 85,252 85,515 89519 95,805 1,042 1,005 1,048 1,044 1,050

大 分 県 55,399 58β01 61,409 62,404 65,214 69473 1,108 1,016 1,062 1,045 1,065

宮 崎 県 51,555 53,950 5ZO52 5ス922 60,792 65,594 1,107 1,015 1,066 1,050 1,076

鹿児島県 75,561 79474 78,699 83,027 8ス575 94,669 1,044 1,055 1,113 1,055 1,081
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(c)小 売年 間販売額(億 円)

県　　　年 43 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

全　国 165,075 21ス734 282,927 402,999 560,291 755,956 1,714 1,980 1,314

九　州 16,524 20,582 26,944 38,240 55,706 74,510 1,651 2,067 1,338

福 岡 県 6,489 8,062 11,035 15,015 22,049 28,755 1,701 1,998 1,504

佐 賀 県
〉

1,065 1,322 1,665 2,522 3,504 4,663 1,566 2,105 1,531

長 崎 県 1,885 2,465 3,076 4,514 6,224 8,158 1,632 2,025 1,311

熊 本 県 2,154 2,669 3,308 4,799 ZO78 9856 1.53.6 2,140 1,592

大 分 県 1,499 2,018 2,654
.

　　 5,752 5,565 ス160 1,770 2,021 1,535

宮 崎 県 1,594 1,705 2,334 5,305 5,012 6,775 1,674 2」47
　 　 .

1,352

鹿児島県 ス041 2,540 2,872 4,557 6,479 9145 1,408 2,256 1,411

(d)小 売業売場面積(千M2)

県　　　年 45 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

全　国 一 一 66,262 70,870 74,974 88,424
一 1,131 1,179

九　州 一 一 ス891 8,954 9694 10,962
一 1,228 1,151

福 岡 県 一 一 2,700 2,898 5,091 3,816 一 1,145 1,235

佐 賀 県 一 一 545 571 712 742 一 1,306 1,042

長 崎 県 一 一 949 1,052 1」52 1コ74
一 1,193 1,057

熊 本 県 一 一 1,089 1,285 1,400 1,475
一 1,286 1,052

大 分 県 一 一 805 1,089 1,078 1,163
一 1,539 1,079

宮 崎 県 ・ 一 一 857 991 978 1,174 一 1,168 1,200

鹿児島県 一 一 966 1,,068 1,305 1,420
一 1,349

　 ハ
・1,090
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 表5-2　 九州における小売商業の効率性指標 とその推移

(a)一 店当り販売額(小 売販売額/店 舗数)(千 円)

ぺ 43 45 47 49 51 54 47/45 51/47 54/51

全　国 11,524 14,7gg 18,918 26,050 34,713 43,979 1,642 1,835 1,267

九　州 9210 11,256 14,568 20,292 28,550 36,792 1,582 1,960 1,289

福 岡 県 12,0ア1 14,658 192ア1 25,145 35,165 43,525 1,596 1,825 1,232

佐 賀 県 8,017 9,845 12,554 18,322 24,929 35,017 1,541 2,018 1,324

長 崎 県 ス972 10,324 12,977 18,141 25,592 32,546 1,628 1,972 1,272

熊 本 県 ス964 9801 12,201 1ス867 26,021 55,980 1,552 2,133 1,583

大 分 県 8,438 11,032 14,446 20,354 28,040 35,574 1,712 1,941 1,269

宮 崎 県 8,510 10,108 13,716 19125 2ス787 36,120 1,612 2,026 1,300

鹿児島県 ス402 8,512 10,250 15,807 21,851 29,799 1,385 2,130 1,365

.(b}人 口1万 人当 り店舗数(店 舗数/人 口)(万 人当 り)

ぺ 43 45 47 49 51 54 47/45 51/47 54/51

全　国 140.5 142.1 141.3 141.5 145夕 145.2 1,006 1,018 1,009

九　州 140.5 14Zア 151.1 155.4 156.1 15ス9 1,093
'1
,033 1,012

福 岡 県 1298 134.6 1399 143.4 146.2 1494 1,105 1,045 1,022

佐 賀 県 1488. 15Z2 1597 165.3 164.8 165.0 1,098 1,032 0,989

長 崎 県 1599 146.6 1491 150.7 153.8
.

　　 1573 1,076 1,032 1,023

熊 本 県 150.1 156.9 158.1 1578 1573 154.4 1,052 0,995 0982

大 分 県 144.4 152.8 156.3 155.6 1590 165.9 1,078 1,017 1,051

宮 崎 県 144.2 155.0 161.5 160.5 164.0 164.5 1,115 1,015 1,005

鹿児島県 146.4 1575 164.7 165.2 170.1 172.1
・

1,129 1,033 1,012
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(c)従 業者1人 当り販売額(小 売販売額/小 売従業者数)(千 円)

県　　　年 43 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

全　国 3,552 4,420 5,503 ス599 10,041 12,348 1,549 1,825 1,250

九　州 2,896 3,448 4,386 6,057 8,492 10,615 1,515 1,936 1,250

福 岡'県 5,328 4,002 5,147 6,658 9600 11,539 1,547 1,865 1,202

佐 賀 県 2,628 3,150 3,928 5,900 ス798 9848 1,495 1,985 1,265

長 崎 県 2,656 3,240 4,965 5,750 zg55 9943 1,869
　 　 　 」

1,599 1,253

熊 本 県 2,653 3,155 3,881 5,612 Z924 10,507 1,474 2,042 1,326

大 分 県 2,706 3,432 4,322 6,012 8,224 10,306 1,597 1,903 1,253

宮 崎 県 2,704 5,162 4,090 5,702 8,245 10,360 t515 2,016 　 　 1.257
ザ

鹿児島県 2,708 2,945 3,650 5,464 ス398 9658 1,348 2,027 ↑505

{d)人 口1人 当 り購入額(小 売販売額/居 住人口数)(円)

県　　　年 43 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

全.国 161,900 210,500 26ス300 56ス800 499600 638,400 1,651 1,869 1,278

九　州 129400 166,500 220,500 511,300 445,700 580,900 1,704 2,021 1,505

福 岡 県 156,700 19ス300 269500 360,600 514,000 64ス500 1,720 1,907 1,259

佐 賀 県 119400 154,700 19Z500 299200 410,800 558,100 1,654 2,080 1,510
　 .

長 崎 県 111,600 151,300 193,500 273,400 595,700 512,100
,

1,754 2,055 1,301

熊 本 県 119600 155,500 194,500 281,900 409300 555,600 1,626 2,104 1,557

大 分 県 122,000 168,600 225,000 516,800 445.90〔 〕 58づ3」00 1,844 1,982 1,308

宮 崎 県 122,700 150,000 218,000 506,900 455,800 594,000 1,777 2,091 1,303

鹿児島県 108,400 15.1,000 164,700 261,100 371,400 512,900 1,519 2,255 t581
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㈲　売場効率(小 売販売額/小 売売場面積)(千 円)

ぺ 43 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

全　国 一 一 427 568.6 7473 852.3 一 1,750 1,114

九　州 一 一 541 4271・ 574.6 6797 一 1,685 1,185

福 岡 県 一 一 409 518.0 7155 753.5 一 1,744 1,056

佐 賀 県 一 一 306 441.7 492.1 628.4 一 1,608 1,277

長 崎 県 一 一 324 410.1 5498 694.9 一 1,697 1,264

熊 本 県 一 一 304 3755 505.6 6691 一 1,665 1,523

大 分 県 一 一 350 544.5 49Z5 615.7 一 1,508 1,238

宮 崎 県

　 .

一 一 282 533.5 512.5 5771 一 1,817 t126

鹿児島県 一 一 297 424.8 4972 643.9 一 1,674 1,295

(f)店 舗 当 り売場面積(耐)

ぺ 43 45 47 49 51 54 47/45 51/47 54/51

全　国 一 一 44.5 45.8 465 52.8 一 一 一

九　州 一 一 42.7 4ス5 497 54.1 一 一 一

福 岡 県 一 一 471 48.5 495 5ス5 一 一 一

佐 賀 県 一 一 40.4 41.5 507 52.5 一 一 一

長 崎 県 一 一 40.0 44.2 46.6 468 一 一 一

熊 本 県 一 一 40.2 478 51.5 558 一 一 一

人 分 県
一 一 43.8 591 564 578 一 一 一

宮 崎 県 一 一 492 5Z4 54.2 62.6
一 一 一

鹿児島県 一 一 545 372 43.9 463 一 一 一



〔g)店舗当 り従業者数

〔
O

－
〕

ぺ 43 45 47 49 51 54 4ア/43 51/47 54/51

全　国 52 5.5 3.4 3.45 3.46 5.56 一 一 一

九　州 5.2 5.3 3.3 535 556 5.47 一 一 一

福 岡 県 3.6 57 5.7 5.78 566 5.75 一 一 一

佐 賀 県 3.0 3.1 51 5.11 5.20 3.55 一 一 一

長 崎 県 5.0 52 5.2 3.15 5.23 3.2ア
一 一 一

熊 本 県 3.0 3.1 3.1 518 528 542 一 一 一

人 分 県 5.1 52 5.3 3.39 541 3.45 一 一 一

宮 崎 県 5.1 52 54 535 5.57 3.49 『 一 一

鹿児島県 2.7 2.8 2.8 2.89 295 3.09 一 『 一

出所:通 商産業省 「商業統計調査表 」(昭 和54年 は速報値)
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表5-5小 売商業構造指標の県別シエァとその推移

人　　　口　　　数 小　売　店　舗 数 小 売 従 業 者 数

ぺ 45 45 47 49 51 54 43 45 47 49 51 54 45 45 47 49 51 54

福 岡 県 324 33.0 55.5 53.9 54.5 34.6 30.0 50.1 31.0 51.7 52.1 32.8 342 33.8 349 55.7 55.0 55.5

佐 賀 県 70 6.9 6.9 6.9 6.8 6.8 74 z5 73 Z3 Z2 7.0 ス1 70 6.9 6.8 6.9 6.7

長 崎 県 13.2 13.2 13.0 12B 12.6 12.4 15.2 15.1 12.8 12.6 12.5 12.4 12.4 12.7 12.2 11.9 12.0 11.7

熊 本 県 14.1 14.0 13.9 13.9 15.8 15.8 15.1 149 147 14.5 15.9 15.5 14.3 14.3 15.9 13.5 15.6 13.4

大 分 県 96、 97 96 96 96 96 99 10.0 99 98 9.8 99 97 99 10.0 99 99 99

宮 崎 県 8.9 8.8 8.8 8.8 8.8 8.9 91 92 92 92 92 9.5 90 90 93 92 95 95

鹿児島県 14フ 14.4 14.3 141 14.0 14.0 15.4 15.4 15.2 15.2 15.2 15.1 1'3.2 15.3 12.8 15.1 15.4 15.5

九州/全 国 12.5 12.0 11.5 11.2 11.1 11.1 一 一 一 12.2 12.1 12.1 一 一 一 11.9 11.8 11.8

小 売 年 間販 売 額 小売業売場面積

ぺ 43 45 47 49 51 54 47 49 51 54

福 岡 県 593 592 41.0 593 596 38.6 34.2 32.4 51.9 34.8

佐 賀 県 6.4 64 62 66 65. 65. 6.9 64 75 68

長 崎 県 11.4 12.0 11.4 11.3 11.2 10.9 12.0 11.7 11.7 107

熊 本 県 15.0 150 12.5 12.5 12.7 152 13.8 14.4 144 13.4

大 分 県 91 98 99 98 96 96 10.2 12.2 11.1 10.6

宮 崎 県 8.4 85 8.7 8.6 90 91 10.6 11.1 10.1 10.7

鹿児島県 123 11.4 107 11.9 11.6 12.3 12.2 11.9 15.4 13.0

九州/全 国 一 一 一
95 99 10.1 一 12.6 12.9 124
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表5-4 人 口 数
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表5-5 小　 売　 店　 舗　 数

　　　　　　　　　　　 年都市 43 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

地方中枢都市　　福　岡 10,454 11,191 12,160 15,621 14,775 16,409 1,165 1,215 1,111
'

北九州 15,619 15,634 14908 15,569 16,315 16,806 1,905 1,094 1,030

佐　賀 2,397 2,450 2,467 2,551 2,700, 2,850 1,029 1,094 1,048

長　崎 6,175 6,254 6,255 6,427 6,659 6,862 1,015 1,065 1,030

地方中核都市 熊　本 6,644 6,845 ス113 ス193 ス404 ス599 1,071 1,041 α999

大　分 2,850 3,002 3,184 5,418 3,776 4,454 1,117 1,186 1,180

宮　崎 2,897 5,136 3,245 3,282 3,759 4,136 1,119 1,159 t100

、鹿 児島
　 、

6,279 6,274 6,500 6,604 ス140 ス777 1,003 1,133 1,089

地方中心醐){㌫ 2,794

3,750

2,876

5,792

2,868

5,856

3,058

5,946

5,177

3,879

5,314

3,895

1,026

1,028

1,108

1,011

1,043

1,004、

'

大牟田 2,736 2,982 2,952 2,916 2,902 2,895 1,072 0990 0997

直　方 977 987
　 、 1,020 1,005 1,062 1,076 1,044 1,041 1,013

飯　塚 1,587 1,542 1,517 1,571 1,641 1,752 0,956 1,082 1,055

田　川 1,170 1,159 1,146 1,212 1,249 1,251 0,979 1,090 0,986

唐　津 1,212 1,505 1,546 1,367 1,452 1,436 1,111 1,079 0989

伊万里 951 954 977 957 1,012 1,071 1,027 1,056 1,058

島　原 849 909 889 875 899 922 1,047 1.,011 1,026

諌　早 948 958 1,015 1,019 1,082 1,180 1,071 1,066 1,091

八　代 1,770 1,770 1,695 1,655 1,684 1,780 0,956 0995 1,05ア

地方中心都市(ID
人　吉

本　渡

846

756

855

771

859

774

828

815

808

829

812

831

1』15

1,052

0,941

1,071

tOO5

1,002

別　府 2,051 2,195 2,224 2.5i50 2,479 2,520 1,095 1,115 tO17

中　津 1」52 1,262 1,267 1,242 1,286 1,546 1,100 1,015 tO47

日　 田 1,153 1,150 1,136 1,126 1,208 1,554 1,005 1,063 1,121

佐　伯 905 929 935
・

　　947 989 1,056 1,055 1,058 1,068

都　城 1,942 2,064 2,050 2,130 2,094 2,176 1,056 1,021 1,059

延　岡 1,558 1,620 1,756 1,905 2コ29 2」84 1,127 1,212 1,026

日　 向 759 795 823 908 961 1,042 1,084 1,168 1,084

川　内 1,078 1,072 1,078 1,141 1,127 1,161 1,000 1,045 1,030

.鹿 　屋 1,060 1,224 1,221 1,254 1,216 1,249 1,152 0996 1,027
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表5-6 小 売 従 業 者 数
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表5-7 小 売 年 間 販 売 額(百 万円)

　　　　　　　　　　　 年 』都 市 43 45 47 49 51 54 47/43 51/47 54/51

地方中枢都市　　福　岡
　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

20ス564 262,022 342,976 495,274 734,500 93ス646 t652 2,142 ↑277

北九州 189940 228,504 358,327 429673 590,285 752,894 1,781 1フ45 1,242
佐　賀 55,704 45,086 50,595 78,699 101,988 155,446 1,417 2016 1,328

長　崎 66,614 92,940 114,120 158,594 229620 289905 1,715 2,012 1,265

地方中核都市 熊　本 10 ,1,517 125β64 155,590 22ス910 518,555 452,995 ・1,157 2,050 1,559
大　分 46,255 66,295 96」44 145,981 20ス480 275,451 2,079 2158 1,328
宮　崎 45β50 52,854 7ス135 92,927 158,562 21Z406 1,682 2,055 1,375

漉 児島 96,801 100,689 115,085 188,902 261,917 368,342 1,189 2,276 1,406

地方中心鰍){㌫ 41,015

40,770

54,170

53,615

68ρ15

64,910

102,646

　 92,620

143,582

129225

18ス559

161,907

1,658

1,592

2,111

1,990

1,506

1,253

大牟田 28,465 34,894 44,524 65,565 89138 115,122 1,557 2,011 1,292

直　方 12,515 14,180 2ス099 2ス374 39160 48,065 2,165 1,445 1,227

飯　塚 22,200 25,820 29045 42,162 59184 80,555 1,508 2,038 1,561

田　川 11,199 13,190 18,057 24,169 40,546 46,812 1,612 2,245 1,155

唐　津 12,699 18,121 20,750 30,227 45,184 60,033
'

1,652 2,180 1,529

伊万里 Z607 9206 12,968 19047 2Z716 36,204 1,705 2,137 1,306

島　原 ス633 10,437 13,253 19212 2ス283 55コ05 1,756 2,059 1,287

諌　早 9277 12,563 16,328 26,206 59571 55,400 1,760 2,424 1,400

八　代 18,223 22,022 25,358 35,064 50,575 71,515 t590 1,996 1,414

地方中心都市(11)
人　吉

本　渡

8,069

6,284

11,149

　 8,275

15,964

11,641

18,603

1ス661

2Z482

26,941

35,646

55,690

1,731

1,852

1,968

2,314

1,297

1,325

別 府 20,880 2ス586 3Z617 50,791 ア0,559 88,676 1,802 2,232 1,257

中　津 12,365 16,641 21,837 2ス664 42,092 58,684 1,766 1,928 1,394

日　 田 9007 13,900 15,716 21,808 51,816 45,835 1,745 2,024 1,441

佐　伯 9994 12,615 14,782 23,217 29719 39954 1,479 2,010 1,344

都　城 16,147 22,485 2ス698 46,424 65,525 91ビ579 1,839 2,366 1,398

延　岡 18,326 23,018 52,621 46,280 66,087 82,521 1,780 2064 t249

日　向 6,448 9373 12,985 19050 2ス778 43」95 2,014 2,154 1,555

川　内 10,466 11,123 15,511 23,522 52,70g 48,602 1,465 2,136 1,486

鹿　屋 9375 12,507 1ス178 25,717 3ス013 50,360 1,832 21'55 1,561
一
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表5-8 小 売 業 売 場 面 積'

　　　　　　　　　　　 年都市 47 49 51 54 51/47 54/51

地方中枢都市　　福　岡
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

700,136 728,281 789312 1.059449 1,127 1,342
北九州 698夕65 709411 738,759 875,658 ↑057 1,185

'

佐　賀 130,195 122,500 15ス109 156,345 1,055 1,140

長　崎 245,862 252,586 276,799 316,296 1,155 1,145

地方中核都市 熊　本 351,847 450,456 420,466 493,474 1,195 1,174

大　分 215,971 306,932 299004 354,840 1584 1,187

宮　崎 202夕06 255,722 231,253 275,921 1,140 1,193

.鹿 児 島 25Z551 285,861 522,529 404,514 1,558 1,254

地方中心都市(1){鑑 152,569

183,697

1591193

171,241

168,687

195,755

210,780

221,750

1,106

1,066

1,250

1,133

'

大牟田 142,766 142,024 146,086 172,521 1,025 1,181

直　方 52,212 49317 56,596 72,190 1,084 1,276

飯　塚 78,471 78,508 85,615 106,301 1,091 1,242

田 、 川 49378 50,801 52,312 62,503 1,059 1,195

唐　津 58,591 63,912 65,664 88,656 1,125 1,550

伊万里 40,914 45,253 48,875 62,335 1,195 1,275

島　原 44,038 46,097 43,885 46,768 0,997 1,066

諌　早 55.,274 65,794 5ス679 66,389 1,045 1,151

八　代 85,305 82,056 8ス156 102,555 1,046 1,177

地方中心都市(田
人　吉
本　渡

43,627

52,278
・

48,232

42,599

40,085

5ス367

59419

51,413

0,919

1,158

1,482

1,376

別　府 100,914 110β18 11ス540 148,147 1,163 1,263

中　津 64,500 68,352 69166 95,190 1,076 1,376

日　 田 49173 52,495 4ス188 73,576 0960 1,559

佐　伯 4ス265 54,535 53,129 63,510 t124 1,195

都　城 1161859 158,850 14ス000 180,437 1,258 1227
延　岡 110,023 114,279 110,667 128,171 1,006 ↑158

日　向 52,009 56,090 56,875 86,766 1,094 1,526

川　内 45,567 49741 52,158 61,222 1,144 1,174

鹿 　屋 53,842 49102 55,754 80,546 1,056 1,445
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表5-9
一 店 当 り 販 売 額(千 円)

年 43 45 47 49 51 54

都市

地方中枢都市　　福　岡 19891 25,414 28,205 56,541 49712 5ス142

北九州 13,947 16,760 22,694 2Z957 36,180 43,609

佐　賀 14,895 1ス586 20,5.08 50,850 5ス775 49861

長　崎 10,788 14,860 18,244 24,676 54,482 42,248

地方中核都市 熊　本 15,280 181588 21,845 51,685 45,022 58,520

大　分 16,230 22,084 30,290 42,124 54,947 61,859

宮　崎 15,827 16,854 25,784 28,314 42,128 52,564

.鹿 児 島 15,417 16,049 18,267 28,604 36,683 4ス365

地方中心都市(1){麟
14,680

10,950

18,855

14,158

25,715

16,921

33,566

23,472

45,194

53,513

56,596

41,589

大牟田 10,404 11,701 15,117 21,750 5α716 39793

直　方 12,810 14,367 26,567 2ス238 56,873 44,670

飯　塚
』15
,989 16,744 1・9145 26,858 56,065 46509

田　川 9572 11,381 15,756 19941 52,462 38,028

唐　津 10,478 13,907 15,401 22,112 31,118 41,806

伊万里 z999 9650 13,275 19903 2ス587 35,804

島　原 8,990 11,482 14,907 21,957 30,348 38,073

諌　早 9786 13,115 16,739 25,717 31,530 46,949

八　代 10,295 12,442 14,966 21,187 50,052 40,176

地方中心都市口)
人　吉

本　渡

9538

8,538

13,040

10,733

16,256

15,040

22,467

21,723

54,012

52,498

45,899

42,948

別　府 10,281 12,477 16,914 21,799 28,462 55,189

中　津 10,733 13,186 1ス235 22,274 52,730 45,599

日　 田 Z950 12,087 13,854 19568 26,557 33,852

佐　伯 11,043 15,580 15,809 24,516 50,049 5ス835

都　城 8,515 10,893 15,511 21,795 31,291 42,086

延　岡 11,765 14,209 18,576 24,294 31,041 3ス784

日　向 8,495 11,790 15,777 20,958 28,905 41,454

川　内 9,709 10,576 14,205 20,615 2～元023 41,862

.鹿 　屋 8,844 10,218 14,068 20,840 30,458 40,520
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表5-10　 一 店当 り従業 者数及 び売場面積
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表5-11　 　 売　場　効　率(小 売販売額/小 売業売場面積)(千 円)　 昭和47=100と した指数

　 　 　 　 　 　 年都市 47 49 51 54 49 51 54

　 ト

地方中枢都市　　福　岡 490 680 951 885.0 158.8 190.0 180.6
'

北九州 484 606 799 83ZO 125.2 165.1 172.9

佐　賀 589 643 744 866.3 165.2 191.3 222.7

長　崎 468 628 850 9166 134.2 17Z4 195.9

地方中核都市 熊　本 442 529 758 87ス4 1197 171.5 198.5

大　分 445 469 694 7762 1054 1560 174.4

宮　崎 380 394 685 78Z9 105.7 180.5 2073

.鹿 児島 484 661 812 910.6 1366 16Z8 188.1

地梛 酬 櫨 ‡ 446

355

645

541

851

660

8898

7301

144.6

153.5

190.8

1870

1995

2068

'大
牟 田 310 446 610 66Z5 143.9 196.8 215.3

3 直　方 519, 555 692 665.8 1069 1553 128.3

o 飯　塚 370 558 691 7578 145.4 1868 204.8
〕

田　川 566 476 775 7490 130.1 211.7 204.6

唐　津 355 475 688 67Z1 1552 1958 190.7

伊万里 317 421 567 580.8 132.8 178.9 183.2

島　原 300 417 622 ア50.6 1590 2075 250.2

諌　早 295 598 686 834.5 1349 252.5 2829

八　代 504 427 580 69ス3 140.5 190.8 2294

地方中心都市ω
人　吉

本　渡

320

561

586

415

686

721

5999

694.2

120.6

115.0

214.4

1997

1875

192.3

別　府 573 458 601 598.6 122.8 161.1 160.5

中　津 340 405 609 616.5
'1191

1791 181.3

日　 田 320 415 674 623.0 1297 210.6 194.7

佐　伯 315 426 559 6291 156.1 178.6 201.0

都　城 237 292 446 5075 123.2 188.2 2141

延　岡 296 405 597 643.8 136.8 201.7 21Z5

日　向 250 339 488 4978 155.6 1952 1991

川　内 356 473 627 7939 140.8 1866 2363

.鹿 　屋 319 524 664 625.2 164.3 208.2 1960

'
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表5-12　 人 口1人 当 り店舗数(店 舗数/居 住人口)
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表5-13　 人口1人 当り購入額(小 売販売額/居 住人口)(円)
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表5-14　 従業者1人 当り販売額(小 売販売額/小 売従業者数)(千 円)

項　　　　　目 従　　業　　者　　1　 人　　当　　り　 販　　売　 額 実 質 労 働 生 産 性

　　　　　　　　　　　 年都市 43 45 47 49 51 54 47 51 54

地方中枢都市　　福　岡
　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・

4,153 5,080 6,064 8,184 11,458 13,189 4,851 6,728 10,900

北九州 3,635 4,282 5,673 ス015 9568 11,406 4,538 5,628 9426
佐　賀 3,435 5,988 4,732 Z260 9158 11,555 5,785 5,387 9548
長　崎 2,967 3,737 4,684 6,481 8,949 10,966 3,747 5,264 9088

地方中核都市 熊　本 3,488 4,055 4,970 ス224 9692 12,944 3,976 5,701 10,698

大　分 5,605 4,649 5,950 ス983 10,727 13,047 4,760 6,510 10,789

宮　崎 3,571 3,728 5,008 6,150 9522 11,591 4,006 5,601 9579
鹿児島 4,018 3,983 4β00 ス186 9453 12,051 5,840 5,561 9959

地方中心酬){㌫ 3,577

2,921

4,244

5,526

5,550

4,414

ス727

6,256

10,579

　 8,488

13,112

10,802

4,440

5,551

6,223

4995

10,857

　 8,927

'

大牟田 2,826 5,255 4,166 6,055 8,428 10,710 3,555 4,958 8,851

直　方 5,266 3,699 6,940 6,808 9551 11,194 5,552 5,500 9251

飯　塚 3,208 3,929 4,596 6,390 8,863 11,126 3,677 5,213 9195
田　川 2,807 3,126 4,145 5,759 9295 10,545 3,316 5,468 8,713

唐　津 2,997 5,882 4β64 6,5ア6 8,549 11,200 5,491 5,029 9256
伊万里 2,451 2,985 4,029 5,782 8,404 9644 5,223 4,944 ス970

島　原 2,896 5,453 4,444 6,052 8,571 10,784 5555 5,042 8,913

諌　早 2,744 5,420 4,178 6,504 9256 11,527 5,342 5,445 9527

八　代 2,814 5,544 4,005 5,656 8,069 10,171 5,202 4,746 8,406

地方中心都市(面
人　吉

本　渡

2,416

2,505

3,269

3,012

4,064

4,066

5,136

5,867

ス957

8,856

10,141

11,381

3,251

5,253

4,680

5,210

8,581

9,406

別　府 2,840 3,551 4,561 6,133 8,148 10,161 3,649 4,793 8,ろ98

中　津 3,026 3,640 4,420 6,038 8,110 10,501 3,536 4,771 8,679

日　 田 2,435 3,464 4,158 5,883 8,127 9753 3,526 4,780 8,044

佐　伯 3,276 5,876 4,504 6,708 8,390 10,462 5,603 4,936 8,646

都　城 2,415 5,092 3β57 5,565 8,286 11,072 5,109 4874 9151

延　岡 5,107 3,685 4,340 6,000 スフ53 9569 5,472 4,561 Z908

日　 向 2,517 5,477 4,528 6,151 8,127 10,902 3,463 4,781 9010

川　内 2,871 3,017 4,065 5,892 8,060 11,028 5,251 4,741 9114

.鹿 　屋 2,746 2,949 4」64 6,084 8,291 10,938 3,531 4,877 9040



〔
O

邑

表5-15　 各局別新規大規模小売店舗届出状況

50年3

月 まで計

50年 度 51年 度 52年 度

53年 度

　 ω

54年 度

　 (B)

総　　計

B/A

(%)

55　 　　　年　　　　　　度

1%半 期
ち糊 ソ糊 ソ糊 計

札　幌 12 11 16 20 19 22 100 115.8 2 2 7 一 11

仙　台 33 14 25 28 29 61 188 210.3 8 15 5 一 26

東　京 148 100 82 104 77 181 692 255.1 34 28 31 一 95

名古屋 51 48 41 31 27 50 248 185.2 4 11 16 一 51

大　阪 67 45 28 45 50 46 261 153.3 ・8 12 9 一 29

広　島 37 21 33 25 21 64 201 504.8 8 15 11 一 52

一

四　国 9 9 3 10 7 14 52 200.0 5 1 6 一 10

福　岡 41 32 55 55 33 157 355 415.2 17 7 20 一 44

沖　縄 1 1 3 0 0 1 6 一 o 0 1 一 1

計 399 281 264 318 245 576 2,081 25ZO 84 89 104 一 277
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参考資料　 　 　 　 　 　 　 ⑧
　　　「流通システム化に関する地域情報活用状況実態調査 」票

〔瞬1査 ・研究 の 目的 〕

　　本離 は・疏 システ魂 齪 進ずるための儲 離 のあり方諏 ついて酬 、

鵠 するために・以TFの それぞれの立場に紺 るデータの利用状況と必要データに

ついて糎 研究'し・臓 の課題已P応m来 るような情報の体系化と齢 の円肺 流

通を図ろうとするものです。

　 　な お、調 査結 果は 後 日と りま とめ ます が、 国 禁 の 内 容は 秘 密 を厳 守 い た します 。

　o地 方 自 治 体 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　'

　 北 　マス ター プ ラ ン策 定 な ど長 期 流通 政 策 立 案 の基 本 資料 と して

　 (?)都 市 計画(市 街 地 再 開発 ・商 業立 地 計 画 な ど)立 案 ・修正 ・施行 な どに際 し

　 　　 　て活用 す る。

　 {3)　 (大 店 審 な ど)商 業調 整 に 当っ て 基礎 資料 と して

O商 工 会 諸 所 ・ 商 工 会

　 〔1)商 業 活 動指 導 の基 礎 資料 と して常 備

　 t2}商 築活 動予 測の 基 本情 報 と して活 用

　 (3}　商策 調整 に際 して 活用

o萌 ご通 業 界 　 　 　 　 　 　 '

　 (D　 出 店政 策 の基 本 資料 と して活 用

　 {2[営 桑政策 の基i本資 料 と して活 用

〈 お　 甑 　 い〉

　　 調五 票は12月12日 までに 同 封 しま した返 信 用 封 筒 に入 れ て投 函 して くだ さい。

　な お、本 調 査の 内容 等 ご不 明な点 は下 記 に お問 い 合 わせ くだ さい。

　　 　　　 　　 　　 　 .〈通 絡 先〉 　 (財)九 州 流 通 シス テ ム協会

　　 　　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　福 岡 市 中 央区 天神1丁 目16r1(毎 日会 館)

　　 　　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　皿(092)　 712-0229

1　 利 用 してい るデ ー タに つ いて

M"　 1次 碩 願 眠 れ それ に つ い て・利 用 され て い るデ ー ・A]・ ・
.○印 を おつけ

　 　　 下 さい。

　 　　 質 問1　 商業 活 動 指導 の基 礎 資料 と して常 備

　 　　 質 問2』 商業 活 動 予 測 の基本 情 報 と して活 用

　 　　 質 問3　 商 業調 整 に際 して 活用

デ ー タ

種　別
統　 計　名 番号 デ　 ー　 タ　 項　 目 質問1

・貝問2
質問3

国　勢　閑　査 1 年令別 ・男 女別人ロ

(総 理府統計局) 2 世帯種類別、世帯人員別世帯数及び世帯人

貝

3 経済構成、親族人員別普通世帯数

人
4 住宅の種類、住宅の所有関係別書通世惜敗、

普通 世帯人員1世 帯 当た ワ室数、畳 数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

沈菜研造基本閲査 5

　 　 　 　 　 　 .

就案 、不就業 状態 、配偶関 係、教育程度

・

(総 理府統計局・) 年令、 男女別15才 以上人 口
さ

6 就業状態、産業、従業上の地位男女別霜築

者数

、 人　o　 動　態 7 人q増 加数

'

8 自然動態
口

9 社会動態

住 民基 本台 帳 10 男女別人口

11 世 帯 数　　　　　　　　　　　　　　　,

12 転 入 ・転 出

将来 推 計人 口

利用 している場合具

〆体的 データの名 前及
.

■

k
ぴ推計 方法を右 にご

記 入下 さい。
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'

デー タ

色 別
統　　』十　　名 番号 デ　 　ー　　 タ　　 項'　 目 質問1 餉2

　 .
鯛 こ

家 計凋 査年 報
　 ㊨

1瓢 1世 帯当たり年平均1ケ 月間の収入と支出

(総理府統計局) (1)都 市階級、地 方別1世 帯 当た り消費支

出(費 目別、 品 目別)

所 ②　県庁所在都市別1世 帯当た り消費支出

(費 目別、品 目別)
・

得 14 1世 帯当た り年間の品目別支出金額、購入

数是、平均価格

と (1)都 市階級、地 方別

(2}県 庁所在都 市別

…　 　消i

1 県　民　所　得 15 産業別純生産

費
.

県民所得(分 配)

県民所得(支 出)
・

市 町村 民 所 得 16 産業別純生産

17 市町村民所得の分配

.

消費と貯蓄の動向 18 主要耐久消費財の普及状況(県 別)

(経 済企画庁) 19 〃　　　　　 (地域別)

20 〃　　　　　 (所 得階層別)

南 桑統 言十表 21 卸売業(産 業分類別)

(通 商産業省) ω　規模別商店数

②　従業者紋
商

{3)年 間販 売額

④　商品手持額

;: (5)売 場 面積

22 小醗 .(産業分類別)

(D　規模別商店数

茱
②　礎案者歌

(3}年 間 販売頚

データ

穐　別
統　　計　　名, 番号 デ　　ー　　タ　　項　　目 質問1 ・・鉋

・.
ゆ　商品手持頴

■

⑤　売場面積

23 飲　食　店　(産 業分類別)

α)規 模別商店数

②　従業者致

商 ③　年間販売額

(4)商 品 手持額
'

㈲　売場瓶 積

24 卸　死'薬 　 (産 業分類別)
.

(1}仕 入先別年間販売額

{2}　　販売 先芳|1年{91販売 ざ酊

25 小　売　築　　(産 業分類別)

(1}　仕入先別年間販売額

、 (2〕　販売先別年間販売額・
.

莱
、

商 業 動態 杭 ξ十 26 地域別商品別販売額(百 貨店) 1
(通 商産業省)

"　 　 　 (セ ル フ店)

〃　　　　 (そ の他の商店)

"　　　　 (合 　計)

流

　 　 　 　 　 　 　 　 .

商 品 流通 掴 査
1
　 27 都道府県別出荷内訳 |

(通 商産築省)

貨 物 地域 流 動 調 査 28 地域相互間貨物輸送 トン数
.通

(迎 　輸　省) 29
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,
輸送機関別品日別貨物輸送 トン数

賃 伍 月 勤労 統 計 30 常用労働者1人 平均月間現金給与総額

金
(労 　働　省)

物 消 費者 物 価 指 数　' 31 品目別消費者物価指数

価 (経 済企画庁)

建 1住宅着工統計年報' 32 所相関係別着工新設住宅戸数

築 (鍵　設　省) 33 敏煩別着工新設住宅敬
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デ ー タ

種　 別
統　　計 『　 名
　 　 　 　 　 　 　 「

ザ ロ甘 つヲ 'デ　　 ー　　 タ'　
,項　　　目 鯛1 質問2

1鯛3

.← 一 .「 　 一

陸 運 統計 年 報 3' 自動車保有車両数

`

(運　輸　省) 35
'亘菰 恥 旨

当り人。

そ
海運 業務 要 覧 36 支局別倉庫数及び面積

(九 州海運局)

道 路 統計 年 報 37 国道 、県道、市道 の状況

の (建 　詮　省) 38 駐　車　場　数

39 地 価公 示 価 格

40 気　 象

他 41 上下水道の整備状況

42 電気 ガス使用丑 、

「

団 一2　 以上 の 他 よく利 用 され てい るデ ー タが あ りま した ら、 そ の統 計 名(デ ー タ項

　　　 自)を ご 記入 下 さい。 また 、 その 利 用 目的(質 問項 目の1.2.5.)に つい て○ 印

　　　 を おつ け下 さい。

統　 計　　(デ ー タ項 目)　 名 利　用　 目　的

1 1.　 2.5.

2

.・・

　 　 　 　 　 　 　 .

1.2.5.

5 1.2.5.

4 L　 2.　 3.

5 1.　 2.3.

6 1,　 2.5。

2　 加工 して 活 用す るデ ー タにつ い て 　 　.　 　 　 　 　 　 '.

　[21-1　 流 通 と くに小 売 業 に対 す る政策 立 案 、指 導 活動 、 戦略 設計 にあ た って、

　　　　 どの よ うな デ ータ を 活用 して お られ ます か 。 次の 加工 デ ータ の うち該 当す

　　　　 る もの に○ 印 を おつ け 下 さ い。

区分 孟号 加 工 デ ー タ の 名 (　加 工　デ　ー　タ　の　内.容 　) 記入剃

人
　ロ

　
に
　
つ　

い
　て

1. 商　業　人　 ロ

(高 田人口)

当該市町村の年間小売販売類

県民1人 当り年間小売販売頴 '

2 小売 莱の売 場面積

1m'当 りの支持 人口

行政人口　　　　　 昼間人口　　　　商莱人口
　 　 　 　 　 　 .　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　 　　 　 　 　　 　 一 一

売場面積　　　　　亮場面ぷ　　　　売場面積

3. 便宜性指標=購 買力流出入

　　　　　 比率

商業 人 口

行 政 人 口

4, 商 圏 人 口推計

5. 世帯数 ・家計

消費支出推計

小
・売

販

売

額

に

つ

い

て

『'6 販　売　効　率 年間小売販売額　　年間小売販売額　年間小ラc販売頴
　 　 　 　 　 　 　 .　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

　 売場面積　　　　　従莱者数　　　　　 行政人口

(売 場効率)　　　 (労 働生産性)　 　 (吸 引度)

7. 商圏内潜在購買力 1人 当 り小売関係消費支出x商 圏人rl殻

a 将来の商圏内販売額予測

売

場
而

67
に
つ

い

て

9, 商 業 集積 度 小売 売 場 面 硫

一 一.

行 政 人 口

10, 大 型店 占有 率 大型 店 店 舗 面積

総 売 場 面 積

そ
　
　
の

　

他　　　　　

　

　

.

11. 将 来 性}旨{票 (当 該市町 村の2～3年 後におけ る推計 人口Xl人

当 り消費 支出額X顧 客 流出入比率)一(年 間 小売販

売預)

1± 影鵠度1旨標=南 桑集硫の吸

　　　　　 引率

　　 　 (Sjft/Tij　 2)　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　
」(ハ フモ デル)Pi】=

　　　　 むS川/TU
　　 　 　 j=1
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田 一2　 以上 の 他、 加 工 デ ー タ と して活 用 して お られ る主 な デー タを お示 し下 さい
。

デ　 ー　 タ　 争' 内　　　　　　　　　容

1

2

5

4

5

en　-3　 歯間 の 設定 につ い て

　川 　店 舗(500"似 上)の 出 店 な どにつ いて 商 圏 を設 定 され る場 合(通 常 の場 合)

　 　 どの よ うな範 囲 で と らえ てい ます か。 次 に ご記 入 下 さい。

　 　 商　　圏

計画売場規摸
第　1次 商 圏 第2次 商 圏 第 る 次 商 圏

500～1.500η1'
徒 歩　　　　分

距 離　　　㎞以内

自動車　　　　　分

距 離　　　㎞以内

'自
動車　、　 '　 分

距 離　 　 　 ㎞以内

1.500～3,000η8、
徒 歩　　　　分

距 離　　　㎞以内

自動車　　　　　分

距 離　　　㎞以内

自動車.　 　　 分

距 離　　　㎞以内

3,000・ π'以上
徒 歩 .　　 分
距L㎞ 以内

自動車　　　　　分

距 離　　　㎞以内

自動車　　　　　分

距 離　　　㎞以内

tE(')第 欲 商 圏 とは ・地 域 眼 力の7q～-go%を 吸 引 で き る範囲 を い い ます。

　{2)第2次 商 圏 とは　 　 　 　 "　 　 20～50%　 　 　　 　 "

　(3)　賀∫3次 商 圏 とは 　　　　　tt　　　 5～ 　　5%　 　　　　　"

② 　商圏 設 定の 主 な方 法 は(○ 印を お つけ 下 さい 戊

　 1.　ライ リーの 法則 等理 論 値 を重 視

　 2.　行 政区 画 を中 心 に

　 5.経 験的 に、 そ れ ぞれ の ケース で

　 元　実質 的 商圏 人 口を基 礎 に して

　 5,そ 　 の　 他( )

3　 必 要 とす る(不 足 して い る)デ ータ につ い て

　 固 一1　 流通 関連 の基 礎 デ ーPと して どの よ うな デ ー タを必 要 と思 わ れ ます か。

　 　 　 　 具体 的 な デ ー ・の 名.前・ あ るい は デ ー・ の内 容 につ い て お知 らせ 下 さい。

必 要 性 の あ る デ ー タ の 名 前 利 用　目　的

1

2

3

4

〔3|-2　 既 存 デ ー タの 利 用 に あ た って どの よ うな問題 が あ ります か。 該 当す る番 号

　 　 　 に○ 印 をつ け 、 更 に対 象 とな る統 計 、 資料 の 名称 や分 野 等 をご記 入 下 さい。

項　　　　　　　　　 目 　 　デ ー タ の 分 野
(例えばooに 閲する統計、資料)

1' 入 手 先 、入 手 方 法が わか らない

2. 公表 が 遅 くて タ イ ミン グが ず れ る
傷

日 露 鉄 董か亮 ・・地域別・.品目細 網
　 ;が とれ な い

4,
印刷 物 で しか 公 表 され な いの で、 計 算 機 の

媒 体(磁 気 テ ニ ブ等)入 手 が で き ない

5. その他(具 体的に　　　　　　　　　　　 )

6. その他(具 体的に　　　　　　　　　　　　)
　 　 L

es　-5　 基 礎 デ ー タ加 工 の技 術上 の問 題 に は、 どの よ うな'ごとが あ ります か。 該 当

　 　 　す る番 号 に○ 印 を おつ け 下 さい 。　 　 　 　 　 　 　 層　 　 　 　 '

　 　 　.デ ータ加 工 の 専 門担 当 者 がい な い1

2

5

4.

,5.

コ ン ピ ュー タ利 用 が(財 政 的 に 、 技術 的 に)困 賠

隣 接 市町 村 との 作 業で な け れば 、 基礎 デー タ加 工 の意 味 があ ま りな いが 、 共

同 作 業推 進 の体 制 が と'れな い。

デ ータの 分 析、 加 工 に 悪意 性 が 入 る余地 が 大 言い

そ の 他(何 で も繍 「ざナか ら具 体的 に お7穴し下 さい)

o
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4過 活動(主 に商業関係)に 関する各種調査(自 主統計も舗)あ るいは繍 収

集活動こついて・その獺 があれば、その調査内容を油 槽にご記入下さい
。

　 (55年 以降の分で結構です)

　 　 　 　 石質　 　目
(1) (2)

調　　　査　　　　名

調　　査　 '目　　的

調　　　査　 対　 象

調　　査　　内　　容

調 査 　 サ イ ク ル ω単発　 (・)回/年 初 単発　 ㈲ 回/年

結 果 の 公 開 有 無 .

項 目　　　　　　　面 (5) (4)

調　　　 査　　　 名
'

調　　査　　目　　的

調　　査　　対　　象

調　　査　　内　　容

調　 査 サ イ　 ク　ル ω単発　　(・)回/年 竹)単発　　←)回/年

結 果 の 公 開 有 無

(お 願 い)

　 な お・ 調査 報 告 書 で余 部が ご ざい ま した ら、 添 付 してい た だ くよ うお願 い 申 し

　 上げ ます。

　 御 協力 あ りが と うご ざ い ま した 。

機飼 ・会 社名 m( ) 一 番

所　在　地

記 入 者 名 所 属 ・役職 氏名





　　　　　　地域別情報拠点育成調査(各 論IV)

地域経 済情報 ネ ッ トワー ク形成 に関す る調査

　　　　　　　 (関信越 ・東北地域委員会)



「



「地域経済情報ネ ットワーク形成に関す る調査委員会」委員名簿

長

員

員委

委

〃

　

　

　

〃

堀　崎　昭　生

岡　田　清　治

坂　本　孝　夫

飛　田　　　実

秋　山　雅　男

東　城　浩　光

大　村　一　也

井　上　　　清

西　海　明　夫

陶　山　　　誠

雨　宮　敬市郎

春　　　英　彦

結　城　俊　雄

久保田　　　保

檜　山　純　孝

中　谷　健　一

松　田　美和子

山　崎　健　司

市　川　　　隆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (順 不同,敬 称略)

東京商工会議所産業部長

東京商工会議所産業部首都対策課長

東京商工会議所産業部首都対策課調査係長

埼玉県商工部商エ総務課専門調査員

千葉県総務部情報管理課主査

千葉県商工労働部商政観光課企画班主査

東京都総務局総合機械化担当副主幹

神奈川県企画部電算 システム課副主幹

神奈川県商工部商工総務室副主幹

(財)中 小企業金融公庫調査部資料統計課副調査役

(財)日 本開発銀行事務管理部副長

東京電力(株)企 画室調査課長

仙台通商産業局総務部情報管理室長

仙台通商産業局総務部情報管理室電子計算機専門職

東京通商産業局総務部情報管理室長

東京通商産業局総務部情報管理室電子計算機専門職

東京通商産業局総務部情報管理室

東京通商産業局総務部情報管理室

(財)日 本情報処理開発協会技術調査部次長
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調 査 の 概 要

ω 調 査 の 目 的

　　 80年 代は 「地方の時代 」と呼ばれ,各 地域の動向に強い期待と関心がもたれている。

　　このような中で,行 政機関,各 種団体企業等においては田園都市構想,定 住圏構想等の長期計画

　の策定や,複 雑化してゆく経済状況の把握に地域独自の展開が求められている。

　　これらの計画を策定し,実 行するには,地 域における情報基盤を整備し情報の流通をはかる必要

　がある。

　　そこで,本 プロジェクトでは,多 岐にわたる地域活動の うち特に変化の著 しい経済状況を迅速,

　確実に把握するために地域経済情報へのニーズを明らかにするとともに,そ の利用方法,技 術に関

　する研究,開 発 を行 い共通情報基盤の形成拡大に寄与 しうる地域情報拠点の育成 と地域経済情報

　ネットワークの形成を行 う。

　　②　調　査　計　画

　　　　調査研究の全体計画は次のとおりである。

　　　　調査研究は55年 度 より3カ 年計画で行 うものとする。

　　　ω　昭和55年 度

.　　　　　 経済動向把握の為に必要な情報について各地域での①情報活動の実態調査,② 政策的利用に関

　　　　 するニーズ調査

　　　 (ロ)昭和56年 度

　　　　①　 55年 度の成果を踏まえ必要なところから情報の収集整備,蓄 積のためのデータ交換等利用に

　　　　　関するテス ト事例の研究を行う。

　　　　②　情報ネットワークを実行する際に問題となる組織的制度的な諸問題について調査する。

　　　　③　ネットワーク基本構想を作成する。

　　　←9　昭和57年 度

　　　　①　必要性の高いデータについて条件の整った地域データバンクの形成,拡 充およびその利用の

　　　　　ためのソフ トウエアの開発を行 う。

(3)昭 和55年 度調査研究経過

　(d}昭 和55年6月25日 第1回 地域経済情報ネットワーク形成に関する調査委員会の開催

　　①　主旨及び経過説明

　　②　地域委員会活動方針(案)の 説明及び活動方針(案)の 承認

　　③　今年度実行計画(案)の 説明及び実行計画(案)の 承認

　(ロ)昭和55年8月 ～9月

　　①　関東 ・東北地域456団 体に対するアンケー ト調査の実施及び回収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (1)



　②　調査委員会構成メンバーに対する「地域経済利用状況,電 子計算機処理状況,利 用ニーズ」

　　アンケート調査の実施及び回収

⇔　昭和55年9月29日 　第2回 地域経済情報ネットワーク形成に関する調査委員会の開催

　①　アンケー ト集計結果中間報告

　②　今後の進め方の検討

@　 昭和55年12月 ～2月

　　調査委員会の構成メンバーに対して

　　 「産業経済分野統計資料利用状況調査 」の実施

㈱　昭和56年5月10日 　第5回 地域委員会の開催

　①　栃木県　統計データバンク

　　　埼玉県　人 口システムについての講演

ω 推 進 体 制

　　次の機関の委員(19名)で 構成する「地域経済情報ネットワーク形成に関する調査委員会 」を

　設置し,本 調査研究を推進 した。

o

o

o

o

o

o

o

o

埼玉県庁商工部商工総務課

東京都庁総務局

神奈川県庁商工部商工総務室,企 画部電算 システム課

千葉県庁総務部情報管理課,商 工労働部商政観光課

日本開発銀行事務管理部

東京電力㈱企画室

中小企業金融公庫調査部

東京商工会議所産業部

仙台通商産業局総務部情報省理室
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1.地 域経 済 情 報 ネ ッ トワー ク形成 に関 す る ア ンケ ー ト調 査 結 果

1.1　 関信 越 ・東 北 地 域 の経 済 特 性

　首都圏およびその周辺部からなる関東地域は県民所得(分 配)の 全国に占めるシェアは41.9%

(55年 度)で 俗に4割 経済といわれ他地域に比べ産業構造は高度化し,か つ日本経済発展の原動力

となっている。特に当地域の中心である首都東京は単一都市 として世界最大級の人口を有 し,我 が国

の中心都市であるとともに,一 大消費都市,国 際都市等多角的な特性をもち,あ らゆる中枢管理機能

を包含する総合的 ・複合的な都市である。

　なかでも特徴的なのは,(D政 治行政面の中枢機能,② 情報化社会に対応する情報機能,③ 情報量,

施設数,人 的資源等からみて圧倒的に高い教育 ・文化機能であろう。

　しかし人口や諸機能の過度の集積は周辺県(関 東臨海地域)を も含めてさまざまな問題をひき起こ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 り

している。(交 通ラッシュ,公 害.資 源エネルギー問題.住 宅問題,生 活環境施設の供給不足,防 災

問題,等)

　これら過密がもたらした諸問題の改善のために工場の地方移転促進,地 力における産業の振興対策

がとられつつある。

　一方東北地域は全国に比べ域内産業に占める第1次 産業の割合が相対的に高く,第2次 産業の割合

が低いという状況にあ り,地 域 の所得格差をはじあとする種々の格差を有してきた。 さらに内容的に

みれぱ第2次 産業においては1人 当たり出荷額,1人 当り付加価値額が全国平均より低いという問題

を有 している。 また,こ の産業構造高度化の遅れは1人 当 り県民所得の全国格差を生み出すと同時に

就業構造の高度化の遅れともつなが り労働者の域外流出の問題を引き起 こした。社会資本蓄積につい

てみれば道路,港 湾等の産業基盤整備投資及び生活基盤投資面での格差が大きかった。現在工業再配

置の促進等を通じて地域の産業構造の高度化を図りつつある。

1.2　 ア ン ケ ー ト調 査 の 目的

　以上 のような地域特性 をふ まえた うえで,「 地域経済情報ネ ッ トワーク形成 のための調査研究 」を

開始するに当 り,地 域 経済に関係 の深 い諸機関 が次の点に関 して どうい う意識を もっているか,或 い

は現状は ど うであるか を把握す るた め別添調査票(参 考資料1)に 添 ってアンケー ト調査 を行った。

①　地域情報 としてど うい う情報が必要 であるか,ま た どの程度充足 されているか。

②　統計資料を整備活用する必要が あるか。

③　磁気媒体に よるデ ータ交換,ま たはプログラム等 ソフ トウェアの交換は どの程度行われ ているか。

④　データベ ースがど ういった業務で利用 されているか。

⑤　情報の相互利用 を実 現するには ど ういった方式 が最適か,ま たど ういった問題点が起 って くるか。
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　調査 対象は関信 越 ・東北地域 　 (青 森 岩手,山 形,秋 田,宮 城,福 島,茨 城 鞠馬,栃 木,千 葉 埼

玉,東 京,神 奈川,山 梨,長 野,新 潟,静 岡)の 行政 ・民間諸機関で あ り,調 査票発送数,回 収率等

は表1-1の とお りである。

表1-1　 ア ンケー ト調査の回収結果

機　　　　　関
発　　　　　送　　　　　数

回 収 数
回 収 率

(%)計 東　　北 関 信 越

行 政 機 関

　 　 県

市　　町　　村

200

15

187

69　 '

6

63

131

　 7

124

129

15

116

64.5

100.0

620

民 間 機 関

金　融　機　関

商 工 会 議 所

諸　　団　　体

236

82

55

101

40

14

18

8

196

68

・55

95

131

51

35

45

55.5

62.2

660

44.6

合　　　　　計 436 109 327 260 596

1.3　 調 査結 果 の概 要

ω　 コンピュータ使用状況 と利用業務

　　回答機関の内,導 入 または委託 によb電 子計算機を利用 している機関は行政機関で93%,民 間

　機関でも73%に 達 してい る。調査対象 を比較的人口の大 きい市町村,あ るいは規模の大 きい民間

　機関(銀 行 が多い)と した ことによる。 また,行 政機関,民 間機関共,磁 気テープ装置を利用 して

　い る機関が電子計算機利 用機 関の約9割 であらた。他の装置 も含めれば殆 どの利 用機 関 が オフ ラ

　 インによるデ ータ交換用媒体 を持 っていることになる。 しか しオンライン機 能 を持 つ機 関 は全体

　 で10%以 下 であb,し か もその6割 以上が金融機 関であ るこ とを考 えれば その普及は まだ低い。
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図1-1　 電 子計算機使用状況(返 送数=100)
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図1-2　 周辺機器の設置状況(電 子計算機利用者=100)
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一
計算機利用率を地域別に見ると県 と銀行では関東.東 北でそれほ ど差は見られないものの市町村で

の利用率は東北が関東の垣 下商 工会劃 で鴎 以下とな・ては

　利用業務は「税金 」「人事 ・給与等内部管理 」が行政機関ではほぼ100%行 われている。「統

計処理 」は両機関共約6割 であるが,特 に県 ・金融機関で高い。 「その他 」としては県では予測 ・

技術計算 市町村では住民記録,金 融機関では預貸金業務,商 工会議所では会員管理等が多い。

　統計処理を含め,利 用されるデータの多 くが個人情報に関するものである。

10a
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≡ 一
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管
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図1-5　 電子計算機利用業務(電 子計算機利用者=100)

税

金

そ

の

他

②　データ等交換状況

　　磁 気媒体に よるデータ交換 は行政機関で56%,民 間機関 では49%が 「行 っている 」と答えて

　 te　b,比 較 的行 われている といえ る。特に県 で69%,金 融 機関で67%と 高 い。 しか し,交 換さ

　れているデータの多 くは指定統計 や口座 振替 に関する ものが多 く,自 主的なデー タ交換は県 と市,

　金融機関同士,或 いは金融機関 と計算機センター間な どで一部見 られる もののそれ ほ ど活発 に行

　われてい るとは言えないだろ う。(資 料1参 照)

　 　交換データ として次の様 なデータが あげ られた。一 般統計情報 の交換は県 と国,県 と市で一 部行

　われてお り,国 勢調査,工 業統計,農 林センサス,人 口動態調査,道 路情報,学 校基本統計調査等

　が ある。企業情報に関す るデータが金融機 関で多 く入手されている。

　　ソフ トウェアの交換 は県 と国,あ るいは商工会議所間で若干行われてい るが,ま だまだ行 われて
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いない状況にある。

・行 政 機 関

将来行 う
予定　 1

民 間 機 関

無
回
答

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 将来行 う予定図1 -4　 データ交換状況(電 算機利用者=100)

行 政 機 関

無
回
答

民 間 機 関

行っている

　10

図1-5　 ソフ トウェア交換状況(電 算機利用者=100)

(3)地 域情報について

　　地域情報として,ど ういった情報が重要であるかを問 うた「基礎情報(土 地 ・人口)」 「産業

　 (生 産 ・販売)」 に関する情報は両機関共重要であるとしているが,次 に重要なものとして,行 政

機関では「財政 」「福祉 ・環境 」をあげているものに対 し,民 間機関では「企業経営 」「マクロ経

　済指標 」が重要 としている。概 して言えば行政機関では総合政策的な情報を重視するが,民 間機関

　では生産活動 ・販売活動に直接結びつ く情報を重視 していると言える。

　　ところで,そ の情報が十分得 られているとする機関は行政機関で6%,民 間機関では3%と 少な
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図1-6　 重要と考える地域情報(返 送数=100)

く,不 備であるとした機関は6割 近 くに達 している。

不備である理由としては「情報整備のセクションがない」「情報が膨大である」他,民 間機関では特

に「必要な情報が公表されていない」ためであるとしている。

　 　　　 　 行 政 機 関 　 　 　 　 　 　 　 　　 民 間 機 関

不備である

無
回
答
れて

る

多少不備だが

ほぼ満足すべき

　状態

　 　　　 55

　　　　扮

無回答 禁
　　　 　 る

多少不備だが

ほぼ満足すべき

状態

　　　 　 51

図1-7　 地域情報整備状況(返 送数=100)
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図1-8　 地 域情報 が不 備である理 由(不 備 と答えた もの=100)

　 ま た,そ の他の理 由 として「情報 の公表が遅い 」「情報の基準レベル,収 集サイクル等 が異な り

利用 しに くい 」こと等が ある。

(4)デ ー タ ベ ー ス に つ い て

　　今後統計資料を整備活用 し,そ のためには電子計算機の利用が必要であるとしている機関は9割

　以上あり,計 算機による統計利用のニーズが高いことを示 している。

　　データベースを作成済みあるいは作成予定 している機関はかなり多く行政機関で56%,民 間機

　関では78%で ある。その内容は市町村の住民情報システム,金 融機関の口座システム,県 ・市町

　村金融機関の人事 ・会計システムが多い。統計データベースは行政機関でも約4割 で比較的多いが

　比率 としてはむ しろ金融機関で高い。

　　データベースの作成については関東で26%が 作成済,46%が 作成予定であり,東 北では作成

　済が15%作 成予定が41%で ある。

⑤　 情報の相 互利用について

　　 ここでは情報の相互利用を行 う方法 と して2種 類 の構想 を提示 し,意 見を問 うた。 図1-12は

　 ネ ットワーク型 で各機 関が独 自または規格化 された仕様 に従いデータベース を構 築 ・管理 し,各 機

　 関 の間でネ ック ワークを組んでい くものである。 これに対 し,図1-15は デ ータバ ンク型 で参 加

　 者 も承認 を受けた範囲内でそのデー タの利用 を行える方式である。

　　 図1二12,13の ど ちらが理想的 な相互利用 システムか とい う形で質問 したが,ど ち らかの構

　 想 に賛成 とした機関 は民間では89%と 多いのに対 し,行 政機関では58%と 若 干低かった。

　 さらに,こ うい った構想が実現 した場合,参 加が可能か とい う問いに対 し,「 可能 」または 「条件

　 が整 えば可能 」とした機関は民間の77%に 対 し,行 政 は61%と 低 く,「 不可能 」としたのは民
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民 間機 関

整備活用する

　必要がある

図1-9　 統計資料の活用(返 送数=100)

行　政　機　関
民　間　機　関

　　　　　 図1-10　 デ ー タベースについて(電 算機利用(予 定 を含む)=100)

間が9%と 低いの砒 べ・行政機関では32%と 極めて高い.そ の制約条件 としては「技術的問題」

「社会制度上の問題 」等があるが講 に行政鞭 では「社会搬 上の問題 」が大 きくな
。ている。

社会制度上の問題 としては方 イバシー保護・データ保護,情 報公開の問題等が挙げられている。

情報拠点構想への参加について関東地方 と東北地方を比較 してみると「可能 」又は「条件遵 え

ば可能」 とした機関は関東で75 ・9%,菊 ヒでは56・9%で あり,「 不可能」とした機関は関東で

16%凍 北では31・ ・%噂 している。この差の原因としては上にあげられた制約条件のうち東

北では⇔ ピー一夕の利用率が低いことカ・らくる 「技術的問題」に起因すると思われる
。
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図1-11　 デ ータ'ベースの種類(作 成済及び予定=100)
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図1-12　 情報 の相 互利用システム構想 図(A案)
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図1-14　 情 報基盤確立の方法(返 送数=100)
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図1-15情 報 拠点構想へ の参加について(返 送数=・100)
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　 25
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　　　 58

無回答
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図1-16　 参加の場合の制約条件(条 件付及び不可能=100)

1.4　 調 査 結 果 の ま とめ と問題 点

　今後,ネ ッ トワーク型 であれ,或 いはデータバ ンク型 であれ情報 の相 互利用 を進めてい くには多 く

の問題点 を検討 し,解 決 していかなければな らない。 この度 の調査 によってい くつかの問題点が明 ら

かにされ,ま た様 々の意 見が寄せ られた。調査結果をま とめてみる と次の ことが言えるだろ う。

　第1に は情報 の相互利用や地域情報 の整備 といった問題 に対する関心 が非常に高い ことである。

　第2に はプ ライバ シー保護,デ ータ保護等 個人情報 の取扱いについて慎重に検討 しなければな らな

い ことで ある。統計情報 に限 ってデー タ交換 の可能性を探 ってい くとして もこ うした問題 を解決 しな

ければ情報 の範 囲が限 られて しま う恐れが ある。

　第3に は機関 によって地域情報の とらえ方,ま た情報交換 に対する考え方が非常に異 なってい るこ

とである。 同 じ行政機 関でも県 と市町村 では異 なる し,民 間機関で も組織,地 域,業 種等 で対処 の仕

方が大 き く違 ってい る。

　第4に は民間 の行政 部門に対す る情報公開の要求が強いのに対 し,行 政側は住民対 策,法 制定等 多

くの問題 をかかえ ていることである。

　その他,多 くの意見が本構想 に寄せ られたが,(資 料2参 照)例 えば,

① 　利用者のニーズが組み込 まれ なければ ならない。

② ネ ッ トワーク に対す るコンセ ンサスが必要 である。

③ 情報 の統制 につながるものであってはいけ ない。

等,個 々の意見 を充分参考に していかなければな らない。
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2.地 域経済情報利用状 況,電 子計算機処理状 況,利 用 ニーズ調査結 果

2.1　 調 査 の 目的 及 び概 要

　 1の アンケー ト調査から地域情報ニーズ及び地域情報の整備状況等について知 ることが出来た。こ

れらの点についてより具体的に実情を把握する為に本調査研究委員会の構成メンバーに対 して別添調'

査票(参 考資料2)に 添って,以 下の3様 式によるアンケー ト調査を実施した。

様式1　 各機関における一般統計データ(公 表されているもの)の利用状況,・電子計算機処理状況,情

　　　　報ニーズ調査

様式2　 地域経済振興のための計画策定,地 域経済分析,地 域企業経営分析等地域施策を支援するシ

　　　　ステムの利用状況調査

様式5　 各機関で収集利用 している地域経済情報のうち様式1で 上げ られなかった情報,独 自に調査

　　　　を行い内部的に利用 している情報等の調査

　さらに上記調査の補完調査 として

「経済分野統計資料利用状況調査」(参 考資料5)を 行いニーズの多かったデータについて利用目的

利用方法を明らかにした。

2.2　 調 査 の結 果 と分 析

ω　情報ニーズの結果と分析

　　今回の調査の結果あげられた地域関連情報ニーズをまとめたものヵ噴 料5で ある。各機関を特長

　づける情報ニーズ もい くつかある。例えば日本開発銀行では「設備投資にかかわる業界動向地域動

　向の把握 」東京電力では「電力需給把握 」また,商 工会議所,中 小企業金融公庫では「中小企業経

　営動向把握 」等であり,通 産局,地 方自治体においては行政にかかわる広範囲の分野の情報ニーズ

　 「中長期計画,産 業経済の現状把握,中 小企業対策,商 業 ・サービス業振興,地 域開発,工 業立地,

　資源エネルギー対策,環 境 雇用労働,貿 易対策」である。

　これ らのニーズの中には共通する情報ニーズも多くみ られ,情 報の収集利用に関して機関同士の相

　互協力関係の可能性が明らかにされた。

②　情報ニーズに対応 したデータ整理

　　表2-1(a)は 各データ項 目について情報分野別に情報ニーズ(中 長期計画策定,短 期計画策定,

　中長期経済分析・現状経済分析,通 常業務参考)の 構成比を求めたものである。

　　特徴的なことは,人 口 ・世帯 ・土地利用 ・産業分野の情報の利用目的が「中長期計画策定 」であ

(14)



る ものが,20%を 越 えてい ることである。

　 「地方 の時代 」あるいは「安定成長の時代 」といわれてい る80年 代 において,中 長期 にわたる

地域的見通 しが政策 ニーズ あるいは業界ニーズ と して重要 にな ってきてお り,そ れにつれ て,あ ら

ゆる分野の「構造データ 」へ の要望が今後 も強 まることが予想される。

　 また表2-1(bXc)(d)は,地 域 区分別 の利用状況 とニーズの構成 比並びに利用周期の構成比 を示 し

た ものである。 これによると,ど の分野の情報 についても「随時 」「年 」「4半 期 」ごとに利用す

ると答えた機関が多 く,「 土地利用 」情報,「 住宅 」情報 は「月 」ごとの利用 も比較的多い。

「随時 」利用 と「年 」利用が多い とい うことは中長期経済 分析,あ るいは中長期計画策定 の為 のデ

ータが必要 であると同時 に通常業務の為のタイム リーな情報 も必要であることを示 している
。

地域区分 についてみる と利用状況 で最 も多いのは県区分のデー タ,市 町村区分のデー タである。人

口世帯,土 地利用情報 については市町村区分デー タの利用率が非常に高い し利用ニーズ をみて も同

様 で ある。産業,住 宅,運 輸通信,社 会文化生活情報 について も現状は県 区分データ利用率がやや

高いが今後は市町村 デー タが望 まれている。 さ らに経済情報を除いた各分野の情報 についてはメ ッ

シュデー タへ のニーズ もかな りの割合 を占めてお り,今 後 ますます きめの細かい地域データが必要

とされるであろ う。 しか しデータの地域メ ッシ ュ化が進む と現在の統計法上 では秘 匿処理を しなけ

ればな らない部分 も多 くなる。 この点は統計デー タ作成上,利 用上の今後の問題点 となるで あろう。

さ らに利用ニーズの地域区分で特長的な ことは 「その他 」の割合が比較的多い ことである。従 って

従来の国 ・県 ・市町村 ・メ ッシュとい う地域区分 で対応 しきれない もの,た とえば,電 力系統別,

新 産業都市誘導地域別,移 転促進地域別(工 業再配置促進法～通産省),港 湾別,地 方 自治体 か ら

みると河川別,あ るいは特定地域別,あ るいは行政機関別 とい うよ うな問題分野 に も応 じることの

できる情報区分が求め られてい るとい う点 である。

(3}共 通利用情報の現状

　　資料4,資 料5で 示 されるよ うに地域経済情報 について通常使用 されているもの と して全部で

　 181の 情 報が挙げ られた。その うち6機 関以上(全 機 関11)で 共 通 に利用 されている情報は

　 47で ある。　(表2-2)

　　 これ らの情報 は一 部 を除 いて年 ごと,あ るいは3年,5年 に一度の悉皆調査 で得 られる構造デー

　タである。その他利用ニーズは多いが各機関それぞれが,独 自に調査 し利用 してい るため調査 の内

　容,集 計 の方法に多少の相違が あり広域のデー タ整 備が難 しい もの としては 「中小企業動向(景 況)

　調査 」「消費動向(商 圏)調 査 」等が ある。 また,「 大規模小 売店 」に関する利用 ニー ズ も各県,

　通産局 を中心 としてかな り多い。

　　 さ らに,狭 義の産業経済分野情報(表2-2の 産 業,経 済分野の うち,農 業関係 と一部経済 関係

　を除 きエネルギー情報の一部 を含む)と 地域課題 とのク ロス表 を表2-5で 示 す。1種 類のデータ

　が非常に多面的な利用のされ方 をしているのがわかる。表2-5に 示 したデー タについて利用項 目

　等の詳細 は資料6に 示 されてい る。
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表2-1 分野別情報利用,ニ ーズ等の構成比
(単 位:%)

.

ω　　　情　報　ニ　ー　ズ　構　成　比 {b[　　 地 域 区 分 構 成 比 〔d　利用ニーズの地域区分構成比 {d}　　　　 利　　用　　頻　　度　　構　　成　　比

中長期
財　画
策　定

短　期
9†　画
策　定

中長期
経　積
分　析

現　状
経　済
分　析

通　常
業　務
参　考

その他 全　国 県 市町村 メ　ツ
シ　　ュ
その他 全　国 県 市町村

メ　 ッ

シ　　ュ
その他 毎　日 週 月 四半期 半　年 年 随　時

人　　ロ ・世　　帝 22.7 10.8 12パ 14.7 50.1 97 14.6 52,・5 54.9 10.0 12.1 22.8 72 21.0 186 30.5 4・0
.
4.4 4.0 11L　 4 2.6 21.7 51.8

土　　地　 .利　　用
25.2 8.3 121 8.5 56.8 11.6 90 36.5 54.1 90 11.4 157 1.0 41.2 167 275 0 4.5 10.5 12.8 5.8 2Z6 591

産　　　　　　　業 21.6 94 15.8 21.4 50.9 90 1Z7 14.5 22.6 16.9 28.2 177 14.5 22.6 169 28.2 1.5 5.8 3.2 14.1 5.8 54.6 55.3

経　　　　　　 済 18.1 z4 15.8 214 2`0 11.2 21.2 4z4 161 2.2 15.1 55.5 292 18.8

　 .

o 18.8 1.9 4.8 5.7 21.0 4.8 28.6 55.5

住　　　　　　　宅 18.5 68 198 198
.24・7

10.5 22.0 56.4 18.9 6.1 16.7 24.2 11.5 52.5 161 16.1 2.2 Z7 165 13.2 5.5 20.9 54.1

運　　輸 ・通　　信 15.4 8.1 168 14.8 28.9 161 161 44.1 23.7 5.9 10.2 262 21.4 25.8 26.2 2.4 0 z1 5.9 14.1 z1 365 294

社会 ・文化 ・生 活 12.9 94 14.1 15.5 52.5 1Z6 90 46.5 292 4.9 10.4 14.5 14.5 35.7 25.0 10.7 4.8 95 5.8 12.4 1.0 40.0 286

(
　

O
)

表 　2　 -　 2 分 野 別 共 通 利 用 情 報

済 一 一 運 給　　通 信 社 会'文 化 ・生活人　ロ　世　帯 土　地　利　用 産　　　　　莱 経 住　　　　　宅

A B A B A B A B A B A B A B

国勢調査 10 4 国　調 8 4 事業所統計調査 11 2 国民経済計算 11 6 住宅調査 8 2 陸運統計 9 2 学校調査
'

7 1

住民基本台帳 9 2 耕地面積概要調査 7 4 農林省統計表 8 0 動労統計 8 5 建設統8†月報 8 5 道路統計年報 8 3 医療施設状況 10 5

'人
口動態年報 7 5 農林水産統計 8 4 漁業動態調査 6 0 都道府県別経済統計 10 1 自動1狂保有箪鯛月報 10 2 電気事案便覧 10 1

就業構造基本調査 10 1 林野面積統計 6 3 工業統計表 11 8 地方債現在高状～兄 7 1
、

ガス事業統8†年報 9 1

漁業動態調査 6 0 林業統計要覧 7 2 農業所得統計 7 1 普通交付税決定額 6 5 水道統計 7 1

農業統計表 7 0 市区町村面積調査 8 5 商業統計 11 8 税務統言t速報 6 1 下水道普及状況 7 0

事業所蔵曾†調査 10 2 工業統計表 10 8 鶏卵流通統計 6 o 建設業務統計年報 6 1
■

工業統計表 10 8 都市計画年報 7 5 牛乳,乳 製品統計 6 0 県民所得統計 9 4

公共施設状況調査 6 5 畜産統計 6 0

木材需要報告 7 o

作物統r憤林老舗†表 7 0

鉱工業指数 7 7
(蔑1)　 データの業務利用機関数が6以 上の もの(半 数以上)を 抽出した。

商業動態統計 6 4
(注2)　 A;デ 』タを業務で利用していると答えた機関数 〔全体で11機 関)

生産動態統計 6 4
B:デ ータか電導媒体に保有されていると答えた機関数(一 部保有 も含む)

s 産地概況調査 6 0 '



(
一

『
)

表2-3　 地域課題 とデータのクロス表(利 用業務数)

地域課題 地域経済 中小企業 商　　 業 地域開発 資　　 源 設備投資

データ名
振興 のた
めの ビジ 産業経済

対策地場 促進工場 雇用労働 公害防止 計

区分　 項 目 ヨ ン作 成 産業振興 サービス業 立地適正化 エネル ギ ー 動　　 向

工業統計産業編市町村編 12 4 8 1 3 5 2 1 56

〃　 企業編 2 2

〃　 用地用水編 4 2 1 7

〃　 品 目編 3 1
4

〃　 地域メ ッシュ
1 1

商業統計産業編 5 2 2 10 19

品目編 1 1

個表 4 1 5

地域 メ プシ ュ

県民所得統計 5 1 1 1 5 11

事業所統計全国編 5 1 5 2 9

"　　 都道府県編 5 3 2 1 3 12

〃　 麟禦 . 2 1
1 4

鉱工業指数 2 6 4 2 2 16
　 .

電力需給の概要 1 2 3

ガス事業統計 1 2 3

エネルギー統計年数 1 1

商業動態統計 1 1 2

生産動態統計 1
1

設備投資計画調査
1 1

計 39 20 26 18 5 17 フ 1 5 158

(構 成　比) (28.5) (145) (1&8) (150) (ろ.6) (12.5) (5.1) (α7) (56) (10α0)



(4)コ ンピュータによるデータの整備状況

　　今回,調 査対象11機 関の使用 コンピュータの概要は表2-4の とおりである。電算化されてい

　る資料については,資 料4の とおりである。　　　　　　　　　　　　　　 ・

　　また,分 野別電算機処理状況については資料7及 び表2-5を 参照されたい。

　　電算化されている資料の主なものは,工 業統計,人 口動態統計,固 定資産概要,公 共施設状況調,

　商業統計,国 民経済計算,勤 労統計,普 通交付税決定額,建 設統計月報,道 路統計年報,医 療施設

状況(資 料41よ りろ機関以上が電算化 している資料についてのみ抽出)で ある。データの入手先と

　しては,詳 細な内容は今後の調査を待たねばならないが,国 家機関 との情報交換,あ るいは日経デ

　ータバンクの購入等が一部行われている。また,地 方自治体では,業 務の遂行の結果生ずる情報が

　ほとんどである。

　　データのメンテナンスに関しては「年 」ごとに行 うが最 も多く,次 いで「月」ごととなっている。

　これは電算化されている資料の内容から判断 して当然な事であろう。

　　収録されているデータの地域区分として,ろ 口 ・世帯,土 地利用,産 業情報については市町村区

　分が最 も多く,他 の分野の情報についてもかなり市町村区分のデータが収録されている。

　　収録の範囲についてみると細かい地域区分で収録 しているデータは「管轄内」を収録の範囲とし

ていることが多い。 しかし地方自治体では他県 との比較をしたいとのニーズもあり出来ればより広

範囲のデータがほしいのが実情と思われる。

表2-4　 コンピユ三夕利用 の概要

機　　　関　　 名 使 用 してい るホス ト
コン ピュー タの機種 端　 末　 設　 置　 等

東　　　'京　　　都 　 　 　 　 2台
HITAC8350 テ ス ト中

神　　奈　　川　　県 HITAC180(本 庁)
FACOM160AD(分 室)

端末2台
端末4台

千　　　葉　　　県 FACOM25048

　 　 M160に 移行 中

埼　　　玉　　　県 　 　 　 　 　 　2台
HITAC(M1602) 端末1台

中小企業金融公 庫 FACOM　 M160AD

日本情報処理開発協会
FACOM160

ACOS700
CRT端 末1台
CRT端 末1台 移 動端末5台

目　本 開 発 銀　行 FACOM23058 端末 によるTSS利 用 あ り

東 京 電 力(KK)'
ユニパ ック11-61(2台)

ユニパ ック11-10(1台)
ソニーテク トロニクスAGS14'

三 菱M545

・端末
ユニパ ック11-82(1台)

沖 タ ック4300
ユニパ ック11-81(2台)

メル コ ム550/50　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 づ

東 京 商 工 会 議 所 禦 藩主`蒜}委 託

仙 宣 通 産　局
東　原　通　　　　　 産　局 凪C・Mア%,。

CRT端 末2台

Acosgoonと のオ ンライン
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表2-5　 情報分野別電算機処理状況

(a)メ ンテナンス構成比 (b)　地 域 区 分 構成 比 (c)収 録範囲の
　 　 　　 構成比

毎 日 月 四半期 年 随時 全国 県 市町村 メ ッシ ュその他 全国 管轄内 その他

人 　口　 ・ 世 帯 0 14.5 0 78.6 z1 23 2Z5 452 15.9 11.4 2.2 760 22.0

土　地　 利　 用 0 0 0 10α0 0 0 5Z5 40.6 0 21.9 70.0 0 300

産　　　　　　業 0 5.0 0 95.0 0 1.6 25.8 55.2 65 12.9 2.4 81.0 167

経　　　　　　済 ZO 40.0 ZO 460 0 176 41.2 255 0 1Z6 55.7 55.7 28.6

住　　　　　　宅 0 5α0 0 50.0 0. 20.0 0 0 0 80.0 50.0 0 50.0

運 輸　・ 通 信 0 25.0 0 75.0

　 　 .

0 18.2 2Z5 2Z5 0 2Z3 20.0 40.0 40.0

社 会 ・文化 ・生活 0 12.5 0 8Z5 0 0 391 348 4.3 21.7 0 61.0 590

⑤　情報の利用について

　　(1)～(4)までで様 々な地域的課題 の遂行のために 情報ニーズが発生 し,そ の情報ニーズに対応 して

　具体的な情報 分野,情 報 名が挙げ られた。 そ して,共 通利用情報 の基盤の育成 を目指す とい う立場

　か ら,共 通利用情報が ピックア ップされた。次に これ らの情報 が有効に活用 されるために必ず検討

　され なければな らない ものと して,情 報利 用のための方法論 ・分析手法 の問題 がある。

　　現在,ど のよ うなデー タの加工分析が行 われているか,あ るいは情報 の組合せ利用(リ ンケージ)

　が行 われてい るかについて調査 した ものが表2-6,表2-7で あ る。

　　データの組み合せ利用 は若干 であるが,所 得,就 業者,交 通量,生 産額等 に関する推計,あ るい

　は予測を目的 とす る場合 に用い られているΦ また,分 析手法 を見ると,四 則演算(集 計,伸 び率,

構成比,気 前月比,対 前年同期比)の 利用が圧倒的に多い。

　　四則演算は電卓による手計算か,簡 単なプログラム作成による電算処理が行われている。回帰分

析,モ デル分析,産 業連関分析等多少複雑な分析 は,中 長期計画策定のために行われ る事 が多 く
,

各 地方自治 体,通 商産業局では資料8「 応用 ソフ トウ ェア利用状況 」にもみ られるよ うにそれぞれ

の目的 に合 った専用 システムを持 ち,電 算処理を しているケースが多い
。 しか し一方では,複 雑 か

つ.タ イム リーな問題 提起 に対 して迅速 に対応 できる汎用分析 システムの開発が遅れてお り
,デ ー

タが充分活用で きない とい う意見 も出されている。
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表2-6 データ組み合せ利用状況表

　　　 　デ　ー　 タ　 名

デ　ー　 タ　 名

工
業
統
計
布
町産
村業
編編

〃

用
地
用
水
編

〃

地
域

づ

ζ

商
業
統
計
産
業
編

〃

品
目

編

〃

地
域

膓

ζ

県
民
所

得
統
言†

事

業

所

統

計

国

勢

調

査

鉱
工
業
生
産
指
数

貿

易

統

計

労

働

力

調

査

住

民

基

本

台

帳

生

産

動

態

統

計

法
人
企
業
統
計
調
査

商

業

動

態

統

計

総
理

府

統
計 メ
局 フ
標 シ
準 ユ

　 人
　 口

物
流
統
計

都内

成
長
業軽
種営
の実
　態
　調
　査

地
場
産
業
実
態
調
査

埼
玉
県
大
型
店
名
簿

電
力
需
給
の
概
要

農

業

統

計

都
市

妻
使
用
量
調
査

工業統計 産業編　市町村遍 × 1 1 1 1 1 1 1 1 1

"　　 用地用水編 × 1

〃　　 地域 メッシュ × ` 1 1

商業統§† 産業編 × 1 3 5 1 1 1 1 1

〃　　 品 目編 × 1

〃　　 地域 メッシュ ×
県民所得統計 × 1 1 1

事業所統計 × 1 1

国勢調査 ×
鉱工業生産指数 ×
貿易統計 × ゴ

労働力調査 ×
住民基本台帳 ×
生産動態統計 × 囲:数 値は業務 数で ある。

法人企業統計調査 ×
商業動態統計 ×
総理府 統計局標準 メッシュ人 口 ×
物流統計 ×
都内成長業種の経営実態調査 X
地場産業実態調査 ×
埼玉県大型店名簿 ×
電力需給の概要 ×
農業統計 ×
都市ガス使用量調査 ×
合　　　　　　　　計 1 2 5 5 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 2 2 2



◎は5業 務以上 に利用された場合
○ は1～5業 務に利用された場合主要 テーマ別データの利用 状況(共 通利用 データ)表2-7

情報分野 地域経済振興の為の
　 　 ビジョン作成 中 小 企 業 対 策 商業 ・サービス業対策 地域経済産業対策

地域開発
工場立地 資源・エネルギー対策 雇用労働対策 環 境 対 策 設備投資

情
　 報 中 交 港 水 用 中 地 中

'

中 商 広 地 県 鉱 産 全 工 電 電 ガ 総 労 職 雇 職 窒 化 公 設
　 　 　 　 二
　 　 　 　 　 一

デ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ズ

|
タ　　　　　　デ
の　　　　　　　　】

利　 　 　 　 　 処
　 用　　　　　　　タ
　 方　　　　　　　　　　　　内　

法　　　　　　　　名　　　　容

長

期

計

画

策

定

通

量

の

推

〔

予

測

湾
に
お・
け
る
将
来
の
貨
物
量
子

源
管
理
同
有
効
利
用
中
水
道
檎

水
型
工
業
の

変
遷

予
測

小
企
業
経

営
動
向

把
握

場

産

業

実

態

調

査

小

企
業
診

断
指
導

事
業

小
企

芙
の
融
資
制
度
の施
策
推

業
活

動
の
実

態

把

握

城

商

業

診

断

域

経

済

動

向

把

握

民

所

得

推

計

工

業
生
産

動
向
把
握

業

連

関

表

の

作

成

国

本
需
給

動
態
調
査

場
立
地
に
お
け土
る地

利
用
の
適
正

力
需
給
の
現
状
把
握及
び
需
要
想

力
事
業
の
経
営
θ†
画
経
営
分
析

ス

事

業

分

析

金
工

元
ギ
|
需
給
の
現
状
分

働

経

済

分

析

業
訓
練
の
需
給
状
況
調
査

用

者

数

の

推

計

'

種
別
在
職
者
訓
練
実
施
計
画

素
酸
化
物
対
策
総
合
調
査

学
的
酸
素
要
求
量
に総
係合
る削
減
計

害
防
止
計
画
策
定工
の業
たの
め現
の状

把

備
投
資
動
向
に地
係減
る勧
業向
界把
動握
向調

計
測 想 進 化 定 析 画 握 査

四則演算 25 ◎ ○ ○ ◎ O ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(錦 見2び舗毅)
-

回帰分析 10 ◎ O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

工業統計

相関分析 商業統計 5 ○ ○ ○ ○ ○

鉱工業指数
・県民所得統計

モデル分析
事業所統計

1 ◎

電力需給の
概要

行列演算
ガス事業統計

1 ○

エネ ルギ ー

統計
データ補完 設備投資計画

1 ◎

調査

データの組合せ利用 等 8 ◎ ○ ○ ○
層○

○ ○ ○

王成分分析 1 ○

その他
'

4 ■ ○ ○ ○ ○
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一1
3.今 後 の課 題 地域別情報拠点の育成と

情 報 ネ ッ トワー クの形 成 を め ざ して

3・1　 情報 ネ ッ トワー ク機 能 の 充 実

　 2の 委 員会 構 成 機 関(11機 関)va対 し て行 われ たアンケー ト調査か ら,主 な情報 ニーズ,各

機 関が利用 しているデータ,共 通に利用 しているデータ,デ ータの利用方法等 が明 らかにされた。

　情報 ニーズ と しては,特 に産業経済一般,中 小企業振興,商 業 ・サービス業振興 に関する ものが多か

った。 しか し,東 北地方に属す る機 関 としては仙台通産局のみの為,関 東経済圏 の特長 を示すニーズ

に集中 した。

　共通利用データについては.委 員会構成 メンバーが地域の企業,団 体 とい うよ り日本 を代表 するよ

うな大手の機 関 と行政機関か ら成 り立 ってい るために,行 政官庁,地 方 自治体が調査 を行 っている一

般統計(指 定,承 認等)に 集中 し,地 域情報 としての特長 を出 しきれなか った感がある。

　デー タの共通利用基盤 を形成 するにあた っては,こ れまで調査 した内容の うち,

①　 デー タは どこに あるか(電 算機媒体保存状況,提 供 の可能性等)

② 　利用の方法(利 用区分,時 系列年数,範 囲,分 析手法 を含む)

を より明確にするとともに次の5点 について検討す る必要が ある。

　ω 　技術的 に どの ような手段 を とるか。

　(ロ)各 機 関既存 の情報 システム,応 用 ソフ トウエア と共通データベース とを うま くリンク し,有 効

　　な活用を図 るためには ど うすれば よいか。

　←→ 利用デー タの整理の仕方 とソフ トウエアの検討

　⇔ 　データの収 集,・メンテナンス,サ ー ビス体制の確立を図るために どの ようにす るか。

　困　制度的 な問題の検討。

　←f)につ いては,情 報処理機器等の制 約があるため理想的な情報交換体制 を実現す るためにはい くつ

か問題がある。 しか し,コ ン ピュータのハー ドウェア,ソ フ トウェア,あ るいは通信技術 の進歩 には

目ざま しい ものがある。

　将来的には,コ ンピュータ ・ネ ットワークの実用化が進 み,異 機 種間の情報交換 も可能 となるであろう。

　現段階 ではオ フラインによる機 関 同士 の情 報 交 換の方法 と地域のシンクタンク機関に よるサー ビ

　スの方法が考え られる。

　回については,関 東地域 では各機関 の情報処理,デ ータバ ンク開発が進ん でお り,情 報ネ ッ トワー

ク を形成する場合,既 存の システム との関係を充分検討 しなければな らない。

　←→については,今 回の調査結果 をふ まえ,「 入力デー タの形 式(収 集範 囲,デ ータ区分,項 目等)」

「データ利用方法 を考えての ソフ トウェア 」のあ り方を充分検討 しなければ ならない。
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〈各機 関の総合情報 システム〉

機　　関　　名 シス テ ムの 名称 備　　　　　　　考

埼　　玉　　県 埼玉人 ロ情報 システム 運　用　中

東　　京　　都 ODITS-T 〃

神　奈　川　県 行政 デー タ管理 システム 開　発　中

千　　葉　　県 〃 〃

東京 ・仙台通産局 政策情報システム 通産省運用中
オン ラインTSS使 用

　←)については,デ ータの収集は委員会構成機関に対 しデータ提供可能性調査 を行い内部で入手可能

なものを把握する。

　内部で入手不可能なものについては,外 部とのデータ交換,あ るいは購入を検討する。

困 としては,情 報公開 とプライバシー問題が挙げられる。ここで論ずるまでもな く,す でに委員会

を作 り検討 している地方自治体等 もあり,今 後,実 情に合った制度の確立を目指して問題点の掘り下

げと充分な討議を重ねておく必要がある。

　今回は,委 員会構成機関という限 られた範囲内で調査を行ったため,共 通に利用されているデータ

はそれほど多 くなかったが,情 報ネ ットワークの輪 を広げることにより,さ らに多 くの共通情報が

見い出されるであろう。

　将来的には,こ の委員会 を構成する各機関を中心 としたさらに幾多の共通情報利用基盤の形成 も望

まれる。

3.2　 ク リア リン グ機 能 の 充 実

　 「地域経済情報ネ ッ トワーク形成 に関す るアンケー ト調査 」の結果(前 述1参 照)回 答を得た関信

越 ・東北地域 の260機 関 の うち,本 情報 ネ ットワーク構想に対 して,民 間 で約90%,行 政 機関で約

60%と 多 数 の機関 が賛成 してお り,情 報 の相互利用や地域情報の整 備 とい った問題 に対す る関心

が非常に高い ことを示 している。

　 しか し,地 域を問わず各機関 とも情報 の不 備を訴えているものが多 く,特 に次の2点 が大 きな課題.

とな っている。

①　利用 したい情報 の所在,内 容,入 手方法等,必 要 とす る情報へ のアプローチ方法が整 っていない。

②　情報の共通利用 に対する技術,制 度等 の体制が整 っていない。

　従 って,本 構 想 を具 体 化 してい くためには,各 機関が独 自に情報 の整 備を行 い,共 通 して利用 で

きる情報,ソ フ トウエア等 につい て個別 に交換 を推進することによって,ネ ットワーク形成のための

基盤 を強化 してい くことが必要 であるが,こ れ を更に地域全体 に拡張 してい くためには各機関で作成

されてい る情報のタイ トル,作 成 者,概 要,入 手方法等 を含 む所在源情報 を収 集,整 備 し利用者に提
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供する所在源情報案内(ク リア リング)機 能の充実を図るなど地道な活動を続けていくことが大 きな

課題である。

(参 　考)

　 ク リア リング情報 の前身 と言 うべき図書カー ドによる資料整理の方法 は,ア レキサンダー大王が遠

征 した時の地方文化等,様 々な事項 を記録 し,項 目別 に分類保存 したのが始ま りで ある と言われてお

り,西 欧社会 にX－け る資料 の整理 と利用に関す る歴史は実に2,000年 以上 の蓄積を誇 るものであり

図書館学 として大系化 され てい る。

今後,コ ンピュータ媒体,ビ デオ,フ ィル ム等,本 以外の情報 蓄積 が多 くなる中で,新 たな情報 の

整備,利 用体 系を作 り上げ てい くためには,長 期にわた る地道 な努力を続けてい く必要が ある。

　 一方,資 料 の利用に関 して も同様va　2,000年 以 上 の歴史 を もち,索 引誌によって資料 を収集する

など.必 要 な資料 の検索方法が社会的に定着 してお り,日 本におけ る二 次資料利用 と比べる と大 きな

違いがあるため.教 育制度,事 務文書作成方法等,総 合的 に資料 の整備,利 用技術の普 及,発 展に力

を注 ぐことが合せ て必要 であ る。

情報交換 ネ ッ トワーク(分 散型)機 能図

e

⊥
情

報

作

成

機

関一

『
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3.3　 他 地 域 との 情報 ネ ッ トワー クの 推 進

　一次情報 につ いては,県 の「経済指標データ」のように他地域 との比較検討 を して意味のあ るデ ータ,

日本開発銀行が必要 とする「全国的業界動向 ・地域動向のデー タ 」,中 小企業金融公庫 の利用する

「企業誘地促進事業 に関するデータ 」あるいは,東 京電力が行 う「生産量 と電力需要動 向 との長期分

析 と予測 」のためのデータ,東 京商工会議所の業務で必要 とされ る「中小企業経営指標 」等々 あるが

どれを とって も限定 された地域デー タでは不充分 であり,当 然他地域 に関す る同様のデータの入 手 も

必要 であろ う。 しか し,全 地域に関する必要情報を,地 域 で収集することはコス トも非常に高い ものに

な るし,ま た,地 域間におけ る情報作成 の重複 をまね く。

　 そ こで将来的 には,地 域間の情報ネ ッ トワー クを形成 しデー タの交換,及 び共通利用 をはか る事が

望 ま しい と思われ る。 しか し,こ れ を実現するためには共通利用デー タの整備 を全国各地域 ごとに進

め る等,今 後,解 決 しなければな らない問題 も大 きい。

　 また,同 様 な事が二 次情報 について も言える。将来的 に,利 用者が端末か ら全国各地 の必要情報 に

ついて概要,入 手方法等 を知 る ことができれば,業 界活動,行 政施策に対 して大 きな貢献 をする こと

になるであろ う。

資料1　 機 関別 情報交換状況

　　　　　　　　　　　　(1)磁 気テープによるデータの交換状況

機　　　関 交　　　換　　　情　　　報　　　例

国=± 県 → 一般統計情報 道路情報,人 口動態調査,農 林センサス,工 業統計調査
←

国勢調i査,自 動車登録情報(地 方 自治情報 センター)

道路情報,行 政情報,自 治省統計データ,学 校基本統計

消防々災行政統計

個 人 情 報 普通交付税算定基礎数値,教 員個人別給与実態調査

森林保険情報

県=市 → 一般統計情報 工業統計情報

個 人 情 報 給与支払報告書,住 民税特別徴収給与支払報告書(県 職員
⑨

にかかわる),国 民健康保険料納入済通知書,市 内在住県

職員所得 データ,水 道関係使用量データ,共 済 ファイル

← 一般統計情報 町 字別人 口調査,2才 児該当者 テー プ

個 人 情 報 不動産取得情報,住 民税情報,特 別徴収税額明細情報,

給与実態調査,家 庭教育相談事業対象者　建築確認データ
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県 之 金融機関 → 個 人 情 報 旅費振込情報,口 座振替(自 動車税.国 民年金,県 営住宅

使用料)請 求,恩 給年給支給テープ,グ ループ保険マスター

← ・〃 財形貯蓄,口 座振替収納,国 民年金保険料 自動引落済不能

国=市 ← 〃
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

給与実態調査指定統計

市之 金融機関 → 〃 口座振替支払データ(水 道),歳 入金口座振替,納 税通知

給与控除支払 いマスター,軽 自動車税

生活保護,児 童手当,福 祉手当,公 害健康保険被害補償各

受給者

← 〃 口座振替(水 道料金自動引落済　不能,歳 入),軽 自動車

税消込収入,給 与支払報告マスター(年 末調整後)

療養費投入データ

財形貯蓄差引テープ

市===ゴ 民間 → 個 人 情 報 住民税賦課情報,特 別徴収税額通知ファイル,給 与振込マ

大規模納税 スター,水 道使用料 口座振替

組合計算セ 住 所 マ ス タ ー フ ァ イル

/タ ー

← 〃 給与支払報告,住 民税生命保険加入者データ,所 得連絡表

水道料金引落デー タ,医 療 ファイル

金融機関 之 〃 個人信用情報,財 形貯蓄,年 金,給 与配当金振込,預 金口

金融機関 座振替処理結果,標 準給与改定,生 命保険料,返 済金情報

地域テー ブル,銀 行名テー ブル

企 業 情 報 企業財務データ,帝 国興信所企業情報

金融機関# → 個 人 情 報 顧客別預金通帳,口 座振替処理結果(電 話料,ガ ス料,電

放送局,電 々' 気料,水 道料)

公社,電 力会

社,ガ ス会社 ← 〃

受信料,電 気料,水 道料,ガ ス代,電 話料(口 座振替)

金融機関 三士' ← 経 済 情 報 株式価格,手 形引,日 経 時価 テープ

新聞社

交換所
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金融機関# → 個 人 情 報 口座振替処理結果(保 険料),物 品購入代収納

民間計算セン

タ ー ・

← 〃 住所 コー ドマスター 給与代金受託データ

支払い振替情報(口 座)

金融機関z± → 〃 口座振替依頼
商工会議所

民間計算センタ 商 品 情 報 受発注情報,販 売データ,商 品情報(売 掛 ・買掛)

一之 民間計算 個 人 情 報 給与振込データ,顧 客情報

セ ン タ ー そ　 の　 他 検討業務(共 同受託による)

民間計算センタ → 個 人 情 報 精 算振込データ,未 収金引落デー タ,配 当金振込 デー タ

ー　之 　農協 ← 〃 未収金引落データ

電力#民 間 → 商 品 情 報 請負代支払内訳 注文数量支払内訳

団体ご 国 → 一般統計情報 鉄鋼政策情報

← 〃 通関統計,　 IFS(国 際経済統計)

団体 之 団体 〃 自主統計,各 国貿易統計,鉱 工業生産指数

金融機関　三主 ← 〃 全国 統計 マスター

協会

(2)プ ログラム等 ソフ トウェアの交換状況

県　　と　　国 自治省統計,水 田利用再編奨励,消 防々災行政統計調査

地方交付税算定(試 算)

金融機関と

　　　金融機関

金 融機関業務処理 システムの一 部

オン ラインプ ログラム

商エ会議所と'

　　商工会議所

一般会計システム　労働保険システム　小企業等経営改善資金管理システム

LPGシ ステム　　会員管理給与計算 小企業等経営改善情報管理システム
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資 料2　 本 構 想 に対 す る意 見(問8,設 問1,3)

要　　　　　　　　　　　　　　　旨 機

丁 個人 のプライバシー保護の点 から,社 会制度上問題が多い。 15市 町 村

(企 業)条 例上不可能である。

2諸 機関とのデータ交換を行 う為にはデータの保護の問題 6市 町 村,1団 体

を解決する必要がある。 .

5情 報の公開には問題がある。 5市 町村

4法 の制約を受ける情報が多 く提供できる情報は少ない。 1市 町村

5.情 報に関する法律を制度化する必要がある。 5市 町 村,1計 算 センター

6住 民に誤解される恐れがある。 5市町村

Z民 間 の活力 を生 かせ るシステムにす る必要が ある。 2市 町村,1団 体

8.メ ッシ ュ,町 丁 字デー タを整理す る必要が ある。 2金 融機関,1商 工会議所

9費 用 について検討す ることが必要,ロ ー コス トが望ま し 1金 融機関,1商 工 会議所,

いo 2団 体

1α 中小企業情報 センター を核 としては どうか。 1金 融機 関,1商 工 会議所

1t公 開 を原則 とし,国 家統制 につながる ものであってはな 2市 町村,1計 算 センター

らない。 中央集権 化につなが ってはいけない。

12.積 極的 な推進 を望 む。 2市 町村,1金 融 機関

2商 工会議所,1団 体

15国 土情報等公開できる国の情報を公開することからまず 1金 融機関,2団 体

始めては どうか。

14プ ライバ シーに関係 しない意味 での統計データな らば可 2市 町村

能である。

15.民 間 との情報 のや りとりは考え られ ない。 2市 町村

16情 報 提供 者へ の反対給付 にメ リットがなければ ならない。 1県,1金 融 機関

1Z内 部での情報管理整備が先。 1県,1市 町村

18.デ ー タ交換は良い方法 である。 5市 町村,1金 融 機関,1団

19ネ ッ トワーク構想 に対す るコンセンサスを得 る必要が あ 1市 町村,1団 体

る 。

20.加 工 の自由な生デー タが必要。 1市 町村,1金 融機関

1商 工会議所,1団 体

21.各 機 関の利害 を一 致させる必要がある。 1市 町村,1計 算 センター

22情 報の規格化がはか られる必要がある。 1金 融機関

25,最 新 情報 が必要 1金 融機関　　　　　.

24利 用 者のニーズが組み込め ること。 1金 融機 関,1商 工 会議所

(28)
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25.経 営上 の機密保持 の問題 が ある。 1金 融機関

26民 間からのデータ提供を制度化するには長期の準備機関 1金 融機 関,1団 体

が必要

2ス デ 一夕が1ヵ 所 に集中 していた方が利用者 に便利。 1金 融機 関,1計 算 センター

2商 工会議所

28.オ ン ラ イ ン'ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビ ス を行 っ て い る計 算 1計 算 センター

センター の活動を妨げ ない ことを望む。

29事 業所登録をする場合,職 業別電話帳作成者との提携が 1商 工会議所

成 り立 たないか。

5α 図1-12.図1-13の 複 合 形 態 が 現 実 のニーズ と して強 まろ う。 1団 体

31.ネ ッ トワーク各機関の主体性が重要 2団 体
●

32メ ン テナ ンスは情報の収集利用機関が行 うのが適切。 1団 体

55.双 方 向映像 システ ムの応用が考え られないか。 1団 体

資料3　 地域経済に関する課題別情報ニーズ

課題 情　　　　　　　　 報 入　　手　　希　　望　　先

県勢の将来見通 し,長 期構想,中 期計画 東京通産局,仙 台通産局
中

東京都,神 奈川県,埼 玉県,千 葉県

長
港湾における将来の貨物量予測 千葉県

'

期 将来発生する交通量の推定 神奈川県

計 水源管理同有効利用中水道構想 千葉県,神 奈川県

画 用水型工業の変遷予測 神奈川県

県民所得の推計,就 業者予測 神奈川県,埼 玉県

関東圏の成長可能分析 東京電力

県の工業構造の位置付け 神奈川県,千 葉県,埼 玉県

産 県の位置(指 標) 埼玉県

産業構造,地 域構造の実態把握 千葉県、埼玉県

業 景気動向分析(鉱 工業景況調査) 東京電力,東 京通産局,千 葉県,埼 玉県

仙台通産局,神 奈川県

経済の現状把握 神奈川県
経
設備投資にかかわる業界動向,地 域動向の把握 日本開発銀行

法人企業投資動向把握 埼玉県

済 鉱エ業,水 産業の生産活動の実態把握及び経済 千葉県

予測

電子計算機の設置目標及び情報システムの規模 日本情報処理開発協会

予測
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経
営 経営計画,経 営分析 電京電力,日 本開発銀行

中小企業の経営動向実態把握 東京都,埼 玉県,千 葉県

中 東京通産局,中 小企業金融公庫

中小企業経営指標 中小企業金融公庫,東 京商工会議所
　 　 　 　 　 　 　 一

小 都産業構造のあり方 東京都

地場産業(産 地産業)実 態把握 埼玉県,千 葉県

企 中小企業診断指導 神奈川県

中小企業向け融資制度施策推進 千葉県

業 中小企業の海外販路開拓指針 埼玉県

個人企業の経営状況の把握 埼玉県

商店街振興対策の為の商業活動実態把握 東京都,埼 玉県,千 葉県

商' 卸売,小 売業の動向把握 中小企業金融公庫

業
千葉県,埼 玉県

卸売業集積構造の問題 東京都,千 葉県
■

大型小売店調整 埼玉県,東 京通産局

サ 仙台通産局

1 地域商業診断 埼玉県,神 奈川県

ビ
小売業従業者数の調整 神奈川県

卸,小 売業の生産額の把握 〃

ス

地域商業の成長性,効 率,動 向分析 〃

業 商業立地 千葉県

(商 圏調査)

地 地域開発動向の把握 東京電力
域
開
発
工場立地における土地利用の適正化 東京通産局,埼 玉県,仙 台通産局

工 企業誘地促進事業 中小企業金融公庫
場
立
地
移転団地の整備促進 埼玉県
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電力需要想定 東京電力
資
生産量と電力需要動向 との長期分析と予測 東京電力

源
エネルギー需給の現状分析と将来予測 東京電力,東 京通産局,仙 台通産局

工

エネルギー原単位分析や将来見通 し 東京電力
ネ
ガス事業の生産実態把握 東京通産局,仙 台通産局

ノレ

電源立地推進,電 力広域運営 東京通産局
ギ

|

製造業部門における省エネルギー対策の実態把握

石油製品販売状況把握

埼玉県

東京通産局

環 環境(化 学的酸素要求量,窒 素酸化物)対 策 千葉県

境 公害防止計画策定 〃

雇
在職者訓練実施計画 千葉県

用 賃金管理 中小企業金融公庫
■

労 新規学卒者初任給管理,採 用計画
〃

働
雇用対策 埼玉県

貿 貿易振興のための輸出品生産者の実態把握 千葉県

易 管内輸出入の動向把握 東京通産局,仙 台通産周

囲　内容的に多少重複するものもある。

L -一 一
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資料5　 利用情報一 覧

作成開 始
課題 作 成 デ ー タ 名 作成機関名 集計区分,調 査範囲等 年 月　 日 公表の有無 主　　　な　　　項　　　目

作成頻 度

中小企業経営状況調査 東京通産局 産地別(管 内14産 地) 毎 月 有 生産額,出 荷額,輸 出額,在 庫,原 材料価格

製品価格,損 益,取 引条件,金 融状況

中小企業動向調査 東京通産局 業種別,産 地別(管 内) 年四半期 有 生産,販 売,在 庫,受 注,収 益,原 材料価格
1.

(中 小企業 製品価格,代 金回収状況

庁,国 民金 金融事情,次 期見通 し,労 務状況
融公庫,中
小企業金融

中
公庫,関 東

財務局,東
海財務局,
調査対象産

小
地に配布)

都内成長業種の経営実態 東　京　都 付加価値成長性の高い電子応 S53年 無 経営戦略に属する経営実績,経 営戦略に属す

企
調査 用装置製造業他9業 種 か ら る主力製品の特色,組 織戦略に属する意志決

定方式等。

中小工業基本調査 埼　玉　県 個表(デ ータ収集範囲　県内 S48年 有 主要機械設備,機 械設備の経過年数,機 械の

業
の従業員数4～500人 の機 から毎年 自動化の程度,NC,　 MC機 の 導入程度,導

械工場) 入 の問題点。

昭和60年 代における埼 埼　玉　県 市町村商工担当課長,商 工会 S54 有 産業部門部成長可能性,本 県経済に対する東
玉県商工業長期ビジョン (商 工部) 商工会議所代表者,金 融機関 55年 京都の影響予想,工 業立地の地域別動向,大
長期政策の策定調査 担当者等 型店進出動向予想,市 町村のかかえる問題点

中小企業経営近代化方策,県 商工行政への要
望
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課題

1

中

小

企

業

作 成 デ ー タ 名

神奈川県中小工業景況調
査

神奈川県中小企業経営指
標
(製 造業編)

神奈川県中小企業経営指
標
(商 業 編)

工業経営指標

県内産業景気動向調査

技術指導業務の集計 と調
査

作成機関名

神奈川 県

神奈川 県

〃

神奈川 県

神 奈 川 県

神奈川 県
工業試験所

集計区分,調 査範囲等

金属製品,一 般機械器,電 気

機械器具,輸 送用機械器具,

製 造業 とし従業員規模が10
～299人 の うち1 ,000企

業,集 計は業種別地域(市 町

村)別,従 業員規模別

神奈川県工場名鑑から資本金
1億 円以下または従業員10

人以上300人 未満の企業
2,000社

資本金1,000万 以 下または

従業 員50名 以 下の県内企業

1,000社

中小企業基本法にのっとった
県内製造業2,500事 業所対

象(サ ンプル調査)集 計は同
上

個　表

相談票(行 政区分別一横浜,
川崎等)

依頼試験(行 政区分別 項 目
別)
指導票(行 政区分別,業 種別

処理方法別,従 業員規模別)

始
日
産

開
月
頻

成
　
成

作
年
作

S47年

年4回

S40年

年1回

S41年

年1回

S41年

年1回

四　半　期

月　 1　 回

毎　日

月　 1　 回

公表の有無

有

有

有

有

布(年 報)

有(〃)

有(〃)

主 な 項 目

生産活動,製 品在庫,販 売状況,販 売条件,

企 業金融,採 算,設 備投資,景 気予想,経 営

上の問題点,採 業度。

企業名,代 表者名,所 在地,主 要製品,加 工
形態,主 要機械設備名,売 上げ高に占める自

社製品の割合,役 員数,従 業員数,連 絡担当
社名,貸 借対照表各項目,損 益計算書各項目
製造原価報告書各項 目。

企業名,所 在地,代 表者氏名,取 扱い商品構

成,平 均売場面積,月 平均従業員数,貸 借対
照表各項 目,損 益計算表各項目。

各種財務比率の算出により前年までの実績値
との時系列比較分析むよび国の指標との比較
分析,現 経済情勢 との関連分析等を行う。
(主 な項 目　バランスシー ト等財務データ)

売上高,生 産,出 荷,在 庫,採 算状況,資 金

繰 り,設 備投資,雇 用,経 営上 の問題点

相談内容,社 名,業 種,地 域,規 模,目 的

試験の種類,件 数,金 額

業種,内 容,社 名,地 域
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経営指導員情報 商　工　会 生産,出 荷,景 況,今 後の見通 し。

商工会議所

中小企業 のコン ピュータ 東　　　京 毎　年 有

1. 利用度調査 商工会議所

中小企業の立地環境調査 〃 毎　年 有

中
下請中小企業の取引動向

調査

東　　　京
商工会議所

東京都内に所在する機械,金
属関連の下請中小企業851社

S47年 　　 有
(5月9月 末)

経営の現況～現在および向う5ケ 月の月中売
上高,採 算,資 金繰 り,製 品納入単位・時間

外労働 設備,機 械の稼動率 取引状況,経

営上の問題点,立 地環境。

小 東京都内中小企業の景況
調査

東京商工会

議所,東 京
都商工指導
所

都内に事業所を有する製造業
660社(従 業員500人 以

下)卸 売業660社(同300
人以下)小 売業540社(同

S34年

　 　　 4月

月1回

有 当月の業況,仕 入,売 上,商 品在庫(受 注,

生産,製 品在庫)の 対前月増減,商 品(製 品)

販 売価格の対 前月増減,今 後3ケ 月の予想

(業 務,売 上,販 売価格)

50人 以 下)の 計1860社

企

中小企業動向調査 中小企業金 全国の融資先 S55年 頃 有 売上,在 庫,利 益率 資金繰 り,業 況判断

融公庫 四半期毎

業 アル コール販売 日報 日本アル コ 用途区分別　地区(市 町村) 月1回 個表無.集 アル コール販売額

一ル販売K 別,ア ル コー ル 分 別,紋 別, 計について

K 業種別 も無

企業倒産 東京商工 リ 全国及び管内(東 通),東 通 月1回 集計値につ 件数,負 債額

サーチ 管内業種別 いては可

農家経済調査報告 農　林　省 月1回
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課題

2

商

業

サ

ビ

ス

業

作 成 デ ー タ 名

神奈川県中小卸,小 売業
の景況

消費購買行動調査

商業経営指標

埼玉県広域消費動向調査

市場動向調査

作成機関名

神 奈川 県

神奈川 県

神奈川 県
各　他　県

埼　玉　県
(商 工部,

中小企業総
合指導所)

埼　玉　県
(商 工部,

　商業観光
　課)

集計区分,調 査範囲等

神奈川県内の区域に所在する

中小卸売,小 売業
合計1,500企 業

県内に居住する家庭婦人
12,　500人 を対象に調査

集計は市町村 ごと

中小企業基本法 にの っとった

県内サー ビス業,小 売業の う

ちサ'ンプル調査

業種別一賃金別産業中分類,
　　　　細分類別　加工形態

　　　　別　営業形態別

市町村別　品目別

始
日
産

開
月
頭

成
　
成

作
年
作

　

　

　
　
　　

年

(

期

1

1

回

月

一
)

5

2

6

0

期

S

年

一

1

月

S38年

年1回

年1回

S43年4

月　 S43
～49年 は

2年 に1度

以降は5年

に1度

S55年4

月　 年1回

公表の有無

有

有

有

有

有

主 な 項 目

卸売業:業 種,従 業員数,最 近5ヶ 月の景況
　　　　設備投資,景 況予想,現 在の経営上

　　　　の問題点,最 近の経営上の変化
小売業:業 種,売 場面積,店 のある地域(繁

　　　　i華街,住 宅街),最 近3ケ 月の景況
　　　　設備投資,景 況予想,現 在の経営上

　　　　の問題点,最 近の経営上の変化。

世帯主 の職業,記 入者の年齢,世 帯人員,年

平均.1ケ 月 の世帯収入,購 入地,購 入店舗,

購 入理 由,地 元購入割合及び 自由意見。

各種財務比率の算出により前年までの実績値
との時系列比較分析および国の指標 との比較
分析,現 経済情勢との関連分析等を行 う。
(主 な項目　バランスシー ト等財務データ)

消費者の買物場所を市町村別,品 目別(食 料
品.衣 料品,家 庭用品の中から22品 目を5

群に分類)

市町村別～流通構成比(地 元吸収率,県 内他
　　　　　市町村への流出率,都 内への流出
　　　　　率,他 県への流出率の構成割合)

　　　　　市場構成比(市 町村間の流出 ・入
　　　　　関係)

裏絹などの仕入状況

　　 〃　　仕入方法,仕 入代金の決済条件,
　　　　　仕入時期

　　〃　　仕入に際する重要項 目,消 費者の



好み、運賃,諸 掛の負担区分。

〃　　販売地域
〃　　 年間仕入額,取 引方法,評 価,将

2. 来,意 見,要 望。

商 埼玉県大型小売店調査 埼　玉　県 埼玉県内売場面積300仇 似 S51年4 有 売場 面積,営 業 日数,1日 あた り営業時間,
(企画財政 上の総合百貨店,月 賦百貨店 月　毎月 常 時 従 業 者 数,パ ー トタ イ マ ー 数,パ ー ト1

業 部統計課) ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト(約450 人あたり労働時間販売額,1店 あたり販売額

●
店舗) 1〃L2あた り販売額,1人 あた り販売額

サ
千葉県商圏調査 千　葉　県 県内居住者を対象に,そ の世 S55年 有 呉服,紳 士服,婦 人子供服,下 着実用衣料,

(商 工労働 帯を調査単位 とし,地 域は県 10月 寝 具,靴,カ バ ン,時 計,メ ガ ネ,カ メ ラ用

| 部,商 工 観 内 一 円 。 5年 毎 品,書 籍文具,電 機器具,家 具インテ リア類,

光課) 薬,化 粧品,楽 器 レジャー用品,日 用 品雑貨
ピ 食料品,贈 答品,飲 食品,金 額の大 きなあら

ス
たまった買物。

⑤
べ
業
商業統計　個表 千葉県

　　他各県
商店数,常 時従業員数,年 間商品販売額等

)

商業統計　メ ッシ ュ 千　葉　県 千葉県 メ ッシュ別 有. 商店数,常 時従業員数,年 間商品販売額等

商業動態統計(指) 東京通産局 業態別(大 型小売店) 月1回 無 売上高等
仙台通産局 商品別 (一 部有)

通　産　省 県　別

工場新設,移 転の動向に 東京商工会 東京都に本社,支 店が所在す S44年 有 工場建設計画,意 図の有無,建 設計画の形態
5. 関する調査 議所 る企業の うち資本金1,000 建設の時期,用 地手当ての状況,工 場建設の

地 万円以上の製造業者 理由,建 設場所決定の条件,建 設場所の希望

域 地域,進 出希望条件,資 金計画,指 定地域の
開
発

周知度。

● 工場適地調査 東京通産局 範囲～管内 S35年 有 人口'産 業のすう勢,産 業関連施設の整備
工
場

対象～管内全地域 年1回 計画,用 地,用 水,輸 送施設等の産業 の立地

適 条件の概要 と特色,土 地の状況,輸 送施設と

1

地 の関係
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地

域

開

発

工

場

適

地

作 成 デ ー タ 名

工場立地動向調査

工場適地調査　(A)

〃 (c}

工場移転意向調査

工業団地適地調査

エネル ギー統計年報

電力需給の概要

電力需要実績および電力

需要想定調査

作成機関名

東京通産局

通　産　省

〃

埼　玉　県
(商工部工

業振興課)

神 奈 川 県

通　産　省

通　産　省

東京通産局

集計区分,調 査範囲等

範囲～管 内　対象～製造業,

敷 地面積1,000　 m2以 上 工場

個表

個表〔〔データ収集範囲(県 南

　　地域,17市 町,従 業員
　　 3～400人 以下の製造
　　業を営む中小工場)〕
地域別,業 種別集計

産業別,地 域別

電力実績調査(前 年度下期お
よび年度計)

対象～管内自家用発電設備設

始
日
産

閑
月
頻

成
　
成

作
年
作

S56年

年2回

年1回

〃

単年
　 S54年

S54年

　 　 10月
～S54年

　 　 12月

年1同

年1回

S34年 頃
から年2回
(実 績想定

各1回)

公表の有無

有

布

有

有

有

・主 な 項 目

件数,敷 地面積,建 築面積,設 備投資額.用

地取得額,主 な地 目,新 設 ・増設の別,移 転

工業団地内外,立 地地域,地 点選定理 由,従

業員,工 配法 に よる地域 区 分,都 市計画法

地域 ・区域,工 場適地内外,県 ・業種 ・市町

村 コー ド,本 社所在地,工 場所在地,資 本金,

主 な製 品

県内立地条件の概要(主 要道路,産 業,関 連
施設,人 口,都 市計画等)

適地内立地条件(水,道 路,電 力)

事業所分布,操 業にあたっての問題点,移 転
希望.移 転用地,移 転資金,跡 地利用,国 ・
県等に対する要望事項等

特定地域に対する工場用地要請の実態
当該市町村内における企業の土地需要の動向
むよびその土地についての自然的社会的環境

その土地に適 した工業団地の規模 と工場の種

類 事業に要する経費

石油,石 炭,電 力,ガ ス,原 子 力需給

総需要電力量,産 業用大口電力,9電 力会社

発電々力量,融 通電力量需給,供 給与備力

契約電力,生 産設備,生 産能力,生 産量,操
業率,原 単位,電 力量,公 害防止対策電力量

自家発電設備出力,発 電々力量,消 費電力量
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置者
(500KW以 上)

170件

需要物資生産事業所
100件

電　力　需　給 東 京電 力 東電営業区域 毎　月 有 電力需要実績,発 電実績,消 費実績等

ガス事業生産動態統計 東京通産局 管内1都10県 の一般ガス事業 月　別 有 原'料(月 始在庫高,月 間入荷高,月 間消費

調査 仙台通産局 118事 業者　地域は全国一本 年　別 高,月 末在庫高)
4.

一般ガス事業
原　料 …石炭,コ ー クス,原 油 電　力(月 始契約電力,月 始 自家発電電力,

重 油,軽 油,灯 油,揮 月間消費電力量)
発 油,液 化石油ガス, 生産品(月 始在庫高,月 間生産高,月 間出荷

資 天然ガス,液 化天然ガ 高,月 末在庫高)
ス,そ の他別 従業者(月 間就業延従業者数,月 末在籍従業

源
生産 品…原料別,生 産量,家 庭 者数,月 間給与支払額)

用,商 業用,工 業用, 需要家 メーター数

販売量,そ の他別
工 需要家 メー ター数

・家庭用
,商 業用,工 業

用,そ の他別
ネ 簡易ガス事業 東京通産局 地域(都 道府県別,管 内1都 有 供給地点群(地 点群数,地 点数)

仙台通産局 10県568事 業 者) 原 　料…月始在庫量,受 入量,消 費量,月 末

ノレ
原　料…液化石油ガス,圧 縮天 月　別 在庫量)

然ガス別 需要家 メーター数…取付数,調 定数,

需要家 メーター数…用途別 年　別 生産品
ギ 生産品(販 売量)

…原料別 ,用 途別

| 貯水池四半期報 仙台通産局 管内　地点別(個 表) 四　半　期 有 貯水池の流出入量,水 位,有 効貯水量

建設工事実施状況月報 〃 管内　発電所別(個 表) 月　 1　 回 〃 発電所の工事進行状況

貯水池および調整池 〃 地点別(個 表) 年　 1　 回 無 土砂たい積
土砂たい積状況年報

ダム漏水状況報告 〃 〃　　　　　　〃 〃 有 ダム漏水



作 成開 始
課題 作 成 デ ー タ 名 作成機関名 集計区分,調 査範囲 年　月　 日 公表の有無 主　　　な　　　項　　　目

作 成頻 度

省エネルギー対策に関す 埼　玉　県 県内に立地する従業者数50 S54年 有 エネルギーデータの整備状況,省 エネルギー組

るアンケー ト調査 (商工部工 人以上の製造業を営む全ての 11月
.

織の確立状況,省 エネルギー意識の実態,省
業振興課) 事業所。 単　年 エネルギー事例 の把握,省 エネルギー実施上

30人 未満の事業所に対 して の問題点,省 エネルギー可能性 の予測,意 見

は約1%を 無 作為で抽 出。 ・要 望

電気ガス事業便覧 関東電気協
会

施設,需 給,経 理,料 金

4, 電源開発の概要 仙台通産局 個表(地 点別) 年1回 無 電源開発基本計画

資
ばい煙量等　四半期報 仙台通産局 地点別(個 表) 四半期 無 火力発電所の公害関係

(

o 源

巳

工

電気事業の現状 仙台通産局 発電別,用 途別
県別

年1回 有 電力需給
全国ならびに地域の電力需給

電気事業要覧 〃 電力会社別(3つ) 〃 有 電気事業者の業務統計

1

ネ
地熱エネルギー 〃 発電所別 月1回 有 地熱技術関係

ル

ギ

|

電力調査月報

月刊ダム

火力原子力発電

原子力白書

原子力発電便覧

　　 〃　　　 県別

電 力会 社 地点別 県別

　　 〃　　　県別

〔電北竜ガ　　個表(地 点別)

〔東京電ガ〕

　 　 〃　　　　　　　　　〃　　　　　　　〃

月1回

　 〃

　 〃

年1回

〃

有

有

有

無

〃

電力関係統計月報

ダム技術関係(流 量,発 電量)

火力原子力技術関係

原子力関係資料

〃
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5.

環 悪性新生物登録事業 神 奈川 県 年次別　市町村別　部位別 毎　年 有 がんり患率

境 性別 年令別

6.
新規学卒者初任給に関す 東京商工会 東京商工会議所会員企業 S53年 有 今年および前年の初任給額,採 用人数

雇
るデータ 議所 3,000社 年1回

用 春季賃金改訂に関するア 東京商工会 東京商工会議所会員企業の中 S41年 有 春季賃上状況(所 定労働時間内平均賃金,平

●
ン ケ ー ト調 査, 議所 か ら任意に抽出した従業員規

模10人 以上の企業

年1回 　　　　　　　均賃上額,賃 上率)

賃上額配分状況,付 帯措置
労 3,000社

働
職業安定業務統計 神 奈川 県 安定所別 毎　月 有 新規求職者数,有 効求職者数,新 規求人数,

(労働市場統計) 有効求人数,充 足数,新 規求人倍率,有 効求
人倍率,雇 用保険基本手当受給老実人員

,

海外市場調査 埼　玉　県 米国における麦桿製品,鋳 物 S53年 有 需給状況…消費動向,輸 入動向,国 産品対輸

£
(商 工部商

業観光課)

工芸品　革製ハン ド ・バ ック

産業

年1回 　　　　　入品の比率
小売価格動向,競 合状況,流 通経路,購 売動

ご Z 香港における米国系玩具メー 向,今 後の市場性,輸 入業者 リス ト

ヵ一　集計:品 目別

有 本社所在地,県 内事業所所在地.資 本金,従

輸出品生産業者調査 千　葉　県 市町村別,大 企業中小企業別, 昭和29年 業員数,総 出荷額,直 接輸出額,間 接輸出額

業種別,従 業員規模別,資 本 毎年1回 下請輸出品出荷額,輸 出商品名,輸 出先国,

金規模別,輸 出先地域別,輸 積出港別直接輸出額,取 引先別間接輸出額
貿 出先国別,本 社所在地別,積

出港別,取 引先別

輸入承認統計 東京通産局 国別　品目別 月1回 有 当月件数,金 額

仙台通産局
易
貿易業態調査 東京通産局 県別 年1回 有 貿易事業所数,貿 易従業員数,輸 出入額

仙台通産局

輸出統計 東京通産局 品目別 毎　月 有 輸出承認,変 更件数等
仙台通産局

外国貿易速報 税　　　関 全国,税 関別,特 定品 目 月1回 輸出入額
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ●
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a
設
備
投
資

9

人

口

運

輸

住

宅

皿
農
業

作 成 デ ー タ 名

設備投資計画調書

千葉県毎月常住人口調査

住宅需要実態調査

自動車統計年報

人口動態調査集計

住宅団地立地調査

神奈川県年齢別人口統計

神奈川県町丁字別人口統
計

農林業センサス

農業基本調査

農林水産統計年報

作成機械名

日本 開 発

銀　　　行

千　葉　県

建　設　省

運　輸　省

神奈川 県
他　各　県

神奈川 県

神 奈 川 県

神奈川 県

農林省(指)

千　葉　県

農林水産省

集計区分,調 査範囲

業種(開 銀業務),都 道府県
別,内 容別(投 資動機等)

市町村別

県 内0.5ha以 上 の住宅団地

につ いて個表

県内年齢別　市町村別　男女
別

県内町丁字別　男女別

作 成 開 始
年　月　 日
作 成 頻 度

年2回

(2月 ・8月)

月1回

年5同

年1'同

月
年
月

　
　

　

〃

毎
半
毎

毎　年

毎　年

10ケ 月

5年 に1度

毎　年

公表の有無

有

有

有

有

有

有

有

有

有

有
有

主 な 項 目

業種別設備投資実績,計 画

男女別人口,出 生,死 亡数
県内外か らの転入,県 内外への転出者数

建設省統計調査

登録台数

体重,出 生の場所,妊 娠過激
死亡の場所,種 類,原 因
同居の始期,初 婚,再 婚の別

離婚の種別,同 居の期間

1.団地 名　 2.所 在地 　 3.事業 主体 　 4.着 工ts

よび完成年度　 5.団 地 総面積,地 目別面積

6.賃 貸,建 売別住宅戸数　 2宅 地分譲区画数

面積　 8.立地 している用途地域等

人 口,移 動人 口

人 口

農家人口　農業就業人口

世帯員,土 地農作物

農林水産省統計調査

専業兼業農家数
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機械器具流通月報集計 東京通産局 品目別　管内1区 分 月1区 有 生産,出 庫,在 庫

仙台通産局 ,

石油製品製造輸入業者受 〃 〃 〃 〃 同　　　　上
払月報集計

紙流通月報集計表 〃 〃 〃 〃 〃

11.

セメント需給月報集計表 〃 〃 〃 〃 〃

機械器具月報 〃 〃 〃 〃 〃

鉱

鉄鋼鋳物月報集計表 〃 〃 〃 〃 〃

工 非鉄金属鋳物月報集計表 〃 〃 〃 " 〃

鍛工品月報集計表 〃 〃 〃 〃 〃

業 石 炭月報集計表 〃 〃 〃 〃 〃

コークス月報集計表 〃 〃 〃 〃 〃

生
鉱工業指数 東京通産局 業種別(管 内) 月1回 有 生産,出 荷,在 庫指数

〃 仙台通産局
各　　　県 業種別(県)

〃 〃 〃

産 砕石動態統計 ・四半期報 〃 県別 4半 期 有 採石,砕 石事業所の生産,出 荷,在 庫指数
集計
生 コンク リー ト統計 〃 県別 4半 期 有 生コン事業所の需要先別出荷量

四半期報 原材料消費量

石油製品の地域別販売状 東京通産局 県別,元 売別 月1回 無 石油製品,販 売価格等

況調査

機械受注統計調査 経済企画庁 全国,需 要別,業 種別 月1回 機械受注額



作成 開 始
課題 作 成 デ ー タ 名 作成機関名 集計区分,調 査範囲 年　月　 日 公表の有無 主　　　な　　　項　　　目

作成 頻 度

工業統計メ ッシュ 千　葉　県 地域別(メ ッシ ュ) 有 事業所数,従 業員数,減 価償却費,現 金給与

額,原 材料等使用額,有 形固定資産額,工 業
用地面積,工 業用水量,製 造品出荷額,付 加
価値額,取 得額,除 却額,投 資額,メ ッシュ.

11.
従業員数,事 業所数等

千葉県鉱工業生産動態統 千　葉　県 製 品 別 毎　月 有 生産量,出 荷量;在 庫量

計調査 原材料別 投入高,在 庫高

鉱
従業者数

事業所統計　個表 千　葉　県 無 総事業所数
他　各　県

⑤ 工
〃　 　 　 メ ッ シ ュ 千　葉　県 有 事業所数,従 業者数,常 用雇用者数

心
)

業

生

産

採石法施行規則第11条 　仙台通産局
の規定による業務状況報

告書

採石業者から採取場 ごとに報　　年1回

告 した もの砕骨材,石 材およ
び工業用原料採取場に分類整
理のうえ県別に集計

有 1.報 告書 の提出状況

2.企 業 形態

5.資 本 金別住人数

4.面 積 規模別採取場数

5.岩 石採取場におけ る権限および面積

6従 業員規模別採取場数 および従業員数

ス 製 品別生産量

8.岩 石 別生産量

9生 産規模別採取場数

10.採 取 方法別採取場数

11.採 掘 設備の状況

12.使 用 火薬量

15.破 砕,選 別

14.運 搬 機械

15.廃 土 または廃石のたい積場

16.災 害 の発 生状況

1Z公 害 防止 施設
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心

切
)

吃

所

得

家民所得統計

家計調査年報

神 奈 川 県
他　各　県

総理府(指)

県別

全国　地域別(関 東,東 北,
近畿別)

毎　年

　 〃

有

有

県内総生産と総支出勘定,県 民所得分配勘定
等
1世 帯あたりの1ケ 月支出

・

家
日本統計月報 総　理 府 全　国 月1回 有 主要指標(金 融,人 ロ,物 価 企業,建 築,

計 貿易)

.
経済統計月報 日　　　銀 〃 〃 有 卸売物価指数

一

般
県民所得統計年報 経　企　庁 県 、別 年1回 有 個人消費支出　県民所得　分配所得　生産

所得　第1次 ～第3次 産業就業者1人 当り
経 生産所得　民間最終消費支出　家計消費支出

済 政府最終消費支出　総固定資本形成　民間住
宅投資　資本ス トック

基幹物資需給価格情報

ネットワーク調査表
東京通産局

仙台通産局
業種別,品 目別 月1回 無 需給価格動向

13.

建

物価安定対策事業A調 査
結果

通産省,県 都道府県　政令指定都市 月1回 無 小売店頭価格　品目の需給動向

設
生活物資需給価格動向調
査

東京通産局
仙台通産局

大消費地,人 口集中地区 を

中心に全国で200地 区 選定,

月4回 無 生活関連物資の価格

・
1地 点 当 り20店 調査

物
東京都区部消費者物価 総　理　府 東京都区部　主要品目別 月1回 有 消費者物価

価

建設統計月報 建　設　省 全国,都 道府県別 月1回 有 建築,住 宅公共事業の発注社別工事額等

建設物価 ニュース速報 建設物価調
査会

管内主要都市別,品 目別,

規格品別
月1回 有 建設物価の価格動向
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課題 作 成 デ ー タ 名 作成機関名 集計区分,調 査範囲
作成 開 始
年　月　 日
作成 頻 度

公表の有無 主　　　な　　　項　　　目

産地概況調査 都　,各 県 出荷,輸 出額,企 業名,従 業員数

(千葉県については別記)

14.
地場産業実態調査 埼　玉　県

(商工部商
県,市 町村別 S55年

　 　 11月

無 県市町村別の地場産業の概数とシェア,業 種

特性,業 種構成,業 種別シェア。

工総務課) 業種別

産

千葉県地場産業実態調査 千　葉　県 地域別(市 町村別　支庁別)
業種別(中 分類)
,データ収集範囲(千 葉県全域
　 中小製造業者約13,000
　　　　　　　　　　 企業)

学年度
　 55年
　　 10月

有 自然環境,地 場産業発展過程,産 業基盤,産
業構造,流 通構造,労 働力需給状況,地 域の
教育,経 済,文 化,経 営実態,経 営者意識,
類似商品比較,商 品需要動向,商 品の消費者

動向,地 域産業構造,関 連産業への波及効果
地方財政への寄与率 雇用吸収九 地域文化
との関連

地 産地概況調査 千　葉　県 対象産地ごと
対象業種(し ょう油,み そ,
　　　　　水産缶詰)

昭和58年
から

　毎年1回

有 産地組合の企業数,生 産額,輸 出額,産 地の
形態別,企 業数,産 地の従業者規模別企業数
従業者数,生 産者の専業,副 業の状態,倒 産

転業,廃 業,休 業,開 業状況,特 定問題調査



資料6 デ ータ別利用状況(一 般統 計)

.

データの 総利 区分別 主　　　　　な　　　　　項　　　　　目
デ　 ー　 タ　 名 作　成 磁気テー 用業 利　用　区　分 利用業

機　関 プ保存 務徹 搬 一 T T 峯 米 崇

工業統計 (各 県)

産業提 通産省 有 56 乗機別(中 小細)都 道 22 事業所数 10 従業員数 9 減価償却 2 現金給与 5 原材料等 4 有形固定 4

府県別 費 額 使用額 貴産額
市町村編 〃 従業員規模別　　〃 4 製造品出 15 粗付加価 9

荷額 置額
産業中分類市町村別 11

企業編 通産省 個表有 2 経営組織別 1 事業所数 1 従業員数 1 企業数 1

従業員規模別 1

品 目日 通産省 有 4 都道府県別 5 製造品出 4

荷額
用地用水編 通産省 個表布 7 都県別産業中分類別 2 工業用水 2 製造晶出 2 事業所敷 2 建物面積 1

量 荷額 地面積
水源別用途別 2

商業統計 (各県)

産業編 通産省 個表有 19 産業別(大 中) 6 商店数 11 従業員数 12 年間販売 12 商品手持 1 売場面積 6

額 額

産業細分類別 2

地域別(県 別=4 14

市町村別=6
その他区分=4)

従業員規模別 5

その他区分別 5

品 目編 通産省 〃 1 商品分類別 1 商店数 1 年間販売
額

1 流通経路 1

集積地区別 1

県民所得統計 (各 県) 11 産業別 4 県内純生 7 県民所得 フ 県内総支 5 県内総支 5 1人 あた 5

経企庁 有 地域別 5 産 出(各 日) 出(実 質) り県民所
得

鉱工業指数 千葉県 有 1.6 業種別

品目別

特殊分類別

6 全産出荷
在庫指数
変化率

10

東京通 有 〃 2
o

産　局
日　経 有 〃 1

事業所統計 (各県) 有
都道府県績 総理府 有 12 従業員規模別 2 事業所数 14 従業者数 10 常用雇用

数
5

全国翻 〃 〃 9 経営組織別 1
.

従業上の地位別 1

常雇規模別
.

5

業態別 1

産業別 9
、

地域別 9

電力需給の概要 通産省 無 5
A

賢主庁
東　電 東京電 用途別　業檀別 使用実績 3 供給力実 2 需要想定 2 供給計画 2 使用計画 1

力管内 績
ベ ース

全　国 動力別　月別　水源別
ベース

9　 社
ペ ー ス

事業所 燃料種別
ペ ー ス

ガス事業統計 通産省 無 5 全 項 目 5

貴エネ庁
、

エネルギー統計年報 通産省 個表有 1 全 項 目 1

商業動態統計 通産省 有 2 地域別 1 全 項 目 2

通産局 業橿別 1

固 　 ・資料5と 一部 重複 する。

　　 ・*印 は項 目別利用業務数である。

　　 ・総利用業務数は,区 分別利用業務数の合計あるいは項目別利用業務数の合計 と必ずしも

　　　一致 しない。

(47)
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資料7 項 日別 デ ー タ の利 用 状 況,電 算 処理 状 況,利 用 ニ ーズ 調査 結 果

利　　　　　用　　　　　状　　　　　況 電　　算　　処　　理　　状　　況 利　　用　　二　　一　　ズ

分野 分 類項 目名 利　　用　　頻　　度 利　　用　　目　　的 地　域　区　分 メ　 ン　 テ　 ナ　 ン　 ス 地　域　区　分 収録の範囲 整備の優先度 地　域　区　分

D W M QY HY Y 随 1 2 5 4 5 6 1 2 5 4 5 D W M QY HY Y 随 1 2 5 4 5 1 2 5 ○ △ x 無 1 2 5 4 5

総面積 2 1 1 6 7 7 5 5 5 10 5 4 11 8 1 プ 5 2 5 5 2 1 1 5 1 2

土

可住地面積

農用地面積

森林面積

1

1

1 1

1

1

2

1

6

5

5

4

6

6

5

2

5

2

2

2

2

1

1

7

9

6

・5

5

4

5

2

1

9

7

7

8

8

7

1

1

5

2

1

5

1

2 5 1

1

2 1

2

2

2

1

1

1

1

1

1

3

5

5

1

1

1

2

2

2

原野面積
1 5 3 5 1 5 1 1 4 5 1 1 1 1 1 2 1 1 4 1 2

地 湖沼面積 1 1 1 4 1 1 5 2 1 7 4 2 2 1 1 1 1 1 2 1 1 5 1 2

工場面積

宅地面積

1 2

1

2

5

4

4

7

4

6

6

2

2

5

5

4

2

11

8

5

5

5

1

9

7

8

)

2

1

5

1

2

2

1

2

1

2

1 1

2

1 2

2

2

1

1

1

1 5

4

2

1

5

2

利 その他 1 1 1 1 2 5 1 2 1 5 2 1 4 5 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1

用

住居区域面積

商業区域面積

工業区域面積

2

5

2

2

2

2

5

2

5

5

6

5

6

7

7

2

2

2

5

2

5

5

2

5

9

10

10

2

2

1

1

1

2

5

6

6

9

8

7

1

2

2

2

5

2

1 1 1

2

2

2

1

2

2

1

1

1

5

5

5

1

2

2

2

2

2

都市公園面積

その他

1

1

1

1

2

1

2

1

5

5

5

6

6

4

1

2

2

5 5

8

10

4

2

1

1

7

4

7

7

1

2

2

4

2

1

1 1 1

1

1 1

1

2

2

1

2

1

1

2

5

1

2

2

2

総人口 1 1 4 4
1 8 14 11 5 5 6 .15 5 8

10 14 4 5 1 4 2 1 2 4 2 2 1 5 1 5 2 5 2 2 3 2 4

男性人口 1 1 5 1 2 7 6 4 4 5 8 5 6 9 6 2 2 1 2 2 5 1 5 2 1 2 2 1 1 1 5

女性人口 1 1 5 2 7 6 4 4 5 8 5 6 9 6 2 2 1 2 2 5 1 5 2 1 1 1 2 1 5

人
出生児 ・死亡者数

総世帯数 1

1

1 5

2

4 2

1

4

7

9

7

9

2

2

5

5

2

4

8

14

5

5

2

5

5

10

4

9 2

3

5

2

1

2

1 1

1

2

2

2

1

1

5

2

1

1 .

2

2 2

2

2

1

2 1

1

2

1

5

5

2

普通世帯紋 1 1 5 5 6 6 2 5 4 11 5 2 8 10 1 5 2 2 2 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 2

1 5 4 6 2 5 5 8 5 1 5 8 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2

口 較量帯徴 1 5 ・ '

産秦別世帯数 2 1 2 5 2 5 5 4 2 1 4 7 2 2
1 1 1

総就業人口 1 1 1 5 1 5 6 8 5 4 7 11 4 4 11 10 2 5 5 2 5 1 1 5 1 2 2 1 5 5 4

・ 第一次産業人口 1 2 2 5 8 8 5 4 7 11 4 4 11 10 2 5 5 2 5 1 1 5 1 2 5 2 1 5 5 4

第二次産業人口 1 1 1 2 4 8 8 4 4 フ 9 4 6 11 8 1 4 3 1 2 5 1 5 1 2 4 5 2 3 5 5

第王女産業人口 1 1 1 2 4 7 8 4 4 7 9 2 6 10 8 1 4 5 2 5 1 5 1 2 4 5 1 5 5 3

世 その他 1 1 2
魑6

8 4 4 3 6 2 2 5 5 5 1 1 1 1 2 2 1 1 1 2

第一次産業従業人口 1 2 2 5 8 7 4 4 5 11 2 2 5 8 1 5 1 1 1 3 5 1 2 1 2

第二次産菜　 " 1 2 2 5 8 7 4 4 5 9 2 2 5 9 1 5 1 1 1 5 4 1 2 1 2

帯
第三次産業　 〃 1 2 2 5 8 7 4 4 5 11 2 2 5 9 1 5 1 1 1 5 4 1 2 1 2

雇用者人口 1 1 5 1 2 8 7 4 4 5 10 5 4 8 8 1 5 1 1 1 1 1 2 1 1 2

自営菜種　　〃 1 5 2 7 6 4 4 κ 9 2 2 6 フ 1 5 1 1 1 1 1 1 2

家族従業人口 1 1 5 1 6 5 4 4 5 9 5 2 4 6 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

、

1 1 1 2

その他

,

1 5 2 5 6 2 5 5 9 5 1 6 6 1 2 1 1 2 1 2 1 1 1 1 2 2 5
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特記事項　地域区分の5は 河川流域別等～千葉県

　　　　　利用状況「利用目的 」④は「統計要覧」作成に使用～日本開発銀行

　　　　　資料4「 電算化資料」欄の資料は日E企 画庁 より入手しているデータ(媒 体MT)で ある。、日本開発銀行

　　　　　電算処理は原則月次データであるので年次統計は処理していない。地域区分の5そ の他は当社供給地域～東京電力

　　　　　利用状況[利 用目的」⑤資料作成～東京通商産業局

　　　　　「X」 非公表数値の処理が難しい～中小企業金融公庫「用地用水」編で50人 以下の事業所分の推8†～仙台通商産業局

　　　囲 　記載された数値は業務単位であるo
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資料8　 応 用 ソフ トウ ェア利 用 状 況 表

課題 シ　 ス　 テ　 ム　 名 作 成機 関 処理開始年月日 利用頻度 シ　　ス　　テ　　ム　　概　　要 プログラム本数

シ ス テ ム ダ イ ナ ミ ッ ク ス 神 奈川 県 昭和55年 週 神奈川県の将来予測のために開発された社会システム 4　 本

(産 業セクター) 11月 モデルの中の1セ クター。産業 セクターは主 に次のよ

うな社会 システム部 を扱 う。

1.業種別生産額の状態
2.従業地ベースの就業者の業種別分布の状態

地
域
経

5新 規立地に伴 う産業土地需要の状態

済
振 METARECS 東　京　都 55年 多 目的:東 京都地域経済,社 会動向の把握,事 前予想及 3　 本

興 (東 京都地域計量経済 10月 び 政策 シ ミュレー シ ョン(中 長期)
の モデル) デ ー タ:東 京 都 人 口,3産 業,資 本 ス ト ッ クetc

た 分析:地 域経済学理論に従い,計 量経済学の手法を用
め い るo

の

ビ 首都圏モデル 東　京　都 54年 目的:週 辺3県 及び山手線CBD各 モデルの連動使用 4　 本

ジ (1都3県CBDモ デル) 12月 により地域経済,社 会動向の把握を行なう。
ヨ デ ータ:周 辺県及 び山手線CBD5産 業,ス トック
ン etc

作 分析:地 域(都 市)経 済学理論に従い,計 量経済学の
成 手法 を用いる。

MY　 TOWN　 MODEL 東　京　都 55年5月 〃 目的:超 長期の東京都社会,経 済の把握,事 前予測及 5　 本

(上 記2シ ステムの構造 を び 政 策 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

有機的に結合) デー タ:東 京都産業構造,ス トックetc

分 析:計 量経済学的 シ ミュレー ションモデル

地
シ ス テ ム ・ダ イ ナ ミ ック ス 千　葉　県 55年6月 随時 目的:中 長期の総合計画策定等に資するためモデルを 18本

城 (千 葉 県モデル) 用 い た シ ミ ュ レ ー シ ョ ン を行 う。

産経 内 容:シ ス テ ム'タ'イ ナ ミ ック ス(SD)の 手 法 で 記 メイン　1本

業済 述 されたモデルであ り,県 内を2地 域 に区分 し {
振 人 口,住 宅,産 業,労 働市場.土 地利用,公 共 サ　ブ17本

興 施設,環 境,財 政,交 通の8セ クターで構成 さ



瓢 シ　ス　テ　ム　名 作成 機 関 処理開始年月日 利用頻度 シ　　ス　　テ　　ム　　概　　要 プログ ラム本数

れている。 出力は100余 の項 目について西暦

2000年 ま での各年 の値 を数表お よびグ ラフ

で表示 する。　　　　　　　 ・

県民所得推計計算 神奈川 県 54年10月 半期 早期推計用一次回帰式
(ミ ニ コ ン)
パ ックー ジ1本

地
地域統計指標システム 〃 55年4月 年 県下市町村別経済社会データの蓄積加工 20本

林政情報システム 〃 57年 度予定 随時 目的:森 林に関する総合的客観的な情報をもとに森林　　　
の現状把握,分 析,予 測をすることにより「森

未　定

域 林の位置づけ」を明確にし,適 切な森林施策を

検討 し,森 林に対する要請に応える。

産 入力項目:自 然的要因(森 林現況,地 質,土 壌 地形
気象,水 系)～16細 目

社会的要因(法 規制,文 化財保有,形 態,行 政

業 界,道 路,人 口,産 業,形 態)～11細 目

合 加工 ・分析:上 記の入 力項 目を線 データ,点 データ,ゾ ー

N ンデータ,メ ッシュデータ不定型(時 系列,ク
) 経 ロスセクシ ョン)デ ー タに分類 して入九 加工

(例 えばゾー ンか らメ ッシュへ の変換),蓄 積

してデータベースを作成。済
こ の デ ー タ ベ ー ス よ リ プ ロ ッタ ー,プ リ ン タ ー

振
CRTを 通 じての視覚的表示を行 う。

農林制度資金利子補給 〃 53年8月 月,四 半

期,半 年 1、農業の近代化及び向上を図るための農業資金の利
興 子補給制度は承認件数及び貸付承認額が増加の一

途 をた どってい るため電算化処理 してい る。

(対 象資金:農 業近代化資金,農 業経営合理化資

金,畜 産経営環境整備資金の5資 金)
2.融資機関より提出された利子補給承認申請書に基
づ きデータカー ド作成 →データチ ェック→マス タ
一編集処理→統計表ファイル作成及び各種打出表

の作成

利子補給金計算処理
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1.農業資金の貸出に伴な う利子補給金の計算は複雑

多岐をきわめ抜本的な改善のため電算化処理を導
入 した。

(対 象資金:農 業近代化資金,農 業経営合理化資

金,畜 産経営環境整備資金)
2.貸付実行報告書及び償還計画報告書を融資機関へ

送付 し,必 要事項を記入後提出 してもらいこれに
基づ きデー タカー ド作成 →デー タチ ックマス ター

地
更新→利子補給金ファイル作成→各種打出表の作

成 。

域 統計処理
1,国への報告及び各種統計に必要な統計をその都度

産
打 ち出す。

' 鉱工業生産,出 荷,在 庫指 8通 産 局 昭和45年 月1回 当システムは,本 省 および各通産局 で,毎 月作成,発 20本

数の作成 表されている鉱工業指数を計算 し,鉱 工業の動向ひい
業
(IIPシ ス テ ム) ては,産 業活動の分析に必要な各種のデータを作成す

る。当 システムは,全 部で20本 の プ ログラムか らな

経 っているが,利 用者は毎月 品目毎の生産,出 荷,在 庫

の実積値を与えるだけで,鉱 工業指数分析に必要な各

済
種のデータを得 ることがで きる。

石油製品販売状況集計シス 東京通産局 55年7月 月1回 石油製品販売報告書から①地域別販売実績②地域別販 7　 本

テ ム 売シェアー③油別元売別販売実績④油種別の元売別シ
振 エアー⑤会社別地域別販売実績⑥地域の元売別販売実

績⑦元売の地域別販売実績シェアーの集計結果を出力

興
経済分析用システム 通産 省 他 随時 日常の経済分析業務によく用いられる各種時系列,行
(EAST　 MATE) 8通 産 局 列,分 析手法,加 工処理法 な どをパ ッケー ジ化 し,TSS

で サ ー ビス して い る。

生 コンク リー ト統計四半期 仙台通産局 昭和47年 年4回 県別,地 域別,用 途別の集計分析計算 2　 本

報及び年報の作成システム

地域IOシ ス テム(東 通 に 〃 45年 年8回 地域10分 析のための諸計算 45本

も同様 システム あり)



課題 シ ス テ ム 名 作成機関 処理開始年月日 利用頻度 シ ス デ ム 概 要 プログラム本数

鋼材消費量調査システム 仙台通産局 5'4年 年1回 1000事 業所 におけ る鋼 材消費量 を調査 し,県 別, 5　 本

地 業種別,品 種別に集計

域 生産性指数の作成システム 〃 〃 年4回 労働投入量指数,産 出量指数,生 産性指数の計算

産 地域産業連関表分析システ 通産 省 他 55年5月 随　時 地域産業連関表 分析 システム("IOTA"地 域 間表

ム 8通 産 局 分析の場合 は"10TB")は,地 域産業連関表のデ

業
一 夕 ・ペ ー ス 化 に伴 い ,こ の デ ー タ ・ベ ー ス 及 び 任 意

のファイルに規定の形式で作成された統合表を用いて

経 分析処理 を行 うものである。

本 システムは,ACOSシ ス テムOS　 ACOS6の

済 上 で稼動 し処理は,TSSバ ッチの両モー ドで行 うこ

とが可能で,TSSの 場 合は,端 末機 を介 して,会 話

振 的に分析処理 を行 うことがで きる。 また,本 システム

は,部 門統合機能がありこの機能により任意に作成さ

興 れた統合表についての構造分析,予 測分析,変 動要因

分析,波 及効果分析等ができる。分析可能な統合サイ

合 ズ は,地 域内最大160部 門,地 域間表最大25部 門

ふ で あ る 。

)

中地 下請引取条件調査システム 仙台通産局 52年 年1回 下請取引の条件等について業種別,規 模別に集計 9　 本

小場
企産

q 業業
'の

振
能代,山 本定住圏域中小企 〃 54年 〃 能代,山 本地域の張天業者の財務分析 11本

興 業振興対策調査システム

商 協力店 システム
8通 産 局 50年4月 月1回 生活関連物資の需給価格情報を集計分析 10本

業
■ 商業動態統計システム 通産 省 他 55年 〃 本省メール調査 と局別に集計検索

サ 8通 産 局
| 割賦販売法に基づ く還付手 仙台通産局 54年 年2回 割賦販売に基づく還付金計算 14本

ビ

ス
続 きシステム

振
大規模小売店集計システム 仙台通産局 〃 月1回 商業動態統計システム中の大規模小売店を品目別,県 2　 本

興
東京通産局 別に集計 (CRUN

　 　 HLE　 5)

一
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小売卸業データ分析

　　　　　　　　システム

仙台通産局 54年 年1回 商業センサスから商店数,販 売額等めデータを品目別
年次別に集計,分 析表の作成

基幹物 資情報ネ ットワーク 8通 産 局 52年10月 月2回 基幹物資の流通段階における需給価格動向を集計分析 3　 本

藷翌

ll

工場立地動向集計システム 東京通産局 54年9月 年2回 工場立地の動向を迅速に処理 し工場立地の適正化と土

地利用の合理化に資するためのシステム。
各企業の調査票を地目別,工 場団地内立地別,都 市計

画法の区域区分別,工 場適地内別,農 工法の工業導入
地区内別,地 域別,業 種別に分け各々,件 数,敷 地面

積,建 築面積(新 設,増 設)集 計結果を出力する。

5　 本

資
　
源
　　
エ

　

ネ
9

ル
　

ギ
　
ー
　

対
　
策

水質管理システム 神 奈 川 県 　 58年 予定

・

水質汚濁防止施策の立案等水質管理行政を総合的かつ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

効率的に推進するため,水 質汚濁源,水 域環境等に関
するデータを一元的に管理 し,排 水規制,下 水道整備
等の水域環境におよぼす影響を予測する。

包蔵水力集計システム 仙台通産局 48年 年1回 水力発電所の新設,廃 止,変 電に伴う包蔵水カー覧表
の作成　　会

14本

流速計係数表の作成
　　　　　　　　システム

仙台通産局

東京通産局
〃 年4回 流速計係数の作成

水力調査地点の諸計算

　　　　　　　　システム
仙台通産局 〃 年1回 水力調査地点の発電原価の算定

捨石たい積場安定度

　　　　　　解析システム
仙台通産局
東京通産局

52年 月1回 捨石たい積場の安定度解析計算 34本

埋蔵鉱量統計調査システム 仙台通産局 〃 年1回 非鉄金属鉱物の埋蔵鉱量を県別,品 位別集計分析 9　 本

公環
害境
訪問
止題

定住環境整備アンケー ト 〃 54年 〃 406市 町村に対する定住環境整備に関するアンケー

ト調査を集計分析
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瓢 シ ス テ ム 概 要 作成機 関 処理開始年月日 利用頻度 シ　　ス　　テ　　ム　　概　　要 プログ ラム本数

人口動態県統計システム 神 奈川 県 49年 年1回 人 口動態統計テープフ ァイルを厚生省か ら購入 し,県 10本

11月1日 衛生統計書作成のための集計システム
テー プファイル内容

年間,市 区町村別 出生,死 亡,婚 姻,離 婚,死 産統

計

人
医療施設検索システム 神奈川 県 55年 年1回 昭和55年12月31日 現 在で厚生省が実 施 した病院 24本

12月31日 一般診療所,歯 科診療所の医療施設調査票を厚生省に
口 提出する前に,県 単位で入力し諸統計を集計する。な

なお次回調査 は56年 度 になるので新設,廃 止,休 止
・

等 動態情報 を追加,更 新で きるシステムにな ってい る。

文 人口動態調査表 49年 〃 目的:神 奈川県の人口動態現象を迅速に把握し衛生行 10本

単独集計システム 政推進に必要な資料を得 る。

化
調査対象:人 口動態統計(指 定統計)の 出生,婚 姻,

離婚,死 亡の4項 目

集計分析:出 生,婚 姻及び離婚 については厚生省へ当
●

.

該者調査票で入力,死 亡については県独自様式
死亡マーク シー トに転記 し,死 因を符号 化後,

医 集計分析する。

療 悪性新生物登録システム 〃 48年4月 〃 医療機関におけるり患調査及び保健所における死亡調 500本

査により実施

対 1.り 患 調 査

県医師会は各医療機関か ら「悪性新生物登録票 」を

策
収集 し,県 立成 人病 センター に送付 する。県立成人

病セ ンター は「登録票 」のコンピュータ入 力作業

(転 記,コ ー デ ィ ン グ,マ ー ク チ ェ ック)を 行 い,

県保健所教育センターの コンピュータに入力する。

2.死 亡調査

県立成人病センターは,県 下保健所の人口動態調査
の調査票(死 亡小栗)か ら悪性新生物で死亡した も

のを調査 し,1.と 同 じよ うに コンピュータに入力す

る 。
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5.集 計,解 析

人 県立成人病 センターは県保健教育センターの コンビ

ユータを使用 して照合,集 計 を行 う。
口 4・集計項 目

. 年 次別,市 町村 別,部 位別,性 別,年 令別,が ん り

文 患数等

化
人 口情報 システム 埼　玉　県 54年4月 週1回 本システムは,県 行政の基本的指標となる人口に関す 80本

ぶ るデータを総合的かつ時系列に蓄積 しておき,必 要 と

医 す るデー タを容易に検索 し,加 工 して数表,帯 グラフ

棒グ ラフ,マ ップ及 び統計解析 テープを作成 するシス
療 テムである。　　　　　　　　　　　 ,

対

策 40,45,50年 国 勢調査 よ り市町村別,就 業人 口

人口分析 仙台通産局 54年 年1回 昼間人口,年 令別人ロ等から圏域別,市 部郡部別県別
に集計分析

流消
通 費'問

　題

古紙流通実態調査システム 〃 〃 〃 古紙回収業者の最近の動向及び流通実態の集計分析 3　 本

輸
輸入承認,届 出統計 システ 通産 省 他 52年10月 月1回 輸入承認届 出の 日報 をサマ リー し,デ ー タを局,国, 2　 本

出

入

ム 8通 産 局 品 目コー ド別 に作成

の

振 貿易業態統計システム
〃 55年5月 月1回 本省において作成 された年デー タの うち都県 コー ド 15本

興
08か ら18ま で の当局管 内分データをぬ き出 し本省

集計 プログラムで結果表 を出力する。
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課題 シ　ス　テ　ム　名 作成機 関 理開始年月日 利用頻度 シ　　ス　　テ　　ム　　概　　要 プログラム本数

主成分分析,因 子分析 仙台通産局 54年 年1回 定住圏域別,市 別に各種のデータを収集 し,主 成分分
そ シ ス テ ム 析,因 子分析による分析

簡易集計システム 通産 省 他 〃 随　時 会話型簡易集計 シス テム(CCOST)は ア ンケー ト

8通 産 局 調査等の中小規模の調査統計を処理対象 として,デ ー
の タの入 力か ら,チ ェック,更 新,加 工,編 集そ して集

計,製 表までを一 貫 して会話型 で行 うTSSマ ブ リケ
一 シ
ョ ン シ ス テ ム

他 公聴会における意見陳述人 仙台通産局 〃 年1回 公聴会における陳述人,傍 聴人の選定
の選定 シス テム 東京通産局



参考資料1
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地域 経 済 情 報 ネ ッ トワ ー ク形 成 に 関す る ア ンケ ー ト調査 票

質問1-】

　　　1'u機lk}では業務処理のため電子計算機(tフ ィスコンピュータを除く

　　　汎用計算機。以'ド同じ意味)を 使用されていますか。

　　　　　　1　 社内に設llコして使川

　　　　　　2　 計算機センターで一括処理

　　　　　　3　 端末機を設置 して処理

　　　　　　4　 使用 していないが近い将来使川の予定

　　　　　　5　 使川 していない、、将来も予定がない。

　-4ま たは5と 回答された場合は3以 下の質問にご回答ください。一

質問1-2

　 　 　社内 また は計 算 機 セ ン ター一で 次 の電 子Jl・算機 周 辺 装 置 を設 置 して い ま

　 　 す か.

　 　 　 　 　 　1　 磁 気 デ ィ ス ク装 置

2　 磁 気 テー プ装 置

3　 7ロ ツ ピ イ ・デ ィ スク装 置

4　 紙 テ ー ヅ装 置

5　 カセ ッ ト磁 気 テ ー ゾ装6

6　 メ'ンライ ン.}幾1彪

質問1-3

　　　現在、屯子計算機を主にどのような業務で使川 していますか。

　　　　　　1　 人事、給与等の内部管理

　　　　　　2　 税　　金

　　　　　　3　 統計処理

　　　　　　4　 販売、在庫管理

　　　　　　5　 その他(例: )

質問2-1

　　　他の機関と磁気媒体によるデータの交換を行っていますか。

　　　　　　1　 行っている

　　　　　　2　 近い将来行う予定

　　　　　　3　 行っていない

質 問2-2

　 　 　 2-1で1と 回 答 され た場 合 、相手 機 関 名 、情 報名(～ 調査 に関 す る

　 　 　資 料 等)、 開 始 時 期 等 に つ いて お 答 え くだ さ い。

　 　 (1}　 デ ー タを磁 気 媒 体 で 提 供 して い る場 合

相 手機 関 名 Wlf　 報　 　名 開始時期 法律による
　義務化の有無

②　データを磁気媒体で購入または提供を受けている場合

相 手機 関 名 情　　報　　名 開始時期 法律による
　義務化の有無



質 問2-3

　 　 　ゾVグ ラ ム等 ソフ トウ ェアの 交 換 を 行 って い ます かb

　
　
脇

　
　
訓
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1.行 っ て い る 。

2.行 って い な い 。

　 　 　 　 ■

シ ス テ ム 概 要 相　手　機 関

,

「地域情報」を地域経済振興に必要な情報ととらえた場合、次の内ど

の情報が爪要と考えますか。3つ まで選んでください。

1　 基礎t,'Nll(土 地 、 人1])

3　 マ ク ロ経済 指 標

5　 企 業 経 営

7　 細 視、 環境

9　 技 　 　 　術

11　 物 　 　 　価

2　 産業(生 産、販売)

4　 家　　　計

6　 財　　　政

8　 教育、文化

10　 海外政治経済動向

質問4-2

　　 　 4-1で3と 答えられた場合、どのような理由でそ う考えますか。

　　　　　　 1　 当機関に情報を整備するセクシgン がない。

　　　　　　2　 必要な情報量が膨大なので収集に手が回 りきらない。

　　　　　　3　 必要な情報の多くが公表されていない。

　　　　　　4　 その他'

　　　　　　　　　　(　 　 　 )
質問5

質問6

地域経済の振興をはかるため、既存の統計資料を整備活用していく必

要があると思いますか。

　　　 1　 必要である。

　　　 2　 必要でない。

必要で⌒(

)

統計資料を活用するため電子計算機の利川を増大 していく必要がある

と思いますか。

　　　 1　 必要である。

　　　 2　 必変でない。

　　　　　　必要鯛 由(　 　 )

質問'い一1

　　　地域情報(上 記設問3の 意味で)は ト分得られていると考えますか。

　　　　　　1　 十分である.

　　　　　　2　 多少不備だがほぼ満足すべき状態。

　　　　　　3　 不備である。

質問7-1

　　　データベースを作る予定はありますか。

　　　　　　1　 すでに作成済み。

　　　　　　2　 作成の予定である。

　　　　　　3　 作成の予定はない。



質問7-2

　 　 　 7-1で1又 は2と 答 えた 方 は デ ー タベ ー スを 次の 中 か ら選 ん で くだ

　 　 　 さ'い。

　 　 　 　 　　 1　 内部 管理 シ ス テ ム(人 事、 給 与 、 会計 、 物 品 等 の行 政 部 門

　 　 　 　 　　 　 　内の 様 々な 内 部管 理 業 務 の 合理 化 を支 援 す るた めのもの。)

　 　 　 　 　　 2　 !11:務処 理 シ ステ ム(定 型反 復 的 な 大 批事 務処 理 の 合理 化 、

　 　 　 　 　　 　 　簡素 化 を 推進 す るた め の もの,,)

　 　 　 　 　　 3　 政餓 のjl'1111i.立案 過 程 を 支援 す るた め の統 計 デ ー タベ ー ス。

　 　 　 　 　　 4　 そ の他

(
O

8.質一
)

各 行政 機関 、 団 体 等が お 互 い に必 要 とす る デ ー タを 、 相 互 に利 用 で き

る 共通 の 情 報基 盤 を確 立 す る 方 法 と して、 次 の2つ の 構想 が考 え られ

ます 。

第1は 、各 々の 行政 機 関 、 団 体 等 がそ れ ぞれ を必 要 と し、 あ る いは 所

有 して い る情 報 の権 限拠 点 とな り、 この 各処 点 間 を ネ ッ トワ ー クで 結

ぶ 構想 が あ ります.

これ に よ って 、 よ り広 く、イ∫効 に デ ー タの 相 ∫∫:利川 が`i∫能 とな ります 。

これ を第|図 で示 しま す 。

地 方

＼
⊆E

各機 関 が 個 々にそ れ

ぞれ に適 した デ ー タ
ベ ースを管 理 す る。

次 に地 域 的 に デ ー タセ ン ターを設 立 し、そ こに各 デ ー タの 作成 機 関は

デ ータの メ ンテ ナ ンス 、管 理 を依 頼 し、必 要 な情 報 につ い てサ ー ビス

を受 け る 構 想 があ ります 。

これ を、 第2図 で 示 しま す 。

各行政機関他

アータハ ンクあ るいは

　 情 報 セ ン タ ー

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 各 種 　団　 体

情 報 セ ンターは各利用者か ら情 報提 供を受 け、デ ータ管理 を行 う。

利用者は 、他の利用者か ら提供 され た情報 も利川"∫1彪で ある。

これ につ いて 、 次 の質 問 に お 答 え くだ さ い。
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設問1

　 　第1図 、 第2図 に示 された 構 想 に っ いて 、 どの よ うに 考 えます か 。

　 　 　　 　 1　 第1図 の 構 想 に賛 成 。

2

3

4

5

6

7

8

第2図 の 構 想 に賛 成 。

第1図 、第2 ,図の どち らの構 想 で もよ い。

情 報 整 備は 必 要 だ が、 こ の構 想 は 賛成 しか ね る 。

関 心 が な い。

わ か らな い 。

必 要 な い と思 う。

そ の 他,、

4又 は8と 答えられた場合はどのような構想が考えられますか、具体

的に記入 してください。

設 問2

　 　 この よ うな 情 報 交換 の た め の情 報拠 点 、 あ るい は 情 報 ネ ッ トワ ー クが

　 　 形 成 され た 場 合 、i`亡機 関 は 参加 が"r能 で す か。

　 　 　 　 　 1　 "∫能 　 　 2　 条 件が 整 えばil∫能 　　 3　 不 可能

　 　 2、3の 場 合 どの よ うな 制 約 条件 が あ りますか 。

　 　 　 　 　 1　 当機関 の 技 術 的 レベ ルの 点で 情 報 交換 は む ず か しい。

　 　 　 　 　 LJ　 社会 制 度1:む ず か しい.

　 　 　 　 　 3　 その 他 　 具体llりに1

設問3

　　情報ネットワーク及び情報拠点構想についてご意見、ご感想があ りま

　　 したらお聞かせください。

質問g

80年 代 に お け る、 貴 機関 の施 策 テ ーマが あ りま した らお 聞 かせ くだ

さい 。

ご協 力 あ りが と うご ざい ま した 。

機 関 名 T肌(　 　 )　　 番

所 在 地

記入者名 所属部課名　　　　　　　氏名



参考資料2地 域経済情報利用状況・電子計算機処理状況～利用ニーズ調査について
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lee入 上の注意点1

工)様 式1　 一般統 計資料 　利用 状況、電算 処理状 況、利用 ニ

　 　　　　　ーズ調査

　 　様式 工一1

〈 資料名〉

　 ・ 「業 務利用 」欄は、業 務上利用 してい る資料 があれば、 そ

　 　の資料 に「○」印 をつ けて くだ さい。

　 ・ 「電算化資料」 櫛は、 電算機入 力の際利 用 した資料 に「○」

　 　印を付 して くだ さい。(そ の資料 の一部 分 が電算化 されて

　 　い る場合 も含み ます。)　 a

　 ・ 「備考」欄 には、そ のデ ータ利用 上 の問 題点 を記入 して く

　 　だ さい。

　　様 式1-2

〈利用状況〉　分類項 目に属するデータ利用が、統計耕、報告

　　　　　　　書、 電算機等 による ものすべ て を含み ます。

　 ・ 「利用頻度」欄 には デー タ利用 の頻度 を次の例 にな らつて

　　英 文字で記入 して くだ さい。

　　例(D旧)'・w・GtgD,　M(月),　qy(四 半期),　HY・〈¥年),　Y(年))

'熟 熟 には利用目的を次の中から選鰯 で自己入

　　　　 1中 長期計画策定

　　　　 2短 期計画策定

　　　　 3経 済分析

　　　　 4経 営分析

　　　　 5辿 常※務 参考

　 　　　 6そ の他(具 体的 に:　 　　　　　　　 　　　　　 )

　 ・ 「地域 区分」 欄 にはデ ータの利用 区分を次 の中から選び番

　 　号 で記入 して くだ さい。

　 　(L全 国,2.県,S市 町 村,白 メツシユ,　aそ の他の区分)

〈電 算処理 状況〉　 分類項 目に属す るデ ータが電算化利用 され

　 　　　　　　　　 てい る もの につ いてお答え くだ ざい。

　 ・ 「電算化 の地域 区分」欄 に}ま 「地 域区分」欄の例 にな らつ

　 　て区分 を番号 で記入 して くだ さい。

　 ・ 「データ メンテナ ンスサイ クル」欄 にはデ ータを メンテナ

　 　ンスす るサ イクルを 「利用 頻度」欄 の例 にな らつ て英文字

　 　で記入 して くだ さい。

　 ・ 「収録 の範囲」欄 には 次の中か ら該 当す る もの を選び番号

　 　で記入 して くだ さい。

　 　収 録の 範囲(L全 国 　 　2.管 轄 内　 3そ の他)

〈利用 二■ズ〉　 現在利用 されていないが今後利用する予定、

　　　　　　　　あるいは利用 したいデータについてお答え く

　　　　　　　　ださい。

　 ・ 「整備する地域区分」欄 には整備すべき地域区分を く利用

　　状況〉の中の 「利用地域区分」欄の例にならつて番号で記

　　入 して ください。

　 ・ 「整備の優先度」欄にはデータを整備する際の優先度を下

　　の例にならつて印で記入 しそください。

　　例(○(最 優先),△(優 先},x(状 況をみて整備),

　　　　無印(不 必要})

〈特記事項〉 その他 デー タ利用 上の問題点、意 見等が ござい

ました ら書 い て くだ さい。
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2)様 式2　 地域経済に関する応用 ソフ トウエア調査

〈システム名〉　 現在利用あるいは開発中、計画中の地域経済

　　　　　　　 に関す るシステム名を書いて ください。

くシステ・の蝶 ≧ .どのような目的でどのようなデータをど

　　　　　　　　　 のように加工、分析するシステムである

　　　　　　　　　 か箇条書 きで簡潔に書いて ください。

〈処理 フロー〉　 システムのフローを簡単に図で響いて くださ

　 　　　 　　　 いo

〈プログラム本数〉　 システ ムを構成 す るプ ログラムの本数 を

　 　　　 　　　 　　 弓9=いて くだ さい。

〈利用開始年 月 日〉

〈利用頻度〉　 次 の例 にな らつ て具 体的 に記入 して くだ さい。

　 　例(D(日),W(Gtgt),M(月),QY(四 半期),　H　X(半 年)・Y(年))

5)様 式3'地 域経済情報内部利用状況調査

〈調査名文は業務名〉　 機関独 自で行っている調査名または莱

　　　　　　　　　　 務名あるいは様式zで あげられなかっ

　　　　　　　　　　　た業務名について書いて ください。

〈主醐 査項 目〉 空欄 査項 目にっいて記入して ください。

〈収集頻度〉　 次の例にならつて具体的に記入して くだ さい。

　　例(D(則 ・W　GtlD　,　M(月),　q　y(四半期),HY伴 年),　X(年))

〈公表可能性〉　 可能、条件?き 可能、不可能のうち該当する

　　　　　　　　ものに○印を付けて ください。

〈条件付公表可能性の時の条件〉　 具体的に箇条書 きで書いて

　　　　　　　　　　　　　　　　ください。　　　 、



様 式1-1

一 般 統計 資料　利用 状況 ・電算処 理状 況 ・利用 ニーズ調査

機関名
産 業　 (倒)

資　　料　　 名 主　　　　　管 業務利用 電算化資料 備　　　　考

事業 所 統 計調 査 総理府統計局経済統計課
　 　 　 　 　 　 　 '

農 林 省 統 計 表 農 林 省

漁 業 動 態 調 査 農 林 省

工 業 統 計 表
通商産業大臣官房調査統計部

　　　　　　　 工業統計課

農 業 所 得 統 計
農林省経済局統計情報部
　　　　　　　 経済統計課

商　 業　　統　　計
通商産業大臣官房調査統計部
　　　　　　　 商業統計課

産水陸稲平年収量表 農林省経済局統計情報部

生 糸 生 産 数 量 農林省経済局統計情報部

産 麦 平 年収 量 表 農林省経済局統計情報部

鶏 卵 流 通 統 計
農林省経済局統計情報部
　　　　　　　 農林統計課

牛乳,乳 製品統 計
農林省経済局統計情報部
　　　　　　　 農林統計課

畜　 産　　統　　計
農林省経済局統計情報部
　　　　　　　 農林統計課

木 材 需 要 報 告 農林省経済局統計情報部
　　　　　　　 農林統計課

特用林産物需供表 林野庁林産課

漁業養殖業生産統計 農林省経済局統計情報部
　　　　　　　 水産統計課

作物統計
　　農林省統計表

農 林 省

農 林 統 計 表 農 林 省

1

業務利用、電算化資料欄は該当する場合、それぞれ○を付して くだ さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 (65)
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様式1-2 二般統計資料利用状況 ・電算処理状況 ・利用 ニーズ調査
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機関名

利 用 状 況 電算処理状況 利用r－ ズ

分類項目名 デ　ー　タ　例 利用
頻度
利用
目的
地域
区分
地域
区分

メ ンテ

ナ ンス

収録の
範　囲
地域区分

整備の
優先度

特　　記　　事　　項

工業業種別事業所 事業所総数
民営事業所数

産業中分類別事業所数

農　　 家　　 数 農家総数
専業農家数

兼業　 〃

規模別農家数
林家数

農 業粗 生産 額 農業粗生産額

工 業 出 荷 額 工業製品年間出荷額

合計

産業中分類別出荷額

合計

農 業 販 売 額 卸売業年間販売額
小売業　　〃

飲食店　　〃

　　～

◎利用頻度,メ ンテナンス(D,W,　 M,　 QY,　 HY,　 Y)　 　 ◎地域区分(1.全 国 　 2.県 　 5.市 町 村　 4.メ ッシュ　 5.そ の他)

◎利用 目的　 (1.中 長期計画策定　"2、短 期計画策定　 5.中 長期経済分析　 4.現 状 経済分析　 5.通 常業務参 考　 6.そ の他)

◎整 備の優先度　 (○ 最優先　△優先　 ×状況 をみて整 備　無 印不必要)

◎収録の範囲　 (1.全 国 　 2管 轄内　 5.そ の他)
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地 堤 経 済 に 関 す る 応 用 ソ フ ト ウ エ ア 調 査 槻閲名

シ ス テ ム 名 シ ス テ ム 概 嬰
・.一

　　　処 理 フ 0 一 プoグ ラム本数 処理開始年月 利用頻度

`



弾式3

　　　　　　　　　　　　 地　域　経　済　情　報　内　部　利　用　状　況　調　査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機関名

合

e

調査名又は業務名 主　要　調　査　項　目
　 　 .

収集頻度　 　 　 　 層、 公 表　の　可　趨 性 条件付公表可能の時の条件

可　能 不可 能 ・条件付可能
.

'

F

「

層,

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

-

　 　 　 　 ,公 表の可能性欄は遁当† る項 目にOを 付 して ください
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一}一



参考資料3

　　　　　　　　　　　産業経済分野統 計資料利用 状況調査概要

1.調 査目的

　 来年度以降の研究方向を確定することが主要 目的ですが,特 に次の2点 をねらいとしています。

①　データの利用 目的,利 用方法等を明らかにし地域データベース開発の場合の参考 とする。

②　データの共通利用性を明 らかにし,機 関間のデータ交換の可能性を探る。

2.調 査 範囲

①　産業,経 済関係の統計資料の内,次 に掲げる統計等に関する資料。

　　 事業所統計,工 業統計,商 業統計,県 民所得統計,生 産動態統計,鉱 工業指数,商 業動態統計

　 エネルギー統計,ガ ス事業統計,電 力需給の概要。

②　 自機関が調査主体 となって行っている調査の内,次 に掲げる調査に関するもの。

　 ④　中小企業対策に関する調査

　 ㊦　工場立地対策に関する調査

　 ◎　エネルギー関連政策に関する調査

　 ◎　大型小売店 に関する調査

　 ⑧　設備投資動向に関する調査

5.様 式1.2へ の記入上 の注意点

①　利用 目的

　　 政策課題 あるいは業務上 どのような目的でその調査資料を利用するか具体的に記入 してくださ

　 い。

②　利用方法

　　 特に次の点が明確になるように参考資料1の データ区分例を参考にして具体的に記入 してくだ

　 さい。

　　O　 データ項 目のカテゴリー化(地 域の くくb方,規 模別等データの大きさによるくくり方等)

　 ・o　加工分析の方法(分 析手法,ク ロスのとり方等)

③　集計,分 析結果の公表の形体

　　 報告書または結果表の公表範囲,公 表周期(月 報,年 報等)公 表時期(2ケ 月遅れ等)等 につ

　 いて記入 して ください。

G灘 羅1繋 議llil灘璽㌻う
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④　データベース化の優先度

　　地域委員会で来年度以降,地 域データベースを作る場合,デ ータの整備を図るについて,各 機

　関ではどのように優先度を希望するか記入 して ください。

　　　A… …最優先

　　　 B… …優 先

　　　 C… …状況をみて整備

　　　 D… …不必要

4　 添付書類について

　 調査状況,処 理状況,電 子計算機処理状況等を正確に把握するため,様 式1.2の 調査票毎に,

次の資料 を添付 して ください。①
:難熱 熱欝ト

　　 ・報告書様式(集 計項 目,分 析方法等がわかるもの。

　　　　　　　　　 例……報告書目次)　 　　　　　　 様式1.2

　②　電子計算機処理状況に関するもの。(様 式1.2共)

　　　調査の電算処理あるいはデータの電算化をしているものについて次の資料を添付 してください。

　　　 ・磁気テープフォーマ ットあるいはコー ド表等,記 録項目を明確に表すもの。

　　　 ・当該処理電算化開始年月,磁 気テープ保存年数,レ コー ド件数(概 要)が わかる資料。

　　　 ・公表,提 供(交 換)等 の可能性の有無。

〔参考資料 〕

　 参考資料1.統 計資料の項目,デ ータ区分一覧表及び地域データ(対 策別)の 例

　 参考資料2.様 式1.様 式2・ 記入例

　 参考資料5.各 機関における地域経済情報,利 用状況,電 子計算機処理状況一覧表

(70)
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様式1

産業経 済分野統計 資料利用 状況調査

機関名 統　計
資料名 .

データベース化の
優　　 先　　 度 A　 　 B　 　 C　 　 D

利　　用　　目　　的 利用方法(分 類 加工の手法,処 理について) 集計分析結果の公表の形体

様式2
産 業経 済 分 野統 計 利 用 状 況 調 査

機関名 調査名 調査開始
年　　月

調査周期

調査の主要テーマ:本 調査 の主要テーマについて右欄

か ら該当する ものに○印 をつけて下さい。(複 数可)
1.中 小 企業対策　　 2.工 場 立地対策

5.設 備投資動向　　 6.　tの 他(
5.エ ネルギー関連対策 4大 型小売店

　　　　　 )

利　　用　　目　　的 利用方法(分 類,加 工 の手法,処 理 について) 集計分析結果の公表の形体
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　　　　地域別情報拠点育成調査(各 論V)

西 日本地域情報拠点形成に関する調査

　 　　　 (近畿 ・中国 ・四国地域委員会)
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調 査 の 概 要

(1}調 査 研究の目的

　　 日本の80年 代 を担 うリーデ ィング産業 としての情報産業 の発展は 目をみは るものがある。特に

　 LSI,　 IC等 のハ ー ドウエアの水準 では米国を凌 ぐともいわれているが,情 報 の利用技術 ・情報

　サ ービスの提供等 の分野 では.ま だ米国の水準には及ばず,こ の分野で の更に一層の伸長が望 まれ

　 ているo

　 　 日本においては,特 に コン ピュータや通信 回線を介 しての デ ー タ提供 ・流通 の分野での立遅れ

　 が目立 って きてい る。米国においては既 にこの分野 での市場が形成 されているのに較 べて.我 が国

　 においては中枢管理機能の集 中 してい る東京において わずか にマ ーケッ ト(情 報市場)が 成立 しは

　 じあているだけで,地 域での マーケ ッ トはいまだ形成 されていないのが現状である。

　　 ところが,80年 代 は 『地 方の時代 』とも呼ばれるよ うvat今 後地域への行政施策 や経営戦略の

　展開がよ り多 くもとめられ ることが予想 される時代に至 り,地 域 情報へのニ ーズが より一層高 まる

　 ことが推測 される。 かか る状況に鑑み,地 域情報へのニーズに応えるべき準備 として,西 日本 にお

　 いて もこのよ うな地域情報の利用体制の確立 に向けて属地デ ータの整備 とその流通のための条件整

　備 が必要 となってきた。本調査研究 では,属 地データの流通 のた めに必要 な諸 条件を明らかにする

　 とと もに,地 域情報拠点形成 についてケーススタデ ィの検討 を行 う。

②　調　査　計　画

　　昭和55年 度 よ り5カ 年計画 で調査研究を進め ることとし,そ の概要は次の とお りである。

　①　第1年 度

　　　 5地 域(大 阪,広 島,高 松)を 中心 に情報流通の現況についてア ンケ ー ト調査を実 施し,そ の

　　実態を把握する。

　②　第2年 度

　　　地域別情報拠点のあ り方について検討するとと もに特定情報 について.テ スト事例研究を実施

　　する。

　③　第3年 度

　　　 2カ 年 の成果 をふ まえ,シ ステム開発を行 う。

(3)研 究 体 制

　　 3地 域 の通産局を中心 に 「西 日本地域情報拠点 に関する調査委員会 」を設置 し,具 体的作業 は.

　 ワーキング ・グル ープ形式で進め る。
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1. 情 報 ニ ー ズ 調 査

1.1　 調　 査 　 概　 要

　西 日本地域 において,各 種 のデ ータの流通を促進 し,デ ータの流通体制 を成立 ・拡大 させ るために

は,大 雑把にみて次の3つ の側 面からの環境整備 が必要 であろ うと思われる。

　 。　 データの流通 のた めの体制 の整 備

　 。　 データの作成 ・維持 ・配布等を効率的に行 うための技術 的要件の整備

　 。　 データの公開 ・秘密保持等 の法的 ・制度的側面の諸条件の整備

　上記3つ の問題のなか で,特 にデ ータ利用体制確立のためデ ータニーズに関す るい くつかの問題 に

っいての調査を実施 し,も ってデ ータの流通 のためには どのよ うな環境を整備 すればよいのかを可能

な限 り明らかにす る方針 である。

ω　デ ータの流通体制の整備 と問題点

　　西 日本地域 においてデ ータの流通体制が形成 され るためには どのよ うな要件が必要で,い かなる

　問題があるかを.デ ータの需要サイ ドと供給 サイ ドの2つ の面から もう少 し詳細に検討 してみ る。

　 A.デ ータの需要サ イ ドの問題

　　　デ ータの需要側 としては,次 の よ うな点 が特に重要であろ うと思 われ る。　　　　　　 '

　 　①　データに対す るニーズ

　　　　西 日本地域 とい う一 定の地域 における情報のニーズ とは,具 体的 には どのよ うなものがある

　　　のか。 どんな種類 の情報(文 書 情報か数値情報 なのか)を どの地域か ら入手しようとして、・る

　　　か等を既に顕在化 しているニーズのみに限 らず,潜 在的 なニ ーズの長期的な予測をも含 めて検

　　　訂 し,正 確に把握する必要 があ ろ う。

　　②　デ ータの存在 ・入手に関 する情報め整備

　　　　デ ータのニーズがあ って もそのデータが存在 しなければ利用す るこ とはで きない し,ま たそ

　　　のデータが,ど こに どん なかた ちで保持 され,ど のよ うにすれば入手可能なのかに関する情報

　　　が整備 されていなければ,デ ータに対するアクセスは不可能 である。 そこでデ ータの存在 や入

　　　手に関す る情報,即 ちデ ータの クIJア リング機構 の整備 が重要 である。

　　③ ・デ ータの入手 の効率 化 と経済性

　　　　デ ータの入 手に多 くの時 間 と費用がかかるのであれば,ニ ーズは実際の入手とい う行為 には

　　　つながらな くなる。特 に効率 と経済性 の問題は技術的条件 と不可分の関係にあ り,単 に需要サ

　　　 イ ドだけでな く供給サイ ドの問題で もある。

　 B.デ ー タの供給サ イ ドの問題

　　①　 データの収集 ・維持 ・配布 の継続性
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　　データは継続的 に収集 ・管理 され,か つ それ らの配布 も継続的に行 えるこ とが必要であ る。

②　デ ータ供給の経済性

　　ニ ーズに応 じたデ ータを収集 ・維持 ・配布す るた めたはかなりの投資が必要 となるが,そ れ

　 らの投資を回収 し,か つデ ータの継続的供給 を可能 にするだけの経済性 を考慮 しなければなら

　 ない。

1.2　 調　 査　 方　 法

ω　ア ンケ ー ト調査の目的

　　 80年 代 は,『 地 方の時代 』とも呼ばれるよ うに,今 後地域への経営戦略 や行政施策の展開 がよ

　 り多 く求 められ,そ れに伴って地域 の情報に対す るニーズ もよ り一層高 まって くるものと予想 され

　 る。 しか しながら,地 域 の情報 に対するニ ーズは現在 のところ十分把握 されていないのが現状であ

　 る。

　　 そこで,西 日本地域 に情報流通 のための体制 を形成 するためには,そ の情報 に対す るニーズ が具

　体的に どのよ うなものであるかを正確に把握 する必要がある。 そのた め,「 情報 の流通 に関す る基

　礎調査 」を試 み,次 のよ うな項 目について調査を行 った。

　 ①　必要 情報,利 用 目的

　 ②　情報収集窓 口

　 ③ 情報入手ルー ト

　 ④　情報の提供

　 ⑤　電算機の利用 について

　 ⑥　地域情報 に関する問題点

　 ⑦　情報 の利用体制 について

　　 なおア ンケー ト調査票は参考資料の とお りである。

②　調　査　対　象

　 A.大 阪地 域

　　　大阪市内に本社が所在 し,コ ンピュータを導入 してい る企業(食 料品を除 く製造業)。

　 B.広 島 地域

　　　広島市及 び周辺市町村(府 中市,五 日市町,廿 日市町)に 所在する事業所,機 関。

　　　業種は,金 融機関,地 方公共団体,国 の出先機 関,学 界団体,コ ンサルタン ト,商 社,製 造業,

　 　卸 ・小 売業等で,企 業形態(本 社,支 店,営 業所,工 場)及 び経営規模(大 企業,中 小企業)の

　　 いずれかに片寄 らないよう配慮 した。

　 C.四 国地域

　　　香川県高松市内の事業所を中心に,国,県 等の官公庁,お よび商工会議所,商 工会等の経済団
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体 について も可能な限 り選定 した。

　 で きるだけ各業種にまたがるよ う配慮 し,規 模は,製 造業 の場合おおむね100人 以 上,商 業

の場合は50人 以上 で選 定 した。

　製造業 については.高 松市以外 の地域 から も約50企 業 を選定 し,地 場企業を含 めるよ う配慮

したo

(3)回 　収　結　果

　　各地域別のアンケート発送数 と回収結果は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　 表1-1　 アンケー ト調査の回収結果

地　　域　　別 発　送　数 回　収　数 回収率(%)

広　島　地 域 195 144 74.6

四　国　地　域 149 86 577

大　阪　地　域 200 75 3Z5

合　　　計 542 305 565

1.3　 集 計 ・ ま と め

アンケー ト結果 の詳細 な分析は,今 後の研究 で行 うこととし,こ こでは結果の概要 について述 べる。

　Q1.情 報 収集 の方法

　 　 　 地　域
回　答

コ ー ド凡 広　　島 四　　国 大　　阪 計

(本 社 一 括) 1 21 16 14 51

(各 事 業 所支 店) 2 15 3 2 18

(本 社 ・支店双 方) 3 74 60 50 184

(行 政 機 関) 4 56 26 7 69

計 144 105 75 322

各地域 とも情報の収集は,本 社と各事業所 ・支社の双方で収集が行われている。また行政機関から
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もかなりの情報を入手 しているが,大 阪 に比 べ,広 島 ・四国は その傾向が強い。

　　Q2.情 報 種類別 のニ ーズ(重 要度1位)

　　　 地　域
回　答

コ ー ド 広　　　島 四　　　国 大　　　阪 計

(経 済情報) 1
　 　 　 52

(　 264%)

　 　 　 24

(　 25.0%)

　 　 　 14

(　 197%)

　 　 　 70

(　 24.5%)

(施 策情報)
　 '

2
　 　 　 20

(　 16.5%)

　 　 　 14

(　 14.6%)

　 　 　 　 2

(　 　 2.8%)

　 　 　 56

(　 12.5%)

(企 業関連) ↓ 　 　 　 26

(　 21.5%)

　 　 　 15

(　 15.6%)

　 　 　 15

(　 2t1%)

　 　 　 56

(　 194%)

(技 術関連) 4
　　　 　 6
(　 5q%)

　 　 　 　 4

(　 　 4.2%)

　 　 　 11

(　 15.5%)

　 　 　 21

(　 　 z5%)

(仕 入関連) 5
　 　 　 　 5

(　 　 4.1%)

　 　 　 　 8

(　 　 8.5%)

　 　 　 　 1

(　 　 1.4%)

　 　 　 14

(　 　 4.9%)

(市 場関連) 6
　 　 　 32

(　 264%)

　 　 　 31

(　 32.3%)

,　　　　 28

(　 394%)

　 　 　 91

(　 31.6%)

計
　 　 121

(100.0%)

　 　 　 96

(100.0%)

　 　 　 71

(100.0%)

　 　 288

(100.0%)

　情報の種類別重要度についての考え方は各地域 とも市場関連情報が一番高 く続 いて経済情報 となっ

ている。 また大阪では技 術情報 に対するニーズが多 く,他 方,広 島 ・四国では施策 ・制度情報 が比較

的ニ ーズが高 い。

　 この表で見 る限 り,情 報の種別 に対 するニーズは対象によ り明らか 左違 いがでてお り,情 報 ニーズ

については,地 域別 に充分検討を加える必要があろ う。

Q5.情 報 の 提 供

　　　　　　　　地　域
回　答

コ ー ド 広　　島 四　　国 大　　阪 計

(行 っ て い る) 1
　　　 29

(25.2%)

　 　 　 19

(20.2%)

　 　 　 14

(18.7%)

　 　 　 62

(21,8%)

(近 い将来行 う予 定 で あ る) 2
　 　　 11

(　 96%)

　　 　 6

(　 64%)

　 　 　 　1

(　 1.5%)

　　　 18

(　 63%)

(行 っ ていない) 5
　 　 　 75

(65.2%)

　　　69

(754%)

　 　 　 60

(80.0%)

　 　 204

(71、8%)

計
　 　 115

(100,0%)

　 　 　 94

(100.0%)

　 　 　 75

(100.0%)

　 　 284

(100.0%)

　すでに コンピュータを利用 して情報の提供を行 っている機関 が62あb,,近 い将来行 う予定 を加え

れば80機 関 に もなる。情報の質 ・量は別 にして も,情 報提供は当初 の予想 よ りもかな り進展 してき
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ていると考 えられる。

Q6.地 域 情報の流通

　　　　　　　 地　域
回　答

コ ー ド 広　　島 四　　国 大　　阪 計

(十 分 提供 されている) 1
　　 　 8

(　 66%)

　 　 　 1

(　 1.1%)

　 　 　 1

(　 1.5%)

　 　 10

(　 5.6%)

(ほ ぼ満足すべき状態) 2
　 　 59

(48.8%)

　 　 61

(65.6%)

　 　 34　 ・

(52.3%)

　 　 154

(55.2%)

(利 用 したいのだがあまり整備されていない) 3
　 　 41

(559%)

　 　 25

(24.7%)

　 　 15

(25.1%)

　 　 79

(28.3%)

(ほ とんど利用できない) 4
　　 13

(107%)

　 　 　 8

(　 8.6%)

　 　 15

(25.1%)

　 　 36

(12.9%)

計
　 　 121

(100.0%)

　 　 95

(100.0%)

　 　 65

(100.0%)

　 　 279

(10田%)

　地 域情報vaつ いては,各 地域 ともほぼ満足すべ き状態 である(55.2%)と 回 答 してお り,問 題は

所在情報 とその整備状況 にあ ると考え られる。

　　Q8.情 報流通促進 に関す る構想

　デ ータバンクや情報センター構想あるいは.ネ ッ トワーク構想等に よって情報流通を図ろ うと考 え

てい るが このよ うな構想 を進 める事について次のよ うな回答が なされた。

　　　　　　　 地　域
回　答

コ ー ド 広　　島 四　　国 大　　阪 計

(こ の よ うな考え方を推 進 す べ きで あ る) 1
　 　 　 76

(81.7%)

　　　56

(　 73フ%)

　 　 　40

(74.1%)

　　 172

(　 771%)

(必 　要　で　な　い) 2
　　　 4

(　 4.5%)

　 　 　 10

(13.2%)

　　　 2

(　 3.7%)

　　 　16

(　 72%)

(わ 　　か　　ら　　な　　い) 3
　 　 　 15

(14.0%)

　 　 　 10

(13.2%)

　 　 　 11

(20.4%)

　 　 　 34

(15.2%)

(そ の 他 の 意 見) 4
　　　 0

(　 0,%)

　　 　 0

(　 0,%)

　 　 　 1

(　 1.9%)

　 　 　 1

(　 0.4%)

計
　 　 　 93

(100.0%)

　 　 　 76

(100.0%)

　 　 　 54

(100.0%)

　 　 225

(100.0%)

　情報の流通を促進するためには,情 報拠点 の形成 と,流 通体制 の確立は不 可欠であ り,各 地域 とも,

流通 センター構想は推進す べ きであると考えている。特に広島地域 においてはその意識が強 い(81.

7%)。
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Q9　 情報提供 システ ムの利用につ いて

　　　　　　　 地　域
回　答

コ ー ド 広　　島 四　　国 大　　阪 計

(か な り 高 価 でも 利 用 す る) 1
　　 11

(　 90%)

　 　 　 9

(　 97%)

　 　 　 4

(　 5.6%)

　 　 24

(　 8.4%)

(安 価 なら利用す る) 2
　 　 72

(590%)

　 　 55

(591%)

　 　 49

(68.1%)

　　 176

(613%)

(利 　用　 し　な　 い) 5
　 　 28

(250%)

　 　 15

(16.1%)

　 　 15

(20.8%)

　 　 58

(　 20.2%)

(そ 　　　の　　　他) 4
　 　 11

(　 90%)

　 　 14

(　 15.1%)

　　 　 4

(　 5.6%)

　 　 29

(10.1%)

計 　 　 122

(100.0%)

　 　 95

(100.0%)

　 　 72

(100.0%)

　 　 287

(100.0%)

情報提供 システ ムの利用ニ ーズについては,や は り費用 との関係が大 きく,安 価 なら利用す るが

61.3%で,シ ステムの運営には充分な経済性が要求 され るだろ う。

Qlo.情 報収集 における問題点

　　　　　　　 地　域
回　答

コ ー ド 広　　島 四　　国 大　　阪 計

(ど こにどんなデータがあるのかわか りにくい) 1
　 　　69

(390%)

　 　 　 45

(41.7%)

　　　42

(467%)

　 　 156

(41.6%)

儀 颪がタ捲 竺) 2
　 　 　34

(192%)

　 　 　19

(1Z6%)

　 　 　 10

(11.　 1%)

　　 　65

(　 168%)

(入 手に費用 と時間が か か りす ぎ る) 5
　 　 　 56

(20.3%)

　　　21

(194%)

　 　 　23

(25.6%)

　 　 　 80

(21.3%)

(特 に 問題 点 は な い) 4
　 　 　 25

(15.0%)

　 　 　 25

(21.3%)

　 　 　 12

(15,3%)

　 　 　 58

(15.5%)

(そ 　　　の　　　他) 5
　 　 　 15

(　 8.5%)

　 　　 0

(　 0.%)

　 　 　 3

(　 3.3%)

　 　 　18

(　 4.8%)

計
　 　 177

(100.0%)

　 　 108

(100.0%)

　 　 　 90

(100.0%)

　 　 375

(100.0%)

　情報 提供サ ービスを推進す る場合,所 在情報に対す るサービス(41.6%),す なわちク リア リン

グ機能 を充分考慮 した ものでなければならないだろ う。また,情 報 に対す る価値観が高昇すれば,デ ー

タの入 手に費用 と時 間がかか りす ぎる(21.3%)と い う問題 の解決にっなが り,情 報 の利用 が促進

され るだろ う。
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2.西 日本 の 情 報 サ ー ビ ス 業 の 現 況

　情報 ニーズを満たす過程 においては,情 報サ ー ビス業の果 たす役割は,今 後 とも大き くなってい くで

あ ろ うo

　情報は必 ずしも情報 サービス業 からのみ与え られ るわけでは ないが,情 報 が広 く流通 するに従 って

情報サービス業 とのかかわ りは増 えこそすれ減 ることはないと思 われ る。

　従 って情報 サービス業の現況 を調査 することはデ ータ流通の将来 を予測する うえで非常に参考 にな

ると考 える。

(1}情 報処理産業の動向

　　表2-1で 示 す通 り,大 阪通産局管内の情報処理事業所数の全国 に対するシェアは低下 してい く

　傾向にあ り,広 島はい く分低下,四 国は横ば いである。 東京 のシェアは増加 している。

②　情報提供サー ビス業の動 向

　　表2-2で 示 す とお り,情 報提供サー ビスのG間 売上高の全国に対するシェアは大阪通産局管 内

　では減少傾向であ り,広 島は横 ばいか減少,四 国はデータの欠落 でよ くわか らない。一方東 京は確

　実に増加 している。

　　表2-2の 事 業所数で も大阪,広 島は減少,四 国は横 ばいから若干増加。 東京は増加 している。

(3)地 域 別取 引高の傾向

　　情報サ ービス業におい ては,ど の地域 との取 引関係(結 びつ き)が 強いかを契約先別売上高でみ

　 てみると次のよ うな特長 がある。

　　大 阪 に 業務 を発 注 す る地域 は,地 元が90%,東 京 が8.7%,広 島 は0.4%,四 国 は0,2%で

　 ある。(表2-5参 照)

　 　広島に業務を発注 している地域は,地 元 が96.4%と 圧 倒的 に多 く,大 阪,東 京が それぞれ1.3

　%,1.8%と わ ずかに東京 の方が多 くなっている。

　　四国に業務を発注 している地域は,地 元 が93.9%,大 阪 ・広島がそれぞれ5.5%,2.2%で あ

　 り,東 京 とはほ とんど取引はない。

　　以上情報サー ビス業 の取 引関係 をみ るかぎ り大阪 ・広 島 ・四国のむす びつ きは極め てわずかであ

　る。
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表2-1　 情 報 処 理 産 業

事　　　　　業　　　　　所　　　　　数　 　 　 　 　 　 項　目

地　域(県)　 　　　　年次 48 49 50 51 52 53

北　 海　 道 ①

　(北海道)

　 19

(　 1.7)

　 25

(　 1,9)

　 22

(　 1.7)

　 20

(　 t6)

　 35

(　 21)

　 46

(　 28)

　 東　 　 　 　北 ⑥

(青,岩,宮,秋,山,福)

　 50

(　 4.5)

　 52

(5.9)

　 53

(　 4.2)

　 55

(　 43)

　 63

(　 58)

　 63

(　 3.8)

　 関 東 ・甲 信 越 ⑪

(茨.栃,群,埼,千 一束
,神,新,山.長,静)

　 621

(562)

　 757

(5Z3)

　 712

(55.8)

　 685

(555)

　 983

(599)

　 989

(591)

　 東 海 ・ 北 陸 ⑤

(富,石,岐.愛,三)

　 89

(　 8.1)

　 107

(8.1)

　 U8

(　 92)

　 159

(10.9)

　 159

(　 ・85)

　 136

(　 &1)

　 　 近　 　 　 　畿 ⑦

・(福 ,滋,京,大,兵,奈,和)

　 194

(1Z6)

　 224

(169)

　 210

(165)

　 207

(162)

　 225

(13.7)

　 237

(14.2)

　 中　 　 　 国 ⑤

(鳥,島,岡,広,山)

　 65

(　 5.9)

　 70

(　 5.3)

　 69

(　 5.4)

　 79

(　 62)

　 84

(　 5.1)

　 83

(　 50)

四　 　 　 国 ④

(徳 香,愛.高)

　 25

(　 2.3)

　 28

(　 2.1)

　 31

(　 2.4)

　 31

(　 2.4)

　 33

(　 2.0)

　 37

(　 22)

　 九　 　 　 　州 ⑦

(福 住 長,熊,大,宮,鹿)

　 42

(　 5.8)

　 56

(　 4.2)

　 59

(　 4.6)

　 59

(　 46)

　 75

(　 4.6)

　 78

(　 47)

沖　 　 　 縄 ①

　 (沖縄)

　 　 0

(　 　 0)

　 　 3

(　 0.2)

　 　 2

(　 0,2)

　 　 5

(　 0.2)

　 　 3

(　 0.2)

　 　 5

(　 0.2)

　 　 　 　 　 @』
全　　　　　国 1,105

(100.1)
1,322
(999)

1,276

(100,0)
1,276
(999)

1,640
(999)

1,672

(100.1)
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表2-2 情 報 提 供 サ ビ　ス 業
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表2-3　 契 約先別取引高(昭 和53年 度,百 万円)

　 　 事業所
地域 近　　　畿 中　　　国 四　　　国

北　　海　　道 　 　 36

(　 　 0.0)

一 一

束　　　　　北 　 　 6

(　 　 0.0)

一 『

関 東 ・甲信 越
5,609

(　 　 8.7)

　 235

(　 1.84)

　 　 21

(　 　 0.5)

東 海 ・ 北 陸 　 310

(　 　 05)

一 一

近　　　　　畿 58,039

(　 90.0)

　 164

(　 　 1.3)

　 142

(3.3)

中　　　　　国 　 289

(　 　 0.4)

12,331

(　 96.4)

　 　 94

(　 218)

四　　　　　 国 　 126

(　 　 0.2)

　 　 4

(　 α03)

4,046

(　 959)

九　　　　　州 　 　 64

(　 　 0.1)

　 　 57

(　 0.44)

　 ・

　 　 8

(　 　 0.2)

沖　　　　　縄 　 　 36

(　 　 0.1)

一 一

全　　　　　国 64,515
(100.0)

12,791

(100.0)
4,511
(100.0)
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3.情 報拠 点 形 成 に つ い ての 考 察

3.1　 地 域 情 報 の 整 備 と流 通

　社会経済活動 のあらゆる側面が情報を基軸 として展 開されている今 日,資 源 としての情報 の重要性

は 日を追 って高 まっている。 また最近の著 しい情報処理技術の進展,あ るいはデータ通信網 の高度化 ,

多様化 は,各 種分野におけ るデータバ ンクの設立 気運 あるいは これ らの積極的 な連携 とい う好 ましい

社会環境条件を造 り出 しつつある。

　 しか しなが らこれ ら情報に関する先進国であ る米国 の現状を見 るに,こ れら情報整 備あるいは利用

過程に明 らか な違いが見 られ る。す なわち米国の それは,巨 額の政府投資によ り蓄積 された情報が,

広 く民 間で利用 され,情 報提供サービス業 とい う産業分野を生 んでお り,こ れ らはその ソースデ ータ

を提供 する政府等を中心 とす るデ一夕サプ ライヤ としての各種機関,次 に これ らソースデータを処理

加 工してデ ータベースを製造す る機関(デ ータベ ース・プロデューサ),そ してこれらデ ータベースを

流通 させる機関(デ ータベ ー ス・ディス トリビュータ)と に分業 され,デ ータの流通機構 が形成 され て

いる(図5-1参 照)。 これらは米国国内に限 らず広 く海外vaも その市場 を拡張 しつつあ る。

　 これに対 して日本の現状は政府系のデータベ ースにおい て,文 献 あるいは特許等を中心 とす るデー

タベ ースの流通 がよ うや く全国的規模で実現 されつつ あるとい う状況 であ り,民 間の商業 ペー スにお

いては経済情報 あるいは株価情報等においてよ うやく全国的なレベル で商業活動 に入 っているに過 ぎ

ない。 また これら 日本り情報提供サ ービス業は未だ米国等の例の よ うに明確 な分業体 制に までは至 っ

てお らず,日 本 的市場開花の傾向が米国 のそれ とは異 なるとい う要素 を前提 にしても.甚 だ未成熟 の

分野 と言わ ざるを得 ない状況にある。

　 ところで現在 の政府及 び地力 自治体,又 は公的 な企業,各 種機 関の 日常 の情報処理業務 活動に着 目

してみると,数 多 くのデ ータ ファイルが作成 され てお りこれ らの中には公開可能 でかつ他機関 にとっ

ても有益 なものがあるに もかかわらず,所 在 情報 や検索体制の不備,記 録媒体 に関する技術上の問題,

プ ライバ シー保護,コ ス ト負担,及 び法体制上 の制約等の理由に よ り,必 ずしもスムー スな流通が行

われ ていないのが現状であ る。

　 このため本来利用 し得 るデータを利用 しない ことによる資本の重複投資,デ ータの死蔵 あるいは分

析機能 の低 下等 が発生 している と考 えられ る。
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Ψ
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Ψ
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ツチ
i・ 。mm。n　 Carr、er　 i
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－ 　_　　_　 _

Carrier

　 　 　 ___」

(リ ー スデータの作成,提 供)

(デ ータベ ースの作成,提 供)

(デ ー タベ ースの流布)

　　 1
オ ン ライン

ユ ザ

図3-1　 デ ータ流通機構

3.2　 情報流通 に関す る諸問題

ω　情報流通の整備

　　デ ータ流通 を確立 するためには,存 在す るデータの種類,明 細,所 有者等 を明らかにし,デ ータ

収集,管 理,配 布す る組織,シ ステムを形成 し利用 を促進 していく必要がある
。

　　具体的には・デ ータのニーズ銃 分把握 する・と・・もとよ り,デ ー知 力 ア リング繍 旨の充実

　を図 り,デ ータ流通組織 の創 設を推進する。

'

(2)デ ータ流通 に関す る法制度

　　我が国の コンビ・一夕の利 用を中心 とする情報イヒ社会 の進展は,近 年 におい てます ますその進行

　の度を速めかつ多様化 しつつある。 これには基本 とな る経済 ・社会が複雑化,高 密度化,高 度化 し

　ていることに起因す るものであ り,大 量 の情 報処理 に対する必然的条件,あ るいはソフ トウエアを

含めた幅広い科学技術の急速雄 歩が・ンピー一夕の硫 的捌 用を促しているものと考えられる
。

　　しか しなが らこれらコンピュータを利用 した事業分野 は非常 に急速 な勢いで成長 しているため,

　これ らを取 り巻 く法制度 とい うものは必ずしも充分な形で対応 しているとは言い難い面がある。特

に最近の個人生活.企 業体あ るいは政府及 び各地方 自治体における情報 の取 り扱
いにっいては,関
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連す る各機関で白熱 した議論 が交わ されてお り,こ れ らについ ては今後 ますます活発化するであろ

うと考えられ る。

(3}技 術的諸問題

　　情報流通に関する技術的 な基本問題 としては,地 域 情報 シ ステムの構築があ り,中 で もデータ流

　通シ ステ ムは その中核 をなすものである。

　　デ ータ流通 システムを論 ずる場合,ま ず次の諸要因を想定す る必 要がある。 すなわち,そ の第1

　 は対象 とする情報の質 と量 であ り,こ れに よ り,情 報の表現形式 をは じめ,シ ステム トラヒ ックが

　決定 され る。第2は=・ 一ザ の種類(職 種)と 規模ならびに数 の問題 である。 これらの諸要因はシ ス

　テム機能の決定に連な る。情報 システムを設計す るに当たって考 えてお くべ き第5の 要因は,今 後

　 この システムに対 して要求 されてくるであろ う需要 の伸 びと質 に対 す る見通 しである。 このことは

　勿論.現 在の社会環 境 ない しは技 術レベルから演繹 されて推論 され うるものであ るが,こ の種の要

　 因の想定 を誤 った場合,シ ステムの経年的価値 はたち まち減退 する。

　　 また重要 な課題 として,デ ータベ ース管 理 技術 や ネ ットワーク技術につ いても詳細に検討すべ

　 きこどであろ う。

3.　3　 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス に つ い て

　近年 の電子計 算機 の ソフ トウエア応用につ いての大 きな流れの一つは,デ ータベ ースを有効的にか

つ効果的に利用する とい うことである。 これに呼応 するかのよ うに,我 が国におい ても公的機関あ る

いは民間企業 におい て,情 報処 理 システ ムにおけ るデータベース ・サー ビスを商品 として扱 う商業形 態

が形成 されつつ ある。 この中 には極めて初歩的 なものか ら,い くつかの分野 においては実用に供 して

いる ものまで種 々雑 多の ものが出現 してい る。

　 これらをデータベース ・サー ビスの最 も進んでいる米国の場合 と比較 した場合,こ のデータベー スの

種類,収 録 データ項 目数,商 品価値及 び流通 状況にお いて格段の開 きがあ り,国 際通信回線の整備 と

相対 して,日 本 国内各分野 の情報を米国のデ ータベー スよ り入手す るといった状況 も起こ りつつあ る。

　 これらに対 して日本国 内を鳥敵 した場合,数 少 ない国産データベ ースは その大部分が東京集 中よ り

の傾向があ り,特 定の分野 においては 日米の間で,あ るいは先発 ・後発 の企業 間で活発 な競争 が展開

されつつ あるo

　 地域 に密着 した情報の システ ム化,あ るいは産業を横断するデ ータベー スのネ ッ トワーク化等 につ

いては未だ未開拓で あ り,地 域基盤情報 をこの時期に整備することは地域 の情報利用の振興を図 ると

い う意味か らも非常 に望 ましいもの と考え られる。
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4.地 域 の 現 状 と 課 題

4.1　 大　 阪　 地　 域

　 中枢管理機能 の東京集中化傾向の中にあって,近 畿 の情報面 での立遅れ が目立 っている。

　 しか しながら,近 畿は鉄道 ・道路網 や空港 ・港湾設備等 の整備に より,物 資 流通基地 として重要 な

地位 を有 してお り,ま た,中 国 ・四国 ・九州各地からのデータの中継地 として,ま た東京 との集配基

地 としての機能を果 しているもの と思 われる。

　近畿は,中 小 企業 中で も卸 ・小売業 の占める割合が高い。産業界においては,経 営の合理化 のた め,

中小企業 にもオ ンライン処理 が広が りつつあるが,近 畿は,西 日本各地 のデータ集配信拠点 となって

いるほか,首 都 圏から離れ ているため情報収集に も積 極的であ る。

　 また近畿は京阪神 の多心構造 となってお り.瀬 戸内経済圏の中心的位置を占め るなど情報 のネ ット

ワーク化,デ ータベ ー ス化の要求 も強 く.ネ ットワーク情報サ ービス,デ ータベース ・サ ービス等の形

成が より必要 となって くる。

　 これらの構 想につ いては,東 京 中心に計画 される考 え方 もあ るが,近 畿地域で必要 な情報について

は率先 して,体 制を整備 し.構 築に着手しなければ ならない。

4.2　 広　 島　 地　 域

　 広島地域では,情 報を必要 とす る者 が,当 該情報が どこにあるかを探 し,個 々別々に必要 な情報を

収集 し,加 工利用 しているのが現状であ る。

　 広島市では,地 域情報 センターとして機能 している機関は少 ない。中央の全国情報サ ブセンターと

して機能す る情報拠点をあげれば,JICST,　 JETRO,中 小 企業情報センター等 がある。

　 今回のアンケ ー ト調査 によると,電 算機を利用 して,情 報 の提供,交 換を行 っているところが37

社 あ ることになってい るが,更 に詳細 な調査 をしない とわか らないが,社 内利用が主で,汎 用的 なデ

ータを交換 しているものは
,ほ とんどないのでは ないか と思 われる。 またデ ータベー スについ ては,

信 用調査機関 を始 め とし,自 社 で必要 とす るデ ータを整 備 しているところは,い くつかあるもの と思

われるが,流 通 を前提 と したデータベー スを作 っているところは.ほ とん どないのでは ないか と思わ

れるo

　 情報を必要 とする側 としては.「 どこに どうい う情報があるのかよ くわか らない 」「す ぐに入手で

きない 」「入手に費用 と手間がかかる 」とい う問題があ り.一 部 の業界,団 体,学 者 の間で,情 報機

能の強化 とともに,情 報流通の必要性が認識 されている。 中国地 方は,支 店経済だ といわれ ているが,

必要 な情報は本店のみな らず,支 店においても収集 され てい る(今 回調査の65支 店 の うぢ.情 報収

集を していないのは8支 店)。
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　 しか し,具 体的にど うい う形 で情報機能 を強化 してい くか,情 報 流通 を どうしていけば よいのか,

ま とまった考 え方 とい うものは示 され てい ないのが現状である。将来 中国地方の情報機能を強化 して

い くためあらゆるところで発生 しているデ ータ,情 報であ り,流 通可能 な情報(と くに経済情報,施

策 ・制度情報及 び企業経営上必要 とす る情報で流通可能 な情報)を どのよ うに整理 し,利 用者 が利用

しやす い提供体制 を とってい くかについ ては,地 域で,関 係 者が現状を十 分認識 した うえで.組 織体

制の問題(ネ ッ トワーク方式か,集 中デ ータベー ス方式 を考え るか),採 算(経 済)性 の問題,地 域

内の他機関 との連けいの問題,中 央 ・地力都市 との連 け い の問 題等 につ いて時間をかけ て検討 する

必要があると思われ る。

4.3　 四　 国　 地　域

　 1980年 代 は,情 報化の時代 といわれ るが,四 国 管 内 で もコ ン ピュータ設置台数は,着 実 に増

加 してい る。 しか しその利用形態をみ ると,電 力会社 や,地 元銀行 など公共的性格 をもつ一部 の地元

大企業 や,県 ・市の行政機関 などでは,外 部情報の収 集,蓄 積,活 用 がみられるものの,大 部分は,

主 として当該 事業所 内部の営業管理,一 般管理等 の内部 情報の処理にとどまってお り,外 部情報 を必

要 とする情報処理が少ないともいえる。

　一方,情 報サ ービスを業務 として行 っている情報サ ービス産業 について も「特定サ ービス業実態調

査 」によ り概観す ると,ソ フ トウエア業,情 報提供サー ビス業は皆無に近 く,電 算 センター,会 計事

務所等の情報処理サ ービス業 が大半で ある。 しか も,そ の情報処理 サービス業 も対全国比が1%～2

%に 過 ぎず,四 国の経済水準 がおおむね25%～5%va比 べ ると弱体 といわざるを得ない。 また各種

の企画,調 査.分 析を業 とするコンサルタン ト業 も,そ の対全国比は低い。

　 この よ うに,四 国では,コ ンピュータの利用は逐 次高 まっている ものの.そ の利用形 態は,限 られ

た分野 に止 まっている ものが多 く,今 のところ積極的に外部情報を活用 しようとする動 きが少 な1く他

地域に比べ,情 報流通の面では,立 ち遅れ ている といえよう。
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表4-1　 コ ン ピ ュ ー タ 実 働 状 況

50年 52年 54年 備　　　考

四　　国(台) 653 859 1,335 情報処理実態調査による。

全　　国(台) 30,095 40,719 58,944

対全国比(%) 2.1 2.1 2.5

表4-2　 コン ピュータ利用業務

(単 位%)

四　　　　　国 全　　　　　国
備　　　考

50年 53年 50年 53年

企 画 ・研 究 等 54 4.2 5.2 8.5 情報処理実態調査による。

営　業　管　理 4Z7 43.0 44.4 40.1

生　産　管　理 5.1 4.6 8.6 8.1

一　般　管　理 292 28.7 298 265

そ　　の　　他 14.6 195 120
、

168

計 100.0 100.0 100.0 100.0

表4-3　 情報処理サ ービス業概要(54年)

事 業所 数 従 業者 数 年間売上高
1　事 業 所 当　り 従業員1人

当 り売上高従 業者数 売　上　高

四　　　　　国
37

　 人
890

　 　 研

4,309

人

24

　 醐

116

　 研

484

全　　　　　国 1,761 90,752 596615 46 276 597

対全国比(%) 2.1 1.0 0.7 52.1 420 81.1

(特 定 サービス業実態調 査による)
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参考資料

　　　情 報 流 通 に`関:す る基 礎 調 査 ⑧

～

一

◎o

～

QL　 企業 経営 」二(行 政 上)必 要 とす る情 報 を どこで 収 集 して お られま すか 。

　　　 該 当 す る もの にO印 をつ けて くだ さい。

　　 1.本 社が 一括 収 集 してい る。

　　 2.各 事業 所 ・支 社C支 店)等 で収 集 してい る。

　　 3.本 社 と各 事業 所 ・支 社の 双 方 で収 集 して い る。

　　 4.行 政 機関(国 ・地 方 公 共団 体等)か ら入手 ・収 集 して い る。

Q2.貴 社(貴 機関)『で は 、企 業経 営 上(行 政 上 プどの よ うな情 報 を必 要 としま

　　　 す か。 情 報区 分の 欄 に 、別紙(Q2の 選 択肢 一 覧)の 選択 肢 表 を参 照 して 、

　　　 どんな 情報 が必 要 か 重要度 の 順 に記 号 で記 入 して く ださい 。 ま た、 それ ら.

　　　 の 情報 は、 ど うい うルー トで、 どの 地区 か ら入 手 され た もの かに つい て も、

　　　 別表 の選 択肢 表 か ら選 ん で、記 号 で お こ た え くだ さい。

1　 情報区分 ∬　 　入 手 ル ー ト 皿　 入　手　地　区

.

1位 □

　 1位 　 　 　2位 　　 、3位.、

口 口 口
　 　 　　 　　 　 3位　 　 　　 2位　 1位

口 口 口

、位 口

　1位　　 2位　　 3位

口 口 口
　 1位　　 2位 　　 3位

口 口 口

、位 口

　1位　　 2位 　　 3位

口 口 口
　1位 　　 2位 　　 3位

口 口 口

、。 口

　1位 　　 2位 　　 3位

口 口 口
　 1位 　　 2位 　　 3位

口 口 口

,。 口

　1位　　 2　　　 3位

口 口 口
　 1位 　　 2位 　　 3位

口 口 口

・位 口

　 1位 　 　 2位 　 　 3位

[]口 口

　 1位 　 　 2位'　 3位

口 口 口

Q2.の 選 択肢 一覧

　 1　 情報区分

記号 情報区分　 ・ 内　　　　　　　　　　　　　 容

生産活 動に関す る情報。雇用 に関 す る情報。所得 ・賃金等 に関す る情 報.
L 経　済　情　報 その他 景気動向 ・金融事情 ・物 価否1ζ関す る情報.海 外の 政治 ・経済等 に

' 関する情報.

国および地方自治体の経済 ・産業政策等に関する情観.融 資制度などに関
2. 施策 ・制度情報 する情報.法 人税 ・固定資産税等の税制に関する情報。都市開発・工場団

.. 地計画等立地に関する情報。その他の施策 ・制度に関する情報。
( 企 業の生 産 ・販売摯}1ζ関す る情 報。企業の財務 ・賃金体系等 に関 する情報。

　 3.
'

企 藁 関連 情 報
　 ,

従業員採用 ・労働力需給等雇用に関する情報.教 育 ・訓練等に関する情報。
事業多角化 ・事業転換等に関する情報.企 藁の集団化 ・脇棄化に関する情
報.経 営 者意識 に関す る情 報。その他の企業一般に関す る情観.

新製品開 発1ζ関す る情報。新材料 ・素材等 の開発 ・利用に関 する情 報。製
4, 技 術関連 情 報 造 ・加 工等の生産技術に関す る情 報。その他国内技術一般 ・海外技術 一般

特許 ・技術導入等に関する情報。

5, 仕 入関連 情 報 原爆材料 ・部品等仕入商品の需給 ・価格 に閲す る情報。下請 ・外注先の 動
向に関す る情 報.そ の他仕入 一般に関 する情 報。

シェア ・価格等 他製品動向に関す る情報 。シェア ・価格等 値地域の製品動
6. 市場 関連 情 報 向に関す る情 爾.消 費者ニ ーズに関 する情 報。同業 者の動 向に関す る情 報。

取引先の動向に関する情報.そ の他市場一般に関する情報。.

皿　 入 手 ル ー ト選 択 肢

記号
　 一

入　手　ル　ー　 ト 記号 入　手　ル　ー　 ト

1. .本　 　社 8. 商 工会8所 ・商工会
2. 関連企業 9, 情報 サー ビス提 供機関
　

.　
　　
　　
　'

3

4 鑓離
10,

11.
県 ・市 ・町 ・村●の地 方自治 体

国の機関
5, 調査研究槻関 12, 海　　外
6. マ スコ ミ関 係 13. ×　　学
7。 消費者(地 域住民) 14. そ の 池

田　人手地区の選択肢

記号 入　 手　 地　 区

1, 北 海道 ・東北
2. 関　東
3. ・　 北 陸 ・中 部

4, 近　畿
5. 中　国
6. 四　国
7. 九　州

8, 県　内
9, 梅　外
10. その他



Q3.貴 社 貴機関 で入 手 してい る情 報 の うら主 要 な ものtCつ い て、 具体 的 な情 報

　　 デ ータ名 ・入 手先 ・入手 方 法 ・利 用 目的 を記 入 して くだ さい。

　　 (選 択 肢 のあ る欄 は 番号 で 記入 して くだ さい。)

Q4.　 もし貴 社貴 機 関 が、デ三 夕を提 供 して いれ ば 、提 供 して い るデ ー タの 名前 、

　　 提供 先 、提 供 方 法等 に つ い て ピ記入 くだ さい。

　　 (選 択 肢の あ る欄 は番 号 で8己入 し,tく だ さい。)

～

一

㊤
～

入　 手

情 綴データ名

　 、

入手先
入 手 の
頚　 度

入 手 の
方　　法

入 手 の
媒　　体 利　 用　　目　 的

L毎 日

2.毎月

3.四半期
4.年

5随 時

1.ノール
2.電括

3.デ ー タ.

　通「9
4新 聞

　刊行物
5.その他

(記 入 して

ください)

L統 計 書等

2.印刷物

(刊 行物)
3.電 算機

　 媒 体
4.その他

(記 入 して く
ださい)

1.4庭弄ミき十函　　　　　　　2.長朗』十画
3.開 発計画　　　4.経営計 画

5.需 要予測　　　6.日 直研究
7.市場 騒査　　　8,研究開発計 画

9.設備 投資計画10.人 事要 員計 画

lL槍 出環境 凋査`12,そ の他

1
.

2
、

」

3

4

5

提　僕

情 報 プ ー'タ 名
提　供 先 提 供の 頻度 提供 の方 法 提 供 媒 体

L　 毎　 8
2　 毎　月

3.四 半期

4.年
5,随 　意

1。　 メール

2　 電　話

3,デ ー タ通値
4.新 　聞

　 刊行物
5.そ の也

　(具 体的に記
入 してください)

L　 印刷物

　(刊 行物)

2　 電 算囹媒体
3.そ の他

　 (具 体的 に記

入 してください)

1

2

馳

3

4

5



Q5.

Q6.

～
N　 　Q7.

む

～

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

電 算 機(オ フ4ス コン.ビ ュー タを除 く汎用.電算 機)を 利 用 して情 報の 提 供・

交換(主 と して磁 気 テー プ等 の 媒 体に よ り)を 行 ってい ます か。

　該 当す る ものにO印 をPけ て くだ さい。

1.行 ってい る。

2.近 い将 来行 う予定 であ る。

3.行 ってい ない。

地 域情 報(.地 域 情 報 とは 地域 特有 の 情 報 で;そ の地 域で の み 発生 す る情 報

　をい う。)は 十分 提 供 され てい る とお 思 い で しiう か。 適 当 な もの にO印

をつけ て く ださい。

∴ 灘 ㌶ ㌫ 。、.ユ ・・へ進んで・・さ・・

1:麗 ㌶ ∵1整 備されていな二}・ ・へ進んで・・…
'
地域 情 報 は どの よ うな点 で不 備 だ とお感 じに な りますか 。

ん'ど ん な情 報(種 類 ・内容)が 不 足 して い る とお 考え か、 具 体的 に ご記 入

　 　くだ さい。

[　 　 　 ]
B.情 報 の提 供 体制・■ 資料 整備 、 デ ー ダの検 索 等 で不備 な 点 があ れ ば、 具 体

　　的IC　C記 入 くだ さい 。

[　 　 　 !
Q8.情 報の 流 通 を促進 す る ためtζ1)デ ー タバ ン クや情 報 セ ン ター を作 り情 報

　 　 　提供の効 率化 を計 る考 え方 や2)各 行政 機 関 ・団 体等 の 所 有 してい る情 報

　 　 　の交 換 を 促進 す るた めの ネ プトワー ク構 想 等 が考 え られ てお ります が 、 こ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　の よ うな デー タ サー ビ スの将 来 にっ いて 、 間社(質 機関)の 考 え方 を お 闘

　 　 　か せ く.ださい。

L

2

翫

4

ζの よ うな考 え方 を推進 す べ きであ る。

必 要で な い と思 う。

わ か らな い。

その他,C観 が ご ざい ま した ら・ お齢 ・せ くだ さい・

[ ]
Q,.6し 、 現 在 雛(貴 機 関)が 必 要 とす る㈱ を 臨 テ ー プ・ カー ド逗 テ

ー

ワ
一

3

.4

一 プ等 の電 子計 醐 で処 馴 能 な形 態 でee・9tで きる シ ステムが 存在 す る と

すれ ば 、g'利 用 な さい ます か。

　 か な り高 価 で も利 用 す る。

¶

　 安 価 な ら利 用 す る。

　 利 用 しない 。

その他

[

)

ー

が見意C等

。

。
い

る

さ

す

だ

周

く

利

入

ら

記

な

亡

件

、

条

ら

の

た

れ

し

こ

ま

れ

り

ζ

あ(

Ql。.　 Pt・trは(幽 閑)は 情 鮭 収Pttる 劇 どん な点 に 和 を感 じて お られ ま

1

2

3

4
.

5

す か.該 当す る ものにo印 をつ け そ9tご さい・

ど こICど ん な デ ー タ が あ るのb・ 　t)か り1ζ く い.

デ ー タの 提 供 会 社(機 関)が 少 な い 。　 　 　 　 　 、

デー タ.q入 手 に 費用 と時 間 が か 、りす ぎる。

現状 の ま まで 特 に問 題 はな い。

その他 　 　 (問 題点 を具 体的ic　C記 入 くだ さい。)

[
ご協力大変ありがとうございました。

]
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